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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人 理化学研究所 
評価対象事業年度 
 

年度評価 平成 28 年度（第 3 期） 
中長期目標期間 平成 25～29 年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 文部科学大臣 
 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 基礎研究振興課、岸本哲哉 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、松岡謙二 

 
３．評価の実施に関する事項 
平成 29 年６月 28 日  第８回 文部科学省 国立研究開発法人審議会 理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング１） 

平成 29 年７月６日   第９回 文部科学省 国立研究開発法人審議会 理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング２） 

平成 29 年７月 25 日  第 10 回 文部科学省 国立研究開発法人審議会 理化学研究所部会開催（意見聴取） 

平成 29 年８月３日   第 10 回 文部科学省 国立研究開発法人審議会開催（意見聴取） 

 
４．その他評価に関する重要事項 
平成 28 年 10 月１日 特定国立研究開発法人に指定 

平成 28 年 10 月１日 第３期中長期目標改正 

平成 28 年 10 月３日 第３期中長期計画変更 

平成 29 年３月 23 日 第３期中長期計画変更 
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様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 

 
１．全体の評定 
評定※１ 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

 

 

 

Ａ （参考）本中長期目標期間における過年度の総合評定の状況※２ 
 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

業務の質の向上 Ｂ 

Ｂ A A  業務運営の効率化 A 

財務内容の改善等 A 
評定に至った理由 法人全体の評価に示す通り、全体として中長期計画及び年度計画に定められた以上の業績の進捗が認められるため。 
 
２．法人全体に対する評価 
〇平成 28 年度の理研の活動において、創発物性科学研究をはじめ、各研究分野で世界を牽引する、あるいは産業等への幅広い応用が期待される特筆すべき研究開発成果を創出しており、研究開発成果

の最大化に向けて実績を上げていると評価できる。 

(平成 28 年度に創出された、特筆すべき研究開発成果の例) 

・創発物性科学研究：新しいスキルミオンの準安定相の発見や、環境低負荷型高機能材料としての革新的ヒドロゲルの開発、天然シリコンを用いて作成した量子ドットで世界最高の量子ビット操作忠実

度 99％以上を達成したこと等は非常に高く評価できる。 

・脳科学総合研究：睡眠時の記憶の定着に重要な脳部位を解明し、記憶を維持・向上できることを証明したことや、統合失調症のモデルマウスを開発し成長期のマウス個体に遺伝子操作をすることで認

知機能の回復に成功したこと等は評価できる。 

・光量子工学研究：100 兆分の 1秒のパルス光を用い、従来法では困難であったタンパク質の非常に速い反応を分子レベルで観測することに成功したことや、パラジウム同位体を選択的に高効率で分離

するレーザー偶奇分離技術を開発し従来技術より圧倒的に高いイオン収率を達成したこと、室温での高感度テラヘルツ検出法を開発し従来の手法と比べて 100 倍高感度の検出に成功したことは評価で

きる。 

・光合成Ⅱ複合体が光合成の水分解反応で酸素分子を発生させる直前の状態を世界で初めて捉えたことや、SACLA において、電子ビームの振り分け及びＸ線レーザーの独立制御技術の開発により世界で

初めて複数のビームラインの同時稼働かつ高出力の運転を実現したこと、故障などによるダウンタイムを世界でも類を見ないレベルに抑え、利用時間を提供できていること等は評価できる。 

・計算科学技術研究：「京」の運転時間が目標の 8,000 時間を超え、稼働率 98.7％を達成する等、極めて安定的な運用を実現して計算資源の共用について貢献を果たしていることや、実用的な性能の指

標である Graph500 や HPCG で世界１位を獲得する等、計算科学技術の発展に貢献している点が評価できる。 

・発生・再生科学総合研究：非分裂細胞でも高効率に遺伝子挿入できる新たなゲノム編集技術「HITI」を開発したことや、脊椎小脳変性症の患者から iPS 細胞を樹立し小脳プルキンエ細胞の分化誘導に

よる病態の一部を再現したこと、さらに、滲出性加齢黄斑変性に対する iPS 細胞由来網膜色素上皮細胞に関する臨床研究において他家移植の一例目の手術を実施したことは評価できる。 

○また、国の科学技術基本計画が改訂され、Society5.0 の実現に向けた研究開発等の重要性が増大する中で、革新知能統合研究センターを設立し、人工知能研究を開始するなどの取組が着実に行われた。 

○業務運営の効率化等マネジメントに係る項目については、全体として計画通り、着実に取組が進められていると評価できる。 

 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
 

 
４．その他事項 
研究開発に関する審議会

の主な意見 
○ 加速器施設、放射光施設やスーパーコンピュータ等の研究基盤の共用については、高い提供時間と安定性を実現しており、関係者の地道な努力によって、イノベーション

を支える重要な研究基盤を提供する役割を果たしていることは評価できる。 

○ 産学官連携に関し、企業からも研究成果を高く評価され、目標を大きく超える連携センターの設置を実現している点や、知的財産の活用により経費を大きく上回る知財収

入を得ている点は、研究成果の社会還元の促進という観点ら高く評価できる。 

○ 無期雇用職の導入や基礎科学特別研究員制度を発展させた取組により、人材育成に力を入れている点は評価でき、次期中長期目標期間でも非常に重要となる取組である。

また、海外からの研究者や女性研究者、家族を持っている職員に対して、他の機関に先駆けて働きやすい環境を整備している点は評価でき、引き続き先進的な取組を期待

したい。 
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監事の主な意見 ○ 業務は、法令等に従い適正に実施され、また、中長期計画、年度計画に沿って効果的かつ効率的な運営が行われていると認める。 

※１ Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。  

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

※２ 平成 25 年度評価までは、文部科学省独立行政法人評価委員会において総合評定を付しておらず、項目別評価の大項目について段階別評定を行っていたため、この評定を過年度の評定として参考に記載することとする。  
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 
 
 

年度評価 項目別

調書№ 

 

備考 
 
 

 中長期目標（中長期計画） 
 
 

年度評価 項目別調

書№ 
 

備考 

２５

年度 
２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
２９

年度 
 ２５

年度 
２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
２９

年度 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する

目標を達成するためとるべき措置 
A B B B  Ⅱ-1  

 
 
 
 
 

１．国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進   １．研究資源配分の効率化 A B A B  Ⅱ-1-（1）  
（１）創発物性科学研究 S S S S  Ⅰ-1-(1)    ２．研究資源活用の効率化 
（２）環境資源科学研究 S A A A  Ⅰ-1-(2)    （１）情報化の推進 A B B B  

Ⅱ-2 

 
（３）脳科学総合研究 S S S A  Ⅰ-1-(3)    （２）コスト管理に関する取組 A B B B   
（４）発生・再生科学総合

研究 
C B A A  Ⅰ-1-(4)    （３）職員の資質の向上 B B B B   

 
 
 
 

（５）生命システム研究 A S S A  Ⅰ-1-(5)    （４）省エネルギー対策、施設

活用方策 
A B B B   

（６）統合生命医科学研究 S A A A  Ⅰ-1-(6)    ３．給与水準の適正化等 A B B B  Ⅱ-3  
（７）光量子工学研究 S S S A  Ⅰ-1-(7)    ４．契約業務の適正化 A B B B  Ⅱ-4  
（８）情報科学技術研究 ― ― ― B  Ⅰ-1-(8)    ５．外部資金の確保 A B B B  Ⅱ-5  
２．世界トップレベルの研究基盤の整備・共用・利用研究の推進   ６．業務の安全の確保 A B B B  Ⅱ-6  

 （１）加速器科学研究 A A S A  Ⅰ-2-(1)   Ⅲ．予算（人件費の見積を含む。）、 

収支計画及び資金計画 
A B B B  Ⅲ  

 （２）放射光科学研究 A A A A  Ⅰ-2-(2)   Ⅳ．短期借入金の限度額 ― ― ― ―  Ⅳ  
 
 
 
 

（３）バイオリソース事業 B B A A  Ⅰ-2-(3)   Ⅴ．不要財産又は不要財産となることが

見込まれる財産に関する計画 
A B B B  Ⅴ  

（４）ライフサイエンス技

術基盤研究 
A A A A  Ⅰ-2-(4)   Ⅵ．重要な財産の処分・担保の計画 C B B B  Ⅵ  

（５）計算科学技術研究 A B A A  Ⅰ-2-(5)   Ⅶ．剰余金の使途 ― ― B B  Ⅶ  
３．理化学研究所の総合力を発揮するためのシステムの確立による先端融合研

究の推進 
 Ⅷ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 （１）独創的研究提案制度 A A B B  Ⅰ-3-(1)    １．施設・設備に関する計画 A B B B  Ⅷ-1  
 （２）中核となる研究者を

任用する制度の創設 
A B B B  Ⅰ-3-(2)    ２．人事に関する計画 B B B B  Ⅷ-2  

 
 
 
 

４．イノベーションにつながるインパクトのある成果を創出するための産学官

連携の基盤構築及びその促進 
 ３．中長期目標期間を越える債

務負担 
― ― ― ―  Ⅷ-3  

（１）産業界との融合的連

携 
A B A A  Ⅰ-4-(1)    ４．積立金の使途 A B ― ―  Ⅷ-4  

（２）横断的連携促進  
①バイオマス工学に関

する連携の促進 

A A A A  Ⅰ-4-(2)-
① 

           

（２）横断的連携促進  
②創薬関連研究に関する

A A S A  Ⅰ-4-(2)-
② 

   



5 
  

連携の促進 
 （３）実用化につなげる効

果的な知的財産戦略の推

進 

A B A A  Ⅰ-4-(3)    

 ５．研究環境の整備、優秀な研究者の育成・輩出等   
（１）活気ある開かれた研

究環境の整備 
B B B B  Ⅰ-5-(1)    

（２）国際的に卓越した能

力を有する人材の育

成・輩出（平成 28
年 9 月まで「優秀な

研究者等の育成・輩

出」） 

B B B B  Ⅰ-5-(2)    

（３）研究開発成果のわかりやすい発信・研究開発活動の理解増進   
①論文、シンポジウム等に

よる成果発表 
A B A A  Ⅰ-5-(3)    

②研究開発活動の理解増

進 
B B B B  Ⅰ-5-(3)    

（４）国内外の研究機関と

の連携・協力 
A B B B  Ⅰ-5-(4)    

（５）研究開発活動を事

務・技術で強力に支

える機能の強化 

B B B B  Ⅰ-5-(5)    

６．適切な事業運営に向けた取組の推進   
（１）国の政策・方針、社

会的ニーズへの対応 
A B B B  Ⅰ-6-(1)    

（２）法令遵守、倫理の保

持等 
C B B B  Ⅰ-6-(2)    

（３）適切な研究評価等の

実施・反映 
B B B B  Ⅰ-6-(3)    

（４）情報公開の促進 A B B B  Ⅰ-6-(4)    
（５）監事機能強化に資す

る取組 
― B B B  Ⅰ-6-(5)    

 
※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 
 

※平成２５年度評価までの評定は、「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また、平成２６年度以降の評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月３０日文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計画

の達成度が１００％以上） 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研

究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 
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Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％以

上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。） 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研

究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的か

つ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的か

つ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上

で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運

営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１―(1) 創発物性科学研究  

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文 － 欧文:141 

和文:15 
欧文:286 
和文:11 

欧文:329 
和文:0 

欧文:369 
和文:9 

 予算額（千円） 2,055,723 2,151,680 2,046,453 1,783,153  

連携数 － 共同研究

等:29 
協定等:19 

共同研究

等:40 
協定等:19 

共同研究

等:34 
協定等:23 

共同研究

等:37 
協定等:23 

 決算額（千円） － － － －  

特許件数 － 出願:31 
登録:1 

出願:37 
登録:5 

出願:29 
登録:5 

出願:73 
登録:4 

 経常費用（千円） － － － －  

外部資金 
（件/千円） 

－ 件数:52 
予算額: 
559,747 

件数:66 
予算額: 
304,624 

件数:79 
予算額: 
592,663 

件数:100 
予算額: 
884,710 

 経常利益（千円） － － － －  

 － － － － －  行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － － －  

  － － － － －  従事人員数 103 121 128 137  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 

 

 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

我が国が強みをもつ

環境・エネルギー技術

によるグリーンイノベ

ーションを創出し、世

界に先駆けた環境・エ

ネルギー先進国の実現

を果たすためには、既

存技術の延長では突破

できない性能向上の限

界を超え、全く新しい

環境・エネルギ

ー技術によるグリ

ーンイノベーショ

ンを創出するため

には、既存の技術

の延長線上にない

全く新しい概念に

よるエネルギー利

用技術の革新が必

要である。固体・ 

①強相関物理研究 

固体中で多数の

電子が強く反発し

あう強相関電子系

が示す創発機能発

現の学理を探求

し、革新的なエネ

ルギー機能原理を

解明する。すなわ

ち、既存の半導 

（評価軸） 

○ イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

的にインパクト

＜主要な業務実績＞ 

① 強相関物理研究 

○超構造中の酸化物界面におけ

るスキルミオン（渦巻き状のス

ピン構造体）生成を実現し、そ

の系が示すトポロジカルホー

ル効果（スキルミオン密度に比

例して生じる垂直方向の電圧）

などの輸送現象を実験、理論双

方から解析した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○実験と理論双方からのアプロ

ーチにより、界面系、バルク結

晶、双方におけるスキルミオン

の研究で世界を先導しており、

高く評価する。 

 

 

 

評定 S 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められた

以上の業務の顕著な進捗が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 

・次世代超低消費電力型電子素子への応用が期待されるスキルミオンに

ついて、新しいスキルミオン準安定相の発見をはじめ、スキルミオンの

制御法の解明等顕著な成果を上げている。これらは、スキルミオンの基
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概念によるエネルギー

利用技術の革新を可能

にする、既存の科学技

術とは異なる新たな学

理の構築が必要であ

る。 

このため、固体・分

子集合体・ナノデバイ

ス等が示す、電子・ス

ピン・分子など個々の

構成要素の単なる集合

としては説明できない

物性・機能（創発物性）

に着目して我が国の物

性科学研究を推進す

る。本分野は蒸気エネ

ルギー、原子力エネル

ギーの開発に次ぐ第３

のエネルギー技術革命

をもたらすものとして

期待され、国際的にも

注目を集めているが、

創発物性科学を世界に

先駆けて新たな研究分

野として確立し、我が

国の科学技術水準の向

上を図るため、本分野

に関する研究開発をリ

ードしてきた理化学研

究所において国内外の

研究者を結集し、世界

トップレベルの物性科

学に関する研究開発拠

点を新たに設置し、研

究開発を推進する。 

新しい物性科学を創

成し、エネルギー変換

の高効率化や消費電力

を革新的に低減させる

デバイス技術に関する

研究開発を実施する。 

具体的には、２０３

分子集合体・ナノ

デバイス等は電

子・スピン・分子

など個々の構成要

素の単なる集合と

しては説明できな

い物性・機能を示

しうる。このよう

な創発物性という

新しい概念の下、

強相関物理、超分

子機能化学、量子

情報エレクトロニ

クスの分野の有機

的な連携により、

従来の科学技術と

は異なる全く新し

い学理を創成し、

僅かな電気・磁

気・熱刺激からの

巨大な創発的応

答・現象を実現す

ることで、消費電

力を革命的に低減

するデバイス技術

やエネルギーを高

効率に変換する技

術に関する研究開

発を推進する。 

また、我が国の

物性科学の中核的

研究開発拠点とし

て、世界トップレ

ベルの研究者を結

集し、集中的に研

究を推進するとと

もに、国内外の研

究機関や大学、企

業等と連携して、

俯瞰的・国際的視

野を持った次世代

の創発物性科学研

体技術を超える超

低損失エネルギー

輸送、超高効率の

光･電気・磁気・熱

の相互のエネルギ

ー変換機構を明ら

かにするととも

に、超低消費電力

型磁気メモリの 

実現に向けた研究

開発を行う。 

平成２８年度

は、超低消費電力

型磁気メモリの実

現に向けて、制御

性に着目し、界面

におけるスキルミ

オン（渦巻き状の

スピン構造体）の

生成と関連する 

輸送現象を理論、

実験の双方から解

析し、その制御方

法を解明する。ま

た、超高効率の光･

電気・磁気・熱の

相互のエネルギー

変換をめざし、マ

ルチフェロイック

ス物質（強磁性と

強誘電性の両方の

性質を持つ特殊な

物質）において、

室温での制御の実

現に向けて２５０

Ｋより高い温度で

の磁場による電気

分極制御 

の可否を決める要

因を解明するとと

もに、光の振動電

場によって物質中

のある優れた研

究開発成果を創

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○科学技術基本計

画において掲げ

られた国が取り

組むべき課題の

達成に貢献する

とともに、社会

からのニーズを

踏まえて、基礎

から応用までを

つなぐ研究開発

を戦略的かつ重

点的に推進でき

たか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制）

等 

（モニタリング指

標） 

○広い温度領域にわたって存在

するスキルミオン準安定相（ス

キルミオンが長時間安定に存

在できる状態）の発見や、スキ

ルミオン相（スキルミオンが最

も安定に存在する状態）の電場

制御の成功などの成果を上げ

た。 

○マルチフェロイックス物質（強

磁性と強誘電性の両方の性質

を持つ特殊な物質）である六方

晶鉄酸化物において、室温での

交差制御の実現に向けた研究

を行い、250 K より高い温度で

の磁場による電気分極制御の

可否を決める微視的な要因を

中性子回折実験から解明した。 

○光の振動電場によって物質中

の磁気モーメントの動きを制

御する機能を幅広い温度・磁場

下で実現し、その微視的機構を

明らかにした。 

 

 

② 超分子機能化学研究 

○平成 28 年度は、有機薄膜太陽

電池の更なる高性能化を推進

すべく、新たにｎ型半導体材料

の開発を検討した。ｎ型特性を

持つ独自の分子骨格を基盤に、

種々の高分子及び低分子化合

物を合成したところ、分子構造

を調整することで太陽電池に

おける光吸収領域や開放電圧

が調整可能となった。 

○新規に開発した高分子ｎ型半

導体材料では近赤外領域で光

電変換が可能なことを見出し、

一方、低分子ｎ型半導体材料で

は実用レベルである1.0 Vに達

する高い開放電圧を実現でき

た。また、これらのｎ型半導体

○新しいスキルミオン準安定相

の発見をはじめ、スキルミオン

の制御法の解明等顕著な成果

を上げており、応用へ向けた知

見が多く蓄積され、計画以上に

研究が進展していることから、

非常に高く評価する。 

 

○マルチフェロイックス物質を

用いた電気磁気交差制御の微

視的理解が進み、室温での制御

の実現に向けた道筋が見え始

めたことから、高く評価する。 

 

 

 

 

○光の振動電場を用いて磁気モ

ーメントを超高速で制御する交

差相関機能の開拓において、対象

となる物質のバリエーシンの豊

富さ、多様な微視的機構の解明、

動作温度、磁場範囲などの観点か

ら世界で独走しており、非常に高

く評価する。 

○有機薄膜太陽電池の開発に関

しては、近赤外光吸収能や開放

電圧において優れた独創的な n

型半導体材料を開発しており、

高く評価する。 

 

 

 

 

 

○新たに開発されたｎ型半導体

材料（上述）を用いて実際に太

陽電池素子を作成し、高い性能

（利用可能な波長領域（近赤外

領域）・解放電圧（1.0 V）・電

子移動度（10-4 cm2/Vs 程度）・

光電変換効率（8%）など）を実

礎的特性の研究、デバイス応用を見据えた研究開発など、スキルミオン

研究の幅を大きく広げる重要な成果である。 
 
・環境低負荷型高機能材料として、新材料の開発や分子構造の制御等、

従前にない独創的かつ優れた手法により、新しい機能と優れた強度を持

つ革新的ヒドロゲルの開発に成功している。 
 
・天然シリコンを用いて作製した Si/SiGe ドットで世界最高の量子ビッ

ト操作忠実度 99%以上を達成したことは、既存の半導体集積化技術を用

いた量子ビット素子の実装を可能とする、大規模量子計算機の実現に向

けた重要な成果である。 
 
・運営面に関しては、国内外の研究機関や民間企業との連携や、若手研

究リーダーの育成等を行っている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
・引き続き、国内外の研究機関や企業等と連携し、研究成果の最大化を

積極的に推進することが必要である。 
 

＜有識者からの意見＞ 

・きわめて波及効果の高い研究成果が生み出されており、将来のメモリ

デバイスなどの応用におけるイノベーションが期待される。強力な基本

特許が期待される分野であり戦略的な知財への取組が望まれる。 
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０年代に産業化までつ

なげることを目指し、

２０２０年代までに中

低温の未利用熱を有効

に活用可能とする高効

率熱電変換技術や、超

低消費電力で半導体を

超える電子デバイス技

術を確立する。 

そのため、本中長期

目標期間においては、

熱電材料に関して半世

紀にわたり更新されて

いない最高性能を超え

る新しい強相関熱電材

料を開発するなど、エ

ネルギー利用の革新に

かかわる世界トップレ

ベルの成果を実現す

る。 

また、国内外の研究

機関や大学、企業等と

連携して、俯瞰的・国

際的視野を持った次世

代の創発物性科学研究

を牽引する人材の育成

を推進するとともに、

関連事業の動向や企業

等の社会ニーズを把握

し、最先端の研究開発

成果を将来の産業技術

開発の土台とするため

の取組を総合的に推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

究を牽引する人材

の育成、最先端の

研究開発成果を将

来の産業技術開発

の土台とするため

の取組を総合的に

推進する。 

 

①強相関物理研究 

固体中で多数の

電子が強く反発し

あう強相関電子系

が示す創発機能発

現の学理を探求

し、革新的なエネ

ルギー機能原理を

解明する。すなわ

ち、既存の半導体

技術を超える超低

損失エネルギー輸

送、超高効率の光･

電気・磁気・熱の

相互のエネルギー

変換機構を明らか

にする。 

これらの研究に

より、超低消費電

力型磁気メモリの

実現に向け、本中

長期目標期間中に

不純物･欠陥など

に対して安定な性

質を持った磁気情

報担体を開発し、

消費電力を表す指

標である電流密度

を既存金属系材料

に比べ５桁以上下

げた電流密度での

磁気情報操作を達

成する。 

 

の磁気モーメント

の動きを制御する

機能を幅広い温

度・磁場下で実現

する。 

 

②超分子機能化学

研究 

有機・高分子化

合物の構造を分子

レベルから設計

し、階層的に組織

化することによ

り、目的とする機

能を発現させる超

分子機能に関わる

基本学理を構築

し、エネルギーの

変換・伝達・貯蔵

を高効率化する環

境低負荷型高機能

材料を開発すると

ともに、実用に資

する有機太陽電池

等電子デバイスの

研究開発を行う。 

また、材料の高性

能化のために、分

子から巨視的スケ

ールまでをシーム

レスにつなぐプロ

セスの速度論的制

御と構造制御の方

法論を構築する。 

平成２８年度

は、有機太陽電池

の更なる高度化を

目指し、前年度ま

でに開発してきた

ｐ型半導体材料に

加え、新たにｎ型

材料を開発し、こ

・論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特 許 件 数 （ 出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 

材料は、太陽電池素子におい

て、最高で 10-4 cm2/Vs 程度の

高いキャリア輸送能（電子移動

度）を示し、光電変換効率は

8%に達した。 

○環境低負荷型高機能材料のひ

とつ、ヒドロゲル（水を主原料

とするプラスチック代替マテ

リアル）において、平成 27 年

度に開発した手法により構成

成分である酸化チタンナノシ

ートを磁場で配向するともに、

今年度新たに見出した脱イオ

ン処理によりナノシート間の

静電反発力を最大化すること

で、膝軟骨に匹敵する弾性率を

持つ、理想構造のヒドロゲルを

得た。 

○ヒドロゲルの研究については、

前年度までの研究成果を土台

として、平成 28 年度より「産

業界との融合的連携研究制度」

において民間企業との連携チ

ームを設置し、放射線がん治療

の高精度化に必要な 3 次元ゲ

ル線量計の実用化に向けた研

究を開始した。 

 

③ 量子情報エレクトロニクス

研究 

○GaAs 4 重ドットを用いて 4 ス

ピン量子ビットを実現した（世

界初）。さらに、5 以上の多重

ドットに拡張可能な電荷状態

の制御・計測技術を提案、実証

した。 

○スピン 1/2 量子ビット操作に

対して、昨年度開発の高速測定

法に今年度高速フィードバッ

ク技術を組み合わせて雑音環

境を適合制御する技術を確立

し、量子操作の高速性と正確性

証しており、非常に高く評価す

る。 

 

 

 

○環境低負荷型高機能材料の開

発に関しては、ヒドロゲルの高

強度化や機能化の鍵となる内

部静電反発力を劇的に増強す

る方法論は従前に無い独創的

かつ優れたものである。膝軟骨

に匹敵する強度のヒドロゲル

の開発にも成功しており、非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

○新しい環境低負荷型高機能材

料としてのヒドロゲルの研究成

果を広く社会へ還元することを

目指し、民間企業と連携チームを

設置する等しており、高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

○スピン量子計算に関して、世界

最高性能の4スピン量子ビット

化の達成、5 以上の多ビット化

の電荷状態の制御・計測技術の

提案・実証がなされており、高

く評価する。 

○高速測定と帰還制御による環

境雑音の影響の抑制など忠実

度を向上するためのアプロー

チの成功、複合量子ビットによ

る量子ゲートの高性能化の実

証等の成果を高く評価する。 
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②超分子機能化学

研究 

有機・高分子化

合物の構造を分子

レベルから設計

し、階層的に組織

化することによ

り、目的とする機

能を発現させる超

分子機能に関わる

基本学理を構築

し、エネルギーの

変換・伝達・貯蔵

を高効率化する環

境低負荷型高機能

材料を開発する。

また、材料の高性

能化のために、分

子から巨視的スケ

ールまでをシーム

レスにつなぐプロ

セスの速度論的制

御と構造制御の方

法論を構築する。 

これらの研究に

より、実用に資す

る有機太陽電池等

電子デバイスを開

発する。特に、分

子レベルからの材

料設計により構造

が自律的に形成さ

れる機能をもつ有

機太陽電池につい 

ては本中長期目標

期間中に変換効率

１０％程度を達成

する。 

 

③量子情報エレク

トロニクス研究 

情報通信技術の

れらの分子配向制

御により高いキャ

リア輸送能を実現

する。また、環境

低負荷型高機能材

料として、ヒドロ

ゲル（水を主原料

とするプラスチッ

ク代替マテリア

ル）の強度や機能

をさらに高めるた

めに、無機成分の

配向や分布を制御

し、材料内に均一

に配置させる手法

を確立する。 

 

③量子情報エレク

トロニクス研究 

情報通信技術の

普及に伴い爆発的

に増大する情報

を、安全かつエネ

ルギー消費を最低

限に抑えて処理す

る技術として、量

子力学的原理に基

づいて動作する 

デバイス及び計算

機システムの開発

を行うため、半導

体、超伝導体の量

子状態を光学的、

電気的、磁気的に

制御することによ

り、量子コンピュ

ーティング、量子

中継、量子ナノデ

バイスの基本原理

解明と技術開発を

行う。 

平成２８年度

の向上に成功した。さらに、2

種類の量子ビットからなる複

合量子ビットを開発し、量子計

算の基本ゲートを実証した。 

○将来的には優れた性能が見込

まれる Si 材料へ技術移植を進

め、自然界の同位体比（4.7%）

Si を用いて作製した Si/SiGe

ドットでは世界最高の量子ビ

ット操作忠実度99.6%を達成し

た。また同位体を 0.08%に減少

させた Si の量子ドットを実現

し、量子ビット動作を確認し

た。 

○超伝導量子ビットの集積化に

向けた取り組みとして、2次元

集積化、配線の 3 次元化に関

する設計とシミュレーション

を行った。また実装技術に適

合するプロセス技術を開発

し、コヒーレンス時間（～40

μs）、超伝導共振器の Q値（～

107）の改善を実現した。 

○光子を介在する量子情報処理

に応用可能な、超伝導量子回

路によるオンデマンド・高効

率・波長変調可能な単光子源

の開発（単光子生成効率は

6GHz ～9GHz で約 80%）とマイ

クロ波単光子計測に成功し

た。 

○環境雑音に対して高い耐性を

持つ量子計算を可能にする「ト

ポロジカル量子コンピューテ

ィング」の開発に向け、2次元

HgTe の超伝導接合を用いて、

情報担体となるマヨラナ粒子

の特徴を観測した。 

 

④ 分野融合プロジェクト・産学

連携 

○トポロジカル絶縁体（内部は絶

 

 

 

 

○半導体産業で技術基盤が確立

した Si 材料への技術移植と世

界最高の忠実度の向上に加え、

複合量子ビットによる量子ゲ

ートの高性能化の新展開が図

られており、非常に高く評価す

る。 

 

 

 

○超伝導量子回路に関して、量子

ビット集積回路実現に向けス

ケーラブルな量子ビット回路

実装に関する取り組みが進展

しており、順調に計画を遂行し

ていると評価する。 

 

 

 

○オンデマンド・高効率・波長変

調可能な単光子源の開発と、マ

イクロ波単光子計測に世界で

初めて成功し、これによる光子

を介在する量子情報処理への

応用進展が期待されるため、非

常に高く評価する。 

 

○トポロジカル量子計算に関し

て、HgTe を用いて幻の粒子と

いわれるマヨラナ粒子の新し

い痕跡を捉えることにより、マ

ヨラナ粒子の操作を原理とす

るトポロジカル計算機への技

術応用が期待されるため、高く

評価する。 

 

 

○トポロジカル絶縁体において、
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普及に伴い爆発的

に増大する情報

を、安全かつエネ

ルギー消費を最低

限に抑えて処理す

る技術として、量

子力学的原理に基

づいて動作するデ

バイス及び計算機

システムの開発を

行うため、半導体、

超伝導体の量子状

態を光学的、電気

的、磁気的に制御

することにより、

量子コンピューテ

ィング、量子中継、

量子ナノデバイス

の基本原理解明と

技術開発を行う。 

これらの研究に

より、将来的な大

規模量子計算への

拡張から量子コン

ピュータ実現まで

を視野にいれ、現

在の２量子ビット

計算から、本中長

期目標期間中に誤

り訂正を含めた５

量子ビット計算を

実現する。 

 

④分野融合プロジ

ェクト・産学連携 

熱電変換材料の

研究開発、エネル

ギー損失が極小と

なるエレクトロニ

クスの研究開発

等、高効率エネル

ギー変換や超低消

は、量子計算の正

確性を担保するた

め、これまでに開

発した３、４量子

ビットの技術を発

展させ、量子ゲー

トの操作精度と速

度を向上させる。 

また、環境雑音の

制御によるデコヒ

ーレンスの抑制、

環境雑音に対して

耐性をもつトポロ

ジカル量子計算法

の開発、及び多数

の量子ビットの電

荷状態測定技術の

開発を行い、多数

の量子ビットを操

作、計測する手法

を高度化する。 

 

④分野融合プロジ

ェクト・産学連携 

高効率エネルギ

ー変換や超低消費

電力電子機器の実

現に向けたプロジ

ェクト研究を分野

を超えて融合的に

展開する。また、

将来の指導的研究

者となり得る優れ

た人材を育成する

とともに、応用研

究・産業等に従事

する他の機関・組

織との連携によ

り、先端の研究開

発を推進し、成果

を効果的に移転す

る。 

縁体だが表面は金属状態が現

れる物質）における高効率の電

流―スピン流変換を達成し、そ

の微視的な機構を解明した。ま

た、磁性トポロジカル絶縁体に

おける超構造を作製し、その界

面においてスキルミオン構造

が出現することを、理論、実験

双方から明らかにした。 

○さらに、磁性トポロジカル絶縁

体における光機能を開拓し、外

部からバイアス電圧を加えな

い状態で光電流が流れること

を発見した。これらの研究によ

り、トポロジカル絶縁体におけ

るホール効果、非線形伝導など

の輸送現象、スキルミオン出現

等の新奇な現象を発見すると

ともに磁気光学効果を用いた

電子機能の制御手法を確立し

た。 

○強相関熱電変換材料では、これ

までに見出した特殊なバンド

構造に起因して高い電子移動

度を示す物質(Ge,Bi,Cu)Te に

おいて、キャリア数を制御して

低キャリア濃度の物質合成に

成功し、熱電特性の最適化を図

り、770 K において熱電性能指

数 ZT=1.6 を達成した。 

 

【マネジメント・人材育成】 

○前年度に引き続き、東京大学

および清華大学と連携し、シ

ニア研究者によるメンターシ

ップのもと、若手研究者が主

宰する若手研究リーダー育成

プログラムを推進した。東京

大学との連携プログラムにお

いては、3ユニットの研究を推

進したほか、若手研究リーダー

1名が外部研究機関の上位の職

電流―スピン流変換とその機

構解明が行われるとともに、磁

性トポロジカル絶縁体の超構

造の作製技術などエレクトロ

ニクス高度化材料としての研

究開発において世界の先陣を

切っており、高く評価する。 

 

 

○超構造作製技術の向上により

望みの構造が自在にできるよ

うになった結果、スピントロニ

クス機能開発の進展やスキル

ミオン出現に代表される新奇

な現象の発見が達成され、計画

以上に研究が進展しており、非

常に高く評価する。 

 

 

 

 

○毒性のない元素からなる材料

(Ge,Bi,Cu)Te において熱電性能

指数 ZT=1.6 を実現し、さらに実

用上重要となる室温から 300℃

程度の温度領域の性能指数も従

来と比べて改善することに成功

しており、計画以上に進展したこ

とから、非常に高く評価する。 

 

 

 

○東京大学および清華大学との

連携において、若手研究者が主

宰する研究ユニットを運営し、

優秀な若手研究リーダーの育

成と輩出に貢献していること

から、非常に高く評価する。 
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費電力電子機器の

実現に向けたプロ

ジェクト研究を、

分野を超えて融合

的に展開する。ト

ポロジカル絶縁体

(内部は絶縁体な

がら表面・界面は

損失極小の電流を

流す)などの新た

な機能性材料に対

し、エネルギー機

能に着目した、物

質の理論設計、及

び実験実証を行う

とともに、本中長

期目標期間中に強

相関熱電材料にお

いて、実用化の目

途となる電力因子

５０μW/cmK2 程

度を目指す。 

大学との連携講

座や若手研究者に

よるフォーラムの

形成、ワークショ

ップの開催をはじ

めとする国内外の

大学や研究機関と

の連携により、将

来の指導的研究者

となり得る優れた 

人材を育成する。

また、創発物性科

学の最先端研究開

発成果を将来の技

術開発の土台とす

るため、応用研

究・産業等に従事

する他の機関・組

織との連携によ

り、新産業分野の

平成２８年度

は、トポロジカル

絶縁体（内部は絶

縁体だが表面は金

属状態が現れる物

質）の表面状態に

おける電流、電荷、

電気分極に関連し

た現象を解明 

し、また、ホール

効果、磁気光学効

果、非線形伝導な

どの現象で電子機

能の制御手法を確

立する。強相関熱

電変換材料では、

これまでに見出し

た特殊なバンド構

造に起因して高い

電子移動度を示す

物質において、キ

ャリア数を制御し

て、熱電特性の最

適化を図る。また、

東京大学および清

華大学と連携し、

シニア研究者によ

るメンターシップ

のもと、若手研究

者が研究チームを

主宰する若手研究

リーダー育成プロ

グラム等を推進す

る。さらに、応用

研究・産業等に従

事する他の機関・

組織との連携推進

のために連携合同

ワークショップを

開催する。 

 

 

を得て転出することが決定し

た。 

○清華大学との連携では、大学内

に設置した 3ユニットの研究

を引き続き実施するとともに、

3名のユニットリーダーがそれ

ぞれ 2カ月以上理研に滞在し、

共同研究および活発な意見交

換を行った。また、2016 年 10

月には清華大学で合同ワーク

ショップ（RIKEN-Tsinghua 

Joint Workshop on Emergent 

Matter Science）を開催し、連

携の強化を図った。 

○さらに、2016年 11月に産業技

術総合研究所・理化学研究所

の合同ワークショップ (第 2

回量子技術イノベーションコ

ア ワークショップ)を開催

し、基礎・応用研究の連携を

進めた。 

○民間企業からも積極的に人材

を受け入れ、当センターの世界

最先端の研究に触れる機会を

提供し、第一線で活躍する研究

者による指導を行っている。 

 

 

 

○清華大学との連携を通じ、国際

的若手研究リーダーの育成に

貢献、ワークショップの開催に

より研究交流が深まっており、

順調に計画を遂行していると

評価する。 

 

 

 

 

 

 

○産業技術総合研究所との連携

において、ワークショップを開

催することにより研究交流が

深まっていることから、高く評

価する。 

 

 

○民間企業からの研究人材を育

成することに加え、理研内の研究

者にも産業界の研究者の考え方

に触れる機会を提供することは

実用化を進める上で重要であり、

順調に計画を遂行していると評

価する。 
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ニーズとシーズを

相互理解し、先端

の研究開発を推進

し、成果を効果的

に移転する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―1―(2) 環境資源科学研究  

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文 － 欧文:110 

和文:19 
欧文:221 
和文:19 

欧文:306 
和文:15 

欧文:351 
和文:20 

 予算額（千円） 1,404,657 1,471,850 1,645,780 1,361,563  

連携数 － 共同研究

等:84 
協定等:44 

共同研究

等:105 
協定等:42 

共同研究

等:131 
協定等:42 

共同研究

等:148 
協定等:43 

 決算額（千円） － － － －  

特許件数 － 出願:20 
登録:11 

出願:31 
登録:13 

出願:32 
登録:14 

出願:39 
登録:17 

 経常費用（千円） － － － －  

外部資金 
（件/千円） 

－ 件数:121 
予算額: 
1,169,759 

件数:147 
予算額: 
1,516,074 

件数:168 
予算額: 
1,582,339 

件数:176 
予算額: 
1,647,246 

 経常利益（千円） － － － －  

 － － － － －  行政サービス実施コスト（千円） － － － －  
  － － － － －  従事人員数 167 180 195 198  
※平成 27 年度より、バイオマス工学研究プログラムを環境資源科学研究の一部として実施。 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 

 

 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資源の確保・環境保

全・食糧増産等の地球

規模の課題に対応し、

持続可能な社会を実現 

するためには、環境に

負荷を及ぼさない資

源・エネルギーの循環

的な利活用が不可欠で

ある。 

このため、石油化学

製品として消費され続

環境に負荷を及

ぼさない資源・エ

ネルギーの循環的

な利活用が可能な

持続的社会の実現 

に向け、多様な生

物機能と化学機能

の理解を礎とし

て、植物科学、微

生物化学、化学生

物学、合成化学等

①炭素の循環的利

活用技術の研究 

大気中の二酸化

炭素の資源化に向

け、光合成による

バイオ素材生産や

触媒化学による化

成品生産の実現を

目指す。 

平 成 ２ ８ 年 度

は、光合成機能向

（評価軸） 

○ イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

的にインパクト

のある優れた研

＜主要な業務実績＞ 

① 炭素の循環的利活用技術の

研究 

○ C4 光合成植物であるエレオ

カリスのゲノム解析、セタリ

アで作製した C4 光合成シス

テムに関わる遺伝子発現プロ

ファイルの評価を行い、C4 光

合成システムに関わる遺伝子

の機能解明を進めた。 

○ 葉緑体のビタミン C 輸送体

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

○ C4 光合成システムに関わる

遺伝子の機能の解明を進め

るとした年度計画に対し、順

調に計画を遂行していると

評価する。 

 

 

○ 高温条件での葉緑体の光合

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められた

以上の業務の進捗が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
・ジャガイモの有毒物質生合成に関わる二つの遺伝子を同定し、その発

現抑制によって、毒がなく萌芽を制御できるジャガイモの育種等が期待

できることを示した。 
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けている炭素、生命活

動に不可欠な窒素、希 

少な金属元素の各資源

を循環的に利活用する

ことを目指し、多様な

生物機能と化学機能の 

理解を礎として、植物

科学、微生物化学、化

学生物学、合成化学等

を融合した先導的研究 

を推進する。２０３０

年代に産業界で利用さ

れることを目指し、２

０２０年代までに２０ 

世紀最大の発明の一つ

とも言われるハーバ

ー・ボッシュ法を革新

し得る、窒素と水素か

らの省資源・省エネル

ギー型のアンモニア合

成を実現するなど、産

業的に有用な資源を生

物プロセス・化学プロ

セスを用いて、高効率

に生産可能とする技術

革新に向けた研究開発

を実施する。 

具体的には、以下の

ように目標を定め、研

究開発を行う。 

炭素・窒素等の大気

資源の循環的利活用に

よって化石資源の使用

量を減らすため、 原材

料としての二酸化炭

素、窒素を、植物又は

触媒を用いて効率的に

固定する技術の確立を

目指す。植物の固定機

能に関する機構を解明

し、革新的触媒を開発

するとともに、固定さ

を融合した先導的

研究を推進し、有

用資源の創成及び

高効率な資源生産

システム等の技術

革新に貢献する。

そのために、石油

化学製品として消

費され続けている

炭素、生命活動に

不可欠な窒素、希

少な金属元素の各

資源を循環的に利

活用することを目

指し、「炭素」、

「窒素」、「金属」

に関する体系的な

３つのプロジェク

ト研究を推進する

とともに、世界ト

ップレベルのメタ

ボローム解析基盤

及び天然化合物バ

ンクの充実と融合

によって強力な基

盤を構築し、研究

開発を推進する。 

また、関連事業

の動向や産業界等

の社会ニーズを把

握し、国内外の研

究機関や大学、企 

業等に対して効果

的な研究展開を図

る。さらに、研究

開発成果の社会還

元を推進するた

め、化学工学分野

の機能強化、有用

植物の圃場試験等

に関し、有機的な

協力関係の構築を

上については、Ｃ

４光合成システム

（より効率の良い

光合成システム）

の形成における遺

伝子発現変動を明

らかにするため、 

Ｃ４光合成システ

ムに関わる遺伝子

の機能を解明す

る。また、高温条

件での葉緑体の光

合成機能や代謝機

能の向上に関わる

因子を同定する。 

有用代謝産物の

生産向上について

は、高等植物及び

微生物が生産する

脂質、二次代謝産

物などの有用物質

生産に関与する因

子をゲノム情報と

代謝プロファイル

情報から探索し、

その機能を同定す

るとともに数理モ

デルも活用して代

謝工学的に応用す

る。また、微細藻

類の光エネルギー

による濃縮技術を

引き続き開発する

とともに、前年度

に整備した微細藻

類のゲノム情報等

の基盤を利用して

分子育種に有用な

遺伝子の同定を行

う。 

二酸化炭素から

のカルボン酸の新

究開発成果を創

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○科学技術基本計

画において掲げ

られた国が取り

組むべき課題の

達成に貢献する

とともに、社会

からのニーズを

踏まえて、基礎

から応用までを

つなぐ研究開発

を戦略的かつ重

点的に推進でき

たか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制）

等 

（モニタリング指

標） 

・ 論文数 

遺伝子、活性酸素耐性に関わ

る遺伝子、高温耐性の付与に

関わる葉緑体関連遺伝子や

化合物の機能解明を進めた。 

○ ジャガイモの有毒ステロイ

ドグリコアルカロイド生合

成に関わる二つの遺伝子

「PGA1」及び「PGA2」を同定

し、その発現抑制によってア

ルカロイド含量を著しく軽

減することに成功した。世界

4 位の生産量を誇る食用作

物であるジャガイモの毒素

生産及び萌芽を制御する遺

伝子を同定した本成果は、遺

伝子発現を抑制すると毒の

量が 10 分の 1以下になるだ

けでなく、芽が出なくなり長

期間の保存が可能になると

いう成果が期待できる。 

○ 生薬資源として重要なウラ

ル甘草のゲノム解読に成功

し、得られたゲノム情報を解

析して 34,445 個のタンパク

質をコードする遺伝子を見

出した。 

 

 

 

 

 

 

○ 細胞内で起きている化学反

応である代謝の挙動を、数理

モデリングしてコンピュー

タで再現するためのウェブ

ツールである「PASMet」を開

発した。これにより未知の代

謝ネットワークを予測でき

る他、数理モデルを構築する

等代謝シミュレーションを

簡便に行うことができるよ

成機能や代謝機能の向上に

関わる因子を複数同定し、変

異体の遺伝子解析も進んで

いるため高く評価する。 

○ PGA1とPGA2の遺伝子発現を

抑制したり、ゲノム編集で遺

伝子を破壊したりするバイ

オテクノロジー技術を用い

た毒がなく萌芽を制御でき

るジャガイモの育種等の新

しい成果が期待できるため、

非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ウラル甘草はさまざまな漢

方薬の原料として最も広範

に用いられているマメ科の

生薬の中で最も上質なもの

である。分子育種による重要

生薬の国内栽培化や生産性

の向上に加えて、生薬として

の機能改変等による原料の

安定供給や薬効成分の生産

に必要な有用遺伝子の発見

等の新しい成果が期待でき

るため、高く評価する。 

○ 開発した本ツールは、生命科

学系研究者の数理解析を助

けるツールとなるため高く

評価する。 

 

 

 

 

 

 

・新たに作成したチタン化合物を用いて、化学工業において重要な中間

原料であるニトリルをアンモニアからではなく窒素分子から直接合成

することに成功したことは、省資源・省エネ型プロセスの開発につなが

ると期待される。 
 
・運営面に関しては、研究成果の最大化に向けた理研内外の連携が大き

く進展したほか、若手リーダーを次期の経営戦略の検討の中心に据える

など、人材育成も着実に進めている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
・引き続き、国内外の研究機関や企業等と連携し、研究成果の最大化を

積極的に推進することが必要である。 
 

＜有識者からの意見＞ 

・応用面も見据えたインパクトのある成果が得られており、若手の育成

も着実に進めている。 
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れた炭素・窒素を含む

化合物を有用物質へと

変換する環境に負荷の

少ない化学反応技術を

開発する。 

また、水や肥料等の

少ない環境下でも高い

成長性を実現する植物

の開発に向け、植物の 

環境耐性、生長機能に

関わる有用因子を解明

し、それらの機能を向

上するための技術を開 

発する。 

さらに、天然資源に

乏しい我が国におい

て、世界情勢に影響さ

れることのない安定し

た資源確保を実現する

ために、環境に負荷を

及ぼさない効率的な資

源回収や低コスト・高

効率な革新的物質創製

技術の開発を目指す。 

いわゆる「都市鉱山」

からの効率的な資源回

収や汚染地域における

効率的な重金属回収が

可能な生物を同定し、

その機能を解明すると

ともに、個別の金属元

素が持つ特異な性質を

利用した革新的な金属

錯体触媒の開発による

高効率・高選択的な化

学反応を実現する。 

また、世界トップレ

ベルのメタボローム解

析基盤及び天然化合物

バンクの充実と融合に 

より基盤技術の高度化

を図るとともに、収集

進める。加えて、

環境資源分野にお

ける優れた研究人

材を育成し、同分

野の科学技術力の

底上げに努める。 

 

①炭素の循環的利

活用技術の研究 

大気中の二酸化

炭素の資源化に向

け、光合成による

バイオ素材生産や

触媒化学による化 

成品生産の実現を

目指す。これらの

研究を通して、本

中長期目標期間に

おいて、二酸化炭 

素固定の礎である

光合成機能強化や

植物・微生物の代

謝経路の操作によ

って物質生産・貯 

蔵機構を制御する

技術の研究開発を

行い、光合成機能

や脂質等有用代謝

産物の生産を向上 

させる標的遺伝子

を１０種類程度同

定する。また、金

属錯体触媒の探索

によって、二酸化 

炭素や酸素から、

化成品原料となる

カルボン酸の新規

直接合成法及び有

害な酸化剤を用い 

ない環境調和型酸

化反応を開発す

る。 

規合成法の開発に

ついては、含窒素

有機物に二酸化炭

素及び官能基を有

するアルキル基を

同時に導入できる

新しいカルボキシ

ル化反応を開発す

る。さらに、有害

な酸化剤を用いな

い環境調和型酸化

反 

応の開発に向けて

は、分子性触媒を

用いた不斉反応及

び固定化触媒によ

る酸素存在下での

光酸化反応に適用

可能な触媒システ

ムを開発する。 

 

②窒素等の循環的

利活用技術の研究 

生産に莫大なエ

ネルギーが消費さ

れている窒素肥料

の使用量を低減す

るため、低肥料下

でも高成長可能な

省資源型植物を創

出する。また、窒

素を低エネルギー

で固定する新規な

方法の実現を目指

す。 

平 成 ２ ８ 年 度

は、低肥料（窒素・

リン）、節水条件で

も高成長を実現す

る植物の生産性向

上については、前

年度までに機能を

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特 許 件 数 （ 出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 

うになった。 

○ 光による微細藻類の細胞濃

縮の効率向上（濃縮時間の短

縮）を目指し、培地の組成や

光の波長、光照射による影響

の解析を進め、培地から窒素

を除去すると濃縮効率が高

まる傾向、緑の光で細胞を培

養すると光濃縮の速度が上

がる傾向を見出した。 

○ ユーグレナの一種のゲノム

解読とアノテーションに成

功し、油脂生産に関連する遺

伝子を同定した。 

○ 含窒素化合物であるイナミ

ド類に二酸化炭素と官能基

を有するアルキル基を同時

に導入できるカルボキシル

化反応を開発した。さらに、

二酸化炭素、アルデヒド、ホ

ウ素化合物等の複数の入手

容易な原料からの多成分選

択的カップリング反応を開

発し、高性能リチウムイオン

電池の電解質としての利用

が期待される新奇なリチウ

ムボレートイオンペア化合

物の簡便な合成法の開発に

成功した。 

○ β,γ-不飽和ヒドラゾンを

原料として用い、反応条件を

変えることで異なるC-N結合

形成反応が進行する多様性

触媒的酸化反応を開発する

ことに成功した。また酸化反

応により得られるオキシイ

ンドール二量体を原料とし

て用い、C(sp3)-C(sp3)結合

形成反応を開発し、これによ

り異なる連続四級炭素骨格

の構築法を開発した。 

○ 環境調和型反応については、

 

○ 微細藻類を用いたバイオ燃

料・化成品等の創出に向けた

要素技術の開発について、光

による微細藻類の細胞濃縮

の効率向上にかかる顕著な

成果が得られているため高

く評価する。 

 

 

○ ユーグレナの一種のゲノム

解読とアノテーションに成

功する等、順調に計画を遂行

していると評価する。 

○ 二酸化炭素からの新規カル

ボン酸合成法の開発研究に

おいて着実に成果を上げて

いることに加え、高性能リチ

ウムイオン電池の電解質と

しての利用が期待される新

規リチウムボレート化合物

の合成にも成功し、さらに溶

媒を必要としない、新しいリ

チウムイオン電池の電解質

の開発へ展開する等の新し

い成果が期待できるため、非

常に高く評価する。 

 

 

○ 触媒システム開発に成功し

ており順調に計画を遂行し

ていると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 環境調和型反応について、高
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した化合物を国内外の

研究機関等へ提供する 

取組については、これ

まで以上に推進する。 

国内外の研究機関や

大学、企業等と連携し、

関連事業の動向や企業

等の社会ニーズを把握

し、効果的な研究展開

を図るとともに、環境

資源分野における優れ

た人材の育成を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②窒素等の循環的

利活用技術の研究 

生産に莫大なエ

ネルギーが消費さ

れている窒素肥料

の使用量を低減す

るため、低肥料下 

でも高成長可能な

省資源型植物を創

出する。また、窒

素を低エネルギー

で固定する新規な 

方法の実現を目指

す。 

これらの研究を

通して、本中長期

目標期間におい

て、低肥料（窒素・

リン）、節水条件

でも高成長を実現

する生産性向上に

向け、植物の栄養

の吸収・同化や環

境耐性、耐病性等

に関与する遺伝子

を探索するととも

にその制御機構を

解明する。また、

高温・高圧（５０

０℃、３００気圧）

を要するアンモニ

ア合成反応を革新

するべく、窒素と

水素から温和な条

件下 

でアンモニアを合

成しうる金属錯体

を設計して合成

し、さらに分子性

錯体を担体に固定

化させ最適な反応

明らかにした植物

の生長制御遺伝子

及び水利用効率の

向上、乾燥や高温

等の環境ストレス

耐性、低栄養条件

下での生長に関す

る制御遺伝子の利

用に向けてその制

御機構を明らかに

する。また、植物

の根及び根圏の栄

養吸収機構の解明

に向けて、引き続

きこれまでに明ら

かにした成長促進

シグナルの輸送や

栄養情報伝達に関

わる遺伝子の制御

様式を明らかにす

る。耐病性につい

ては、前年度に解

析した耐病性に関

与する標的タンパ

ク質が制御する因

子を同定する。 

アンモニア合成

反応の革新に向け

ては、これまでに

得られた知見を活

用し、生成したア

ンモニアを反応系

から排出できる固

定化触媒を開発す

る。 

 

③金属元素の循環

的利活用技術の研

究 

生物機能に基づ

く希少金属の効率

的な回収、元素の

固定化触媒による酸素存在

下での光酸化反応に適用可

能な触媒システム開発につ

いて、高分子アンモニウムと

デカタングステン酸からな

る高分子担持型デカタング

ステン酸触媒の開発に成功

した。 

 

② 窒素等の循環的利活用技術

の研究 

○ これまで糖の輸送体として

考えられてきたSWEETタンパ

ク質が、種子発芽、伸長成長、

花芽形成・開花等を促進する

低分子化合物である植物ホ

ルモン「ジベレリン」を輸送

することを発見した。 

 

 

 

 

 

○ シロイヌナズナが傷口で茎

葉を再生させる際には、二つ

の転写因子が階層的に機能

することを明らかにした。こ

れにより、植物には傷ができ

た後に、カルス形成を通して

茎葉を再生させる分子経路

が存在することを示した。 

○ 他機関との共同研究により、

植物の生育に悪影響を与え

ないで高温ストレス耐性を

付与する方法の開発、植物が

水分欠乏ストレス時に水利

用効率を向上させる制御機

構を分子レベルで明らかに

した。さらに、植物ホルモン

の乾燥ストレス応答におけ

る役割を解析した。環境資源

科学研究センターの成果を

分子担持型デカタングステ

ン酸触媒の開発に成功して

おり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ SWEET タンパク質が糖以外

の化合物を輸送することが

明らかになったのは世界初

である。植物体内におけるジ

ベレリンの局所的な分布を

変化させて植物の成長や種

子発芽、開花等を精密にコン

トロールすることにより、植

物の収量増大につながる新

たな成長調節技術の開発が

可能になると期待できるた

め、非常に高く評価する。 

○ 効率のよい組織培養による

植物の量産や有用物質生産

等へ繋がる可能性があり高

く評価する。 

 

 

 

 

○ 環境ストレス耐性（乾燥、高

温等）に関わる遺伝子探索、

付与に関する研究に関して

は、実際の条件に近い乾燥圃

場にまで展開して干ばつに

強く収量が高いイネの実証

栽培に成功しており、応用面

でも着実に成果を上げてい

るため非常に高く評価する。 
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条件を探索し、ア

ンモニアの生成効

率を向上させる。 

 

③金属元素の循環

的利活用技術の研

究 

生物機能に基づ

く希少金属の効率

的な回収、元素の

特異的な性質を活

かした革新的な触 

媒の開発を目指

す。 

これらの研究を

通して、本中長期

目標期間におい

て、重金属・希少

金属の蓄積能力を

有する植物・微生

物を探索し、その

金属選択性・蓄積

機構を解明する。

さらに、生物機能

を活用した低環境

負荷の効率的資源

回収技術や環境修

復技術の研究開発

を行い、金属分

離・回収システム

を３種類程度構築

する。また、希土

類や各種遷移金属

元素の多様な反応

性を活かした斬新

な分子設計に基づ

く金属錯体触媒の

設計・合成、普遍

元素を活用した高

活性・高選択性・

再生利用可能な新

規触媒を創出す

特異的な性質を活

かした 

革新的な触媒の開

発を目指す。 

平 成 ２ ８ 年 度

は、実験室スケー

ルで構築したコケ

植物による重金属

の分離回収システ

ムの機能評価と大

型化を進めるとと

もに、有用コケの

解析から機能同 

定した銅耐性付与

遺伝子を利用し

て、高濃度の銅に

耐性を持つ植物を

作出する。また、

植物のセシウム吸

収増大もしくは耐

性を付与する化合

物の作用機序をも 

とに、より効果の

大きい化合物を同

定する。 

希土類や各種遷

移金属元素の特長

を活かした革新的

触媒反応の開発に

ついては、前年度

に実現した高活

性・高効率な炭素−

炭素結合形成反応

を炭素−水素結 

合形成、炭素−窒素

結合形成へと展開

し、これら結合形

成が反応原料の百

万分の１から十億

分の１の触媒使用

量で、あるいは秒

単位の反応時間で

活かして開発した干ばつに

強いイネの実証栽培に成功

し、乾燥条件でのイネの収量

増加を実現させた。 

○ 低窒素条件での硝酸吸収を

制御する転写因子を同定し、

高親和型硝酸輸送体の発現

を制御する仕組みを明らか

にした。またシュートの成長

促進シグナル（サイトカイニ

ン）による光合成器官成長調

節の新たな仕組みを明らか

にした。 

○ 病原菌が感染した際に誘導

される防御シグナルの伝達

に重要なタンパク質を同定

し、またその制御因子を明ら

かにした。 

 

○ アンモニア合成反応の革新

に向けては、モリブデンクラ

スター錯体をシリカ系担体

に担持した固定化触媒を新

規に合成し、生成したアンモ

ニアをより温和な条件下

（200℃・10 気圧）で反応系

から効率的に排出できる触

媒反応系の開発を達成した。

また、独自に開発したチタン

化合物の知見を活かして、新

たに開発した四つのチタン

を含むチタン化合物から特

殊な試薬を用いずに窒素分

子を切断し、切断した窒素種

と入手が容易な酸塩化物か

ら、化学工業における重要な

中間原料であるニトリルを

直接合成することに成功し

た。 

 

③ 金属元素の循環的利活用技

術の研究 

 

 

 

 

○ 窒素の吸収の向上、リンの吸

収に関わる制御機構の研究

が進展して低肥料での持続

的な生産に貢献する成果が

上げられているため、高く評

価する。 

 

 

 

○ 前年度に解析した耐病性に

関与する標的タンパク質が

制御する因子を同定すると

した年度計画に対し、順調に

計画を遂行していると評価

する。 

○ アンモニア合成研究につい

ては、200℃程度の温和な条

件下で反応が進行する触媒

は極めて少ないが、安価で汎

用的な材料から温和な条件

下でも今後の活性向上に大

いに期待が持てる調製しや

すい触媒を開発して着実に

成果を上げている。加えてニ

トリル合成の成果のように、

アンモニアを用いずに窒素

分子から直接さまざまな含

窒素有機化合物を合成する、

省資源・省エネ型プロセスの

研究開発につながる新たな

展開に向けた派生的な研究

成果も出てきていることか

ら、非常に高く評価する。 
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る。 

 

④循環資源の探索

と利活用研究のた

めの研究基盤の構

築 

多様性に富む生

物代謝物の解析や

その代謝経路、遺

伝子等解析基盤を

整備するととも

に、生物機能の解

明・向上に資する

生理活性物質を大

量かつ高速に探

索・評価する技術

を高度化し、生物

資源の生産及び利

活用のための研究

基盤を強化する。 

 １，０００種類

程度の代謝物の同

定または注釈付け

を行い、化学合成

が困難な生物由来 

化合物等を植物・

微生物等を用いて

効率的に人工合成

するためのデータ

ベースを構築す

る。また、研究基

盤に蓄積した化合

物を国内外の大

学・研究機関・企

業等へ５万化合物

程度提 

供する。 

 

 

 

 

 

完遂する高効率触

媒反応システムを

開発する。また、

亜鉛触媒系での成

果に加え、安全・

安 

価な銅試薬を用い

るクロスカップリ

ング反応の開発で

得られた知見を基

に、元素の特徴を

理解し活用するこ

とで、他の普遍金

属元素、さらには

半金属元素を用い

た医薬品や機能性

材料の合成に展開

可能な高活性・高

選択性触媒の開発

を引き続き行う。

さらに、水素社会

を支える革新的エ

ネルギー生産触媒

の開発に向け、普

遍金属元素からな

る酸化物の反応機

構を制御すること

で、効率の良い水

分解反応を開発す

る。 

 

④循環資源の探索

と利活用研究のた

めの研究基盤の構

築 

多様性に富む生

物代謝物の解析や

その代謝経路、遺

伝子等解析基盤を

整備するととも

に、生物機能の解

明・向上に資する

○ チャツボミゴケやウマスギ

ゴケ等で構築した重金属分

離回収システムの大型化の

ための栽培条件の最適化を

行い強酸性水循環系システ

ムとフミン酸含有水ラグー

ン系システムを実験室内に

設置し、スケールアップによ

る回収効率への影響を評価

した。さらにヒョウタンゴケ

については既に実地試験の

段階に進んだ。銅耐性に関わ

る遺伝子をシロイヌナズナ

で過剰発現させることによ

り、高濃度の銅に耐性をもた

せることに成功した。 

○ 1 万種の合成された有機化

合物からなるケミカルライ

ブラリーをスクリーニング

し、植物のセシウム蓄積を促

進する化合物として 14 種を

選び、そのアミノ酸誘導体で

ある L-メチルシステインに

植物のセシウム蓄積を促進

する効果があることを発見

した。 

○ 希土類元素による精密共重

合触媒、C-H アルキル化触

媒、不斉ヒドロアミノ化触媒

等を開発した。また、炭素−

水素結合形成、炭素−窒素結

合形成が反応原料の百万分

の1から十億分の1の触媒使

用量で、しかも 1秒の反応時

間で完遂する高効率触媒反

応システムの研究開発を推

進した。 

 

○ 銅試薬を用いるクロスカッ

プリング反応の反応機構に

ついて、理論計算を用いた機

構解析によって、元素の特性

○ チャツボミゴケやウマスギ

ゴケ、ヒョウタンゴケの計３

種の生物機能に基づく金属

分離・回収システムの構築が

順調に進展しており、中でも

ヒョウタンゴケは既に実地

試験に進んでおり、回収効率

への影響評価を想定してい

た年度計画以上に早く進ん

でいるため高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

○ 新たな植物のセシウム蓄積

を促進する効果を発見し、放

射性セシウムに対する除染

効率を向上させる技術の開

発つながることも期待され

るため、高く評価する。 

 

 

 

 

○ C-H 結合の活性化を利用し

たジメトキシベンゼンと非

共役ジエンとの共重合やシ

クロプロペン類の不斉ヒド

ロアミノ化反応の開発に初

めて成功し、副生成物を一切

出さない環境調和型機能性

ポリマーの創製や光学活性

な機能性分子の創製等の新

しい成果が期待できる期待

できるため、非常に高く評価

する。 

○ 銅試薬を用いるクロスカッ

プリング反応の開発で得ら

れた知見を基に、高活性・高

選択性触媒の開発を進めて
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生理活性物質を大

量かつ高速に探

索・評価する技術

を高度化し、生物

資源の生産及び利

活用のための研究

基盤を強化する。 

平 成 ２ ８ 年 度

は、質量分析デー

タの取得と質量分

析データベース

「ＭａｓｓＢａｎ

ｋ」へ化合物の質

量分析データの登

録を進めるととも

に、「ＭａｓｓＢａ 

ｎｋ」の機能の高

度化を図りなが

ら、代謝物ピーク

の網羅的な注釈付

け手法を開発す

る。また、植物の

物質生産および代

謝物制御基盤を整

備するためにエピ

ジェネティック制

御に干渉する化合

物を同定する。前

年度に見出したス

トレス耐性を付与

するヒストン脱ア

セチル化阻害剤の

活性評価を行うと

ともに、さらに有

効性の高い化合物

を探索する。さら

に、農業生産技術

の革新に向け、引

き続き植物の表現

型計測装置を用

い、植物の生長に

与える栽培環境及

を活かした新たな反応機構

で進行することを見出した。

また、普遍金属元素として最

も小さいリチウムの未踏の

反応性（触媒活性）を引き出

すことができた。さらに、芳

香族ホウ素化合物の新たな

合成法として、金属元素を用

いない触媒的芳香族ホウ素

化反応を実現した。 

○ ソウル大学との共同研究に

より、人工マンガン触媒によ

って進む水分解反応機構の

可視化を試み、酸化マンガン

触媒を直径10 nm程度まで粒

子化すると Mn3+が安定化し、

その結果水分解活性が飛躍

的に向上することを示し、世

界最高レベルの活性を有す

るマンガン系触媒の設計と

メカニズム解明に成功した。 

 

④ 循環資源の探索と利活用研

究のための研究基盤の構築 

○ 質 量 分 析 デ ー タ ベ ー ス

「MassBank」の MS/MS スペク

トルを精査して高精度のデ

ータセットを得ることで、高

機能化を実現した。その統計

データに基づいて、MS/MS ス

ペクトルから代謝物の構造

を高い精度で予測できるツ

ール「MS-FINDER」を開発し

た。 

○ 含窒素代謝物を標的とした

メタボローム解析手法「N-

オミクス」を開発し、薬用植

物のニチニチソウを使った

実験で含窒素代謝物の組成

や構造の同定、蓄積分布の可

視化に成功した。 

○ 大規模スクリーニングによ

おり、順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本成果は、試行錯誤的だった

水分解触媒開発に対して、

「Mn3+の安定化が鍵」という

メカニズムを解明し、人工光

合成システムの構築に向け

て鍵となる生体酵素を模倣

した水分解触媒の合理的な

デザイン開発にもつながる

と期待できるため非常に高

く評価する。 

 

 

 

 

○ 開 発 し た ソ フ ト ウ ェ ア

「MS-FINDER」は、質量分析

計によって得られた結果を

記録したマススペクトルか

ら、効率よく構造を予測する

ソフトウェアであり、植物科

学研究者コミュニティ間で

広く活用されており、高く評

価する。 

 

○ 「N-オミクス」を用いると高

精度な代謝物情報を得るこ

とができるため、研究の効率

化が期待でき、今回得た結果

を指標とすることで、効率的

な含窒素代謝物の探索が可

能となるため高く評価する。 

○ ヒストン脱アセチル化阻害
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び変異等の解析技

術の開発を進め

る。 

研究基盤に蓄積

した化合物の提供

に関しては、天然

化合物バンク「Ｎ

ＰＤｅｐｏ」にお

いて、天然化合物

及びその誘導体を

含む化合物ライブ

ラリーの拡充を進

め、新規化合物情

報の公開及び天然

化合物の総合デー

タベース「ＮＰＥ

ｄｉａ」に更に生

物活性データを追

加することで利用

者の利便性を改善

するとともに、国

内外の大学・研究

機関・企業等へ１

万化合物程度提供

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

りヒストン脱アセチル化お

よびメチル化を阻害する化

合物を新たに同定した。シロ

イヌナズナやキャッサバを

用いた実験で塩ストレス耐

性を付与するヒストン脱ア

セチル化阻害剤を新たに見

出した。中でも強力なヒスト

ン脱アセチル化阻害剤であ

る「Ky-2」は、ナトリウムイ

オンの排出に機能する SOS1

遺伝子を活性化し、塩排出能

の向上により耐塩性が強化

されることを明らかにした。 

○ 他研究機関との共同研究に

より、ヒストン修飾を認識す

るマウスの抗体の一部を植

物細胞において発現させる

ことで、植物のエピジェネテ

ィックな変化を生きたまま

解析する方法の開発に初め

て成功した。 

 

 

 

○ 表現型解析システムの整備

に関しては、表現型解析の画

像解析システムの整備に加

えて、環境資源科学研究セン

ターに加えてバイオリソー

スセンターでのシロイヌナ

ズナの変異体や生態変異体

（エコタイプ）、ミヤコグサ、

マイクロトム等の成長と形

態を計測するための施設と

して整備を進めた。 

○ 化合物の提供に関しては、 

新たに化学構造タイプ別に

情報が整理された 400 化合

物、植物由来の代謝物 100

種類の未収載化合物を追加

入手した。 また、創薬ケミ

剤による植物の耐塩性付与

の研究成果を応用すること

によって、農作物を塩害に強

くする農薬の開発等への発

展も期待できるため非常に

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 植物細胞は外部環境の温度

変化・湿度変化や物理的障害

を、どのくらいの時間で応答

し、どのくらいの期間、記憶

しているかという時間軸を

考えながら植物のエピジェ

ネティックな変化を解析す

ることが可能になり、植物科

学や農学の研究の加速化が

期待できるため高く評価す

る。 

○ 表現型解析のシステムが完

成しつつあり、整備終了後

は、様々な栽培環境での農業

形質に関わる形質を計測し、

さらに代謝産物プロファイ

ルや植物ホルモンの変動等

も計測できるようになるた

め高く評価する。 

 

 

 

○ 国内外の大学・研究機関・企

業等へ１万化合物程度提供

するとした、年度計画を上回

る化合物を配布している。加

えて、新しい活性が見出され

るような有用な化合物をは
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カルバンク基盤として収集

した 9,000 化合物をハイス

ループットスクリーニング

用にライブラリー構築した。 

生理活性物質 80 種を配置し

た標準化合物(Authentic)ラ

イブラリーを提供し、活性

profile をデータベース

(NPDedia)に掲載している。

パイロットライブラリーの

中から新しい活性物質が発

見された。 

【化合物提供状況 2016.4～

2017.1】 

国内外の大学・研究機関・企

業等への化合物提供総数は

11,096 化合物(176 件)であ

る。 

 

【マネジメント・人材育成】 

○ 世界の科学研究の各分野に

おいて高い影響力を持つ科

学者としてクラリベイト ア

ナリティクス社が発表した

Highly Cited Researchers 

2016 において、理研の研究

者 14 名中 9 名が環境資源科

学研究センター（CSRS）から

選出された。加えて Nature 

Index のランキング指標に

おいて、CSRS は日本の研究

機関の中で第 6 位となるな

ど、レベルの高い論文発表を

裏付けるデータが発表され

た。 

 

 

 

 

 

○ センター長が強いリーダー

シップを発揮し、研究成果の

じめとした化合物バンクの

さらなる拡充ならびにデー

タベースの高度化等を通し

て利便性向上を進めている

ため、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ センターの強い研究領域で

ある植物科学、ケミカルバイ

オロジー、化学と、これまで

の実績と異分野の連携によ

って環境資源科学への発展

を図ることを第一のミッシ

ョンとしてセンター運営を

徹底しており、Highly Cited 

Researchers 2016 により、

世界の科学界で影響力を放

つ卓越した研究リーダーが

CSRS の研究を牽引している

こと、そして Nature Index

により、CSRS は設立から間

もないにもかかわらず、主要

な科学雑誌（Science 等）に

掲載されるような特に顕著

な成果が多数生み出され始

めていることが示されたた

め非常に高く評価する。 

○ 名古屋大学、産総研、農研機

構、海洋機構等との外部機関

連携、共生研究に関する理研
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最大化及び当該研究分野の

発展に資するための、名古屋

大トランスフォーマティブ

生命分子研究所や産総研を

はじめとした理研外の連携

に加え、共生研究に関する理

研内の横断プロジェクトに

よる連携等の理研内連携も

大きく進展した。 

○ 意欲的な若手リーダーを次

期の経営戦略の検討の中心

に据えるなど、人材育成も着

実に進めた。 

 

内の連携が大幅に進展し、成

果創出に向けた活発な研究

推進体制が構築され、CSRS

の科学技術に関するハブ機

能の役割が明確に示された

ため高く評価する。 

 

 

○ 若手研究者を中心とした研

究企画・発表の場などを設け

るとともに、センターの若手

リーダーを次期研究戦略の

検討の中心に据え、活発な議

論を牽引させており、順調に

計画を遂行していると評価

する。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし。 

 
  



24 
  

様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１―(3) 脳科学総合研究  

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題へ

の対応 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 － 欧文:309 

和文:55 
欧文:242 
和文:31 

欧文:278 
和文:29 

欧文:227 
和文:24 

－ 予算額（千円） 6,380,054 5,817,759 4,744,821 3,817,519  

連携数 － 共同研究

等:90 
協定等:41 

共同研究

等:88 
協定等:44 

共同研究

等:94 
協定等:46 

共同研究

等:128 
協定等:42 

－ 決算額（千円） － － － －  

特許件数 － 出願:26 
登録:12 

出願:23 
登録:4 

出願:29 
登録:5 

出願:22 
登録:12 

－ 経常費用（千円） － － － －  

外部資金 
（件/千円） 
 

－ 件数:201 
予算額: 
2,941,811 

件数:210 
予算額: 
6,030,753 

件数:198 
予算額: 
2,774,414 

件数:231 
予算額: 
3,020,993 

－ 経常利益（千円） － － － －  

－ － － － － － － 行政サービス実施コスト（千円） － － － －  
 － － － － － － － 従事人員数 373 318 309 277  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

脳科学総合研究は、

自然科学や人文・社会

科学等の従来の枠を超

えた、人間を理解する 

ための基礎となる総合

科学であり、その成果

は科学的に大きな価値

を持つだけでなく、社 

会・経済・文化の発展

に大きく貢献するもの

脳科学総合研究

は、自然科学や人

文・社会科学等の

従来の枠を超え

た、人間を理解す

るための基礎とな

る総合科学であ

り、その成果は科

学的に大きな価値

を持つだけでな

①神経回路機能の

解明研究 

ほ乳類、魚類、

無脊椎動物等の実

験動物及び遺伝子

操作技術等を用い

ることで、個体の

行動や神経細胞集

団の振る舞いの計

測を可能にし、特

（評価軸） 

○ イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

的にインパクト

＜主要な業務実績＞ 

① 神経回路機能の解明研究 

○海馬内の腹側 CA1 領域と呼ば

れる神経細胞群が、他人につい

ての記憶（社会性記憶）を貯蔵

していることを発見し、記憶を

操作することに成功した。 

○睡眠時の記憶の定着に重要な

脳部位を解明し、睡眠不足の状

態でも適切なタイミングで特

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○自閉症患者などでみられる社

会性記憶障害のメカニズムの

理解につながることが期待で

きる成果であり、非常に高く評

価する。 

○知覚記憶の定着に必要な神経

回路を特定した初めての研究

であり、睡眠障害による記憶障

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 

・神経回路機能の解明研究において、睡眠時の記憶の定着に重要な脳部

位を解明し、記憶を維持・向上できることを証明した点は、知覚記憶の

定着に必要な神経回路を特定した初めての研究で、睡眠障害による記憶
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である。 

また近年における高

齢化等の社会環境の変

化に伴い、精神神経疾

患への対応が社会的に 

重要とされ、疾患克服

のための研究開発が望

まれている。 

このため、我が国の

脳科学における中核的

研究組織として、文部

科学省に設置された脳 

科学委員会における議

論を踏まえつつ、集約

型・戦略的研究を行う。 

また、脳科学に革新

をもたらす基盤技術を

開発・駆使するととも

に、神経回路機能解析 

を主軸にして、健康状

態と疾患における脳機

能を比較しながら、総

合的な脳科学を推進す 

る。 

さらに、疾患克服の

ための研究としては、

認知症などの精神神経

疾患の新しい創薬標的 

や治療概念の提示を行

い、臨床試験への確実

な展開を目指す。 

神経回路機能や健康

状態における脳機能の

解明では、疾患の基礎

情報としての脳機能を 

解明し、国際的に評価

される論文誌等に研究

開発成果を発信し続け

る。 

それらの研究を支え

る基盤技術開発として

は、開発技術の産業応

く、社会・経済・

文化の発展に大き

く貢献するもので

ある。また近年に

おいては、認知症、

うつ病等精神・神

経系を原因とする

疾患の発症者が増

加しており、精神

神経疾患への対応

が社会的に重要と

され、それらの克

服のための研究開

発が望まれてい

る。 

これらの社会ニ

ーズを踏まえ、我

が国の脳科学にお

ける中核的研究開

発拠点として、文 

部科学省に設置さ

れた脳科学委員会

における議論等を

踏まえつつ、多分

野を融合した脳科 

学研究を集約型・

戦略的研究として

先導的に行う。 

これまでの脳科

学の国際的な研究

により、神経回路

を操作すること

で、心や知性とい

った高次脳機能と

それに伴う行動

や、脳・神経系疾

患のメカニズムを

解明することが可

能となりつつあ

る。このような神

経回路を操作する

分子から個体まで

定の神経回路動態

が行動をどのよう

に制御するのか等

の作動原理を明ら

かにする。神経突

起成長円錐やシナ

プスの形成・維

持・可塑性の機序

を分子レベルで解

明するとともに、

特定の神経回路活

動と行動との因果

関係を決定するた

め標的の神経回路 

を操作する技術を

更に発展させる。 

平成２８年度

は、以下の研究を

行う。 

記憶、認知、行

動制御等に関わる

神経細胞集団の活

動様式の同定につ

いては、危険を察

知した際に神経細

胞群同士の相互作

用を変化させて回

避行動を促すメ 

カニズムを解明し

た知見を活用し、

神経回路の細胞群

を細胞レベルで大

規模にイメージン

グするシステムを

発展させ、全脳レ

ベルでの解析技術

を確立する。 

特定の神経回路

の動作特性と行動

との因果関係を確

定するため、様々

な知覚入力に関わ

のある優れた研

究開発成果を創

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○ 科学技術基本計

画において掲げ

られた国が取り

組むべき課題の

達成に貢献する

とともに、社会

からのニーズを

踏まえて、基礎

から応用までを

つなぐ研究開発

を戦略的かつ重

点的に推進でき

たか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制）

等 

 

（モニタリング指

定の脳部位を刺激することに

より記憶を維持・向上できるこ

とを証明した。 

○魚の脳内の手綱核において、争

いを続ける回路と終わらせる

回路が拮抗的に働くことで勝

ち負けが決まることを発見し

た。 

 

 

 

○危険や報酬を察知した際の、脳

の広い領域における多数の神

経細胞の活動を大規模にイメ

ージングできるシステムを、シ

ョウジョウバエ、ゼブラフィッ

シュ、マウスで確立した。ショ

ウジョウバエでは、この技術を

使って、嗅覚回路の神経活動の

記録、解読に成功し、匂いの好

き嫌いを決める脳内メカニズ

ムを解明した。 

○マウスにおいて、嬉しい体験と

嫌な体験にそれぞれ対応した

神経細胞は扁桃体基底外側核

の異なる領域に局在しており、

互いに抑制することを発見し

た。 

 

 

○海馬の特定領域への情報の入

力を遮断した遺伝子改変マウス

を用い、空間の中で自分の位置を

把握するために必要な、脳波の位

相と場所細胞集団の活動のタイ

ミングの制御メカニズムを明ら

かにした。 

 

② 健康状態における脳機能と

行動の解明研究 

○よく学習した課題を遂行する

ときは、課題遂行に関わる意思

害の治療法開発への応用が期

待できる成果であることから、

非常に高く評価する。 

○手綱核の神経回路は魚からヒ

トまで共通であることから、哺

乳類でも同様のメカニズムが

働く可能性を示唆している。ま

たうつ病などの治療法の開発

にも重要な手がかりを与える

画期的な研究成果であり、非常

に高く評価する。 

○嗅覚回路の機能やその基本的

な配線図は、ハエからヒトまで

共通であることから、匂いの好

き嫌いを決める普遍的な脳内

メカニズムの理解につながる

成果であり、順調に計画を遂行

していると評価する。 

 

 

 

 

○情動体験の記憶に関わる神経

細胞の特徴・役割を明らかに

し、その局在、抑制関係を明ら

かにした成果であり、神経細胞

の特徴に照準を絞った情動障

害の治療法開発につながる成

果であると、非常に高く評価す

る。 

○脳内 GPS ともいわれる場所細

胞が、正確な場所情報を伝えるメ

カニズムの理解につながる成果

であり、順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

 

 

 

 

 

○課題遂行の学習の進行ととも

に、前頭葉のより後部の神経回

障害の治療法開発への応用が期待できる成果であり、非常に高く評価す

る。 

 

・健康状態における脳機能と行動の解明研究において、将棋を利用した

実験によって明らかにした、課題遂行の学習の進行とともに前頭葉の前

部の神経回路が課題遂行過程の評価を行うようになることは、世界に先

駆けた画期的な発見であり、非常に高く評価できる。 

 

・疾患における脳機能と行動の解明研究において、統合失調症モデルマ

ウスを開発し、成長後のマウス個体に遺伝子治療を行い、認知機能を回

復させることに成功した点は、統合失調症の病態理解と治療法開発に新

たな視点を与えるものであり、非常に高く評価する。 

 

・運営面については、国内外の大学や研究機関、民間事業者等との新た

な共同研究の開始や民間事業者との連携センターの設立により連携研

究を推進するとともに、シンポジウム、トークイベント、出張講演等の

実施により脳科学研究の成果を普及する機会を数多く設けており、適切

な運営が行われていると認められる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・脳科学を総合的に研究するセンターとして多岐にわたる技術開発・基

礎研究を実施するとともに、国民的課題の解決に向けた具体的な出口に

つながる研究もより一層推進することを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・脳研究に関わる多数の分野で独創的かつインパクトのある成果が出て

おり、特に睡眠による記憶向上効果のメカニズムや他者を記憶する仕組

みの解明は顕著な成果である。 
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用等により全国の脳科 

学研究者へ普及を行う

ことで研究を支援す

る。 

これらの研究を行

い、効果的なマネジメ

ントの下でシステム改

革を行い、分子、シナ

プス、細胞、回路、シ

ステム、行動、社会の

各階層にわたる学際的

研究を展開し、脳と心

の理解を目指す。 

また、国内外の大学

等の関係機関や企業、

教育機関との有機的な

連携による研究を進

め、研究開発成果や基

盤技術の普及に努める

とともに、次世代を担

う脳科学の専門的研究

者の育成を行う。 

さらに、脳科学に係

る国際社会へ向けて最

先端の独創的な研究開

発成果を発信し続け、 

脳科学の研究開発拠点

として世界でトップレ

ベルの地位を維持す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わたる多階層の包

摂的なアプローチ

を用いた「神経回

路機能の解明」を

研究の中核として

位置づけて重点化

する。また脳科学

研究に革新をもた

らす「先端基盤技

術開発」を行いな

がら、「健康状態

における脳機能」

と「疾患における

脳機能」とを比較

しながら解明す

る。これら４つの

研究領域を多分野

融合による学際的

研究プロジェクト

として行う研究戦

略に従い、若手研

究者の積極的な採

用や、厳格な評価

による資源配分の

決定等による効果

的かつ効率的な研

究マネジメントを

行う。これらの取

組により、分子か

ら神経回路を経て

心に至る脳の仕組

の全貌を解読す

る。 

 

①神経回路機能の

解明研究 

ほ乳類、魚類、

無脊椎動物等の実

験動物及び遺伝子

操作技術等を用い

ることで、個体の 

行動や神経細胞集

る情報処理機構を

解明する。また、

前年度に得た恐怖

記憶に関わる知見

を踏まえ、記憶の

成立・消去に関わ

ると推定される物

質の役割を解明す

る。さらに、細胞

が神経活動の状態

に応じて選択的、

特異的に形態決定

するメカニズムを

解明するため、複

数の神経回路に共

通する性質を有す

る神経回路モデル 

との比較やライブ

イメージングの手

法を用いた解析を

行う。 

病因の候補ファ

クターや候補神経

回路の正常神経回

路における機能を

解析し、遺伝子や

神経回路の作動異

常と様々な疾患の

発症との因果関係

を解明するため、 

海馬内の特定の領

域の機能阻害マウ

スを用いた解析を

進める。 

神経傷害後の修

復促進や発達障害

の治療につながる

手法を開発するた

め、恒常的なシナ

プス可塑性に重要

な役割を果たすこ

とが明らかになっ

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特 許 件 数 （ 出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

決定の自動化が起こるが、意思

決定には主に前頭葉後部の神

経回路が用いられ、決定後の意

思決定過程の評価は前頭葉前

部の神経回路が主に行ってい

ることを、将棋を利用した実験

で明らかにした。 

○注意課題を遂行しているサル

のニューロン活動の記録から、

サルが視野のどこに注意を向

けるかによって、下側頭葉視覚

連合野の細胞が反応する空間

内の領域（受容野）の形が大き

く変化することを明らかにし

た。 

○第二体性感覚野において、視覚

情報や聴覚情報が広範にわた

って触覚情報と系統的に統合

されるメカニズムを、初めてニ

ューロンレベルで明らかにし、

これが身体の単なる物理的な

位置関係の再現を超えた「自己

の概念」を確立する基盤となり

得ることを明らかにした。 

○若いオスマウスは赤ちゃんマ

ウスの世話をする一方で父親

になる前までは成長するにつ

れ子殺し行動を示すようにな

るが、このようなオスマウスの

発達に伴う適応的な行動変化

の背景として、子殺しに関わる

脳部位への興奮性シナプス伝

達が離乳期以降に発達するこ

とを、ホールセルパッチクラン

プ記録法を用いて見出した。 

○他人の利益を勘案しながら行

う意思決定において、1）提示

された他人の利益の評価、2）

自らの利益と他人の利益のバ

ランスの考慮、3）最終的な意

思決定、という順に作用する神

経回路を構成する脳部位を見

路が用いられるようになるこ

とはこれまでの研究で示され

ていたが、前頭葉の前部の神経

回路が課題遂行過程の評価を

行うようになることは世界に

先駆けた画期的な発見であり、

高く評価する。 

○今回明らかになった事象は広

い視野の中で物体像を効率的

に探索するときのメカニズム

の一つと考えられ、意味概念の

形成機構の同定に向けて順調

に計画を遂行していると評価

する。 

 

○順調に計画を遂行していると

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

○人間社会においても重要な、子

育ておよび子に対する攻撃（虐

待）行動の基盤となる神経回路

解明に向け、げっ歯類から霊長

類まで保存された脳部位の神

経連絡の生後発達について着

実な成果を挙げており順調に

計画を遂行していると評価す

る。 

 

 

○順調に計画を遂行していると

評価する。 
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団の振る舞いの計

測を可能にし、特

定の神経回路動態

が行動をどのよう 

に制御するのか等

の作動原理を明ら

かにする。神経突

起成長円錐やシナ

プスの形成・維

持・可塑性の機序

を分子レベルで解

明するとともに、

特定の神経回路活

動と行動との因果

関係を決定するた

め標的の神経回路

を操作する技術を

更に発展させる。

具体的には、ア）

海馬、大脳皮質、

基底核、辺縁系等

における神経活動

の大規模計測と解

析を行うために、

細胞種不明の数十

個の細胞でしか同

時記録できなかっ

た多重電極記録法

や神経活動可視化

法を改良し、細胞

種を同定した上で

数百から数千個以

上の神経細胞集団

の活動や、細胞集

団同士の相互作用

の解析を可能とす

る。また、この技

術を実際の実験環

境やそれを模した

仮想現実環境下で

行動する動物に適

用することによっ

た「インテグリン」

と呼ばれる細胞接

着分子の海馬にお

ける神経細胞への

作用を解析する。 

 

②健康状態におけ

る脳機能と行動の

解明研究 

行動制御、概念

形成、社会性、言

語等の高次機能の

機序を解明するた

め、サル等の動物

モデルでの機能ブ

ロックと課題遂行

中の神経細胞活動

記録による研究及

びヒトでのイメー

ジング研究によ

り、領野・部位ご

との機能の同定、

情報処理内容の決

定、領域間相互作

用の決定等による

高次脳機能の解読

を行う。 

平成２８年度

は、以下の研究を

行う。 

目的志向的行動

における行動制御

の機能モデルを作

成するため、ヒト

が直観的な意思決

定を行う際に作用

する神経回路を解

明した知見を踏ま

え、意思決定後に

その過程を評価す

る神経回路を同定

する。 

出した。 

○日本語のマザリーズ（母親語）

に特有の「まんま」等の赤ちゃ

ん言葉は、日本語母語話者が共

通してもつ言語知識で、日本人

乳児の語彙獲得に重要な役割

を果たすことを明らかにした。 

 

③ 疾患における脳機能と行動

の解明研究 

○双極性障害にデノボ変異（親の

ゲノムに存在しない突然変異）

が関与することを初めて明ら

かにした。 

 

 

 

 

 

○うつ病等の気分障害について

は、自発的に繰り返すうつ様症

状を示すモデルマウスを用い

て、神経細胞の形態変化を明ら

かにし、患者の脳で同様の病変

が存在することを見いだした。 

○アルツハイマー病等の神経変

性疾患については、次世代型モ

デルマウスを用いて、新規治療

原理を解明した。ネプリライシ

ンを利用した遺伝子治療につ

いては、カニクイザルを用いた

前臨床試験を実施した。 

○自閉症及びてんかんに関連す

る原因遺伝子改変モデルマウ

スを用いて神経回路病態を解

明するとともに、新規治療法の

開発を進めた。 

○統合失調症への関与が見いだ

されたマイクロ RNA の脳内動

態解析に基づいて、新規創薬の

標的となりうる分子を同定し

た。 

 

○言語習得過程の機序解明につ

ながる成果であり、順調に計画

を遂行していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

○デノボ変異の研究は、両親と患

者の3人のゲノムDNAが必要で

あるため、発症年齢の比較的高

い双極性障害では研究が進ん

でいなかったが、今回当事者に

参加を直接呼びかけることに

よって双極性障害におけるデ

ノボ変異の研究が可能となっ

たもので、高く評価する。 

○未だ完全に定まっていないう

つ病の生物学的診断分類の確

立に寄与する重要な成果であ

り、順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

○順調に計画を遂行していると

評価する。 

 

 

 

 

 

○精神発達障害とてんかんに共

通する治療標的分子の同定に

成功しており、順調に計画を遂

行していると評価する。 

 

○これまでの抗精神病薬にない

作用プロファイルを持つ新薬

開発につながる成果であり、順

調に計画を遂行していると評

価する。 
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て、時間軸を入れ

た神経回路の大規

模４次元イメージ

ングを実現する。

この技術を用い

て、これらの部位

で、特定の神経細

胞集団の活動と行

動の同期性や、神

経細胞集団間相互

作用等の解析を行

うことによって、

記憶、認知、行動

制御、情動制御等

に密接に関わって

起きる神経細胞集

団の活動様式を一

つ以上同定する。

イ）遺伝子操作、

光遺伝学、ウイル

スベクター遺伝子

導入等の技術を改

良することによっ

て、感覚入力の情

報処理や記憶、行

動制御に関わる神

経細胞の活動を、

時期や細胞種等に

おいて特異的に操

作し、その操作の

行動への影響を解

析する。これらの

結果から特定の神

経回路の動作特性

と行動との因果関

係を確定する。あ

わせて、神経回路

の動作特性に関す

る数理モデルも活

用し、研究項目ア）

で述べた行動に伴

って観察される特

意味概念の脳内

表現形成機構を同

定するため、物体

像を認識する際に

働く神経回路の解

析を進めつつ、物

体に向けた注意

が、脳の高次視覚

野において物体 

像の表現に及ぼす

影響を解明する。

また、象徴概念の

形成機構について

は、これまで未解

明であった「第二

次体性感覚野」と

呼ばれる部位にお

ける、体腔の位置

情報などの広範な

身体情報が統合さ

れるメカニズムを

明らかにする。 

社会的行動の機

序について、他者

利益を勘案した意

思決定を行う際に

作用する回路過程

を解明した成果を

活かし、他者の利

益と自己の利益を

統合して意思決定

を行う神経回路基

盤を、ヒト脳のイ

メージングと脳計

算モデルの融合研

究から解明する。

また、親子関係に

ついて、オスマウ

スがどのようにそ

の父性を目覚めさ

せ、子育てができ

るようにするのか

○統合失調症モデルマウスを開

発し、成長後のマウス個体に遺

伝子治療を行い、認知機能を回

復させることに成功した。 

 

 

 

 

④ 先端基盤技術開発 

○げっ歯類の脳における神経活

動等を脳表から可視化する技

術について、頭蓋骨越しに前脳

全体に伝播する神経発火の波

を 15 ヘルツ以上の時間分解能

で 10 分以上観察が可能な技術

を確立した。さらに 500 個以上

のプルキンエ細胞の発火を、10

ヘルツ以上の時間分解能で 10

分以上にわたって観察可能な

基盤を確立した。 

○蛍光色素を利用した免疫組織

染色と透明化を脳神経変性疾

患脳の厚いサンプルに適用す

る技術開発を行った。グリア細

胞、抑制性神経細胞、および興

奮性神経細胞を免疫組織染色

する技術を確立し、アルツハイ

マー病のモデルマウスの脳内

のアミロイド斑周辺の病変に

関する大規模３次元高精細観

察に成功した。 

○動物個体発光イメージングに

適した人工発光基質に合うよ

うに発光酵素を分子進化させ、

深部イメージングを可能にす

る発光基質・発光酵素の系を構

築した。人工型の発光基質に合

わせ込む発光型のカルシウム

センサーを開発し、培養神経細

胞を用いて性能を確認できた。 

 

【マネジメント・人材育成】 

○これまで統合失調症との関連

が全く注目されていなかった脳

部位と病態との関連を示し、成体

における遺伝子治療の可能性を

開いた本研究は、統合失調症の病

態理解と治療法開発に新たな視

点を与えるものであり、非常に高

く評価する。 

 

○大脳皮質の観察視野の飛躍的

な拡大をもたらし大脳皮質領

域間の相互作用に関する理解

を進める成果である。また、小

脳プルキンエ細胞発火の時空

間パターンを初めて大規模に

観察した成果であり、高く評価

する。 

 

 

 

○国際的な競争となっている脳

の染色透明化技術について微

細構造や染色シグナルを保持

しながら実践的な透明化を達

成したものであり、さらに老齢

動物および脳神経変性疾患動

物の脳サンプルへの応用を達

成しており、高く評価する。 

 

 

 

○生きた動物の脳における深部

イメージングにつながる技術

開発であり、高く評価する。 
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定の神経細胞集団

の活動が、対応す

る行動の原因であ

ることを実証す

る。これによって、

多数の神経細胞で

構成される神経回

路網によって認

知、学習、情動、

意思決定等が制御

される機構を一つ

以上同定する。ウ）

精神•神経疾患モ

デル動物研究や、

患者の遺伝学的解

析等で明 

らかになる病因の

候補ファクターや

候補神経回路が、

正常神経回路でど

のような機能を果 

たしているかを解

析し、それらの機

能異常が、どのよ

うな神経回路の作

動異常を引き起こ 

すことによって、

疾患の発症に結び

つくのかを関係づ

ける。エ）成長円

錐やシナプスの動 

態の分子レベルで

の理解に基づき、

神経傷害後の修復

促進や発達障害を

持つ脳の治療につ 

ながる手法を開発

する。 

 

②健康状態におけ

る脳機能と行動の

解明研究 

について、これま

での研究からそ 

の要因と推定され

ている脳部位を中

心とした神経回路

の動態を、光遺伝

学的手法などを用

いて詳細に解析す

る。 

韻律を使った言

語習得過程の機序

を解明するため、

母親へのマザリー

ス（母親語）の誘

発メカニズム解析

を進めるととも

に、乳児の言語習

得過程における 

母親の発音におけ

る韻律に関する解

析結果を踏まえ、

自閉症患者の発話

の韻律における不

自然さを韻律音声

学的に解析し、そ

の不自然さが発生

する要因を探 

索する。 

 

③疾患における脳

機能と行動の解明

研究 

上記①の神経回

路機能の研究や上

記②における健康

状態の研究で得ら

れた知見を活用

し、神経回路の動

作異常による精神

神経疾患の発症メ

カニズムの解明 

を行い、治療法開

○著名な研究者を招待したセミ

ナーや研究室を超えた交流イ

ベントを効率的に多数開催し、

研究者の啓発、資質向上や研究

分野を超えた交流の促進を実

施した。（研究者を招いたセミ

ナーは 10 回開催） 

○国内外の大学や研究機関、民間

事業者等と新たに25 件の共同

研究を開始し、連携研究の促進

による研究成果の創出に取り

組んだ。また民間事業者と新た

な連携センターを平成 28 年 4

月 1 日に１件設立し、さらに平

成 29 年度にも 1 件設立させる

ために調整・検討を実施した。

（平成 29 年 6 月 1 日に連携セ

ンター設立） 

○センター創立 20 周年を記念し

「脳科学と社会の未来」をテー

マにした一般向けシンポジウ

ムを開催し、会場の約 300 名を

含め、インターネット中継を視

聴した延べ 450 名の方々に参

加いただいた。さらに都内の書

店でのトークイベントや高校

での出張講演なども実施する

など、脳科学研究の成果を普及

する機会を数多く設けた。 

○順調に計画を遂行していると

評価する。 

 

 

 

 

 

○順調に計画を遂行していると

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○順調に計画を遂行していると

評価する。 
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行動制御、概念

形成、社会性、言

語等の高次機能の

機序を解明するた

め、サル等の動物 

モデルでの機能ブ

ロックと課題遂行

中の神経細胞活動

記録による研究及

びヒトでのイメー 

ジング研究によ

り、領野・部位ご

との機能の同定、

情報処理内容の決

定、領域間相互作

用の決定等による

高次脳機能の解読

を行う。具体的に

は、ア）目的志向

的行動における前

頭葉による行動制

御を解明し、目的

志向的行動におけ

る行動制御の機能

モデルと前頭葉内

の機能分担地図を

作成する。イ）側

頭葉の神経細胞集

団による意味概念

の表現を解読し、

その頭頂葉の身体

表現の道具使用に

よる変化を明らか

にして、意味概

念・象徴概念の脳

内表現形成機構を

同定する。ウ）他

者との関係の中で

行う行動における

神経活動を、特に

領野・部位間の相

互作用に注目して

発の基礎的知見を

確立する。 

平成２８年度

は、以下の研究を

行う。 

うつ病等の気分

障害については、

ヒトのうつ病と相

同と思われるうつ

状態を自発的に繰

り返すモデルマウ

スを用いて、神経

回路などの形態変

化を同定するとと

もに、患者の死後

脳において、当該

モデルマウスと同

様の病変が存在す

るかどうかを検証

する。また、患者

の血中代謝物質の

網羅的解析を行

う。 

アルツハイマー

病等の神経変性疾

患については、次

世代型モデルマウ

スを用いて同定し

た新たな治療標的

分子に着目し、新

規治療原理の解明

に取り組む。ネプ

リライシンを利用

した遺伝子治療に

ついては、治療効

果の検証結果を踏

まえ、前臨床試験

を継続する。 

自閉症及びてん

かんについては、

原因遺伝子改変モ

デルマウスを用い
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解析することによ

り、社会的協調行

動の大規模ネット

ワーク機構を明示

する。エ）乳幼児

の発達過程の行動

観察・神経活動計

測により、韻律を

使った言語習得過

程を明らかにす

る。これらにより、

行動計画、概念形

成、社会性など複

雑な高次脳機能を

要素過程に分解

し、上記①の神経

回路機能の研究や

下記③における精

神疾患及び発達障

害の症候基盤解明

につなげる。また、

乳幼児の養育、言

語発達あるいは人

間－機械系設計な

どにおいて、人間

のより高い認知能

力を引き出し快適

な生活を送るため

の知見 

を提示する。 

 

③疾患における脳

機能と行動の解明

研究 

上記①の神経回

路機能の研究や上

記②における健康

状態の研究で得ら

れた知見を活用

し、神経回路の動

作異常による精神

神経疾患の発症メ

て同定した神経回

路の病態を解明す

るとともに、見出

した治療標的分子

を元に、新規治療

法の開発を進め

る。統合失調症に

ついては、脳内マ

イクロＲＮＡの動

態解析から得られ

たデータに加え、

患者由来ｉＰＳ細

胞、遺伝子解析、

モデルマウス解析

から得られたデー

タを統合的に用い

て、新薬開発につ

ながるバイオマー 

カーの探索に取り

組む。 

 

④ 先端基盤技術

開発 

脳・神経系のメ

カニズム解明のた

めに必要な世界ト

ップレベルの研究

支援技術開発を行

う。 

平成２８年度

は、以下の研究を

行う。 

神経活動及びそ

れ以外の現象を脳

表から可視化する

対象として、げっ

歯類等の形質転換

動物に加え、ウイ

ルスベクターを用

いて外来遺伝子を

発現させた動物個

体を用い、実証実
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カニズムの解明を

行い、治療法開発

の基礎的知見を確

立する。具体的に

は、うつ病につい

ては、治療法・予

防法の開発に利用

することのでき

る、自発的なうつ

状態を繰り返すモ

デルマウスの開

発、うつ病の生物

学的診断分類に寄

与する、うつ状態

に伴う神経細胞の

樹状突起やスパイ

ンなどの形態変化

の特定、うつ病の

スクリーニング検

査に応用可能な、

うつ状態に伴って

変動する血中代謝

物質の同定を行

う。アルツハイマ

ー病等の神経変性

疾患については、

病態を反映したモ

デルマウスの開発

を行い、原因タン

パク質の蓄積から

神経変性に至るメ

カニズムを解析

し、アルツハイマ

ー病で脳内に蓄積

する物質の分解促

進法の開発等の画

期的新薬開発のシ

ーズとなりうる新

規治療原理を確立

する。自閉症等の

発達障害について

は、モデルマウス

験における時間分

解能を１０ヘルツ

以上に向上させる

とともに、全観察

時間を１０分以上

に長時間化する。

また、アルツハイ

マー病モデルマウ

スを用いた疾患メ

カニズムの解析を

進めるとともに、

前年度までの知 

見を踏まえ、病変

の３次元解析を行

う。 

さらに、新しい

発光基質と発光酵

素との組み合わせ

によるプローブを

開発し、深部イメ

ージング技術へ適

用する。 

国内外の大学等

の研究機関や企業

等及び研究プロジ

ェクトとの有機的

な連携による研究

を進め、研究開発

成果、基盤技術や

研究資材の提供・

普及等を行うとと

もに、脳科学分野

の発展に資する人

材育成を行う。 
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のシナプスレベル

での病態解明、ヒ

ト遺伝学に基づく

新規モデルマウス

の開発を行う。さ

らに、治療法開発

に向けた手がかり

となるような、多

様な自閉症の共通

病態パスウェイを

一つ以上同定す

る。統合失調症に

ついては、マウス

における表現型解

析から進め、これ

までの抗精神病 

薬にない作用プロ

ファイルを持つ新

薬開発につながる

新規創薬標的分子

を同定する。 

これらの研究成

果を一つ以上臨床

研究につなげると

ともに、臨床試

験・企業等へのラ

イセンスアウトを

目指す。 

 

④ 先端基盤技術

開発 

脳・神経系のメ

カニズム解明のた

めに必要な世界ト

ップレベルの研究

支援技術開発を行 

う。具体的には、

生きたマウス脳で

神経活動とそれ以

外の現象を同時に

可視化する光イメ 

ージング技術を開

 

 

 

 

 

 



34 
  

発し、光操作技術

と組み合わせて、

神経回路を多角的

に解析する基盤技 

術を構築する。マ

ウス全脳におい

て、神経活動及び

それ以外の現象を

脳表から可視化す

る技術について

は、現在の一般的

な対物レンズの作

動距離の最長値で

ある２ミリを超え

る深度を達成し、

大脳皮質などの表

層と視床や海馬な

どの深部構造との

機能的連絡を解析

する技術に発展さ

せる。これらの技

術に、新規に開発

する蛍光タンパク

質などを組入れる

ことにより、産業

応用への普及を目

指す。また、蛍光・

発光と光ＣＴやＭ

ＲＩとを組み合わ

せた広範囲・深部

イメージング技

術、蛍光・発光と

電子顕微鏡とを組

み合わせた高解像

イメージング技術

を確立し、脳の細

部をズームインし

ながら個体全体を

ズームアウトでき

るユニークな先端

基盤技術を整備す

る。これによって、
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脳内の様々な部位

で起こる活動の協

調、あるいは脳内

外の活動の連関を

機能的に調べるこ

とができる。 

さらに、国内外

の大学等の研究機

関や企業等及び研

究プロジェクトと

の有機的な連携に 

よる研究を進め、

研究開発成果、基

盤技術や研究資材

の提供・普及等を

行うとともに、脳 

科学分野の発展に

資する人材育成を

行う。これらによ

り、脳科学の中核

的研究開発拠点と 

して、我が国の研

究開発拠点を牽引

するとともに、外

国人研究者が十分

に活躍できる研究 

環境を構築し、最

先端の独創的な研

究開発成果を世界

に発信し続ける。 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１―(4) 発生・再生科学総合研究 

※事業としての評価であるため、組織再編により多細胞システム形成研究センター外に移管したチーム等の業績を含めて評価を実施している。  

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題へ

の対応 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 － 欧文:164 

和文:5 
欧文:137 
和文:23 

欧文:112 
和文:9 

欧文:72 
和文:11 

－ 予算額（千円） 2,936,609 2,852,159 2,241,351 1,356,061  

連携数 － 共同研究

等:36 
協定等:18 

共同研究

等:67 
協定等:15 

共同研究

等:59 
協定等:17 

共同研究

等:66 
協定等:22 

－ 決算額（千円） － － － －  

特許件数 － 出願:34 
登録:3 

出願:66 
登録:2 

出願:31 
登録:7 

出願:113 
登録:26 

－ 経常費用（千円） － － － －  

外部資金 
（件/千円） 
 

－ 件数:80 
予算額: 
1,347,706 

件数:67 
予算額: 
1,220,349 

件数:73 
予算額: 
1,156,669 

件数:88 
予算額: 
1,403,270 

－ 経常利益（千円） － － － －  

－ － － － － － － 行政サービス実施コスト（千円） － － － －  
 － － － － － － － 従事人員数 214 143 127 126  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

発生生物学は、生命

の基本原理を明らかに

することを目的とした

基礎科学的側面と、そ 

の成果が再生医療等の

先進医療の進展や、疾

患メカニズムの特定等

に直結するという応用 

的側面を併せ持つ学問

発生・再生科学

総合研究では、こ

れまでの成果をさ

らに発展させ、発

生・再生における 

生命現象の動態の

理解に向けて新た

に展開し、それら

をもとにした医学

①胚発生のしくみ

を探る領域 

胚発生において

複雑な組織が自発

的に形成される仕

組みを理解するた

め、最新のイメー

ジング技術や先端

解析法等を導入

（評価軸） 

○ イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

＜主要な業務実績＞ 

① 胚発生のしくみを探る領域 

○ 卵母細胞は減数分裂を通し

て卵子となるが、この分裂の

際には染色体分配エラーが

起こりやすいことが知られ

ている。卵母細胞特有の性質

の一つであるその巨大な細

胞サイズが、染色体分配エラ

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

自己評価では S評定であるが、今後の課題・指摘事項の欄に示す点に

ついて、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 
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分野であり、社会から

も大きな期待が寄せら

れている。 

特に、再生医学研究

については、ｉＰＳ細

胞等の早期の実用化を

目指して、できる限り 

多くの成功事例を創出

することが期待されて

いる。こうした中、こ

れまでも再生医学の分 

野で中核的な役割を果

たしてきた理化学研究

所が引き続き本分野を

牽引していくことは極 

めて重要である。 

これらを踏まえ、我

が国の発生生物学の中

核的研究開発拠点とし

て、研究領域ごとに明 

確な達成目標又は定量

的な目標を設定し、当

該分野における国の方

針に基づき、発生の原 

理研究とそれをもとに

した応用技術基盤の確

立を目指す。 

基礎研究面では、胚

発生や器官構築の機構

を遺伝子・細胞・組織

レベルで理解し、多細 

胞が集団として複雑な

構造と機能を創発する

原理の特定に取り組

む。特に、今期では新

たに、器官構築の力学

解析や数理モデル化な

どの新規の手法を導入

することで、これまで

未特定であった「形と

サイズの制御メカニズ

ム」を明らかにする。 

応用のための学術 

基盤を確立する。

第３期では、発

生・再生に関する

３つの領域に加

え、自己組織化な

ど、多数の細胞が

集団になってはじ

めて出現する振る

舞いを解明する新

規の集学的な研究

領域「創発生物学」

を確立する。物理

学・数学等の手法

も導入し、臓器な

どの「形」を決め

る発生力学の原理

や、「サイズ」を

決める増殖制御の

機序を特定する。

それにより、再生

医学の高度な実現

を可能とする「細

胞集団の人為的制

御技術」や「発生

現象の試験管内再

現技術」等を確立

する。また、これ

らの基礎研究成果

を実際の医療応用

や産業化につなげ

る取組を積極的に

行うとともに、神

戸バイオメディカ

ルクラスターにお

ける中核的拠点の

一つとして、国内

外の大学・研究機

関・研究病院や民

間企業との相互連

携を強化し、技術

移転・ 

し、複雑にプログ

ラムされた分化 

制御システムを解

明する。 

平成２８年度

は、初期胚形成の

ために必要な受精

卵特有の性質を、

細胞分裂に寄与す

る細胞内構造の時

空間制御機構の解

析により明らかに

する。また、前年

度に発見した未分

化細胞が外胚葉・

中胚葉・内胚葉系

へ分化する過程に

おいて、エピゲノ

ムが大きく変化す

る時期の存在につ

いて、その詳細を

ゲノムワイドに探

索すると共に、分

子メカニズムを解

析する。さらに、

発生過程の時期特 

異的に起こる神経

上皮細胞から神経

幹細胞への増殖分

化に関わる組織間

制御シグナルを遺

伝学的手法にて同

定する。 

 

②器官の構築原理

を探る領域 

生体の器官の正

確な構築を幹細胞

や分化細胞が行う

作動原理を特定す

るため、器官発生

における幹細胞や

的にインパクト

のある優れた研

究開発成果を創

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○科学技術基本計

画において掲げ

られた国が取り

組むべき課題の

達成に貢献する

とともに、社会

からのニーズを

踏まえて、基礎

から応用までを

つなぐ研究開発

を戦略的かつ重

点的に推進でき

たか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制）

等 

（モニタリング指

ーを引き起こしやすい状況

を作り出していることを明

らかにした。 

○ マウスには少なくとも ES 細

胞とエピブラスト幹細胞と

いう２つの幹細胞モデルが

存在し、そのエピゲノムの違

いについては不明な点が多

いが、今回新たに見出した幹

細胞分化に伴うエピゲノム

変化はこの2種類の幹細胞の

違いに対応しており、幹細胞

の分化状態を忠実に反映し

たエピジェネティックな指

標であることが示唆された。 

○ キイロショウジョウバエを

用いて、血糖代謝の異常が神

経上皮細胞から神経幹細胞

への増殖分化の発生遅延を

引き起こし、さらに個体発育

の遅延も引き起こすことを

見いだした。 

② 器官の構築原理を探る領域 

○ 脳の嗅球をモデルに、機能的

回路の発生過程および損傷

による再生プロセスを明ら

かにした。また、大脳皮質に

おける生後発達過程をシナ

プスレベルの解像度で明ら

かにした。 

○ 胎児気管が適切な長さへ成

長するには、気管を支える平

滑筋細胞が同調した極性を

持つことが大切であること

を発見し、細胞が極性を同調

することで秩序を持った平

滑筋組織が構築され、その力

で気管支が成長するメカニ

ズムを解明した。 

○ 毛包幹細胞とニッチ細胞を

取り囲む細胞外マトリクス

を網羅的に同定する技術を

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

・研究面については、順調に年度計画を遂行していることに加え、非分

裂細胞でも高効率に遺伝子挿入できる新たなゲノム編集技術「HITI」を

開発し、医療への応用が期待される成果が認められる。 

 

・また、脊髄小脳変性症の患者から iPS 細胞を樹立し、小脳プルキンエ

細胞を分化誘導させ、病態の一部を再現するなど、今後の疾患研究の進

展に貢献する可能性が期待される。 

 

・平成 26 年度に実施した滲出性加齢黄斑変性に対する自家 iPS 細胞由

来網膜色素上皮細胞シートの移植治療に関し、論文発表を行い、New 

England Journal of Medicine に掲載されたことは評価できる。 

 

・滲出性加齢黄斑変性に対する iPS 細胞由来網膜色素上皮細胞に関する

臨床研究において、他家移植の一例目の手術を実施したことは、多能性

幹細胞を用いた再生医療の実現に向けた成果として高く評価できる。 

 

・マネジメント・人材育成については、多細胞システム形成研究センタ

ー(CDB)内に大塚製薬株式会社との連携センター「理研-CDB 大塚製薬連

携センター」発足、国際シンポジウム「CDB Symposium」等の企画・開

催や、大学院生の受け入れ等若手の育成にも貢献し、順調に計画を遂行

している。 

 

・また、センターとして、研究倫理に対する意識醸成に向けた、研究不

正再発防止に向けた取り組みを着実に実施している。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・中長期計画及び年度計画に定められた以上の業務の進捗が認められる

が、社会的にインパクトのある優れた研究開発成果として、センターに

求められるレベルは高く、胚発生のしくみを探る領域、創発生物学研究

領域等、基礎研究面においても、さらなる成果の積み上げに取り組んで

いただきたい。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・滲出性加齢黄斑変性に対する他家 iPS 細胞由来網膜色素上皮細胞懸濁

液移植は顕著な成果であるが、有効性の評価を行うことはより重要であ

り、早期の臨床研究の完遂と評価の実施が望まれる。 

 

・理研 CDB 大塚製薬連携センターの設立は高い相互交流効果が期待でき

る積極的な取り組みである。 
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さらに、これらの作

動原理を応用し、ｉＰ

Ｓ細胞等の幹細胞から

多様な立体器官を試験 

管内で産生するなどの

高度な再生医療を可能

とする革新的な基盤技

術体系を確立する。 

具体的には、平成２

７年度までに生体に近

似した下垂体や水晶体

等の組織を構築し、本 

中長期目標期間におい

てヒト病態を再現する

人工組織を開発する。 

加えて、機関内倫理

審査及び国の審査の承

認後、１年から１年半

以内に網膜細胞移植に 

よる加齢黄斑変性治療

等の臨床研究を開始

し、ｉＰＳ細胞等を用

いた再生医療応用の先

駆例を創出するととも

に、安全性や品質管理

技術を多面的かつ有機

的に向上させ、医療機

関との連携により一般

治療化へ向けての治験

実施を目指す。 

また、国内外の大学

等の研究機関や企業等

との有機的な連携によ

り、研究開発成果や基 

盤技術の普及に努める

とともに、発生生物学

の基礎的研究から再生

医療等の応用へのより 

スムーズで確実な展開

を図る。 

 

 

支援も併せて実施

する。また、連携

大学院、サマース

クール及び企業研

究者の受入等を通 

して、次世代の研

究者の育成にも力

をいれる。 

 

①胚発生のしくみ

を探る領域 

動物胚では、１

つの受精卵からの

分化と増殖の時空

間的な発展により

発生がすすみ、複 

雑な組織が自発的

に形成される。し

かし、胚発生の中

で、多数の種類の

細胞が「正しい場 

所に、正しい時に」

分化するための動

的なプログラムに

ついては、未だ理

解が十分進んでい

ない。このため、

発生場における複

雑にプログラムさ

れた分化制御シス

テムを、最新のイ

メージング技術、

一細胞遺伝子発現

プロファイル技術

やエピゲノム解析

等の先端解析法を

導入して解明す

る。特に、未分化

幹細胞や外胚葉・

中胚葉・内胚葉系

の分化細胞の制御

シグナルを時空間

分化細胞の接着・

変形・移動等の長

期解析技術を開 

発し、器官構築の

ための制御原理を

解明する。 

平成２８年度

は、前年度までに

開発した生体内細

胞標識技術と多次

元イメージングに

より、脳の異なる

領域の細胞が分化

する過程を可視化

し、３次元の組 

織構築を制御する

分子基盤を明らか

にするとともに、

嗅球に機能的な回

路ネットワークが

出現するメカニズ

ムについて、胚に

おける発生時と損

傷からの再生時の

違いを解明する。

また、臓器特有の

組織形態を決定す

る極性を持った細

胞の同調性の分子

実態や人工臓器の

極性形成原理等を

解明するととも

に、極性・接着等

の相互作用による

組織構造の構築及

び微小管制御因子

による細胞の構築 

原理を明らかにす

る。さらに、幹細

胞特有の微小環境

を明らかにするた

め、毛包幹細胞と

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特 許 件 数 （ 出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発し、そのうち特定のマト

リクス分子が正常な毛包形

成に必要であることを明ら

かにした。 

○ 昆虫の気管発生において管

状上皮の細胞移動と細胞接

着が同調して管が連結し、呼

吸器ネットワーク構造が形

成されるしくみを解明した。 

○ CRISPR/Cas9 システムを応用

し、非分裂細胞でも高効率に

遺伝子挿入できる新たなゲ

ノム編集技術「HITI」を開発

した。さらに、この技術を用

いてマウス生体内でゲノム

編集できることを実証した。 

○ ES 細胞から唾液腺を誘導し、

生体内で機能的に再生させ

ることに成功した。 

 

③ 臓器を作る・臓器を直す領域 

○ iPS 細胞をマウス生体に移植

して上皮組織を高効率に誘

導する新たな手法を開発し、

作製した移植物内部に「皮膚

器官系」として一式の組織構

造が再現されていることを

実証した。さらに、この中の

皮膚器官系ユニットをマウ

ス皮下に移植すると、通常と

同様に毛周期を繰り返す毛

包を再生できることを示し

た。 

○ 次世代インプラント研究に

おいては、イヌでの歯根膜形

成を認めた。 

○ 三次元臓器培養システムの

医療応用を目指した臓器灌

流システムの研究開発にお

いては、民間企業と共同でブ

タでの検証を進めた。 

○ 脊髄小脳変性症の患者から

 

 

 

 

○ このような例をモデルに研

究を進めることで、細胞の形

態変換に共通する普遍的な

原理を明らかにする可能性

があり、高く評価できる。 

○ 成人の神経や筋肉、網膜など

終末分化細胞に異常を持つ

さまざまな難治性遺伝病に

対し、その原因となる異常遺

伝子を病変部位で直接修復

する医療への応用が期待さ

れ、高く評価できる。 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

○ 皮膚器官系の再生は世界に

先駆けて行われた成果であ

り、将来的には外傷や熱傷に

侵された皮膚の完全な再生

に加え、先天性乏毛症、深刻

な脱毛症、皮膚付属器官に関

する疾患の治療法の開発に

つながると期待され、高く評

価できる。 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

○ 今回開発した新たな病態モ
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的に理解すること

で、動物胚内の正

確な分化パターン

形成を可能とする

基本原理を遺伝子

レベル、細胞レベ

ルで解明する。そ

の原理解明をもと

に、幹細胞などか

らの正確な分化誘

導法や、分化した

体細胞間の分化転

換や成熟細胞から

の幼弱化の制御法

の開発にも貢献す

るとともに、マウ

ス初期胚形成のた

めに必要な遺伝子

ネットワークの時

空間制御の動作原

理を特定する。 

 

②器官の構築原理

を探る領域 

生体の器官の正

確な構築を幹細胞

や分化細胞が行う

作動原理を特定す

る。具体的には、 

遺伝子及びタンパ

ク質による細胞の

接着・変形・移動

等の制御システム

や、組織の極性の 

形成原理、組織幹

細胞を生み出し維

持する組織内微小

環境の分子実体、

器官発生に必要な 

上皮組織と間葉細

胞と細胞外マトリ

クス間の相互作用

周辺の細胞等の相

互作用を仲介する

細胞外マトリクス

の機能を解明す

る。加えて、毛包、

歯、分泌腺の器官

形成場の発生原理

の解明に向け、前

年度に達成したｉ

ＰＳ細胞等の多能

性幹細胞を用いた

口腔領域の一体形

成を基に、 

歯胚、分泌腺器官

原基の誘導方法の

開発を行う。 

 

③臓器を作る・臓

器を直す領域 

器官の機能再生

のための基盤技術

創出と再生医療技

術開発を目指し、

①、②、④の研究

開発成果をヒトｉ

ＰＳ・ＥＳ細胞等

の幹細胞培養系に

応用し、組織や 

臓器の基本ユニッ

トを試験管内で構

築するとともに、

臨床応用の早期実

現に向け、網膜疾

患等に対する再生

医療の臨床試験を

推進する。 

平成２８年度

は、ｉＰＳ細胞由

来網膜色素上皮細

胞の移植治療につ

いて、京都大学ｉ

ＰＳ細胞研究所の

iPS 細胞を樹立し、小脳プル

キンエ細胞を分化誘導させ、

病態の一部を再現すること

に成功した。また、疾患由来

の小脳プルキンエ細胞があ

る種のストレスに対して“脆

弱性”を示すことを突き止

め、この脆弱性を抑制する化

合物の評価系を構築した。 

 

 

○ 平成 27 年度に達成した視細

胞変性モデルサルでの視細

胞移植片の長期生着の成果

を踏まえ、マウス網膜変性末

期モデルを用いてマウス iPS

細胞由来の網膜組織を移植

することにより、光に対する

反応が回復することを確認

した。 

 

 

 

 

○ 平成 26 年度に実施した滲出

性加齢黄斑変性に対する自

家iPS細胞由来網膜色素上皮

細胞シートの移植治療に関

し、術後 1年および 2年後の

経過報告も含む論文発表を

行ない、世界的に著名な医学

誌 で あ る New England 

Journal of Medicine に掲載

された。 

 

○ 滲出性加齢黄斑変性に対す

る他家iPS細胞由来網膜色素

上皮細胞懸濁液移植に関す

る臨床研究において、一例目

の移植手術を実施した。 

④ 創発生物学研究領域 

○ 生殖器官の回転形成を成し

デルによって、これまで不明

だった脊髄小脳変性症 6型の

病態解明と創薬研究への道

が開かれると期待できる。ま

た、患者から樹立した iPS 細

胞を用いた技術は、他の神経

変性疾患の研究への応用が

可能と考えられ、今後の疾患

研究の進展に貢献する可能

性が期待され、高く評価でき

る。 

○ 試験管内での神経組織のパ

ターン形成機構及び形態形

成機構の解析を通して自己

組織化によって分化させた

網膜組織が実際に移植素材

として有効であること、さら

に開発した視機能の評価方

法が従来の視機能検査法で

は確認が困難だった部分的

な視野回復の変化を捉える

のに有効な手段であること

を示しており、高く評価でき

る。 

○ 細胞治療の臨床研究の実例

として重要な報告であると

ともに、iPS 細胞由来網膜色

素上皮細胞を用いた細胞治

療が安全に施行できること

を支持する研究であり、高く

評価できる。また、免疫型

（HLA）を考慮した上での他

家 iPS 細胞のストックを用い

ての臨床研究への発展も期

待できる。 

○ 他家 iPS細胞を用いた臨床研

究としては日本初であり、臨

床研究開始に向けて研究開

発・規制対応を着実に進めた

結果として高く評価できる。 

 

○ 順調に計画を遂行している
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の分子実体、複数

の器官発生の間の 

協調の原理など

を、個々の器官の

発生過程で特定す

る。平成２７～２

９年度までに、気

管、毛包、腸管、

筋・骨格系、生殖

器及び脳の各領域

等の器官構築のた

めの制御原理を上

記の観点から解明

するとともに、下

記④の創発生物学

研究との連携によ

り、より普遍的な

作動原理をも探

る。 

 

③臓器を作る・臓

器を直す領域 

①、②、④の研

究開発成果を、ヒ

トｉＰＳ・ＥＳ細

胞等の幹細胞培養

系に応用し、機能 

性の高い組織や臓

器の基本ユニット

を試験管内で構築

する。具体的には、

平成２７年度まで

に生体に近似した

下垂体や水晶体等

の組織を構築し、

本中長期目標期間

においてにヒト病

態を再現する人工

組織を開発する。

また、企業との密

接な連携の下、網

膜等の先行研究に

作成した拒絶反応

の起こりにくい型

のｉＰＳ細胞を用

いて他家移植にお

ける臨床試験を開

始し、適合性につ

いて自家移植と比

較するとともに、

前年度に達成した

視細胞変性モデル

サルでの視細胞移

植片の長期生着を

発展させ、生着し

た視細胞のシナプ

ス形成や機能回復

の検証を行う。ま 

た、試験管内での

神経組織のパター

ン形成機構及び形

態形成機構を解析

し、それらの制御

技術の開発を行う

とともに、企業と

連携してより移植

に適した立体網膜

組織形成技術の開

発を行う。さらに、

皮膚附属器を有す

る人工皮膚を開発

するとともに、歯

根膜を有する次世

代インプラントの

応用に向けてイヌ

での概念実証を行

う。加えて、臓器

保存及び臓器蘇生

に関する臓器培養

システムの実用化

に向けて、民間企

業と共同でブタで

の非臨床試験を実

施するとともに、

遂げる上皮細胞の集団移動

が、細胞外マトリックスの分

解と再構築によって時空間

的に制御されることを明ら

かにした。 

○ 発生場の変形に伴い細胞外

体液に満たされた腔はダイ

ナミックに分布を変動させ、

モルフォゲンなどの分泌蛋

白質の排除機構（シンク）と

して機能することを明らか

にした。 

 

【マネジメント・人材育成】 

○ 両者が持つ独創的な研究を

融合し、発生・再生学研究に

基づく疾患メカニズムの探

索と創薬への応用に向けて、

大塚製薬株式会社との連携

センター「理研-CDB 大塚製薬

連携センター」を平成 28年 9

月 1 日に発足させた。 

○ CDB で行われている最先端の

研究成果を臨床研究へと橋

渡しすることを目的とし、

「臨床橋渡しプログラム」を

立ち上げ、平成 29 年 1 月よ

り研究員の公募を開始した。 

 

 

 

 

 

 

○ 年に１回の大規模な国際シ

ンポジウム「CDB Symposium」、

特定のテーマにフォーカス

して年数回程度開催する比

較的小規模な国際学会「CDB 

Meeting」、世界トップレベル

の科学者を招き2ヶ月に１回

程度実施する内部セミナー

と評価する。 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 独創的な成果の創出を図る

と共に、相互の交流を通じて

次世代の社会を担う人材を

育成する場を形成すること

を目的として活動を開始し

ており、順調に計画を遂行し

ていると評価する。 

 

○ 臨床医としての知識、経験を

有する研究員を採用、一定期

間研究できる環境とアドバ

イス体制を提供し、主体的に

研究課題を設定および実施

した上で、プログラム終了後

には CDBでの研究経験を臨床

現場で活かすことで医学の

発展に貢献することを目標

として公募を開始しており、

順調に計画を遂行している

と評価する。 

○ “春の国際シンポジウム”

として定着し、海外からの参

加 41名を含む、166 名の参加

者を得た CDB シンポジウム

2017「Towards Understanding 

Human Development, 

Heredity, and Evolution」

等、国内外から著名な研究者
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おける立体培養技

術等の高度化を進

めるとともに、他

の臓器へも応用し

て再生医療や創薬

に資する基盤技術

を確立する。これ

らについては、平

成２５年度中に隣

接して設置される

理化学研究所の融

合的な研究開発の

ための施設も活用

しつつ、積極的な

実用化への貢献を

行う。 さらに、前

臨床研究及び臨床

試験に必要となる

支援施設を整備・

運用するととも

に、 近隣の研究病

院とも協力して、

臨床応用の早期実

現のため、網膜疾

患等に対する再生

医療の臨床試験を

推進する。特に、

網膜色素上皮細胞

の移植による加齢

黄斑変性治療につ

いて、機関内倫理

審査及び国の審査

の承認後、１年か

ら1 年半以内に開

始する。 

 

④ 創発生物学研

究領域 

臓器や組織など

の巨視的な「形」

や「サイズ」が、

動物毎のゲノム情

生体外で人工臓器

が自発形成するた

めの培養システム

の開発を進める。

これらについて

は、融合連携イノ

ベーション推進棟

も活用しつつ、積

極的に実用化へ貢

献する。 

 

④創発生物学研究

領域 

自己組織化等、

多数の細胞が集団

になってはじめて

出現する振る舞い

を解明する「創発

生物学」を開拓す

るとともに、その

体系的理解によ

り、胚発生や進 

化などの基礎研究

から、臓器・組織

の再生医療などの

医学応用までを飛

躍的に前進させる

基盤学術を確立す

る。 

平成２８年度

は、器官発生誘導

における細胞の創

発原理の解明に向

け、毛包誘導分子

として発見された

因子が細胞集団に

協調的に作用する

原理を解明する。 

また、生殖器官形

成において、上皮

組織形成における

細胞の集団移動を

「CDB Lecture Series」、兵

庫県立こども病院および神

戸市立中央市民病院との協

力関係を築くことを目的と

した合同シンポジウム等、数

多くの学術集会を企画・開催

した。 

○ 「高校生向けの生命科学体

験講座」（レクチャー、ラボ

訪問、実習等の一日体験プロ

グラム）や、生物教職員を対

象とした研修会を引き続き

開催した。 

○ 平成 28年度は 42名の大学院

生を受け入れており、主に連

携大学院の学生を対象とし

た「理研-連携大学院 発生・

再生科学 集中レクチャープ

ログラム」、大学院進学希望

者を対象とした「理研 発

生・再生科学分野 連携大学

院説明会」、学部学生を対象

に 1週間 CDBでの研究に触れ

る機会を提供する滞在型研

究体験プログラム「大学生の

ための生命科学研究インタ

ーンシップ」を引き続き実施

した。 

○ 研究不正再発防止に向けて、

センターに設置している研

究倫理教育責任者が全研究

室を訪問して PI との個別面

談を行い、理研内ルールの徹

底や、研究倫理に対する意識

醸成について意見交換を実

施した。なお、研究倫理教育

責任者による研究室訪問の

際には、可能な限りセンター

長も同行し、PIへ研究データ

の管理等について確認した。 

を招聘して数多くの学術集

会を企画・開催し、いずれに

おいても活発な議論が交わ

されており、順調に計画を遂

行していると評価する。 

 

 

○ 社会への成果発信、科学への

理解・好感度の増進、高校に

おける生物学教育の一層の

充実を支援しており、順調に

計画を遂行していると評価

する。 

○ 理研が果たすべき重要な役

割の 1つである若手の育成に

貢献する事業であり、順調に

計画を遂行していると評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ センターとして研究不正再

発防止に向けた独自の取り

組みを実施することで、セン

ター内における研究倫理に

対する意識醸成に成功して

おり、高く評価できる。 
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報によって、いか 

に正確に決定され

るかは、生物学に

おける根本的かつ

未解明の課題であ

る。その理解のた 

めに「多細胞集団

内の細胞間相互作

用による創発的な

動作原理」を多階

層の動的システム 

として解析する集

学的な研究領域

「創発生物学」を

開拓する。具体的

には、幹細胞等か

らの組織形成過程

での細胞間相互作

用を計測する手法

を開発するととも

に、「形」や「サ

イズ」を決める組

織の力学特性や増

殖の制御を解明す

る。また、これら

により得られる大

量の情報の解析の

ため、数理モデル

化やシミュレーシ

ョンなどを導入

し、複雑な「形」

を制御する基本法

則を発見すること

で、その高度な制

御法を確立する。

創発生物学の体系

的理解により、胚

発生や進化などの

基礎研究のみなら

ず、臓器・組織の

再生医療などの医

学応用をも飛躍的

時空間的に制御す

るメカニズムを解

明するとともに、

その背景にある普

遍的な器官形成の

作動原理を特定す

る。さらに、濃度

勾配依存的な分化

パターン形成と動

的に変形する発生

場を解析し、液体

を介した相互作用

により創発される

発生システムを明

らかにする。本領

域は、数理モデル

化やシミュレーシ

ョン等を用いた解

析について、（５）

生命システム研究

との密接な連携に

より推進する。 
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に前進させる基盤

学術 を形成する

とともに、 網膜、

角膜、大脳、気管、

毛包、胚盤胞の形

成などの発生現象

において、形やサ

イズを決める細胞

間相互作用の作動

原理を特定する。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１―(5) 生命システム研究  

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題へ

の対応 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 － 欧文:73 

和文:15 
欧文:74 
和文:25 

欧文:86 
和文:10 

欧文:91 
和文:19 

－ 予算額（千円） 1,457,105 1,436,795 1,182,811 1,170,716 － 

連携数 － 共同研究

等:41 
協定等:9 

共同研究

等:49 
協定等:10 

共同研究

等:33 
協定等:12 

共同研究

等:41 
協定等:15 

－ 決算額（千円） － － － － － 

特許件数 － 出願:12 
登録:1 

出願:6 
登録:0 

出願:8 
登録:2 

出願:7 
登録:4 

－ 経常費用（千円） － － － － － 

外部資金 
（件/千円） 
 

－ 件数:65 
予算額: 
513,909 

件数:89 
予算額: 
480,361 

件数:97 
予算額: 
573,006 

件数:101 
予算額: 
733,697 

－ 経常利益（千円） － － － － － 

－ － － － － － － 行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － － － － 

 － － － － － － － 従事人員数 115 142 134 136 － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４期科学技術基本

計画において、生命動

態システム科学研究

は、再生医療、新薬の

開発や病態予測など、

安全で有効性の高い治

療を実現し、様々なラ

イフイノベーションの

創出に大きく貢献する

生命動態システ

ム科学研究は、再

生医療、新薬の開

発や病態予測など

様々なライフイノ 

ベーションの創出

に大きく貢献する

重要な分野とされ

ている。また国際

① 細胞動態計測

研究 

細胞の個性的な

機能発現の仕組を

解明するととも

に、得られた時間

軸に沿ったデータ

を生命モデリング

研究、細胞デザイ

（評価軸） 

○ イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

＜主要な業務実績＞ 

① 細胞動態計測研究 

○ 前年度までに開発した１細

胞内の分子動態を１分子解

像度で自動的に取得・解析す

る技術を発展させ 、細胞内

の 100 種類程度の分子種の

時空間動態を短時間で定量

的かつ包括的に解析する自

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○ 細胞内の 100 種類程度の分

子種の時空間動態を短時間

で定量的かつ包括的に解析

する自動細胞内１分子計測

技術の確立は細胞内システ

ムの機能発現メカニズムを

1 分子レベルで解明するた

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・様々な生命機能に重要な役割を果たす細胞の走化性と呼ばれる現象を

調節する因子を発見した。これは、新たな視点からの創薬や治療の可能
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とされている。 

複雑な生命システム

がいかに自己を制御し

ているかを解明するた

めには、従来の生命科 

学にとどまらない融合

的手法が必要であり、

国際的にも急速に研究

が加速していることか 

ら、我が国の国際競争

力強化にも貢献するも

のである。 

このため、生命をシ

ステムとしてとらえ、

その刻々と変化する複

雑な生命現象を実験と 

理論・計算の両面から

理解し、予測・制御・

再構成する生命システ

ム研究を推進する。 

細胞動態計測、生命

モデリング、細胞デザ

インの研究において

は、生物系、情報系、

工学系及び物理系等、

多様な背景の研究者の

有機的な連携を推進す

る。 

細胞の個性的な機能

発現の仕組みを解明す

るため、細胞を中心と

した生命現象の各階層 

において定量計測・解

析技術を開発し、刻々

と変化する細胞の状態

を定量的にとらえる。 

また、この計測結果

に基づき複雑なシステ

ムの状態を定量化し、

分子レベルからの細胞 

ダイナミクスのモデル

化による定量的理解や

的な研究において 

も生命科学にとど

まらない融合的手

法の必要性が急速

に高まっているこ

とから、我が国と 

しても融合領域人

材の育成等、国際

競争力強化が期待

される研究領域で

ある。 

生命が自己を制

御する複雑な仕組

の解明・制御に向

け、生命をシステ

ムとして捉え、そ 

の刻々と変化する

複雑な生命現象の

動態を実験と理

論・計算の両面か

ら理解し、また簡

易な系での実験的

再構成による検証

や新たな系の創出

を行うことによる

生命活動の動的な

理解と人為的な制

御法の確立を目指

して、生物系、情

報系、工学系及び

物理系等、多様な

背景の研究者の有

機的な連携体制を

構築し、生命シス

テム研究を推進す

る。 

生命システム研

究においては、細

胞動態計測研究、

生命モデリング研

究、細胞デザイン 

研究の３つの研究

ン研究にフィード

バックし、細胞動

態のより高度な理

解を目指すため、

１細胞内の分子動

態から組織内での

細胞 

動態までを、階層

を超えて高感度に

定量計測・解析す

る技術を開発す

る。 

平成２８年度に

おいては、前年度

までに開発した１

細胞内の分子動態

を１分子解像度で

自動的に取得・解

析する技術を発展

させ 、細胞内の１

００種類程度の分

子種の時空間動態

を短時間で定量的

かつ包括的に解析

する自動細胞内１

分子計測技術を確

立する。また、前

年度までに開発し

た独自の高速超解

像顕微鏡を発展さ

せ、３次元化かつ

撮影間隔を短くす

ることで 、１００

ナノメートル空 

間分解能の細胞全

体の超解像ライブ

イメージを高速で

取得し、細胞質内

の細胞小器官や細

胞骨格の３次元動

態や、核内でのゲ

ノムＤＮＡの３次

的にインパクト

のある優れた研

究開発成果を創

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○科学技術基本計

画において掲げ

られた国が取り

組むべき課題の

達成に貢献する

とともに、社会

からのニーズを

踏まえて、基礎

から応用までを

つなぐ研究開発

を戦略的かつ重

点的に推進でき

たか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制）

等 

 

動細胞内１分子計測技術を

確立した。 

○ 前年度までに開発した独自

の高速超解像顕微鏡を発展

させて撮影間隔を短くする

ことで、100 nm 空間分解能

の細胞全体の超解像ライブ

イメージを高速で取得し、細

胞質内の細胞小器官や細胞

骨格、核内でのゲノム DNA

の動態のより詳細な計測を

実現した。 

 

○ これまでに得られたデータ

をフィードバックするため、

前年度までに開発した生命

動態定量データの統合デー

タベースを拡張し、発生生物

学や細胞生物学の画像デー

タも含めた統合データベー

スを構築した。 

○ 胚発生、免疫、神経回路形成、

傷口の治癒などに重要な役

割を果たしている走化性細

胞が応答範囲を調節する因

子「Gip1」を世界で初めて発

見した。 

 

 

○ 線虫 C. elegans の受精の際

に精子のカルシウム透過性

チャネルが卵子の中に「受精

カルシウム波」を引き起こす

ことを明らかにし、精子が卵

子を活性化する新しい仕組

みを世界で初めて解明した。 

 

○ 転写分子が DNA から遺伝情

報を読んで（転写して）いる

ところを 1 分子イメージン

グ法で直接見ることに成功

した。さらに、複数の転写分

めに重要な基盤技術となる

ものであり、高く評価する。 

○ 100 nm 空間分解能の細胞全

体の超解像ライブイメージ

を高速で取得し、細胞質内の

細胞小器官や細胞骨格、核内

でのゲノム DNA の動態のよ

り詳細な計測を実現したこ

とは医学・生物学研究への応

用や老化研究など社会的な

関心の高い研究への貢献も

期待され、非常に高く評価す

る。 

○ 発生生物学や細胞生物学の

画像データも含めた統合デ

ータベースを構築したこと

は病態予想・再生医療等の研

究への技術展開に貢献でき

るものであり、高く評価す

る。 

 

○ 発見された走化性細胞が応

答 範 囲 を 調 節 す る 因 子

「Gip1」を利用することで、

胚発生、免疫、神経回路形成、

傷口の治癒などの人為的な

操作などへの応用が期待さ

れるものであり、非常に高く

評価する。 

○ 精子が卵子を活性化する新

しい仕組みを世界で初めて

解明したことは受精のみな

らず、細胞自体の融合や分泌

小胞の融合における新たな

細胞間情報伝達の仕組みが

今後明らかになると期待で

き、非常に高く評価する。 

○ 転写分子が DNA から遺伝情

報を読んで（転写して）いる

ところを 1 分子イメージン

グ法で直接見ることに成功

し、複数の転写分子の “ゆ

性を提示したものといえる。 

 

・線虫を利用して精子が卵子を活性化する新たな仕組みを解明した。こ

れは、受精のみならず、細胞同士の融合や分泌小胞の融合における新た

な情報伝達の仕組みの解明が期待できる成果である。 

 

・バクテリアの細胞質中での生体分子の挙動をスーパーコンピュータ

「京」を用いて原子レベルで解明した。これは原子レベルから細胞生命

現象を解明するという生命科学の大目標への寄与、新たな創薬シミュレ

ーション法への展開が期待できる成果である。 

 

・交配不要な高効率の特定遺伝子導入マウス作製法を開発した。これは、

今回この方法を用いて開発したマウスにより実施した概日時計研究に

留まらず、遺伝子改変マウスを利用する多くの研究を加速が期待できる

ものである。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・1分子動態計測法については、時空間分解能の向上に加え、機械学習

等の技術を用いた効果的な解析方法の確立に向けた取り組みについて

も実施、強化することが望ましい。 

 

・システムとしての生命の理解を推進するため、生物系、情報系、工学

系等の分野融合とあわせ、実験、理論、シミュレーション等の手法の融

合を意識した研究開発を引き続き進められたい。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・世界初の原子レベルでの細胞シミュレーションの成功など目覚ましい

成果があがっている。また、計算と実験の両面で顕著な成果が得られて

いることは評価できる。 

・多くの項目で当初計画を上回るスピードでの研究の進捗が認められる

ことは評価できる。 

・特に、バクテリアの原子レベルでの分子の挙動解明は波及効果も期待

でき、高く評価できる。 
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シミュレーションによ

る再現を目指す。 

さらに、実験を用い

た再構成を行うこと

で、細胞動態計測、生

命モデリングにより得

られた結果について検

証を可能とするため、

遺伝子やタンパク質な

どの生命の部品を調

整・設計・制御するた

めの基盤技術を開発す

る。 

これらの研究を融合

し、循環させることに

より、生命システムの

動作原理の解明・制御 

に向けた取組を加速す

る。 

また、国内外の大学

等の研究機関や企業等

との有機的な連携によ

り、研究開発成果や基 

盤技術の普及を行うと

ともに、本研究分野の

人材育成を図り、中長

期的な発展を促進させ 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領域を設定する。 

 

① 細胞動態計測

研究 

個々の細胞は一

様ではなく、しか

もそれぞれ大きく

変動しているにも

かかわらず、これ 

までは平均化して

捉えられてきた。

細胞動態計測研究

においては、時々

刻々と変化する

個々の細胞の状態

を捉え、細胞の個

性的な機能発現の

仕組を解明するこ

とを目指す。さら

に、得られた時間

軸に沿ったデータ

を生命モデリング

研究、細胞デザイ

ン研究にフィード

バックし、細胞動

態のより高度な理

解を目指す。 

具体的には、１

細胞内の分子動態

から組織内での細

胞動態までを、階

層を超えて高感度 

に定量計測・解析

する技術を開発す

る。特に、細胞内

の生体分子の動態

計測のためのプロ 

ーブの開発、細胞

内分子システムの

機能発現メカニズ

ムを１分子レベル

で解明するための 

元動態のより詳細

な計測を実現す

る。さらに、これ

までに得られたデ

ータをフィードバ

ックするため、前

年度までに開発し

た生命動態定量デ

ータの統合データ

ベースを拡張し、

発生生物学や細胞

生物学の画像デー

タも含めた統合デ

ータベースを構築 

する。 

 

② 生命モデリン

グ研究 

分子レベルから

の細胞ダイナミク

スの定量的理解・

再現を目指し、膨

大な定量的データ

を高性能計算機を

用いて数理モデル

化し、複雑な生命

システムを定量的

に取り扱う手法を

確立するため、高

性能計算機による

分子設計や挙動予

測、細胞環境下で

の分子動態、細胞

内生化学反応経路

や細胞間相互作用

等のシミュレーシ

ョン手法等の統合

的な研究開発を行

う。 

平成２８年度に

おいては、前年度

までに基本機能の

（モニタリング指

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特 許 件 数 （ 出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子が渋滞したり緩和したり

する“ゆらぎ”が細胞の個性

を作ることを発見した。 

 

 

○ DNA ナノテクノロジーを用

いて世界最小のコイル状人

工バネ「ナノスプリング」を

作製し、聴覚に関わるメカノ

センサータンパク質の動き

を捉え、細胞骨格タンパク質

であるアクチンフィラメン

トと強固に結合するメカニ

ズムを分子レベルで明らか

にした。 

 

② 生命モデリング研究 

○ 分子レベルからの細胞ダイ

ナミクスの定量的理解・再現

を目指し、膨大な定量的デー

タを高性能計算機を用いて

数理モデル化し、複雑な生命

システムを定量的に取り扱

う手法を確立するため、高性

能計算機による分子設計や

挙動予測、細胞環境下での分

子動態、細胞内生化学反応経

路や細胞間相互作用等のシ

ミュレーション手法等の統

合的な研究開発を行った。 

○ 基本機能の評価を完了した

分子動力学計算専用計算機

上で長時間分子シミュレー

ションを実行するソフトウ

ェアの処理能力についてさ

らなる高速化等を図り、短時

間でスクリーニングを行え

るようにするなど創薬等へ

の応用を進めた。 

○ 細胞まるごとモデリングの

実現に向け、前年度で完成し

た次世代細胞シミュレータ

らぎ”が細胞の個性を作るこ

とを発見したことは、細胞個

性、さらには分化の予測と制

御に役立つ可能性があると

考えられ、高く評価する。 

○ DNA ナノテクノロジーを用

いて世界最小のコイル状人

工バネ「ナノスプリング」を

作製したことは、生命の発生

過程で生じる細胞内や細胞

間の力の可視化や制御に応

用できると期待でき、高く評

価する。 

 

 

 

 

○ 分子設計や挙動予測、細胞環

境下での分子動態、細胞内生

化学反応経路や細胞間相互

作用等のシミュレーション

手法等の統合的な研究開発

を行っており、順調に計画を

遂行しているものと評価す

る。 

 

 

 

 

 

○ 分子動力学計算専用計算機

上で長時間分子シミュレー

ションを実行するソフトウ

ェアの処理能力についてさ

らなる高速化等を図り、１日

数ナノ秒の計算を可能とす

るなど、順調に計画を遂行し

ているものと評価する。 

 

○ 大腸菌全ゲノムを組み込ん

だ細胞モデルのプロトタイ

プを完成させるとともに、神
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細胞内の１分子動

態計測法を開発

し、また、細胞状

態の変化に伴う代

謝産物の分析等の

定量計測技術等を

開発する。 

これらの技術を

組み合わせること

で、これまで実現

されていない１０

０種類程度の分子 

種に対する２５０

ナノメートル、３

３ミリ秒の空間分

解能・時間分解能

での細胞内１分子 

動態計測を実現す

るとともに、個体

内の細胞における

１分子動態計測技

術の空間分解能・ 

時間分解能を、５

００ナノメート

ル、１００ミリ秒

に向上させること

により、病態予

測・再生医療等の

研究へ技術の展開

を図る。 

 

② 生命モデリン

グ研究 

細胞の個性や

時々刻々での変化

は細胞内での分子

や分子ネットワー

クの動的多様性に

起因すると考えら

れる。このため、

生命モデリング研

究においては、細

評価を完了した分

子動力学計算専用

計算機上で長時間

分子シミュレーシ

ョンを実行するソ

フトウェアの処理

能力についてさら

なる高速化等を図

り、短時間でスク

リーニングを行え

るようにするなど

創薬等への応用を

進める。前年度ま

でに「京」で行っ

たバクテリア細胞

質の超大規模全原

子分子動力学シミ

ュレーションを継

続し、より長い 

時間スケールの分

子ダイナミクスを

解析するととも

に、粗視化ブラウ

ン運動シミュレー

ションの結果と比

較して、流体力学

効果や代謝物の影

響を検証する。ま

た、細胞まるごと

モデリングの実現

に向け、前年度で

完成した次世代細

胞シミュレータを

用いて大腸菌全ゲ

ノムを組み込んだ

細胞モデルのプロ

トタイプを完成さ

せるとともに、神

経細胞の軸索伸長

を１分子粒度でモ

デリングする。さ 

らに、生命システ

ーを用いて大腸菌全ゲノム

を組み込んだ細胞モデルの

プロトタイプを完成させる

とともに、神経細胞の軸索伸

長を 1 分子粒度でモデリン

グした。 

○ 生命システムの適応、進化、

発生や免疫応答過程を記述

する数理モデルを構築し、分

子ネットワーク、細胞、細胞

集団等の階層をつなぐシミ

ュレーションを行うことに

より、各過程の持つ普遍的性

質を明らかにし、実験データ

との対応関係を解析した。 

○ 多細胞レベルのモデリング

に向けては、これまでに明ら

かにしてきた自己組織化に

よる 1 細胞の走化性シグナ

ル伝達系の情報処理機構を、

多細胞による集団的走化性

に発展させることにより、細

胞間の接着などによって細

胞集団が自己組織化的に秩

序を形成する仕組みを明ら

かにし、外部シグナルに対す

る細胞集団の情報処理機構

を解明した。 

○ バクテリアの細胞質の全原

子モデルを作成し、スーパー

コンピュータ「京」を用いた

大規模分子動力学計算によ

って、細胞質中での生体分子

の複雑な挙動を原子レベル

で解明した。 

 

 

 

○ 組織全体の 1～数％程度の

細胞の位置変化情報から、組

織の発生過程における変形

過程を再構築できる計算手

経細胞の軸索伸長を１分子

粒度でモデリングしたこと

は細胞まるごとモデリング

の実現に向け、重要な技術と

なるものであり、高く評価す

る。 

○ 生命システムの適応、進化、

発生や免疫応答過程を記述

する数理モデルを構築し、分

子ネットワーク、細胞、細胞

集団等の階層をつなぐシミ

ュレーションを行っており、

順調に計画を遂行している

ものと評価する。 

 

○ 細胞集団が自己組織化的に

秩序を形成する仕組みを明

らかにし、外部シグナルに対

する細胞集団の情報処理機

構を解明したことは多細胞

レベルのモデリングに向け

て重要な技術となるもので

あり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

○ スーパーコンピュータ「京」

を用いた大規模分子動力学

計算によって、細胞質中での

生体分子の複雑な挙動を原

子レベルで解明したことは

競合的相互作用と細胞環境

を考慮した、次世代創薬シミ

ュレーション法の開発に繋

がるものであり、非常に高く

評価できる。 

○ 低分解能データから器官発

生過程における 3 次元組織

変形動態を正確に再構築す

る統計手法を開発したこと
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胞のモデル化・シ

ミュレーションに

基づく、分子レベ

ルからの細胞ダイ

ナミクスの定量的

理解・再現を目指

す。 

具体的には、膨

大な定量的データ

を高性能計算機を

用いて数理モデル

化し、複雑な生命 

システムを定量的

に取り扱う手法を

確立するため、高

性能計算機による

分子設計や挙動予 

測、細胞環境下で

の分子動態、細胞

内生化学反応経路

や細胞間相互作用

等のシミュレーシ 

ョン手法等の統合

的な研究開発を行

う。特に、生命分

子の反応時間スケ

ールでの分子シミ 

ュレーション技

術、専用計算機等

の開発によるタン

パク質１分子の動

態予測を行う。そ

の結果として得ら

れるミリ秒オーダ

ーでのタンパク質

分子動力学シミュ

レーション技術を

普及する。また、

分子１つ１つの運

動を考慮した細胞

内反応ネットワー

クのシミュレーシ

ムの適応、進化、

発生や免疫応答過

程を記述する数理

モデルを構築し、

分子ネットワー

ク、細胞、細胞集

団等の階層をつな

ぐシミュレーシ 

ョンを行うことに

より、各過程の持

つ普遍的性質を明

らかにし、実験デ

ータとの対応関係

を解析する。多細

胞レベルのモデリ

ングに向けては、

これまでに明らか

にしてきた自己組

織化による１細胞

の走化性シグナル

伝達系の情報処理

機構を、多細胞に

よる集団的走化性

に発展させること

により、細胞間の

接着などによって

細胞集団が自己組

織化的に秩序を形

成する仕組みを明

らかにし、外部 

シグナルに対する

細胞集団の情報処

理機構を解明す

る。加えて、前年

度までに構築し

た、低分解能デー

タから器官発生過

程における３次元

組織変形動態を正 

確に再構築する統

計手法を、四肢発

生等の現象へと応

法を開発し、「各遺伝子が発

生過程のいつ、どこで、どの

ように形に影響を与えるの

か」という問題を数値化する

ことを可能にした。 

○ 機械学習による帰納的推論

とこれらのシミュレーショ

ン技術を融合させた研究を

開始した。 

 

③ 細胞デザイン研究 

○ 前年度までに確立した、組織

内の時間空間特異的な遺伝

子発現を 1 細胞解像度で取

得する技術を発展させ 、複

数個体間の状態を比較・定量

する技術を構築することに

より、組織中の全細胞の内部

状態の動態を定量的かつ包

括的に解析する全細胞解析

技術を確立した。 

○ 交配を必要とせずに特定の

遺伝子をノックインした動

物をわずか 1世代（３ヶ月程

度）で効率よく作製する「ES

マウス法」を開発した。 

 

○ 上記の ES マウス法を用いて

「概日時計」の周期の長さ

（周期長）が「クリプトクロ

ム 1（CRY1）」と呼ばれるタ

ンパク質の特定の領域のリ

ン酸化によって制御される

ことを世界で初めて発見し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

は計画を 1 年以上早く達成

した成果であり、非常に高く

評価する。 

 

 

○ 機械学習による帰納的推論

とこれらのシミュレーショ

ン技術を融合させた研究を

開始しており、順調に計画を

遂行していると評価する。 

 

○ 複数個体間の状態を比較・定

量する技術を構築すること

により、組織中の全細胞の内

部状態の動態を定量的かつ

包括的に解析する全細胞解

析技術を確立したことは医

学・生物学研究への応用など

社会的な関心の高い研究へ

の貢献も期待され、非常に高

く評価する。 

○ 高効率で特定遺伝子をノッ

クインした動物を作製する

ES マウス法の開発は、次世

代型逆遺伝学を実現するプ

ラットフォームの確立につ

ながるものであり、非常に高

く評価する。 

○ 新規に開発した ES マウス法

の威力を実証するものであ

り、また、「概日時計」の周

期の長さ（周期長）が「クリ

プトクロム 1（CRY1）」と呼

ばれるタンパク質の特定の

領域のリン酸化によって制

御されることを世界で初め

て発見しており、概日リズム

のような個体全体が関わる

生理現象と、特定の性質を持

ったタンパク質との関係を

調べる上で、重要な技術にな

る非常に高く評価する。 
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ョン技術を構築

し、その計算結果

を基に細胞内反応

の動態予測を実現

し、構築したシミ

ュレーションプラ

ットフォームを公

開する。 

 

③ 細胞デザイン

研究 

細胞をはじめと

する動的で複雑な

生命現象を理解す

るためには、生命

現象を個別に制御 

可能な形で人工的

に再構成し、検証

することが必要で

ある。細胞デザイ

ン研究において

は、生命システム

に特徴的な動作・

設計原理の理解に

向けて、遺伝子や

タンパク質などの

生命の部品を調

整・設計・制御す

るための基盤技術

を開発する。特に、

細胞内遺伝子ネッ

トワーク動態の設

計・制御に向け、

切断・接着部分の

配列を自在に設計

し連結するための

新規のＤＮＡ合成

法や、無細胞合成

系によるペプチ

ド・タンパク質合

成の高速化・並列

化を基盤としたタ

用するとともに、

組織力学データ、

細胞内シグナルデ

ータと統合し、定

量性を持つ器官形

態形成シミュレー

ション技術の開発

を開始する。また、

機械学習による帰

納的推論とこれら

のシミュレーショ

ン技術を融合させ

た研究を開始す

る。 

 

③ 細胞デザイン

研究 

生命システムに

特徴的な動作・設

計原理の理解に向

けて、生命現象を

個別に制御可能な

形で人工的に再構

成し、検証するた

め、遺伝子やタン

パク質などの生命

の部品を調整・設

計・制御するため

の基盤技術を開発

し、細胞機能を担

う動的な分子ネッ

トワークの設計・

制御の実現を目指

す。 

平成２８年度に

おいては、前年度

までに確立した、

組織内の時間空間

特異的な遺伝子発

現を１細胞解像度

で取得する技術を

発展させ 、複数個

○ タンパク質合成反応の大規

模全成分計算機シミュレー

ターを世界で初めて開発し

た。241 分子種が示す濃度変

化の観測に成功し、実験結果

と整合性のあるシミュレー

ション結果を生成した。 

 

○ 質量分析装置を利用した新

し い タ ン パ ク 質 定 量 法

「MS-QBiC」を開発し、マウ

ス肝臓における体内時計に

関わるタンパク質（体内時計

タンパク質）の量を時系列に

沿って測定することに成功

した。また、定量結果がマウ

スの体内時刻を正確に示し

ていたことから、タンパク質

定量による体内時刻の測定

方法を合わせて確立した。 

 

【マネジメント・人材育成】 

○ 平成 24 年度より実施されて

いる「生命動態システム科学

推進拠点事業」に関連して、

国立研究開発法人 日本医療

研究開発機構（AMED）と合同

で、「生命動態システム科学

四拠点・CREST・PRESTO・QBiC 

合同シンポジウム」を開催し

た。 

○ 大阪大学との連携も活用し

て、若手研究者の採用や連携

大学院制度等を通じた大学

院生の受け入れ等により、人

材の育成を図った。また、東

京大学と協定を締結し、円滑

な研究協力、人材交流を推進

した。さらに、全国の大学

生・大学院生を対象とした

「QBiC スプリングコース」

を開講し、未来の研究者の育

○ タンパク質合成反応の大規

模全成分計算機シミュレー

ターを世界で初めて開発し

たことは再構成型無細胞翻

訳系を用いた有用タンパク

質生産量の向上などへの貢

献が期待でき、高く評価す

る。 

○ 質量分析装置を利用した新

し い タ ン パ ク 質 定 量 法

「MS-QBiC」を開発し、マウ

ス肝臓における体内時計に

関わるタンパク質（体内時計

タンパク質）の量を時系列に

沿って測定することに成功

したことは体内時計のリズ

ムを生み出す原理の解明な

どへの貢献が期待でき、高く

評価する。 

 

 

 

○ 他機関と合同シンポジウム

を開催するなど、学問領域の

振興に取り組んでおり、適切

な運営がなされているもの

と評価する。 

 

 

 

 

○ 生命科学や工学など様々な

研究領域が融合した生命動

態システム科学の理解には、

分野に捉われない柔軟な思

考の若手研究者の採用や大

学院生の受け入れが必要で

ある。従来、融合分野の大規

模な人材の交流は難しいと

されるが、大阪大学との連携

はそれを可能とした。この成

果は研究者育成に大きく貢
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ンパク質の定量法

等を開発すること

により、細胞機能

を担う動的な分子

ネットワークの設

計・制御を実現す

る。 

開発したＤＮＡ

合成技術・タンパ

ク質定量技術等を

普及させるため、

プロトタイプの段 

階から国内研究者

と共同研究を行

い、多様な目的に

応じた調整・設

計・制御を実現す

るための開発を行

う。 

上記の３つの研

究領域を柱に、細

胞を中心とした生

命現象の各階層に

おいて、計測結果 

を基にした現象の

モデル化及び数理

解析を行い、その

複雑なシステムの

状態を定量化する 

とともに、分子ネ

ットワーク、細胞

などの階層をつな

ぐ。さらに再構成

による検証を可能 

とすることによ

り、生命システム、

特に細胞システム

の動作原理の解

明・制御に向けた

道筋を確立する。

これにより、細胞

のモデリングと操

体間の状態を比

較・定量する技術

を構築することに

より、組織中の全

細胞の内部状態の

動態を定量的かつ

包括的に解析する

全細胞解析技術を

確立する。また、

顕微鏡解像度をさ

らに向上させる等

により細胞の持つ

様々な構造を観察

できる技術を実現 

し、組織内の細胞

ネットワークを解

析する技術の構築

を開始する。さら

に、これまでに開

発した遺伝子ネッ

トワークを高効率

に改変した個体の

複雑な表現型を非

侵襲的に解析する

技術を発展させ、

数百匹を同時に測

定可能なハイスル

ープットシステム

を構築し、一世代

内で体全身の特定

遺伝子をノックア

ウト・ノックイン

する技術と組み合

わせることで、交

配なしに高効率に

遺伝子改変動物 

を作出するシステ

ムを実現する。加

えて、この技術を

動的で複雑な生命

現象の解明へと応

用する。 

成を図った。 献し、延いては生命動態シス

テム科学を発展させるもの

であり、非常に高く評価す

る。 



51 
  

作技術の研究開発

をリードする世界

トップレベルの研

究開発拠点として

の地位を確立する

とともに、本研究

分野の中長期的な

発展を促進する。

細胞のダイナミッ

クな状態のモデル

化及び操作が可能

となれば、ｉＰＳ

細胞の初期化や分

化の制御、細胞の

がん化などについ

ての診断・治療等

への貢献が期待さ

れる。 

また、国内外の

大学等の研究機関

や企業等との有機

的な連携による研

究を進めるための 

会議に主体的に参

画する等、研究開

発成果や基盤技術

の普及や共同研究

を推進するととも 

に、若手研究者を

本研究分野に惹き

つけ、裾野を拡大

するため、講習会

を開催する等の人 

材育成を行うこと

により、本研究分

野や融合分野を発

展させる。 

 

本研究は、（４）

発生・再生科学総

合研究との密接な

連携により推進す

る。 

国内外の大学等

の研究機関や企業

等とのシンポジウ

ムや会議に主体的

に参画する等によ

り、有機的な連携

研究をより進める

ための機会を設け

ることで、研究開

発成果や基盤技術

の普及や共同研究

を推進する。また、

若手研究者を本研

究分野に惹きつ

け、裾野を拡大す

るため、人材育成

のための講習会等

を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１―(6) 統合生命医科学研究  

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題へ

の対応 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 － 欧文:50 

和文:47 
欧文:162 
和文:54 

欧文:182 
和文:23 

欧文:202 
和文:31 

－ 予算額（千円） 3,962,592 3,712,565 3,057,324 2,651,767 － 

連携数 － 共同研究

等:127 
協定等:40 

共同研究

等:137 
協定等:40 

共同研究

等:141 
協定等:42 

共同研究

等:149 
協定等:44 

－ 決算額（千円） － － － － － 

特許件数 － 出願:33 
登録:28 

出願:31 
登録:34 

出願:18 
登録:22 

出願:28 
登録:21 

－ 経常費用（千円） － － － － － 

外部資金 
（件/千円） 
 

－ 件数:122 
予算額: 
6,297,296 

件数:140 
予算額: 
3,362,243 

件数:162 
予算額: 
2,479,163 

件数:144 
予算額: 
2,443,432 

－ 経常利益（千円） － － － － － 

－ － － － － － － 行政サービス実施コスト（千円） － － － － － 
 － － － － － － － 従事人員数 259 246 242 239 － 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ヒトには、生体の恒

常性と呼ばれる、外的

要因の変化にさらされ

ながらも、常に体の環 

境を一定した状態に維

持する機構が備わって

おり、生体分子のダイ

ナミックな変化を背景 

とした免疫系、内分泌

系、精神神経系等の協

本研究では、第

２期におけるゲノ

ム医科学研究と免

疫・アレルギー科

学総合研究の成果 

を活用し、個別化

医療・予防医療を

標的とした次世代

型医療の実現を目

指す。そのために、

① 疾患多様性医

科学研究 

ヒトゲノムの多

様性を網羅的に解

析する研究基盤を

構築するととも

に、多因子疾患の

発症・進展に関わ

る遺伝・環境要因

を詳細に解析し、

（評価軸） 

○ イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

的にインパクト

＜主要な業務実績＞ 

① 疾患多様性医科学研究 

平成 28 年度は、約 1000 例の

全ゲノムシークエンスデータに

ついて遺伝統計学的解析を行い、

エラー率を 0.0037%に抑えた高

精度ゲノム配列情報の取得、日本

人に存在する 2800 万カ所の多型

の同定に成功。さらに、前年度に

開発したターゲット・シークエン

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○ 平成 27 年度に開発したター

ゲット・シークエンス法を用

いて、若年心筋梗塞の発症リ

スクを上げる遺伝子多型を

発見しており、中長期計画を

上回る成果として、高く評価

する。また、約 1000 例の全

ゲノムシークエンスデータ

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

自己評価では S評定であるが、今後の課題・指摘事項の欄に示す点に

ついて、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・研究面については、日本人肝臓がんのゲノム配列情報に基づき肝臓間
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調的なふるまいが一体

となり、その役割を果 

たしている。恒常性機

構の解明は、生命機能

の根本的理解を導くに

とどまらず、恒常性維 

持機構の破綻、すなわ

ち「病気」に至るまで

の過程を明らかにする

ものであり、個別化医 

療等に資することか

ら、社会からも大きな

期待が寄せられてい

る。 

このため、理化学研

究所として個別化医

療・予防医療の実現に

向けた取組を加速する

ため、前期までの免

疫・アレルギー科学総

合研究の免疫系の基本

原理の解明やヒト化マ

ウス等の基盤技術の開

発と、ゲノム医科学研

究のゲノム解析技術を

駆使した多数のヒト疾

患関連遺伝子の網羅的

同定等の成果を融合し

て発展させ、新しい分

野である統合生命医科

学研究を実施する。 

統合生命医科学研究

として、ゲノム解析研

究基盤を構築し、ヒト

の多様性を踏まえた生 

命恒常性維持とその破

綻としての疾患の発症

プロセスを多階層で明

らかにし、これまでの 

要素研究では不可能で

あった疾患リスク予測

や予防のための疾患発

既存分野の枠組を

超えて、研究開発

とライフイノベー

ションを一体的に

捉え、個別化医

療・予防医療の実

現へ向けた疾患多

様性医科学研究、

革新的な予防医療

実現に向けた疾患

発症プロセス統合

解析と、これらに

基づく恒常性医科

学研究、さらに、

それらを踏まえて

革新的な医療技術

の創出に向けたイ

ノベーション研究

を融合的に行う体

制を構築する。 

 

① 疾患多様性医

科学研究 

ヒトゲノムの多

様性を網羅的に解

析する研究基盤を

構築するととも

に、多因子疾患の

発症・進展に関わ

る遺伝・環境要因

を詳細に解析し、

個別化医療・予防

医療の実現に向け

た開発研究を行

う。 

個人の遺伝情報

に基づいた医療や

予防を実現するた

めには、パーソナ

ルゲノムの包括的 

な解析技術を開発

し、網羅的なゲノ

個別化医療・予防

医療の実現に向け

た開発研究を行

う。 

平成２８年度

は、新たなデータ

ベースの構築に向

けて、約１，００

０例の全ゲノムシ

ークエンスデータ

より得られた日本

人ゲノムに存在す

る遺伝子多型情 

報のうち、１％以

上の頻度の多型を

中心に、 前年度に

新規解析技術とし

て開発した特定の

ゲノム領域を高精

度に解析するター

ゲット・シークエ

ンス法を用いて、

日本人標準ゲノム

配列情報の精度を

向上させる 。 

前年度に開発し

た個人の持つゲノ

ム多型情報（パー

ソナルゲノム）を

包括的に解析する

全ゲノムシークエ

ンス関連解析技術

を用いて、心筋梗

塞等の多因子疾患

を対象とした疾患

の易罹患性と関連

する遺伝子群の同

定を行う。 

 

②統合計測・モデ

リング研究 

ゲノム情報から

のある優れた研

究開発成果を創

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○科学技術基本計

画において掲げ

られた国が取り

組むべき課題の

達成に貢献する

とともに、社会

からのニーズを

踏まえて、基礎

から応用までを

つなぐ研究開発

を戦略的かつ重

点的に推進でき

たか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制）

等 

 

（モニタリング指

ス法を用いて、脂質代謝に関係す

る遺伝子多型が若年心筋梗塞の

発症リスクを上げることを発見

した。特筆すべき業績として、以

下があげられる。 

 

○ 肝臓がん300例の全ゲノムを

解読:総データ70兆塩基にお

よぶ肝臓がん300例の全ゲノ

ムを次世代シーケンサーで

解読、肝臓がんは 6つに分類

され、術後生存率が異なるこ

とを発見。 

 

 

○ 後縦靭帯骨化症(OPLL)発症

に関わる遺伝子を発見： 

OPLL に関わる遺伝子 RSPO2

を同定し、疾患感受性 SNP に

より、靭帯となるはずの細胞

が軟骨に分化し発症するこ

とを解明。 

○ 非古典的HLA遺伝子の関節リ

ウマチ発症への関与が明ら

かに：これまで役割が不明だ

ったHLA-DOA遺伝子が関節リ

ウマチ発症に関与すること

を発見。人種間比較から

HLA-DOA 遺伝子による発症リ

スクは日本人で最も高いこ

とを発見。 

 

○ 加齢黄斑変性発症に関わる

新たな遺伝子型を発見：IMS

が開発したターゲット・シー

ケンス法によって、日本人 3

千名の加齢黄斑変性患者の

関連ゲノム領域を解析し、頻

度が低く、影響の大きい遺伝

子型の寄与が明らかとなっ

た。 

 

を用いて日本人の高精度ゲ

ノム配列情報の取得、2800

万カ所の多型同定に成功し

ており、順調に計画を遂行し

ていると評価する。 

 

○ 日本人肝臓がんのゲノム配

列情報に基づき肝臓がん治

療の個別化や新規の治療

法・予防法開発へ発展する成

果で、トップ 1%の高被引用論

文となる大きなインパクト

は当初計画では予期し得な

かった優れた成果であり、非

常に高く評価する。 

○ 脊椎の難病 OPLL は 100 万人

以上の患者数と推定される

が根本的治療法がなく、

RSPO2 をターゲットした新し

い治療薬の開発が期待され

る成果で高く評価する。 

 

○ ビッグデータ解析により、非

古典的HLA遺伝子の関節リウ

マチ発症関与を明らかにし

た本成果は、日本人に特有の

遺伝子多型の影響を示して

おり、海外の研究で得られな

いユニークな成果であり、オ

ーダーメイド医療の実現や

疾患治療薬開発に期待でき

高く評価する。 

○ 加齢黄斑変性は欧米で成人

の失明原因の第 1位、日本で

第 4位である。従来の欧米人

を対象とした報告と大きく

異なる本研究より、日本人に

おける発症メカニズム解明、

新たな診断・治療法開発につ

ながると期待される。 

○ 外部病院と連携して統合情

報プラットフォームの構築

治療の個別化や新規の治療法・予防法開発へ発展する成果が得られてい

る。 

 

・また、免疫機構の破綻が引き金になると従来考えられてきたアトピー

性皮膚炎の概念を覆し皮膚バリア機能の重要性を明らかにした成果は

統合的な生命医科学研究として高く評価できる。 

 

・センターにおいて行われてきた NKT 細胞研究とがんワクチン研究を、

人工アジュバントベクター細胞という細胞工学的アプローチで結実さ

せ、自然免疫と獲得免疫を活性化する人工アジュバントベクター細胞

（aAVC）を開発し、新しいがん治療モデルを構築したことは高く評価で

きる。 

 

・マネジメント・人材育成については、若手融合領域育成プログラムか

ら、優秀なリーダーを輩出するとともに、研究人材を育成し、大学教授

や准教授として輩出するなど適正な運営が行われていると認められる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・がん免疫療法や肝臓がん全ゲノム解析など着実に実施し、中長期計画

及び年度計画に定められた以上の業務の進捗が認められるが、社会的に

インパクトのある優れた研究開発成果として、センターに求められるレ

ベルは高く、イノベーションプログラムでの企業への橋渡しに加え、さ

らなる計画遂行の前倒し、成果の積み上げに取り組んでいただきたい。 

 

 

＜有識者からの意見＞ 

・ゲノム解析と個別化医療を目指しており、着実に成果を上げている。 

 

・新たながん治療として、自然免疫と獲得免疫を活性化する人工アジュ

バントベクター細胞(aAVC)を開発したことを評価。企業共同研究につな

がり社会的な効果が大きい。 

 

・Top1%論文を 3件（免疫療法）、1件（ゲノム解析）、4件（腸内環境と

免疫システム）などを達成しているのは評価できる。 
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症予測マーカーの探索 

を推進することによ

り、次世代型個別化医

療・予防医療の実現に

貢献する。 

具体的には、平成２

６年度までに検体を多

階層で統合的に計測す

るシステム、平成２８ 

年度までにモデリング

による恒常性の根幹を

なす機能のネットワー

ク抽出システム、本中 

長期目標期間中に日本

人ゲノムの１％以上の

遺伝子多型を網羅した

データベースを構築、 

疾患発症モデルを検証

し、疾患発症予測マー

カー、治療標的候補を

同定する。 

また、疾患関連遺伝

子等の網羅的な探索や

免疫研究のための基盤

技術の高度化等につい 

ても実施する。 

さらに、国内外の大

学等の研究機関や企業

等との有機的な連携に

より、研究開発成果や 

基盤技術の普及に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ム解析によりヒト

ゲノム多様性を解

明するとともに、 

医学研究・医療に

応用可能な基盤情

報を構築し、ヒト

ゲノムの多様性と

疾患の発症・進展 

及び薬剤応答性と

の関係を明らかに

する必要がある。

本領域では特に、

国民の関心が高く 

社会的緊急性の高

い疾患（がん、循

環器疾患、糖尿病

を含む生活習慣病

等）と薬剤応答の 

多様性を中心的な

標的として、ＳＮ

Ｐのみならず全塩

基配列を対象とし

たゲノム解析を実 

施し、多数の遺伝

要因と環境要因を

総合的に解析する

数理解析手法を用

いて、疾患や薬剤 

感受性にかかわる

日本人のゲノム解

析研究基盤を構築

することで、個別

化医療・予防医療 

の開発を行う。本

中長期目標期間中

に、日本人ゲノム

の１％以上の遺伝

子多型を網羅した 

データベースを構

築する。 

②統合計測・モデ

リング研究 

疾患罹患性を読み

解くために、疾患

関連遺伝子情報か

ら個体レベルに至

る疾患発症過程を

モデリングするシ

ステム構築を目指

し、様々な階層で

の定量的解析と意

味付けによる階層

間連結を行う。 

平成２８年度

は、多階層データ

を統合するための

情報プラットフォ

ームを構築し、モ

デルマウスからの

データ、外部病院

との連携による臨

床データ、パブ 

リックドメインか

らの大規模データ

の蓄積を進め、統

合的な解析を実現

し、モデリングに

よるネットワーク

抽出システムを構

築する。 

先行研究である

皮膚疾患について

の時系列発症モデ

ルを多階層化する

ために、前年度ま

でに開発した生体

分子プロファイリ

ング技術を駆使

し、１細胞から多 

細胞、臓器レベル

に至る各階層での

遺伝子やタンパク

質の発現状態につ

いてのデータを蓄

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特許件数（出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額）  

等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

② 統合計測・モデリング研究 

平成 28 年度は、医科学イノベ

ーションハブプログラムと協働

で、多階層データの統合情報プラ

ットフォームを構築、マウスから

のデータ、外部病院（慶大、東大、

阪大、慈恵医大）連携による膨大

な臨床データ、パブリックドメイ

ンから大規模データの蓄積を進

め、統合的解析を実現、示された

仮説をモデル動物で検証するシ

ステムを構築。特筆すべき成果と

して以下があげられる。 

 

○ アトピー性皮膚炎の発症メ

カニズムを解明：アトピー性

皮膚炎モデルマウスを開発

し、多階層での発現データを

蓄積、解析した結果、細胞内

シグナル JAK1 の遺伝子変異

により、皮膚角質バリア機能

に障害が起きることを発見

し、数理モデルを用いてアト

ピー性皮膚炎の発症・悪化・

予防に関わる二重スイッチ

を発見した。 

 

 

○ 遺伝子発現から転写因子を

予測：3,500 実験以上におよ

ぶ網羅的測定データを世界

中から集め再解析し、450 種

以上の転写因子と標的遺伝

子の制御ネットワークを構

築、遺伝子発現データから転

写因子活性を極めて高い精

度で予測する wPGSA 法を開

発した。 

○ ヘミメチル DNA の新機能：転

写制御の従来モデルが大き

を着実に推進しており評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 免疫機構の破綻が引き金に

なると従来考えられてきた

アトピー性皮膚炎の概念を

覆し皮膚バリア機能の重要

性を明らかにした本成果は、

想定外で非常に高く評価す

る。遺伝要因と環境要因が絡

みあう複雑な発症過程を、未

病段階から発症まで多階層

時系列データを蓄積しマウ

スからヒト臨床までを結ぶ

成果は統合的な生命医科学

研究として非常に高く評価

する。 

○ 新たに開発した「wPGSA 法」

は、理研内外の 20 以上の研

究プロジェクトに適用され、

eQTL への応用も進んでおり、

今後遺伝子制御メカニズム

を解明する上で強力なツー

ルになると考えられ、高く評

価する。 

 

 

○ 新しく発見したエピジェネ

ティック機構は胎盤特異的
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ゲノム情報から

疾患罹患性を読み

解くためには、疾

患関連遺伝子情報

から個体レベルに 

至る疾患発症過程

のモデリングは不

可欠の過程であ

る。そのためには、

従来型の還元型ア

プローチによる個

別研究、あるいは、

一定の階層だけに

特化した研究では

不十分であり、

様々な階層での定

量的解析と意味付

けによる階層間連

結が必要である。 

このため、本領

域では、疾患多様

性医科学研究と恒

常性医科学研究を

リンクする新たな 

情報学・計測学的

基盤の構築を行

い、難治性免疫ア

レルギー疾患等の

発症プロセスに焦

点を当て、疾患特

異的モデルマウス

の系統的な作製、

統合ゲノミクス計

測や数理モデリン

グなどを含む集学

的なアプローチに

より、恒常性の根

幹をなす機能のネ

ットワークを描出

する技術を開発す

る。これらのネッ

トワークがヒトで

積する。また、皮

膚疾患の疾患発症

モデル検証に向け

た遺伝学的解析を

実施し、恒常性医

科学研究と連携し

て、多階層の疾患

発症モデルを構築

する。さらに、関

節炎などの皮膚疾

患以外の疾患にお

ける治療介入後の

患者の時系列デー

タの収集とそれに

基づいたモデル化

を行う。加えて、

ヒトとマウスの 

疾患発症モデルを

比較・統合化する

ためのデータを収

集する。 

 

③ 恒常性医科学

研究 

革新的な予防医

療の実現のため

に、恒常性の根幹

である免疫システ

ムに環境要因まで

包含し、個々の疾

患発症過程を示す

多階層モデルを構

築・検証するため

に、統合計測・モ

デリング研究と連

携する。 

平成２８年度

は、環境要因のひ

とつである常在細

菌叢を統合的に理

解するためのメタ

ゲノム、メタボロ

く見直され、ヘミメチル DNA

と NP95 を介した新たなエピ

ジェネティック機構を明ら

かにした。 

 

③ 恒常性医科学研究 

平成 28 年度は、環境要因のひ

とつ常在細菌叢を統合的に理解

するため疾患モデルマウス、ノト

バイオート技術、多階層時系列解

析を組み合わせた解析プラット

フォームを拡充した。さらに、こ

のプラットフォームを活用し、東

大病院、慶大病院等との連携によ

り、二型糖尿病や皮膚炎等に伴う

常在菌変化とその意義を探索す

る前向き臨床研究を実施し、臨床

材料から機能的細菌叢を層別化

する技術を確立した。また、HLA

を発現するヒト化マウスを作製

し、腫瘍抗原に対する高活性ヒト

型 T 細胞の誘導にマウスで成功

した。特筆すべき業績として、 

 

○ ウイルスワクチンの新戦術：

季節性インフルエンザと高病

原性鳥インフルエンザウイル

スに対する新しい防御機構と

して、Ⅰ型ヘルパーT 細胞に

よって親和性は低いがウイル

ス感染阻止作用の高い IgG2

抗体を誘導できることを発

見。 

 

 

○ 免疫を活性化させるミクロ構

造を発見： T 細胞が活性化す

る際、T 細胞受容体が集まっ

たミクロクラスターの周囲を

接着分子がリング状に取り囲

む「ミクロシナプス」構造を

発見し、T 細胞のミクロの接

遺伝子の転写活性化に寄与

し流産や不妊の分子メカニ

ズムの解明に役立つと考え

られ高く評価する。 

 

 

○ 常在細菌叢がどのように宿

主恒常性を制御するのか、生

体解析プラットフォームを

構築した。それを用いた免

疫、神経、内分泌系を含めた

統合的解析が、モデルマウス

だけでなく臨床材料に対し

ても機能する点が実証され

応用への道筋を示したこと

は高く評価する。HLA 発現ヒ

ト化マウスでの免疫細胞治

療をシミュレーションしう

るモデルの確立により、今

後、複数の細胞機能の評価に

つながると高く評価する。 

 

 

 

○ インフルエンザウイルスの

抗体誘導の概念を覆し、従来

必須と考えられていた「胚中

心」と「TFH細胞」がなくても、

抗体を誘導できる新たな機

構を発見した本成果は予想

外の成果で、インフルエンザ

のパンデミック感染に対抗

する戦術として、新たなワク

チン開発に役立つことから

非常に高く評価する。 

○ ミクロシナプスはT細胞の接

着力を強め、T 細胞の活性化

を増強することから、免疫反

応の感受性を調節する新し

い薬剤開発が期待される。ト

ップ 1％の高被引用論文とな

る予想を超える大きなイン
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も作用しているの

かについて、疾患

ヒト化マウスや疾

患特異的ｉＰＳ細

胞を用いた研究、

ゲノムコホート研

究等と連携して検

証する。検体を統

合的に計測するシ

ステムの構築を平

成２６年度までに

終了、平成２８年

度までに、モデリ

ングによるネット

ワーク抽出システ

ムを構築し、先行

研究である皮膚疾

患について多階層

の疾患発症モデル

を提出する。 

 

③ 恒常性医科学

研究 

革新的な予防医

療の実現のために

は、恒常性の根幹

である免疫システ

ムに環境要因まで 

包含した形で、疾

患発症プロセスを

系統的に理解する

必要がある。 

本領域では、難

治性皮膚疾患、自

己免疫疾患、原発

性免疫不全症、ア

レルギー疾患、感 

染症、糖尿病や動

脈硬化等の慢性炎

症とリンクした生

活習慣病、炎症性

腸疾患などについ 

ミクス等を組み合

わせた分子解析プ

ラットフォーム 

と、その常在細菌

叢がどのように宿

主恒常性を制御す

るのかを解明する

ため、疾患モデル

マウス、ノトバイ

オート技術（既知

の常在細菌によっ

て人為的に腸内細

菌叢を再構成する

技術）、時系列解

析を組み合わせた

生体解析プラット

フォームを構築

し、免疫系だけで

なく、神経系、内

分泌系を含めた形

での解析を行う。

また、常在細菌叢

と宿主の相互作用

様式の解明に向け

た解析を、主に消

化管と皮膚に焦点

を当てて行う。先

行研究である皮膚

疾患については、

統合計測・モデリ

ング研究と連携し

て、多階層の疾患

発症モデルを検証

する。 

ＨＬＡなど複数

のヒト免疫関連因

子を導入した新規

ヒト化マウスを開

発し、ウイルスや

腫瘍に対するヒト

免疫応答が、どの

程度ヒト化マウス

着力が免疫応答を増強するこ

とを発見。 

 

○ T 細胞の運命を制御する分子

機構を解明：「ポリコーム複

合体」は、個体発生の形態形

成に重要であることは知ら

れていたが、免疫細胞の生

成・維持にも不可欠であるこ

とを初めて発見。融合領域リ

ーダー育成プログラムの成

果。 

 

④ 医療イノベーションプログラ

ム 

平成 28 年度には、特筆すべき

成果として、 

○ 白血病治療薬剤の開発：急性

骨髄性白血病に奏功する低

分子 28 化合物について、ヒ

ト化マウスを用いた薬効評

価と遺伝子解析を複合し有

効性検討、開発企業が理研ベ

ンチャー認定受け、投資会社

を決定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 新世代がん治療技術の開発 

ア）がん免疫の課題を克服する

治療モデルを構築：自然免疫

と獲得免疫の両者を活性化

するがん治療剤「人工アジュ

バントベクター細胞（aAVC）」

によって腫瘍が壊死し縮小

する効果を発見。投与 1年後

パクトをフィールドに与え

ており、非常に高く評価す

る。 

○ さまざまな白血病細胞でポ

リコーム複合体に変異がみ

られ、新しい治療法の開発に

繋がると期待され高く評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 急性骨髄性白血病の治療薬

剤というイノベーション開

発研究を中長期計画を一年

前倒しして加速的に進めて

おり、非常に高く評価する。

ヒト化マウスの開発から白

血病治療薬開発まで免疫

学・血液学のみならず、分子

設計やケミカルバイオロジ

ーなど分野横断的に基礎と

応用をつなぐ研究成果であ

り社会へ高いインパクトが

期待されるだけでなく、基礎

から応用研究に推移する際

の資金形成の新たなモデル

を提示している面でも非常

に高く評価する。 

○ 当センターにおいて行われ

てきたNKT細胞研究とがんワ

クチン研究を人工アジュバ

ントベクター細胞という細

胞工学的アプローチで結実

させ、自然免疫と獲得免疫を

長期的に強く活性化させる

新しいがん治療モデルを構
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て、マウスとヒト

で同じ遺伝子変異

が同様な病態をひ

き起こす疾患を主

な標的として、発 

症過程を解明する

ことを目的とす

る。具体的には、

統合計測・モデリ

ング研究と連携

し、それぞれの疾

患発症過程を示す

多階層モデルを構

築・検証するとと

もに、モデル動物

で実証した疾患発

症モデルを集学的

なアプローチによ

りヒトに読み換え

た結果から、発症

予測マーカー、治

療・予後予測マー

カー、治療標的・

原理の探索、治療

技術の開発を行

う。先行研究であ

る皮膚疾患につい

ては、平成２８年

度までにモデルを

検証し、本中長期

目標期間において

疾患発症予測マー

カー、治療標的候

補を同定する。ア

レルギー性疾患、

自己免疫疾患、免

疫不全症について

は、本中長期目標

期間中に、モデル

の検証を終える。

とくに、小児難病

である免疫不全症

で再現できるかを

評価する。ヒト免

疫系の存在下で疾

患を発症するモデ

ルマウスを作製し

て、ヒト免疫細胞

の作用メカニズム

を解析する。 

アレルギー性疾

患、自己免疫疾患、

免疫不全症につい

ては、モデルの検

証に向けて、糖尿

病や肥満と同様

に、モデルマウス

からのメタゲノ

ム、メタボローム、

トランスクリプト

ーム、細胞・組織

動態の時系列デー

タの収集を開始す

る。また、臨床デ

ータの収集と解析

を病院との連携に

より開始し、疾患

の発症や病勢と相

関するバイオマー

カーとなり得る常

在菌やその代謝

物・分子の候補 

の抽出につなげ

る。 

 

⑤ 医療イノベー

ションプログ

ラム 

平成２８年度に

は、創薬・医療技

術基盤プログラム

と連携して、以下

のプロジェクト研

究を行う。 

でも、再度同じがん抗原に遭

遇すると、増幅して免疫を活

性化することを明らかにし

た。非臨床試験終了および医

薬品医療機器総合機構の薬

事戦略相談もほぼ終了して

ヒト初回投与試験の準備を

整備した。さらに、インフル

エンザモデルにおいても

100%生存できる抗ウイルス

作用があることを証明した。 

 

イ）NKT 細胞標的治療について

は、肺がん第 II 相試験を国

立病院機構と共同で進め、治

療経過中の NKT 細胞、NK細胞

を解析し、バイオマーカー検

索を進行した。 

○ 生体防御に不可欠な NKT 細

胞の新しい分化経路を発見

し、従来考えられていた T

細胞分化の最終段階で分岐

する経路と異なり、早期に成

熟する NKT 細胞があること

を初めて発見。 

 

 

○ ヒト iPS-NKT 細胞の抗腫瘍

効果を生体内で示すことに

成功：iPS 技術を用いた免疫

細胞治療の実現について、ヒ

ト NKT 細胞から抗がん効果

の高いiPS細胞由来NKT細胞

を安定的かつ大量に作製す

る方法を確立し、さらに

iPS-NKT 細胞が腫瘍細胞の

増殖を抑制しアジュバント

効果を発揮することをマウ

スの生体内で明らかにした。

医薬品医療機器総合機構に

よる対面助言を受けヒト

iPS由来NKT細胞の安定的か

築し、複数のがんへの適応拡

大可能性が立証された。更に

治験届を提出、30 日調査を終

了し治験の準備に至った点

も非常に高く評価する。さら

に、がんのみでなくウイルス

感染にも有効な治療である

ことは想定外で、インフルエ

ンザ等の感染症対策として

期待され、非常に高く評価す

る。 

 

○ NKT 細胞標的治療の肺がん第

II 相試験を着実に進行して

おり評価する。 

 

 

 

○ 新たに発見された早期に成

熟する NKT 細胞は、がん排除

や感染防御に必須のサイト

カインと細胞傷害活性に重

要なタンパク質を発現し、生

体防御に不可欠なNKT細胞で

あり、新たながん免疫治療に

つながると期待され、高く評

価する。 

○ iPS 技術を用いた新しい抗が

ん治療にむけて、iPS由来NKT

細胞が、内在性 NKT 細胞と同

等の抗ガン作用を発揮しう

ることを生体モデルで検証

し効果の高いがん免疫療法

に進展すると期待でき非常

に高く評価する。 
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については 、本中

長期目標期間中

に、本邦で見出さ

れた原因遺伝子変

異からの疾患発症

モデルを構築し、

小児難病診断・治

療研究の進展に貢

献する。 

 

④ 医療イノベー

ションプログ

ラム 

第２期での成果

を革新的な医療技

術の創出へと展開

させるために以下

のプロジェクト研 

究を行う。 

ア）革新的アレル

ギー疾患治療技術

の開発と企業への

橋渡し。（平成２

９年度まで） 

イ）免疫細胞技術

と幹細胞を標的と

し、再発白血病の

治療薬剤の開発等

を通じた次世代 

型がん治療技術の

開発。（平成２９

年度まで） 

ウ）ｉＰＳ細胞を

用いた免疫細胞治

療実現に向けた細

胞標準化技術、分

化誘導技術の最適

化と、それに基づ

いた細胞バンキン

グに向けた技術開

発。（平成２９年

度まで） 

ア）新世代がん治

療技術の開発：①

ＮＫＴ細胞標的治

療：肺がん第II 相

試験を踏まえたが

ん患者の免疫応答

の評価(独立行政

法人国立病院機構

との共同研究)を

継続して行い、治

療経過中のＮＫＴ

細胞、ＮＫ細胞を

解析し、バイオマ

ーカーの検索を行

う。②人工アジュ

バントベクター細

胞の開発：非臨床

試験を終え、中期

目標管理法人医薬

品医療機器総合機

構による治験に対

する対面助言を受

けて、ヒト初回投

与試験の準備を行

う。並行して新規

人工アジュバント

ベクター細胞の開

発に着手する 。③

白血病の治療薬剤

の開発：前年度に

策定した臨床試験

計画を、最も感受

性の高い患者集団

に対して実施する

ため、急性骨髄性

白血病に奏功する

低分子化合物につ

いて、ヒト化マウ

スを用いた薬効評

価と遺伝子解析を

複合させ、いかな

る症例に有効であ

つ大量な作製技術を確立し

た。 

 

【マネジメント・人材育成】 

１）若手育成：若手融合領域リ

ーダー育成プログラムより、

QBiC の PI、滋賀医大准教授

に各 1名就任。他、大学教授

就任 4名（東大、慶應、阪大、

慈恵医大）、准教授 3 名（京

大 2、和歌山医大）。国際サマ

ープログラムに海外若手ポ

スドク 43 名が参加。ハーバ

ード大サマースクール（2 ヶ

月間）を開催した。 

２）国際的共同研究(ICGC、国際

薬理学連合、SEAPharm など)

に参画し、日本のプレゼンス

を世界に示した。3) アドバ

イザリー・カウンシルの助言

受けセンター内の融合をさ

らに加速する取り組み（リト

リート、PI Club、研究員セ

ミナー、疾患生物学セミナ

ー）を開催した。4) 2016 年

発表論文の 20％以上はイン

パクトファクター10 以上の

一流専門誌に掲載された。 

 

 

 

 

○ 若手融合領域育成プログラ

ムから、優秀なリーダーを輩

出しており取り組みを高く

評価する。研究人材を育成

し、大学教授や准教授として

輩出しており高く評価する。 
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るかを検討する。

またヒト白血病の

ゲノム多様性・複

雑性を理解し、多

数同定されている

体細胞変異におい

て、疾患発症に直

接関係する異常を

同定する。 

イ）ｉＰＳ細胞に

よる造血・免疫細

胞治療の実現：ヒ

ト化マウス技術を

活用して、ヒトｉ

ＰＳ由来ＮＫＴ細

胞の有効性を評価

する。中期目標管

理法人医薬品医療

機器総合機構によ

る対面助言を受

け、非臨床試験を

推進する。 また、

骨髄腫などの臨床

的に腫瘍細胞を少

量しか採取出来な

いタイプの腫瘍に

対して、腫瘍由来

のｉＰＳ細胞の作

製を行い、将来的

な治療法の開発に

つなげる。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１―(7) 光量子工学研究  

関連する政策・施策 

 

政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 － 欧文:37 

和文:39 
欧文:84 
和文:36 

欧文:72 
和文:26 

欧文:71 
和文:36 

－ 予算額（千円） 793,659 815,334 835,151 758,660 － 

連携数 － 共同研究

等:48 
協定等:17 

共同研究

等:45 
協定等:17 

共同研究

等:64 
協定等:23 

共同研究

等:64 
協定等:28 

－ 決算額（千円） － － － － － 

特許件数 － 出願:25 
登録:15 

出願:21 
登録:13 

出願:21 
登録:9 

出願:36 
登録:21 

－ 経常費用（千円） － － － － － 

外部資金 
（件/千円） 
 

－ 件数:66 
予算額: 
559,747 

件数:72 
予算額: 
753,773 

件数:91 
予算額: 
1,414,868 

件数:86 
予算額: 
1,261,997 

－ 経常利益（千円） － － － － － 

－ － － － － － － 行政サービス実施コスト（千円） － － － － － 
 － － － － － － － 従事人員数 76 72 62 74 － 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

光量子工学研究は、

原理の解明に基づく革

新的なものづくりを始

め、ライフサイエンス 

や情報通信など様々な

分野における科学技術

イノベーション創出に

貢献するものとして期 

待されている。 

また、我が国の抱え

る社会インフラの老朽

化や災害に対する安全

光科学技術を、

社会的課題を達成

するツールとして

活用するには、未

踏の光の発生や究 

極的な光の制御に

よる新しい光技術

の開拓が不可欠で

ある。本研究では

幅広い波長領域に 

わたる光科学の研

究を先導的かつ総

①エクストリーム

フォトニクス研究 

今まで直接観測

することが出来な

かった様々なもの

や現象を可視化す

るため、これまで

に理化学研究所で

研究開発されてき

た独自のレーザー

技術及び精密計測

技術を発展させ

（評価軸） 

○ イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

的にインパクト

のある優れた研

究開発成果を創

＜主要な業務実績＞ 

① エクストリームフォトニク

ス研究 

○ 高強度孤立アト秒(10 の 18

乗分の 1 秒)パルスの安定性

を改善するために、基本波と

なる繰り返し10 Hzの高エネ

ルギーチタンサファイアレ

ーザーのキャリア・エンベロ

ープ位相（CEP）の安定化技

術（励起レーザーの制御技

術）を世界に先駆けて開発す

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

○ 開発した CEP の安定化手法

は、低繰り返しの超大型レー

ザーにも適用可能であり、相

対論的領域でのレーザーと

物質の相互作用においても、

この新たな制御パラメータ

ーが導入されることにより

粒子加速や高エネルギー放

射線の発生に関する研究等

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

○評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

（研究について） 

○100 兆分の 1 秒のパルス光を用いた独自の計測手法を開発し、従来法

では困難であった紅色光合成細菌が持つタンパク質の非常に速い反応

を分子レベルで観測することに成功したことは、今後、さまざまな光応

答性タンパク質が機能する仕組みの解明や新しいタンパク質の設計・創
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対策や環境保全といっ 

た課題を達成するとと

もに、医療・診断等に

関する技術に革新的進

展をもたらすことによ 

り、身近な危険や異常

を事前に察知し、安

心・安全な社会の実現

に大きく貢献する。 

これらを踏まえ、従

来は観測できなかった

様々な現象を可視化す

るため、これまでに開 

発した先端的光源や要

素技術を結集し、新規

材料開発などに欠かせ

ない物質中の電子・原 

子・分子の動きをアト

秒で観察する超高速・

精密計測技術や、生体

組織の深部を生きたま 

まリアルタイムで観察

する超解像イメージン

グ・モニタリング技術

の開発並びに、集積回 

路の故障診断や異物検

査等多様な産業利用が

期待されているテラヘ

ルツ光を実用化するた 

めに、装置小型化等を

目指した発生・制御技

術の高度化に関する研

究を、大学や研究機関 

と連携して行う。 

これらの研究を通じ

て開発した技術につい

て、多様な分野の研究

者や企業と連携し、実 

用化を目指した研究を

行うことで、重要な社

会的課題の達成に資す

る光量子工学研究を先 

合的に推進し、光

科学及び光を利用

する研究全般の革 

新的な進展に資す

る未踏領域の光の

発生や究極的な光

の制御技術を開拓

する。また、本研 

究を通じて実現し

た技術を下に社会

インフラの老朽化

診断など重要な社

会的課題達成に貢 

献することを目指

した研究開発の戦

略を策定し推進す

る。 

 

①エクストリーム

フォトニクス研究 

今まで直接観測

することが出来な

かった様々なもの

や現象を可視化す

るため、未開拓の 

光技術を創造・活

用するとともに、

これまでに理研で

研究開発されてき

た独自のレーザー 

技術、精密計測技

術を更に発展させ

る。 

具体的には、高

強度フェムト秒レ

ーザー技術を基盤

にした、高次高調

波を用いた高強度 

アト秒パルス光源

の開発及び従来の

手法を凌駕する生

体深部超解像リア

て、高強度フェム

ト秒レーザー技術

を基盤にした、高

次高調波を用いた

高強度アト秒パル

ス光源の開発及び

従来の手法を凌駕

する生体深部超解

像リアルタイムイ

メージング技術、

蛍光タンパク質等

を利用した生体 

モニタリング法な

らびに蛍光タンパ

ク質の新たな応用

を開拓する。 

平成２８年度

は、高強度孤立ア

ト秒パルスの安定

性を改善するとと

もに、さらなる高

出力化にむけて励

起レーザーや２波

長パルスの制御に

関する新規技術 

を開発する。生体

深部超解像イメー

ジングに関して

は、生きた組織内

でのライブイメー

ジングを可能にす

るため、これまで

に開発したフェム

ト秒パルスファ 

イバーレーザーの

高出力化を行い、

回転ディスク型共

焦点顕微鏡に実装

する。また、生細

胞内の膜交通等の

ダイナミックな現

象の詳細な観察に

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○科学技術基本計

画において掲げ

られた国が取り

組むべき課題の

達成に貢献する

とともに、社会

からのニーズを

踏まえて、基礎

から応用までを

つなぐ研究開発

を戦略的かつ重

点的に推進でき

たか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制）

等 

 

 

（モニタリング指

標） 

ることに成功し、2波長合成

パルスを高出力で安定に発

生させることが可能になっ

た。 

○ 凝縮系での超高速現象の解

明を目的として開発してき

た 100 兆分の１秒のパルス

光を用いた独自の計測手法

を用いることで、従来法では

困難であった、光を吸収した

直後にタンパク質内で起こ

る非常に速い、小さな構造変

化を観測することに成功し

た。 

 

 

 

 

 

○ 生体深部超解像イメージン

グに関しては、近赤外フェム

ト秒(10の 15乗分の1秒)パ

ルスファイバーレーザーを

7 W まで高出力化し、これを

回転ディスク型共焦点顕微

鏡に実装して生体組織を観

察し、深さ 1 mm での蛍光シ

グナルを検出した。さらに超

解像共焦点ライブイメージ

ング顕微鏡の時空間分解能

の向上を図り、約 70 nm の空

間分解能を実証し、1つの 3D

画像情報あたり 0.9 秒の情

報獲得技術を実現した。 

○ 小胞体からの COPⅠ被覆小

胞形成の動的過程を詳細に

解析し、ゴルジ体の槽成熟過

程に COPⅠ被覆が必須であ

ることを証明した。 

 

 

○ 光格子時計の開発では理研

に大きな進展をもらすもの

であり高く評価する。 

 

 

○ 100兆分の1秒のパルス光を

用いた独自の計測手法を開

発し、紅色光合成細菌が持つ

タンパク質である青色光セ

ンサーが刺激に応答する瞬

間の“最初の動き”を分子レ

ベルで観測することに成功

した。本成果は、今後、さま

ざまな光応答性タンパク質

が機能する際の詳細な仕組

みの解明のみならず、より優

れた機能を持つ新しいタン

パク質の設計・創製につなが

るものであり、非常に高く評

価する。 

○ 高出力の近赤外フェムト秒

パルスファイバーレーザー

を光源とする超解像レーザ

ー共焦点顕微鏡を開発し、

100 nm 以下である約 70 nm

の高分解能で深さ 1 mm の領

域において 3D イメージング

に成功しており順調に計画

を遂行していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

○ COPⅠの機能がゴルジ体の槽

成熟およびゴルジ体のダイ

ナミクスに必須であること

を実証したことは、未知の細

胞内の事象を解明すること

に繋がる成果であり高く評

価する。 

○ 光格子時計の遠隔比較によ

製につながる成果であり、非常に高く評価できる。 

 

○また、パラジウム同位体を選択的に高効率で分離するレーザー偶奇分

離技術を開発し、従来技術より圧倒的に高いイオン収率（約 10,000 倍）

を達成するとともに、コスト低減と効率化の向上に大きく貢献したこと

は非常に高く評価できる。 

 

○さらに、波長可変光源の発光の逆過程を活用した室温での高感度テラ

ヘルツ検出法を開発し、従来の手法と比べて 100 倍高感度の検出に成功

したことは、テラヘルツ領域の分光応用が飛躍的に発展するものと期待

される成果であり、非常に高く評価できる。 

 

○加えて、小型中性子源を用いて、アクリルまたは空隙の位置の違いを

鮮明に見分ける可視化技術を開発したことは、鉄やコンクリートなどを

用いた大型構造物の内深部劣化の可視化に繋がる重要な成果であり、高

く評価できる。 

 

（運営について） 

○民間企業の若手研究者を積極的に受け入れ、指導することに加え、理

化学研究所の研究者に企業側の視点で研究を展開する経験を与えるな

ど、将来イノベーションの担い手となる優秀な研究人材を育成する重要

な取組を実施しており、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、光量子工学研究に関する研究開発の精力的な推進ととも

に、パラジウム同位体の高効率分離技術や小型中性子源の開発などにつ

いて、成果の社会応用に向けた取組の推進を期待する。特に小型中性子

源による中性子イメージングによる大型構造物の非破壊検査は土木イ

ンフラの安全性を確保し、国土強靭化に資するため早期の社会実装を期

待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

〇世界最高出力の高強度高速アト秒パルスレーザの開発やテラヘルツ

での生体分子の制御は特筆できる成果である。 

〇中性子イメージングによる大型構造物の非破壊検査は老朽化してい

る全国の建築土木インフラの安全性を確保し国土強靭化に資するもの

であり、早期の社会実装を期待したい。 
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導する。 

なお、これらの研究

を進めるに当たって

は、本研究が達成すべ

き社会的課題について

絞り込みを行いつつ、

その中で特に優先順位

の高いものを平成２５

年度中に明らかにし、

当該課題の達成に資す

る研究を重点的に実施

する。 

さらに、これらの取

組を通じて、将来の光

量子科学技術分野を担

う高度な科学技術人材 

を育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ルタイムイメージ 

ング技術、蛍光た

んぱく質等を利用

した生体モニタリ

ング法ならびに蛍

光タンパク質の新 

たな応用を開拓す

る。 

これらの研究に

より、平成２７年

度までに波長１３

ナノメートル領域

の高強度アト秒レ 

ーザーを開発し、

中長期目標期間中

にアト秒電子計測

技術を完成させる

とともに、光格子 

時計においては平

成２７年度までに

１０－１８秒の誤

差精度を達成し、

中長期目標期間中

に、それを可搬可

能なサイズへ小型

化する技術を開発

する。さらに平成

２７年度までに多

光子レーザー顕微

鏡で深さ１ミリメ

ートルでのリアル

タイムイメージン

グ技術を開発し、

中長期目標期間中

に蛍光タンパク質

等を利用した新し

い計測技術を開発

する。 

 

② テラヘルツ光

科学研究 

テラヘルツ光の

向けて、超解像共

焦点ライブイメー

ジング顕微鏡の時

空間分解能を３次

元方向ともに１０

０ナノメートル以

下、サブ秒レベル

まで向上させる。

光格子時計の開発

においては、相対

論的な測地技術へ

の応用に向けて、

無人運転可能なシ

ステムを開発す 

るとともに、理研

－東大間の周波数

伝送システムを実

現し、光格子時計

の遠隔比較による

重力ポテンシャル

の１週間程度の連

続監視ができるこ

とを検証する。さ

らに、可搬型のシ

ステム開発に着手

し、光格子時計の

重力ポテンシャル

計としての有用性

を示す。 

 

②テラヘルツ光科

学研究 

テラヘルツ光の

産業応用や幅広い

利用を可能とする

ため、テラヘルツ

光源の高度化や新

しい検出システム

の開発、小型化な

ど、より高度なテ

ラヘルツ光利用の

ための基盤技術を

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特 許 件 数 （ 出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－東大間の周波数伝送シス

テムを実現し、重力の違いに

よる時計の周波数の差を測

定し、cm レベルの高精度で

標高差を計測することに成

功した。また、超小型高安定

外部共振器型半導体レーザ

ー光源を開発する事により

光源の長期安定性を改善し、

無人で時計システムを長時

間稼動できるように堅牢化

し、約 5日間の長期稼動にお

いてほぼ無人運転で 95%の

稼働率を実現した。 

○ 平成 28 年度には光量子工学

研究領域で培ってきた分光

学的知見をもとに、長寿命放

射性廃棄物の資源化のため

の、パラジウム同位体を選択

的に高効率で分離するレー

ザー技術開発を行った。本開

発では実用的なシステム構

成を考案し、従来技術に比べ

て約 10,000 倍のイオン収率

を達成した。さらに 2レーザ

ー偶奇分離スキームを考案

し 3 レーザー偶奇分離スキ

ームと同等の選択的イオン

化が可能であることを実証

した。 

② テラヘルツ光科学研究 

○ 波長可変テラヘルツ光源の

出力範囲を拡大するために、

ニオブ酸リチウムを用いた

光源を製作し、出力範囲

0.75～4.65 THz を実現した。 

○ 超伝導マイクロ波力学イン

ダクタンス検出器（MKID）を

用いた 1,024 画素のイメー

ジング検出器を開発した。 

 

○ GaN（窒化ガリウム）を用い

る重力ポテンシャルの連続

監視ができることを検証し、

cm レベルの高精度で標高差

を計測することに成功した

ことは重力ポテンシャル計

としての有用性を示した成

果であり順調に計画を遂行

していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

○ パラジウム同位体を選択的

に高効率で分離するレーザ

ー偶奇分離技術を開発し、従

来技術より圧倒的に高いイ

オン収率を達成するととも

に、イオン化に要するレーザ

ーを3波長から2波長で実現

し、コスト低減と効率化の向

上に大きく貢献した。将来、

原子力発電所の使用済み核

燃料を再処理した際に発生

する高レベル放射性廃棄物

の分離、さらにはこれらの資

源化をも実現する世界初の

成果であり非常に高く評価

する。 

 

○ 新しく開発した光源で出力

範囲 0.75～4.65 THz を実現

したことは順調に計画を遂

行していると評価する。 

 

○ 超伝導体を用いた 1,024 画

素のイメージング検出器の

開発に成功したことは順調

に計画を遂行していると評

価する。 

○ GaN を用いた量子カスケー
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産業応用や幅広い

利用を可能とする

ため、テラヘルツ

光源の高度化や新 

しい検出システム

の開発、小型化な

ど、より高度なテ

ラヘルツ光利用の

ための基盤技術を 

確立し、量子カス

ケードレーザーの

高温動作技術とテ

ラヘルツ光と生体

の相互作用の理解 

に基づく非接触・

非拘束での生体情

報モニタリング技

術を開発する。 

これらの研究に

より、平成２７年

度までにテラヘル

ツ領域で集光電場

強度１００MV/m 

を 

達成して非線形光

学現象を観測し、

中長期目標期間中

に量子カスケード

レーザーで未踏領 

域(５～１２THz)

のレーザー発振を

達成する。 

 

③ 光技術基盤開

発 

未踏領域の光源

や究極的な光の制

御技術の活用のた

めの要素技術の開

発を目的として、 

独自のレーザー技

術や先端的光学素

確立し、量子カス

ケードレーザーの

高温動作技術とテ

ラヘルツ光と生体

の相互作用の理解

に基づく非接触・

非拘束での生体情

報モニタリング技

術を開発する。 

平成２８年度

は、波長可変テラ

ヘルツ光源の出力

範囲を拡大するた

めに、ニオブ酸リ

チウムを用いた光

源を作製し、出力

範囲０．８～４．

５ＴＨｚを実現 

する。また、超伝

導体を用いた１，

０００画素のイメ

ージング検出器を

開発する。さらに、

ＧａＮ（窒化ガリ

ウム）を用いた量

子カスケードレー

ザーで７Ｔ 

Ｈｚでの発振を実

現する。 

 

③ 光技術基盤開

発 

未踏領域の光源

や究極的な光の制

御技術の活用を目

的として、独自の

レーザー技術や先

端的光学素子及び

微細加工技術等の

高度化及び移動可

能な小型中性子ビ

ーム源による特殊

た量子カスケードレーザー

で 7 THz での発振を実現し

た。 

 

○ 波長可変光源の発光の逆過

程を活用した室温での高感

度テラヘルツ検出法を開発

し、共鳴トンネルダイオード

からのテラヘルツ光を近赤

外光に波長変換して検出し

た。また、従来の光波長変換

による検出と比べて 100 倍

高感度の検出に成功すると

ともに、半導体からのテラヘ

ルツ光の発振周波数と出力

を同時測定できる技術を構

築した。 

○ 自由電子レーザーからの高

強度テラヘルツ光を照射し

ながらポリヒドロキシ酪酸

（PHB）のポリマー膜を生成

し、その結晶性が大幅に向上

することを世界で初めて明

らかにした。 

③ 光技術基盤開発 

○ 増幅器の開発により電子波

長可変レーザーの出力をこ

れまでに達成していた 1 mJ

から10 mJへと高出力化を達

成した。さらに、高出力化だ

けではなく、設置面積 A4 サ

イズ以下の小型化に成功し

た。 

○ 電子波長可変レーザーを利

用した屋外でのトンネル計

測において、インフラ表面の

微細な状態を見極めるため

に「遠隔的散乱光検出・干渉

計測・分光計測」の 3つの方

法を融合し高空間分解能（幅

0.15 mm のひび割れ、0.1 mm

の凹凸の検出が可能）な表層

ドレーザーで7 THzでの発振

を実現したことは順調に計

画を遂行していると評価す

る。 

○ 波長可変光源の発光の逆過

程を活用した室温での高感

度テラヘルツ検出法を開発

し、従来の光波長変換による

検出と比べて 100 倍高感度

の検出に成功したことは、常

温でのテラヘルツ光の高感

度検出と測定機器の較正に

資する成果であり、これによ

ってテラヘルツ領域の分光

応用が飛躍的に発展するも

のと期待され非常に高く評

価する。 

○ 高強度テラヘルツ光照射に

よる高分子の高次構造変化

の発見は世界初である。ま

た、高次構造は高分子の機能

や物性の源であり、物質創生

の新技術を切り拓く成果と

考えられ非常に高く評価す

る。 

○ 電子波長可変レーザーを 10 

mJ へと高出力化を達成し、

さらに、設置面積 A4 サイズ

以下の小型化に成功したこ

とは、順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 

 

○ 電子波長可変レーザーを利

用した屋外でのトンネル計

測において、高空間分解での

計測が可能になったことは、

将来、インフラ保守保全作業

を、遠隔的に、非接触で、高

速に行うための重要な要素

技術であり高く評価する。 
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子及び微細加工技

術等の更なる高度

化及び移動可能な 

小型中性子ビーム

源による特殊材料

ならびに大型建造

物やプラント等の

非破壊検査のため 

の要素技術を確立

する。 

これらの研究に

より、平成２７年

度までに産業応用

に向けた小型中性

子ビーム源を開発 

し、中長期目標期

間中に厚さ５０cm 

のコンクリート構

造物の内部を1cm 

の分解能で観察す 

る技術を開拓す

る。また、平成27 

年度までに、波長

５～８マイクロメ

ートルで波長可変

なレーザーを開発

し、中長期目標期

間中これを１ミリ

秒で高速可変にす

る技術を開拓す

る。 

 

④ 人材育成 

国内外の研究機

関や大学、企業と

の連携により、応

用的な視点での研

究を展開し、将来 

的に本分野の研究

を牽引し、光技術

分野裾野拡大に資

する優れた人材を

材料並びに大型建

造物やプラント等

の非破壊検査のた

めの要素技術を確

立する。 

平成２８年度

は、電子波長可変

レーザーを光超音

波発生による医療

応用するために、

レーザーのパルス

エネルギーを前年

度までに達成した

１ミリジュールか

ら１０倍以上の高

パルスエネルギー

化を達成するとと

もに、設置面積Ａ

４サイズ以下の小

型化を達成する。

小型中性子源の開

発では、短パルス

イオン源の開発を

行い、スムースな

加速器空洞へのイ

オンの引き渡しを

実現する。また、 

開発された回転楕

円ミラーの性能評

価のための実験シ

ステムを構築す

る。 

 

④ 人材育成 

国内外の研究機

関や大学、企業と

の連携により、応

用的な視点での研

究を展開し、将来

的に本分野の研究

を牽引し、光技術

分野の利用範囲の

部三次元計測を実現した。さ

らに、電子波長可変レーザー

を利用した表面の分光計測

も可能とした。 

○ 波長可変中赤外線レーザー

を利用した微量ガス分析の

農業応用への試作装置を開

発し、炭疽病に感染したイチ

ゴから発生するガスの高感

度での検出を実現した。これ

により、感染の 2日後には病

気のイチゴ苗を判別するこ

とが可能となった。 

 

 

 

 

 

○ 小型中性子源の開発では、電

源を短パルス化することに

よりイオン源の短パルス化

を達成し、開発した短パルス

イオン源から加速器へのイ

オンのスムーズな移行を確

認した。 

○ 小型中性子源を用いて、アク

リルまたは空隙の位置の違

いを鮮明に見分ける可視化

技術を開発した。 

 

 

 

 

○ 300 mm 回転楕円ミラーおよ

び 550 mm の１次元楕円ミラ

ーを開発し、直径約１ mm の

集光を確認すると共に、輝度

の増幅率 14 倍を達成した。 

 

④ 人材育成 

○ 昨年度に引き続き若手研究

者の人材育成ならびに博士

 

 

 

 

○ 波長可変中赤外線レーザー

を利用した微量ガス分析装

置の農業応用への試作装置

を開発し、炭疽病に感染した

イチゴから発生するガスの

高感度検出を実現した。これ

まで圃場の 10 ％以上の面

積に被害が出て始めて感染

が判明していたが、感染の 2

日後には病気のイチゴ苗を

判別することが可能になっ

た。今後の効率的な栽培につ

ながる重要な成果であり高

く評価する。 

○ 小型中性子源の開発におい

て、加速器へのイオンのスム

ーズな移行を確認したこと

は、順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

 

 

○ 小型中性子源を用いて、アク

リルまたは空隙の位置の違

いを鮮明に見分ける可視化

技術を開発したことは、鉄や

コンクリートなどを用いた

大型構造物の内深部劣化の

可視化に繋がる重要な成果

であり、高く評価する。 

○ 回転楕円ミラーの性能を評

価する為の実験システムを

構築し、性能を確認したこと

は順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

 

 

○ 民間企業の若手研究者を積

極的に受け入れ、指導するこ
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育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拡大に資する優れ

た人材を育成す

る。 

平成２８年度

は、光科学技術を

様々な問題を解決

する基盤技術とし

て用いるために、

前年度に引き続き

若手研究者を対象

としたセミナーの

開催や大学院生 

を対象とした最先

端光科学に関する

講義を行う。また、

光産業関連企業と

の共同研究を通じ

て光科学技術分野

の将来を担う人材

を育成する。 

 

研究員の教育を目的として、

民間企業から研究者を積極

的に受け入れ、光量子工学研

究領域の研究環境下で企業

側が設定した研究課題を主

に企業側の予算で実施する

共同研究を推進した。平成

28 年度は若手研究者（常勤）

4名を受け入れ、研究開発技

術を指導するとともに、連携

協議会を開催し、活発な議論

や成果報告等を行い、若手研

究者および博士研究員の研

究技術の習得やプレゼンテ

ーション能力向上等の指導

を積極的に行った。また、こ

れまでの研究成果について

受け入れた若手研究者が学

会発表を行い、さらに 3件の

特許共同出願を行った。 

○ 他機関との連携を促進する

ため、平成 28 年度は産業技

術総合研究所と合同でワー

クショップ「理研－産総研 

量子技術イノベーションコ

ア ワークショップ」を開催

した。 

○ 若手研究者の主導で開催す

る、社会的課題等を議論する

セミナーとして光科学分野

に限らず世界的に著名な外

部講師を招き講演会を毎月

開催するとともに若手研究

者との交流の場を設けた。 

 

○ 昨年度に引き続き、東京大学

のフォトンサイエンス・リー

ディング大学院に協力し、半

年間にわたり各チームリー

ダーが講師となって、大学院

生向けの最先端光科学に関

する講義を行った。 

とにより、将来イノベーショ

ンの担い手となる優秀な研

究人材を育成し、理研の研究

成果の技術移転を推進する

とともに、長期的な視点で企

業の研究開発能力を高める

ことに貢献している。さら

に、企業から受け入れた若手

研究者のうち 1 名が博士課

程の学位取得を目指して大

学院へ入学するなど、受け入

れた若手研究者の意欲が向

上していることも実証され

た。また、外部資金の獲得、

理研の研究者に企業側の視

点で研究を展開する経験を

与えることも重要な取り組

みであり非常に高く評価す

る。 

 

○ 他機関と連携して合同ワー

クショップを開催し、独創的

で競争力の高い革新的量子

技術の研究開発を推進して

いることから、順調に計画を

遂行していると評価する。 

 

○ 様々なサイエンス分野で世

界的に活躍している外部講

師を招聘して意見を交わす

ことによって、他の分野への

知見を深め、共同研究の芽を

見つけ出す良い機会となっ

ており、順調に計画を遂行し

ていると評価する。 

○ 大学院生を対象として最先

端光科学に関する講義を行

うことで、将来科学分野で活

躍が期待される若手人材の

育成に貢献しており、順調に

計画を遂行していると評価

する。 
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○ 昨年度に引き続き、地域活性

化・地域住民生活等緊急支援

交付金に係る事業のうち、香

川県と静岡県が連携する

“「農・食・健」連携型「健

康・長寿の産業化・地域ブラ

ンド化」推進事業”、宮崎県

日南市などが推進する“IT

を活用した農業ブランディ

ング構築事業”、鳥取県境港

市が実施している“未来健康

予測による健康のまちづく

り事業”に参画し、健康に着

目した野菜の次世代栽培シ

ステムの開発、マンゴーの作

物特性に適した栽培環境制

御体系の構築などの委託研

究を実施した。 

 

○ 地方公共団体との本格的な

連携研究であり、ブランドフ

ルーツの増産、農産物の機能

性の実証等に協力し、地方の

名産品の付加価値の向上に

資する業績である。理研で開

発された研究成果が現地で

活用されることにより、地方

における政府交付金の獲得、

産業の活性化、生産性の向

上、課題解決等へ貢献できた

ことは、国立研究開発法人と

して期待される国民の利益

につながる取組であり、高く

評価する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１―(8) 情報科学技術研究  

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 －    欧文:2 

和文:3 
－ 予算額（千円） － － － －  

連携数 －    共同研究

等:3 
協定等:9 

－ 決算額（千円） － － － －  

特許件数 －    出願:0 
登録:0 

－ 経常費用（千円） － － － －  

外部資金 
（件/千円） 
 

－    件数:6 
予算額: 
10,812 

－ 経常利益（千円） － － － －  

－ － － － － － － 行政サービス実施コスト（千円） － － － －  
 － － － － － － － 従事人員数 － － － 45  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

近年、

ICT(Information and 

Communication 

Technology)の発展に

伴うネットワーク化や

サイバー空間利用が飛

躍的に拡大しており、

莫大なデータから新た

な知識が創出され、

様々な形でイノベーシ

ICT

（Information and 

Communication 

Technology）の発

展に伴うネットワ

ーク化やサイバー

空間利用が飛躍的

に拡大し、莫大な

データから新たな

知識が創出され、

高度なコミュニ

ケーションを支え

る革新的な人工知

能技術を中核と

し、ＩｏＴやビッ

グデータ解析など

情報科学技術分野

における最先端技

術を統合し、実

証・実用化のため

（評価軸） 

○ イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

的にインパクト

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 平成 28 年度は、国内外の研

究者を結集するグローバル

な体制による研究開発拠点

を新たに設置するとしてお

り、「革新知能統合研究セン

ター」を設置した。 

機械学習の分野で国際的に

活躍している杉山 将を、東

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 順調に計画を遂行している

ものと評価する。 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・発足から短期間で 37のチーム/ユニットおよび企業 3社との連携セン

ターを設置したことは評価できる。 

・論文数は 5件となっているが、これら以外にも現状の方式ではカウン
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ョンが生み出される状

況を迎えている。

IoT(Internet of 

Things)の利活用が進

む中、我が国が世界に

先駆けて超スマート社

会を形成し、ビッグデ

ータ等から付加価値を

生み出していくことが

求められている。 

このため、特に、IoT 

やビッグデータ解析、

高度なコミュニケーシ

ョンを支える革新的な

人工知能技術を中核と

した研究や実証・実用

化のための次世代基盤

技術に関する研究開発

を行うことが必要不可

欠である。 

こうした総合科学技

術・イノベーション会

議や、日本経済再生本

部からの答申を受けた 

政府の閣議決定等を踏

まえ、自然科学全般に

わたる総合的な研究機

関である特色を生か

し、革新的な人工知能

等の研究拠点を新設す

る。 

また、グローバルな

連携と競争を進めると

いう観点から、我が国

の大学・研究機関の総 

力を結集するととも

に、海外の大学・研究

機関や産業界とも積極

的に連携の上、研究開

発を推進する。 

具体的には、今後、

人間の知的活動の原理

また、IoT 

（Internet of 

Things）の利活用

が進む中で、我が

国が世界に先駆け

て超スマート社会

を形成するために

は、ビッグデータ

等から付加価値を

生み出していく基

盤技術の開発が必

要不可欠である。 

このため、自然

科学全般にわたる

総合的な研究機関

であるという特色

を生かして、国内 

外の研究者を結集

したグローバルな

体制による革新的

な人工知能等の研

究開発拠点を新た 

に設置し、本分野

の研究開発を推進

するための体制を

構築する。 

これにより、高

度なコミュニケー

ションを支える革

新的な人工知能技

術を中核とし、IoT

やビッグデータ解

析など情報科学技

術分野における最

先端技術の研究開

発を推進するとと

もに、これらを統

合することによ

り、実証・実用化

のための次世代の

基盤技術を構築す

る。また、具体的

の次世代の基盤技

術を構築するた

め、平成２８年度

は、国内外の研究

者を結集するグロ

ーバルな体制によ

る研究開発拠点を

新たに設置する。 

 

① 次世代基盤技

術開発 

科学技術に革新

をもたらし、様々

な応用分野での実

用化を実現するた

め、人間の知的活

動の原理に学んだ

革新的な人工知能

技術を中核とし、

ＩｏＴやビッグデ

ータ解析などの技

術を統合する次世

代基盤技術を開発

する。       

平成２８年度

は、新たに設置す

る研究開発拠点に

おいて、我が国が

優位性を有する数

理科学や脳科学等

の研究成果をもと

に革新的な人工知

能を構築するため

の研究体制を構築

し、研究開発を開

始する。 

 

② 実証・実用化研

究開発 

我が国の研究機

関等が強みを持つ

高精度かつ大量の

のある優れた研

究開発成果を創

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○科学技術基本計

画において掲げ

られた国が取り

組むべき課題の

達成に貢献する

とともに、社会

からのニーズを

踏まえて、基礎

から応用までを

つなぐ研究開発

を戦略的かつ重

点的に推進でき

たか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制）

等 

（モニタリング指

標） 

京大学とのクロスアポイン

トメントにより、センター長

として迎えた。 

当該分野の研究は、国内外や

産学官の垣根を超えた情報

交換や議論が非常に重要で

あり、アクセスの良い場所に

拠点を構えることが研究開

発の飛躍的な発展に不可欠

であることから、東京駅に近

く、羽田・成田の両空港から

乗り換え無しに到来可能な

日本橋に拠点を整備した。 

 

① 次世代基盤技術研究 

○ 平成 28 年度は、センターの

もと、抽象化された問題を

解決するための汎用的な技

術開発を担う「汎用基盤技

術研究グループ（杉山 将

グループディレクター［セ

ンター長が兼務］）」を設

置し、同グループのもと 16

のチーム／ユニット（うち 5

つが常勤リーダー）を設置

した。 

○ 機械学習の分野で国際的に

著名な会議である 30th 

Conference on Neural 

Information Processing 

Systems (NIPS 2016) にお

いて、負例が全く無い、正

例とラベルなしのデータか

らでも、正例と負例から学

習する教師付き学習の場合

と同じ収束率を達成可能で

あることを示す発表を行っ

た。 

○ 同じ国際会議NIPS2016にお

いて、ニューラルネットワ

ークではモデル化が困難な

複雑な系列データ（脳情報

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ センター長が着任して以来

9 ヶ月という非常に短期間

のうちに、非常に多くのチー

ム／ユニットを設置するこ

とができ、今後多数の画期的

な研究成果が輩出可能な体

制が構築されたものと、高く

評価する。 

 

 

 

○ 採択率の厳しい国際会議の

中でも、不完全情報学習の領

域を先導する画期的な成果

であると高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 自然現象など複雑系への適

用が課題となっている機械

学習分野において、新規でか

つ有効なモデル化技術を示

トされない成果論文も出されており、かつ NIPS 等のトップカンファレ

ンスにも採択されていることは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・引き続き、研究体制の充実化を図られ、インパクトある成果が排出さ

れることを期待する。 

・人工知能の研究開発目標と産業化ロードマップの実現に向けて、総務

省、経済産業省、文部科学省の 3省連携の一翼を担う研究機関として、

情報通信研究機構、産業技術総合研究所らとの連携が必要。 

・情報科学の分野では研究成果は必ずしも論文として発表されず、査読

つき国際会議等で公表されるものも多いため、このような分野の特性を

踏まえた評価のあり方を早急に検討することが必要である。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・研究開発体制の立ち上げ時期ではあるが、優れた人材の獲得や世界最

高水準の研究環境の整備がなされる等、今後の成果の導出に向けた着実

な運営がなされている。 

・センター内のチーム／ユニット間での活発な交流を促進する組織的な

仕組みがあると良い。 
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に学んだ革新的な人工

知能の基盤技術を開発 

し、人工知能とビッグ

データにより複数分野

においてサイエンスを

飛躍的に発展させ、具 

体的な社会・経済価値

を創造する多数の応用

領域の社会実装に貢献

するとともに、人工知 

能等が浸透する社会で

の倫理的・社会的課題

等への対応や、データ

サイエンティスト等の 

育成を行う。 

このため、本中長期

目標期間においては、

革新的な人工知能技術

の研究開発への手がか 

りの獲得や、具体的な

社会実装に寄与するよ

うな成果を創出すると

ともに、超スマート社 

会の実現に向けた人工

知能と社会との関係性

における課題の抽出、

及びデータサイエンテ 

ィスト等の育成のため

の取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な社会・経済価値

を創造する多数の

応用領域の社会実

装に貢献するとと

もに、人工知能等

が浸透する社会で

の倫理的・社会的

課題等への対応

や、データサイエ

ンティスト等の育

成を行う。 

 

① 次世代基盤技

術開発 

科学技術に革新

をもたらし、様々

な応用分野での実

用化を実現するた

め、人間の知的活

動の原理に学んだ

革新的な人工知能

技術を中核とし、

IoT やビッグデー

タ解析などの技術

を統合する次世代

基盤技術を開発す

る。我が国が優位

性を有する数理科

学や脳科学等の研

究成果をもとに革

新的な人工知能を

構築し、それらを

活用することによ

り、実験、理論構

築、計算機シミュ

レーション、ビッ

グデータ処理とい

う４つの研究手法

を飛躍的に向上さ

せ、これまで対象

となり得なかった

新たな科学の領域

科学技術データ等

について、次世代

基盤技術を用いた

解析により、新た

な知識を獲得する

枠組みを構築す

る。 

平成２８年度

は、我が国の研究

機関が強みを持つ

高精度かつ大量の

科学技術データ等

に対し、人工知能

技術等を適用する

ことにより、社会

の発展や経済成長

に資する研究成果

を創出する。また、

当該分野の研究開

発が急速に進展し

ている状況を踏ま

え、機動的な研究

体制を構築する。 

 

③ 倫理・社会研究 

今後更なる進展

が見込まれる情報

科学技術とその技

術が浸透していく

社会との関係につ

いて、将来起こり

うる課題を抽出

し、対策を検討す

る体制を構築す

る。 

平成２８年度

は、人工知能技術

等の研究開発の進

展に伴って生じる

倫理的、法的、社

会的問題を取り扱

うための研究体制

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特許件数（出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

や、地震・津波などの自然

現象）について、固有の時

間表現を動的に獲得しモデ

ル化する独自のアルゴリズ

ムについて発表を行った。 

○ また、現在応用研究が盛ん

に行われている深層学習に

ついて、なぜ深層学習によ

って高い汎化能力が得られ

るのかが分かっていない中

で、無限幅のニューラルネ

ットワークを考えるという

独創的な枠組みのもと、階

層を深めると汎化能力が高

まることを理論的に示し

た。 

 

② 実証・実用化研究開発 

○ 平成 28 年度は、センターの

もと、実世界の複雑な問題

を解決可能な形に抽象化す

るとともに、開発された汎

用技術を実世界の問題に適

用するための橋渡しを担う

「目的指向基盤技術研究グ

ループ（上田修功グループ

ディレクター［副センター

長が兼務］）」を設置し、

同グループのもと14のチー

ム／ユニット（うち 5 つが

常勤リーダー）を設置した。 

○ 論文発表した成果として、

時間変化する都市の推移

を、一般的に入手可能なデ

ータ（2次元マップ、GPS デ

ータ、ストリートイメージ）

から、様々な状況に応じた

モデリングが可能であるこ

とを示した。 

○ わが国が強い科学分野を AI

技術により更に強化するこ

とを目指し、物質・材料研

す成果であると高く評価す

る。 

 

 

 

○ 非常に強力に正答を示すも

ののその理由が分からず説

明困難となっている深層学

習について、その原理の一端

を理論的に解明する画期的

な成果であると高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

○ センター長が着任して以来

9 ヶ月という非常に短期間

のうちに、非常に多くのチー

ム／ユニットを設置するこ

とができ、今後多数の画期的

な研究成果が輩出可能な体

制が構築されたものと、高く

評価する。 

 

 

 

 

 

○ 被災状況や復旧過程、老朽化

が進むインフラの状況など

をリアルタイムに掌握し、復

旧の加速やインフラの適確

な点検・修理などの対応に活

かせる技術につながるもの

として高く評価する。 

 

○ センター組織の立ち上げと

並行して、連携相手先となり

うる非常に多くの大学・研究
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 を世界に先駆けて

開拓する。 

 
②実証・実用化研

究開発 

我が国の研究機

関が強みを持つ高

精度かつ大量の科

学技術データ等に

ついて、次世代基 

盤技術を用いた解

析により、新たな

知識を獲得する枠

組みを構築する。

また、医療・福祉 

分野への適用等に

より、ひとりひと

りに優しい社会の

構築の実現、さら

に、産業分野への 

適用により、生産

性の大幅な向上に

よる経済成長等に

貢献するための研

究開発について検 

討・推進する。 

 

③倫理・社会研究 

人工知能技術等

の研究開発の進展

に伴って生じる倫

理的、法的、社会

的問題（ELSI： 

Ethical, Legal 

and Social 

Issues）を特定し、

これらの問題を未

然に防ぎ、次世代

人工知能技術が人

類の生存を脅かす

ことなく、かつ社

会の発展を阻害す

を構築し、関連す

る分野を含む国 

内外の先進的な取

組みとの連携を進

めつつ、問題解決

に資する研究を開

始する。 

 

④ 人材育成 

情報科学技術に

留まらず、各分野

への応用を支える

最新技術に精通し

た、次世代を担う

サイエンティスト

や技術者を育成す

る。 

平成２８年度

は、情報科学技術

分野における人材

育成について、大

学等との連携によ

り推し進めるため

の体制を構築す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究機構とは、自然言語処理

と機械学習による材料の選

択・生産・設計等に係る非

構造データのデータベース

化研究について、また京都

大学 iPS 細胞研究所とは、

アルツハイマー病の治療に

資する iPS 創薬の効率化研

究について連携に向けた協

議を進め、平成 29 年度当初

より、それぞれ体制を構築

し連携研究を開始すること

とした。 

○ わが国が抱える社会的課題

をAI技術により解決するこ

とを目指し、防災科学技術

研究所とは、地震等におけ

る被災状況の効率的な把握

や津波などに対し適確に避

難誘導するための研究開発

について、東北メディカ

ル・メガバンクとは、大規

模コホートデータとゲノム

情報に基づく、医療予測の

研究について、国立がん研

究センターとは、大量のが

ん診断・治療データに基づ

く、新しい統合的ながん医

療システムの開発について

連携に向けた協議を進め、

一部については、当該機関

の研究者をチームリーダー

として登用するなど、連携

研究を開始した。 

○ AI 技術の社会実装を加速す

るため、産業界との連携セ

ンター制度を活用し、同時

に 3 つの連携センター（理

研 AIP-NEC 連携センター、

理研 AIP-東芝連携センタ

ー、理研 AIP-富士通連携セ

ンター）を設置し、それぞ

機関・企業等と協議を進めて

おり、センター発足初年度よ

りそのいくつかについて具

体的な研究計画が策定され、

連携研究が開始されている

ことを高く評価する。 
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ることなく進展し

ていくよう、人

文・社会科学を含

む複合的な研究に

ついて検討・推進

する。 

 

④人材育成 

大学等との連携

により、中長期的

な視野から情報科

学技術分野におけ

る研究開発の進展 

と応用分野の発展

を支え、新たな時

代の要請に応える

ことができるデー

タサイエンティス 

ト等を継続的に育

成する。 

れ AIP の基盤技術研究の成

果を活用したAI実装システ

ムの構築に向けた研究開発

を強力に推進することとし

た。 

 

③ 倫理・社会研究 

○ 平成 28 年度は、センターの

もと、人工知能技術の普及

に伴う社会的影響を分析

し、必要な情報発信を担う

「社会における人工知能研

究グループ（中川裕志グル

ープディレクター）」を設

置し、同グループのもと 7

つのチームを設置した。 

○ 彼らチームリーダーが中心

となって、AI 技術の社会的

影響について、倫理的な側

面、セキュリティ保護の技

術や法整備の観点など、そ

れぞれの立場に基づく検討

や相互交流による多彩な議

論を開始した。 

 

④ 人材育成 

○ 大学・研究機関等に本務を

持つ非常勤チームリーダー

／ユニットリーダーを27名

登用した。彼ら彼女らによ

る学部生、大学院生の育成

を通じて、学部生が大学院

に進学し、大学院生が研究

現場を志すようなキャリア

パスを示すことによって、

当該分野の人材不足を解消

するというシナリオを実現

するための体制構築を進め

ることができた。 

○ 統計数理研究所への委託に

より、わが国に決定的に不

足している棟梁レベルのデ

 

 

 

 

 

 

 

○ センター長が着任して以来

9 ヶ月という非常に短期間

のうちに、非常に多くのチー

ム及びユニットを設置する

ことができ、今後多数の画期

的な研究成果が輩出可能な

体制が構築されたものと、高

く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 人材不足が大きな課題とな

っている当該分野において、

企業との連携を通じて行わ

れる OJT によって即戦力と

なりうる専門家を養成し、セ

ミナー等によって近い将来

専門家となりうる素地形成

を図り、大学等において将来

を担う若手人材の育成を行

うなど、それぞれの段階にお

ける人材育成のプログラム

が構築され、近い将来人材不

足が大幅に解消する見通し

が立ったものと、高く評価す

る。 
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ータサイエンティストの人

材育成を目的とするセミナ

ーを開催した。 

○ 企業との連携センターの設

置により、理研と企業のそ

れぞれが役割分担するので

はなく、企業側が抱える課

題やデータとともに、企業

研究者の派遣を受けること

によって、AIP センターの研

究拠点を、課題解決の場で

あり、かつ企業人のスキル

を磨くための OJT の場でも

あるとする、新しい共同研

究の枠組みを構築すること

ができた。 

○ 海外の著名な研究者をサバ

ティカル等の活用により招

聘し、セミナーや議論を通

じて、センター研究員等の

スキルアップと研究開発の

加速を図るため、欧米・ア

ジアの 30を超える大学・研

究機関と MoU の締結に向け

た協議を進め、これまでに 8

つの大学・研究機関と MoU

を締結した。 

 

【マネジメント】 

○ 大学等に本務を置き既に国

内外で活躍している研究者

を非常勤の研究室主宰者と

して登用し、一方で常勤の研

究室主宰者には、原則 5年に

及ぶ長期の雇用契約を行う

ことにより、国内外の非常に

優れた多数の研究者をチー

ムリーダー／ユニットリー

ダーに迎えることができた。 

○ 採択率が 20%程度と厳しい

国際会議 30th Conference 

on Neural Information 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ センター発足初年度におい

て、国際的に活躍する研究者

を多数 PI として迎えられて

いることを高く評価する。 
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Processing Systems (NIPS 

2016) において、日本人の採

択数 11 件のうち 8 件を AIP

関係者が占めた。 

○ 深層学習をはじめとする機

械学習の研究開発に欠かす

ことができない計算リソー

スとして「ディープラーニン

グ解析システム」（RAIDEN：

Riken Aip Deep learning 

Environment と命名）を、多

種多様な利用形態に対し、非

常に高いセキュリティのも

とで解析可能なシステムと

して構築した。 

○ 官邸主導の「人工知能技術戦

略会議」のもと、総務省、経

済産業省、文部科学省の 3

省連携の一翼を担う研究機

関として、情報通信研究機

構、産業技術総合研究所らと

研究連携会議の構成員とな

るとともに、3省 3機関の連

携・協力により、産業連携会

議で議論された産業化ロー

ドマップなどの当該分野に

おける国の研究開発方針策

定に参画した。 

○ 3/24 に AIP センター発足記

念シンポジウムを開催し、年

度末にも関わらず多数の聴

取者が来場した。 

 

 

 

 

 

○ センター長着任以前より、関

係研究者と密に連絡を取り

合うことによって、通常 1

年以上かかる調達について、

平成 28 年度内に納品・検収

まで完了できたことを高く

評価する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(１) 加速器科学研究 

関連する政策・施策 

 

政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 － 欧文:353 

和文:13 
欧文:320 
和文:9 

欧文:286 
和文:12 

欧文:342 
和文:8 

－ 予算額（千円） 3,832,537 3,906,065 3,752,121 3,594,626 － 

連携数 － 共同研究

等:41 
協定等:85 

共同研究

等:45 
協定等:90 

共同研究

等:51 
協定等:99 

共同研究

等:43 
協定等:105 

－ 決算額（千円） － － － － － 

特許件数 － 出願:6 
登録:3 

出願:5 
登録:0 

出願:11 
登録:1 

出願:14 
登録:4 

－ 経常費用（千円） － － － － － 

外部資金 
（件/千円） 
 

－ 件数:68 
予算額: 
490,016 

件数:70 
予算額: 
549,850 

件数:81 
予算額: 
707,637 

件数:69 
予算額: 
869,740 

－ 経常利益（千円） － － － － － 

－ － － － － － － 行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － － － 

 － － － － － － － 従事人員数 137 142 146 142 － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

世界最高性能を誇る

重イオン加速器施設・

ＲＩビームファクトリ

ー（ＲＩＢＦ）を有す

る優位を生かし、原子

核とそれを構成する素

粒子の実体とその本質

を究め、物質の創成の

謎を解明するととも

に、素粒子、原子核を

農業、工業、医療等産

原子核とそれを

構成する素粒子の

実体と本質を究

め、物質創成の謎

を解明し、更に加

速器を研究基盤と

して農業、工業等

産業への応用を進

めるとともに、高

度化のための技術

開発を行う。 

①ＲＩビームファ

クトリー（ＲＩＢ

Ｆ） 
（ア）高度化・共

用の推進 
ＲＩＢＦの装置

群を活かした成果

を創出するため、

最大限の運転時間

の確保に努める。

また、公平な利用

○イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

的にインパクト

のある優れた研

究開発成果を創

＜主要な業務実績＞ 

① ＲＩビームファクトリー（Ｒ

ＩＢＦ） 

(ア)高度化・共用の推進 

○ 平成 28 年度は、老朽化して

いたリングサイクロトロン

（RRC）の高周波制御装置の

更新と改良を行った結果、放

電からの回復時間が飛躍的

に改善された。これらの改良

の結果、ウランビームの加速

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

○ 基盤系部・室の連携に基づい

て加速器システムの高度化

を図り、RIBF の持つ重イオ

ンビーム強度の世界記録を

更新した上、世界的に見ても

非常に高い可用度を達成し

た。バナジウムビームの開発

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・大強度ビームの安定供給の障害となっている老朽化した装置の更新と

改良を進めた結果、前年度比３倍以上となるビーム可用度を記録した。 

 

・RIBF の運転時間については、最大限の確保に努め、当初計画どおり５
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業に応用する技術開発

を 
行う。 

また、共同研究及び

共用利用により国内外

の研究者を糾合し、卓

越した成果を発信す

る。 
上記研究の円滑な推進

のため、施設を維持し、

ＲＩビーム発生系のビ

ーム強度を３倍に高度

化する。 
また、共同研究の積

極的な推進及び共用利

用のための公平な課題

選定を行う。産業応用

では、引き続き植物育

種分野での研究を推進

するとともに、製品の

評価等の工業応用を拡

充するための制度等を

充実させる。 
さらに、国家間の科

学技術協力協定に基づ

く国際共同研究などの

他機関連携を通じ、陽

子スピンの起源の解明

や新たな物性研究の実

現のための知見を得

る。 
これらの取組を通じ

て、国内外の機関との

実験及び理論両面での

連携体制を拡充し、原

子核及び素粒子物理分

野の国際頭脳循環の拠

点を形成するととも

に、これらの分野に資

する人材の育成を推進

する。 
 

世界最高性能の

加速器装置と基幹

実験設備を最大限

に活かし、元素起

源の謎の解明と究

極の原子核像の構

築を目指す研究に

加え、いわゆる「安

定原子核の島」へ

の到達という新た

な方向性を指向し

た研究として、元

素番号１１９番以

上の元素合成実験

を行うとともに、

核合成技術の確立

を目指す。ＲＩビ

ームファクトリー

（ＲＩＢＦ）の加

速器等の更なる高

度化を行うととも

に、国内外の実験

及び理論の研究者

を糾合し、原子核

及び素粒子物理分

野の国際研究拠点

として卓越した成

果を発信する。 
また、他機関連

携として、国家間

の科学技術協力協

定等に基づき、米

国・ブルックヘブ

ン国立研究所及び

英国・ラザフォー

ドアップルトン研

究所との有機的か

つ双方向の連携に

よる独創的な研究

を実施する。 
 
①ＲＩビームファ

課題の選定を行う

とともに、国内外

の研究機関との連

携を強化し、利用

者の受け入れ体制

を充実させる。 
さらに、利用研

究の円滑な推進の

ため、施設の維持

を図るとともに、

国内外の研究や施

設整備の進捗等を

踏まえつつ施設の

高度化を行う。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、効率的な加速

器運転計画を策定

し、運転を行う。

利用研究について

は実験課題を国際

公募し、外部有識

者を含めた課題選

定委員会にて課題

の選定を行う。ま

た、産業利用につ

いては国内公募を

実施し、課題選定

を行 
う。さらに、核変

換技術のための核

反応データ取得な

どの施設の戦略的

利用を図るなど、

ＲＩＢＦを用いた

研究成果の最大化

を目指した運営を

進める。 
施設の維持・高

度化については、

大強度ビームの安

定供給の障害とな

っている老朽化し

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○最先端の研究開

発に必要な研究

基盤を整備し、

共用へ向けた利

用環境の整備や

ニーズを踏まえ

た施設や技術の

高度化を図り、

またそれらを用

いて、自ら科学

技術の飛躍的進

歩及び経済社会

の発展に貢献す

る成果を創出で

きたか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独

自のユニーク

な成果や当初

計画で予期し

得なかった特

筆すべき業績 

・ マネジメント

体制（センター

長等のリーダ

ーシップが発

揮できる環

境・体制） 

・ 人材育成制度

（若手研究者

等への指導体

制）等 

（モニタリング指

においては、ビームタイムの

半分以上の日数で可用度

98 %以上を記録した。これは

前年度比 3倍以上である。 

○ また、ヘリウムガス荷電変換

装置には新方式のガス封入

機構を導入するとともに、グ

ラファイトシート荷電変換

装置ではビームロスによる

残留放射能を低減させるた

めにビームダクトの径を増

加させ、機器の信頼性とメン

テナンス性を向上させた。ウ

ランビームと同じ加速モー

ドを用いるキセノンビーム

の強度は 100 pnA を超え、前

中期計画期間の最大強度の

約 4倍となった。さらに、119

番元素の合成に必要なバナ

ジウムビームを開発し、大強

度で加速することに成功し

た。 

○ RIBF の装置群を活かした成

果を創出するべく最大限の

運転時間の確保に努め、平成

28 年度は年初計画どおり

RIBF 新施設 5 カ月の運転を

達成した。公平な利用課題選

定のため国内外の著名な研

究者を招き、利用課題選定委

員会を 3回（原子核研究課題

採択委員会 1回、物質・生命

科学研究課題採択委員会 1

回、産業利用課題採択委員会

1回）開催した。国内外から

の施設利用者数は延べ 1651

名、うち海外機関からは 417

名にのぼり、いずれも過去最

多であった。外部利用者制度

など施設共用に向けた利用

環境の有効活用に努め、円滑

に実験を実施していただけ

が予想を上回るスピードで

進み、世界最大強度で加速す

ることに成功した。これらを

非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ RIBF の装置群の高いディマ

ンド、優秀な人材を反映し、

世界の原子核研究を先導す

る数多くの研究が RIBF で実

施されている。当該研究分野

の国際的リーダーシップを

確立しつつあることを非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

か月の運転を達成し、ユーザー利用時間は 70%を超える高い利用率を維

持している。 

 

・「熱い融合反応」による 119 番以上の超重元素の合成に向けて、予備

実験として 116 番元素リバモリウムの合成検証に成功していることは、

年度計画を上回る進捗である。 

 

・森田浩介グループディレクターを中心とする研究グループに命名権が

与えられた 113 番元素については、平成 28年 11 月に、同グループの提

案どおり、元素名「ニホニウム（nihonium）」、元素記号「Nh」とするこ

とが、国際純正・応用化学連合（IUPAC）より発表され、平成 29 年 3 月

に命名記念式典を開催した。元素周期表にアジアの国としては初めて日

本発の元素が加わることは、科学史上初めてのことである。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・引き続き、大強度化計画の一部である「線形加速器の超伝導化」を着

実に推進させることを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・重イオンビーム強度の世界記録更新など、顕著な成果が得られている。 

また、ビーム強度及び性能の向上により、今後の最先端の研究を支える

施設となることが期待される。 
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クトリー（ＲＩＢ

Ｆ） 
（ア）高度化・共

用の推進 
これまで整備し

てきた世界最高性

能のＲＩＢＦの装

置群を活かした成

果創出するため、

最大限の運転時間

の確保に努める。

また、公平な利用

課題の選定を行う

とともに、国内外

の研究機関との連

携を強化し、利用

者の受け入れ体制

を充実させる。 
さらに、利用研

究の円滑な推進の

ため、施設の維持

を図るとともに、

国内外の研究や施

設整備の進捗等を

踏まえつつ施設の

高度化を行う。 
ＲＩビーム発生

系においては、未

踏のＲＩ領域の実

験に供するため、

重元素のビーム強

度を３倍以上に向

上させる。 
 
（イ）利用研究の

推進 
原子核物理にと

っての大目標であ

る超長寿命の超重

核の生成、安定原

子核の島への到達

を指向した研究に

た装置の更新と改

良を進める。また、

今中長期計画期間

中に強度を３倍以

上に向上させたウ

ランビームを、安

定に供給するため

に、荷電変換装置 
の耐熱性の向上と

放射化の抑制に取

り組む。さらに、

１１９番以上の超

重元素の合成に必

要な大強度金属イ

オンビームの開発

を開始する。 
 
（イ）利用研究の

推進 
安定原子核の島

への到達を目指す

研究として、超重

元素合成及び核合

成技術の開発を進

める。また、従来

の理解では説明で

きない異常な核構

造までを包括する

究極の原子核像の

構築、及び宇宙に

おける元素誕生の

謎の解明を目指

す。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、超重元素合成

研究については引

き続き金属イオン

ビームと重標的を

利用して、１１９

番以上の超重元素

合成実験に向けた

照射実験を進め

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特許件数（出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。 

○ 東京電力福島第一原子力発

電所の事故以来の電気代高

騰のなか、RIBF の運転予算

は ImPACT 用データ取得とあ

わせて 5カ月分確保され、４

中性子共鳴状態の探索、

SAMURAI-TPC による陽子-中

性子非対称系の状態方程式

の研究など、インパクトの高

い実験を多数実施すること

ができた。ユーザー利用時間

は 2492 時間で、70％を超え

る高い利用率を維持してい

る。 

（イ）利用研究の推進 

○ 平成 28 年度は、理研が 2004

～2012 年に発見した 113 番

元素の元素名と元素記号が

「ニホニウム」、「Nh」と正式

に決まった。周期表に日本で

発見された元素が掲載され

ることは、日本・アジア科学

史上の快挙である。あらため

て理研の加速器技術、同位体

生成分離技術が世界トップ

レベルであることを示した。

平成 28 年度に論文発表され

た成果として、116 番元素リ

バモリウム合成の検証に成

功し、将来予定される「熱い

融合反応」による 119 番以降

の新元素探索に向けて大き

く前進した。前年度に引き続

き、宇宙での重元素合成に関

する成果として、元素合成の

鍵を握る中性子過剰核 94 種

の寿命測定に成功し、希土類

元素の起源解明に大きく前

進した。魔法数研究について

は、ジルコニウム-110 原子

核に新魔法数が現れないこ

 

○ 平成 27 年度に引き続き 70%

を超える高い利用率を維持

しており、堅調で安定したビ

ーム供給が実現できている

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 113 番元素の元素名と元素

記号がニホニウム（Nh）とし

て正式に決定したことは、日

本の科学史に輝く成果であ

り、非常に高く評価する。 

○ 「熱い融合反応」を利用して

116 番元素合成の検証に成

功したことを高く評価する。 

○ 前年度に引き続き、RIBF で

得られたデータにより宇宙

での重元素合成研究が従来

の観測・理論を基盤とした研

究から核データを基盤とし

た定量的議論をもたらした

ことを高く評価する。 

○ RIBF で達成可能な新しい科

学的知見を見いだし、インパ

クトファクターの高い雑誌

に成果が発表されているこ

とを高く評価する。 
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着手する。すなわ

ち、１１３番元素

合成の次の目標と

して、まだ実現し

ていない１１９番

以上の元素合成実

験を行い、命名権

獲得につながるデ

ータを蓄積すると 
ともに、基幹実験

設備である多種粒

子測定装置を用い

た実験により核合

成技術の確立を目

指す。 
また、いわゆる

魔法数を持つ核近

傍の核構造を実験

的に解明し、究極

の原子核像の構築

を進める。これに

より、従来の理解

では説明できない

異常な核構造まで

も包括した全ての

原子核の成立ちの

理解につなげる。

さらに、元素誕生

の謎を解明するた

め、基幹実験設備

である稀少ＲＩリ

ング等の設備を用

いた実験により、

超新星爆発時に鉄

からウランまでの

元素が合成される

際にたどったとさ

れるｒ過程の経路

近傍にあるＲＩの

質量、寿命等の特

性を解明する。 
また、産業応用

る。 
また、異常な核

構造における魔法

数研究について

は、引き続きフラ

ンスで開発された

水素標的及びドイ

ツで開発された中

性子検出器を利用

して中性子過剰核

の魔法数探索を進

める。さらに、中

性子星や宇宙にお

ける爆発現象を理

解する状態方程式

の研究を本格化さ

せるため、通常核

密度の情報を得る

ため中性子スキン

厚の測定に着手す

るとともに米国で

開発された大型検

出器を利用して高

密度状態下の情報

を取得する。 
加えて、元素合

成過程について

は、半減期測定を

行うとともに、理

研を含む５機関が

開発した大型中性

子検出器を用いた

国際共同研究を行

い、稀少ＲＩリン

グを用いた質量測

定実験を本格化さ

せる。 
産業応用では、

強い農業に貢献す

るため重イオンビ

ーム育種技術を用

いた作物等の品種

とがわかった。 

○ 熱い融合反応を用いた超重

元素探索を高効率で行うた

めの新装置（GARIS-II）の調

整を前年度に引き続き行っ

た。GARIS-II と精密質量測

定装置（MRTOF）を組み合わ

せた実験を行い、80 核種以

上の精密質量測定に成功

し、そのうち 6種の Mdおよ

び Es同位体については世界

初データを取得した。超重

元素化学については、107

番元素ボーリウム（Bh）の化

学研究に利用できる Bh-266

の合成のための核反応励起

関数の測定を行い、Bh-266

の詳細な壊変データの取得

に成功した。また、大阪大学

と共同で、104 番元素ラザ

ホージウム（Rf）の塩酸系溶

媒抽出反応の化学平衡到達

を初めて観測し、分配係数

を取得することに成功した。

国際協力研究によって、106

番元素シーボーギウムのカ

ルボニル錯体 Sg(CO)6 の熱

分解実験から、Sg-CO の化

学結合エネルギーを取得

し、相対論分子軌道計算の

検証を行った。また、世界

初のSgとBhの溶液化学研究

に向け、GARIS 直結型フロ

ー溶媒抽出装置の開発を進

めた。 

○ 平成 28 年度は、中性子過剰

核物質の状態方程式を探る

研究が本格化し、ニッケル同

位体の全反応断面積測定、ス

ズ 132 の弾性散乱実験や国

際共同研究（SpiRIT）が立ち

上がり、本格的な物理データ

 

○ 「熱い融合反応」を利用した

超重元素生成の準備が着実

に進んでいることを高く評

価する。 

○ 超重元素生成および超重元

素化学の両分野において理

研が世界で最高の性能をも

っていることが証明され、高

く評価する。 

○ 超重元素の質量測定に向け

て実績を積み上げているこ

とを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ RIBF でのみ達成可能な実験

研究プログラムが国際共同

研究のもと強力に推進され

ており、高く評価する。 
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として引き続き植

物育種分野での研

究を推進するとと

もに、製品の評価

等の工業応用を拡

充するための制度

を本中長期計画中

に設計する。 
加えて、ＲＩＢ

Ｆを擁する優位性

を活かし、国内外

の実験及び理論の

研究者を糾合し、

原子核・素粒子物

理コンソーシアム

を形成し成果の創

出を図るととも

に、これらの分野

に資する人材の育

成を推進する。 
 
②スピン物理研究 
陽子スピン構造

の解明を目指し、

世界唯一の陽子偏

極衝突実験が可能

な米国ブルックヘ

ブン国立研究所

（ＢＮＬ）の重イ

オン衝突型加速器

（ＲＨＩＣ）に整

備したシリコン飛

跡検出装置、ミュ

オン検出装置等を

用いて、陽子スピ

ンがクォーク、反

クォーク、グルー

オンにどのように

分割されているか

を解明する。また、

これら粒子につい

ての実験データに

改良を引き続き展

開するとともに、

製品の評価等の工

業利用を進め、宇

宙航空用電子部品

の宇宙線耐性試験

を引き続き進め

る。 
さらに、ＲＩＢ

Ｆを擁する優位性

を活かして国内外

の機関との実験及

び理論両面での連

携体制を拡充する

とともに、これら

の分野に資する人

材の育成を推進す

る。とくにアジア

の研究機関との連

携を進めるととも

に、原子核物理学

の学生を育成する

ため「仁科スクー

ル」を開催する。 
 
②スピン物理研究 
世界唯一の陽子

偏極衝突実験が可

能な米国ブルック

ヘブン国立研究所

（ＢＮＬ）の重イ

オン衝突型加速器

（ＲＨＩＣ）にお

いて、陽子スピン

がクォーク、反ク

ォーク、グルーオ

ンにどのように分

割されているかを

明らかにする実験

を行うとともに、

量子色力学（ＱＣ

Ｄ）の理論的アプ

を取得した。前年度に引き続

き欧州16ヶ国51機関所有の

大球形ゲルマニウム半導体

検出器（EURICA）を利用した

崩壊分光実験を推進し、中性

子過剰な領域での特異な核

構造に関するデータを大量

に取得して、EURICA プログ

ラムを終了した。平行して国

際共同プロジェクト BRIKEN

を立ち上げ、来年度の本格実

験のためのテスト実験を行

った。ネオンやマグネシウム

の中性子過剰核の核分光を

推進し、世界的なインパクト

を与えるデータを取得した。

稀少 RI リングを利用した質

量測定のテスト実験が行わ

れ、既知核の測定で高い分解

能を得ることに成功した。 

○ 仁科加速器研究センター

は、自らそれらの先端的利

用方法開発に取り組み、そ

の成果を広く社会に還元し

ている。その結果として平

成 26年度より革新的研究開

発推進プログラム（ImPACT）

及び次世代農林水産業創造

技術（SIP）の 2つの大きな

外部資金を獲得し、研究開

発を推進している。ImPACT

では主要な役割を担ってお

り、2件のプレスリリース

を行った。 

○ 重イオンビーム育種につい

ては、SIP プログラムによ

り多収性や耐病性など農業

上有用なイネ変異体の選抜

に成功、民間企業との共同

研究で油の含量の高いユー

グレナを作成、民間企業と

の共同研究でサクラの新品

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 仁科加速器研究センターは

自ら加速器の応用研究に取

り組み、その成果を広く社会

に提供することによって、我

が国の加速器産業利用の先

端的基盤を支えていること

を高く評価する。 
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ついて、量子色力

学による理論的知

見との比較・検証

を行い、陽子スピ

ンの起源を解明す

るための知見を得

る。 
 
③ミュオン科学研

究 
英国ラザフォー

ドアップルトン研

究所（ＲＡＬ）の

陽子加速器（ＩＳ

ＩＳ）に建設した

ミュオン施設にお

いて、世界最高精

度のパルス状ビー

ムの素粒子ミュオ

ンを用いて、物質 
内部の磁場構造を

測定・解析し、新

機能性物質におけ

る超伝導性、磁性、

伝導及び絶縁性等

の性質の発現機構

を解明する。また、

超低速エネルギー

ミュオンビーム発

生技術の高度化を

行う。 
なお、ＲＡＬと

の協力による本研

究の協定は本中長

期目標期間までと

なっており、その

後の本研究分野に

関わる研究展開や

実施場所について

は、国内外の動向

を踏まえて判断す

る。 

ローチにより、陽

子スピンの起源を

解明するための知

見を得る。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、前年度までに

測定と解析が進ん

だ反クォークおよ

びグルーオンの偏

極度測定につい

て、さらに解析精

度を高め、偏極度

測定の質と精度を

向上させる。前年

度に横偏極陽子と

重イオンの衝突実

験データで得られ

た、衝突において

生成される中性子

が陽子・陽子衝突

と全く異なる非対

称性をもつ現象の

機構を明らかにす

べく、再度横偏極

した陽子の衝突実

験を行うととも

に、並行してＱＣ

Ｄ理論での解釈を

試みる。これによ

り陽子内の軌道角

運動量との関係を

明らかにし、陽子

のスピン構造の理

解に繫げる。 
また、ＲＨＩＣ

における現行測定

器では十分な精度

で測ることの出来

ない多粒子ジェッ

ト現象等の高精度

測定を可能にする

ため、現行測定器

種「仁科知花」、長崎県との

共同研究で奇形花の発生が

少ない輪ギク「白涼」を育成

したことが挙げられる。 

○ また、新たな利用の開拓に

関しては、引き続きサイク

ロトロンでアイソトープ

（RI）Zn-65、Sr-85、Y-88、

Cd-109 を製造し、国内の大

学・研究機関に有償で頒布

するとともに、文科省科研

費新学術領域研究「短寿命

RI 供給プラットフォーム」

をスタートさせ、10 件の RI

頒布を行った。前年度に引

き続き治療用 RI として期待

される At-211 の製造技術の

開発を進め、金属ビスマス

標的照射装置を開発し、20 

μA の大強度αビーム照射

による At-211 の製造に成功

した。また，乾式蒸留法に

よる At-211 精製装置を開発

し、 At-211 の化学精製技

術を確立した。 

○ 産業応用については、宇宙利

用半導体試験会社による成

果占有型利用（有償）が順調

に推移しており、利用会社が

3社に増えた。宇宙環境で使

用する半導体素子の耐用試

験として、高エネルギー重イ

オンビームによる大気圧環

境での照射試験が定着して

きている。また、RI ビーム

の応用利用として開発を進

めている回転機械部品のオ

ンライン摩耗検査方法(GIRO

法)については、陽電子放出

RI 核種による PET モード画

像イメージングのみならず、

一般的なγ線放出 RI 核種に
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のアップグレード

準備を進める。 
 
③ミュオン科学研

究 
英国ラザフォー

ドアップルトン研

究所（ＲＡＬ）の

陽子加速器（ＩＳ

ＩＳ）に建設した

ミュオン施設にお

いて、世界最高精

度のパルス状ビー

ムの素粒子ミュオ

ンを用いて、物質

内部の磁場構造を

測定・解析し、新

機能性物質におけ

る超伝導性、磁性、

伝導及び絶縁性等

の性質の発現機構

を解明する。また、

超低速エネルギー

ミュオンビーム発

生技術の高度化を

行う。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、既に開発に成

功したセラミック

αレーザーと高発

生効率室温ミュオ

ニウム源を組み合

わせることにより

超低速エネルギー

ミュオンビーム開

発の高度化を引き

続き行うととも

に、第二μＳＲ分

光器を加えた複数

の分光器により微

小試料を極低温や

超高圧等の極限環

よる SPECT モードでのイメ

ージングも行えるように改

良を行った。 

 

② スピン物理研究 

○ 平成 28 年度に現行 PHENIX

測定器で行うべきデータ取

得をすべて終え、測定器の大

幅アップグレード（sPHENIX

測定器）を行うべく解体を開

始した。sPHENIX に向けた多

粒子ジェット現象等の高精

度測定を可能にするための

開発も順調に進捗した。核子

内グルーオンが有限の偏極

度を持つこと、すなわちグル

ーオンがスピンの担い手で

あることを証明する論文発

表が行われ、本プログラムの

重要目標の一つを完了した。

驚くべき発見であった超前

方の中性子の非対称生成の

機構を明らかにするべく、

QED及びQCD理論解釈を進め

た。本非対称性は核内角運動

量ではなく、プリマコフ効果

と呼ばれる電磁的な相互作

用によって生まれている可

能性が高いことが分かった。 

③ ミュオン科学研究 

○ 二つのμSR 分光器を活用す

ることによって、国内外から

新規共同研究者を獲得して

広くμSR による物性共同研

究を展開した。これにより、

物理・化学だけでなく生物・

産業領域を幅広くカバーで

きた。また、μSR 分光器の

性能評価の再検討し、より大

強度ビームを用いた高効率

測定を可能にする改良案の

検討を開始した。 

 

 

 

 

 

○ 現行 PHENIX 測定器で行うべ

きデータ取得をすべて終え

たこと、グルーオンがスピン

の担い手であることを証明

し、本プログラムの重要目標

の一つを完了したことを高

く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 物性研究においては、新規の

国内外研究者との共同研究

によるμSR 応用の拡大を高

く評価する。 
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境下で測定し、新

機能性物質の金属

ダイヤモンド、工

業用アルミニウム

や圧電材料等に関

するミュオン物性

研究を着実に進め

る。 
また、物質中の

ミュオン位置計算

と測定データとの

整合性を追求し、

超微細相互作用の

定量的解明を進め

る。さらに、ミュ

オン水素分光によ

る陽子内部の磁場

構造研究のため、

測定器調整および

赤外レーザーの製

作を進める。 
 
 
 
 
 
 

○ 従来のμSR 実験結果だけで

は「強相関電子系における電

子軌道の強い混合状態を反

映した磁気モーメントの空

間的広がりや、ミュオン自身

が物質に及ぼす局所的結晶

構造の歪み、それに伴う局所

的磁気モーメントの縮み」に

よる影響を定量的に評価で

きない。理研の計算機リソー

ス HOKUSAI/RICC を活用し、

物質中のミュオン位置を特

定する第一原理計算手法と

μSR 実験結果を照らし合わ

せることでこの困難を解決

した。また、この手法を有機

分子系磁性体に応用し、他の

測定手法では困難な微小磁

気モーメントの磁気秩序状

態の解明を行った。 

○ 超低速ミュオンビーム開発

では RAL ビームラインにシ

リカエアロゲル標的を設置

し、ミュオニウムスピン回転

法を用いてビーム静止条件

を正確に決定し、ミュオニウ

ム生成部までの最適化を行

った。改良型ライマンαレー

ザーが完成次第、ビーム発生

を行い、新規μSR 物性研究

やミュオンの超高精度磁気

能率測定の基盤技術開発に

寄与する。陽子内部の磁場構

造研究のためのミュオン水

素分光実験については、検出

器での長寿命成分の測定を

行い、実験バックグラウンド

が本測定に影響しないレベ

ルまで減らせることを確認

した。 

 

【マネジメント・人材育成】 

○ ミュオンの量子効果をも考

慮した位置計算とμSR 測定

結果との比較より、これまで

観測が困難であった有機分

子系磁性体においても磁気

秩序状態を明らかにできる

手法を開発したことを高く

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 超低速ミュオンビーム開発

において、ビーム発生に向け

た着実な進展を評価する。 
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○ RIBF の装置群を活かした成

果を創出するべく最大限の

運転時間の確保に努め、平成

28 年度は年初計画どおり

RIBF 新施設 5 カ月の運転を

達成した。公平な利用課題選

定のため国内外の著名な研

究者を招き、利用課題選定委

員会を 3回（原子核研究課題

採択委員会 1回、物質・生命

科学研究課題採択委員会 1

回、産業利用課題採択委員会

1回）開催した。国内外から

の施設利用者数は延べ 1651

名、うち海外機関からは 417

名にのぼり、いずれも過去最

多であった。外部利用者制度

など施設共用に向けた利用

環境の有効活用に努め、円滑

に実験を実施していただけ

た。 

○ 113 番元素の名称・記号とし

てニホニウム（Nh）を提案、

平成 28 年 11 月に国際純正・

応用化学連合（IUPAC）に承

認された。プレス発表・取材

対応等のメディアへの情報

発信に加え、ニホニウムの小

冊子やポスターを製作し、各

所に配布するなど広報活動

にも力を入れた。また、平成

29 年 3 月に命名記念式典を

開催し、皇太子殿下御臨席の

もと、IUPAC 会長が命名宣言

を行った。重元素研究グルー

プのリーダーである森田浩

介グループディレクターは、

平成 28 年度文部科学大臣表

彰科学技術特別賞、日本学士

院賞ほか多数の表彰を受け

た。 

○ 平成 28 年 10 月に、大強度化

○ 5 カ月の運転時間を確保し、

世界最先端研究の基盤の提

供、研究推進のための国際拠

点として、堅調で安定したビ

ーム供給が実現できている

ことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 113 番元素の元素名と元素記

号がニホニウム（Ｎｈ）とし

て正式に決定し元素周期表

に日本発の新元素がアジア

で初めて一席を占めたこと

は、日本の科学史に輝く成果

であると非常に高く評価す

る。また、メディアの協力を

得て幅広い広報活動を活発

に行ったことを高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 施設整備補助金の措置によ
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計画の一部である「線形加速

器の超伝導化」に施設整備補

助金 4,005 百万円が平成 28

年度第２次補正予算により

措置された。整備が完了する

と、世界で初めての低エネル

ギー領域での超伝導線形加

速器となり、5倍のビーム強

度が実現する。これにより、

119 番・120 番元素合成を目

指すとともに、医療用など有

用な RI の大量製造と他機関

への安定供給が可能になる。 

○ 放射性同位体（RI）65Zn、109Cd

及び 88Y を製造し、多くの RI

利用者に提供するとともに、

次世代の診断・治療用 RI と

して期待される Cu-67、

At-211など新しいRI製造技

術の開発を進めている。短寿

命 RI 供給プラットフォーム

で国内の学術機関に対する

短寿命 RI の安定供給を開

始、さらに H28 年度理事長裁

量経費により、ライフサイエ

ンス技術基盤研究センター

（CLST）とともに、「At211

医薬品開発に向けた環境整

備」を行った。そのほか、重

イオンビーム育種では民間

企業や公的機関と複数の共

同研究を展開し、サクラの新

品種「仁科知花」、輪ギク「白

涼」を育成した。産業応用に

ついては、半導体デバイスの

宇宙放射線エラー評価など、

平成 28 年度は 5 件の有償利

用があり、過去最大の約 12

百万円の収入があった。 

○ RIBF は原子核科学において

世界を主導するハブとなっ

ており、世界各国の機関か

り、119 番・120 番元素合成

実験に向けた整備を進める

とともに、大強度化計画の一

部に前倒しで着手できたこ

とを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 放射性同位体・放射線利用の

分野で、医療・農業・半導体

産業・宇宙利用のためのプラ

ットフォームなど新しい仕

組みを構築していることを

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ RIBF は原子核科学において

世界を主導するハブとなっ

ており、世界各国の機関から
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ら、人材を受け入れるだけで

なく、他機関所有の設備も持

ち込まれている。平成 23 年

10 月に開始した、欧州ガン

マ線検出器委員会が管理す

る大球形ゲルマニウム半導

体検出器を組み合わせた世

界最高水準の核分光研究

「EURICA（ユーリカ）」プロ

ジェクト（共同研究者：約

230 名、19 カ国）は、約 380

種もの放射性同位元素のデ

ータ収集に成功した。希少な

原子核の魔法数、核異性体、

変形、重元素合成に関する新

たな知見が次々と明らかに

なった（発表論文 27 本）。平

成 28 年夏までに全ての実験

を完了し、主要装置の大球形

ゲルマニウム検出器はドイ

ツの GSI 研究所に返却した。

今後、収集した大量のデータ

を解析することにより多く

の研究成果が期待される。 

○ 平成 28 年度末現在、国内研

究機関と 15 件の研究協力協

定を締結している。国外研究

機関とは、新たに南開大学物

理学科を加えて、45 件の研

究協力協定を締結している。 

○ 人材育成については、過去約

20 年来、東大学部生の実験

実習プログラムを東大原子

核科学研究センター（CNS）

と協力して行っている。平成

28 年度は、理研全体で採用

した JRA および IPA の合計

229 名のうち 41 名を受け入

れ、大学院生を対象とした人

材育成を図っている。また、

若手のポスドクを新規に 6

名採用し、15 名継続し、4

人材を受け入れながら、原子

核・素粒子物理分野に資する

人材の育成を推進している

ことを高く評価する。 
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名転出 （外部＋内部テニュ

ア）した。 

また、次世代の国際的研究者

の育成と確保をねらいとし

て、実習と連続講義を行う

「仁科スクール」を北京大

学、香港大学、ソウル国立大

学と合同開催した。それぞれ

の大学から各6名の参加者が

あった。 

連続講義、理研セミナー、

RIBF Nuclear Physics 

Seminar、月例コロキウム等

を開催し、研究員の幅広い資

質向上に努めた。講義内容は

DVD に記録し、大学等へ配布

し、来訪できなかった方々に

もフォローができるように

配慮している。 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(２) 放射光科学研究  

関連する政策・施策 

 

政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 － 欧文:181 

和文:31 
欧文:159 
和文:20 

欧文:151 
和文:17 

欧文:168 
和文:13 

－ 予算額（千円） 1,749,896 1,689,565 1,400,282 1,224,306 － 

連携数 － 共同研究

等:23 
協定等:37 

共同研究

等:25 
協定等:36 

共同研究

等:21 
協定等:32 

共同研究

等:18 
協定等:33 

－ 特定先端大型研究施設運

営費等補助金（千円） 
12,658,722 13,410,489 13,943,714 13,861,901 － 

特許件数 － 出願:2 
登録:9 

出願:5 
登録:4 

出願:4 
登録:4 

出願:1 
登録:3 

－ 決算額（千円） － － － － － 

外部資金 
（件/千円） 
 

－ 件数:37 
予算額: 
728,918 

件数:38 
予算額: 
738,319 

件数:42 
予算額: 
1,130,247 

件数:40 
予算額: 
689,264 

－ 経常費用（千円） － － － － － 

－ － － － － － － 経常利益（千円） － － － － － 
－ － － － － － － 行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － － － － 

 － － － － － － － 従事人員数 86 79 79 71 － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

特定放射光施設（大

型放射光施設ＳＰｒｉ

ｎｇ－８及びＸ線自由

電子レーザー施設ＳＡ

ＣＬＡ）について、特

定先端大型研究施設の

共用の促進に関する法

律（平成６年法律第７

８号）に基づき、同法

①特定放射光施設

の運転、共用等 
特定放射光施設

（大型放射光施設

ＳＰｒｉｎｇ－８

及びＸ線自由電子

レーザー施設ＳＡ

ＣＬＡ）の安全で

安定した運転、維

①特定放射光施設

の運転、共用等 
特定放射光施設

（大型放射光施設

ＳＰｒｉｎｇ－８

及びＸ線自由電子

レーザー施設ＳＡ

ＣＬＡ）の安全で

安定した運転、維

○イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

的にインパクト

＜主要な業務実績＞ 

① 特定放射光施設の運転、共用

等 

○ 大型放射光施設 SPring-8（以

下「SPring-8」）では、世界

最高品質の放射光X線を国内

外の多数の利用者に供給す

るため、光源及び光学輸送系

に関して不断の研究開発を

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

○ SPring-8 では、約 20%という

世界でも類をみないレベル

での民間産業利用が行われ

ており、そこで生まれた成果

は環境保護や省エネルギー

等を通じて広範に社会還元

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

○評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

（研究について） 

○SPring-8、J-PARC、「京」といった大型研究施設の連携活用により、

低燃費性能・グリップ性能に加え、環境・省資源化に寄与する耐摩耗性
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に定める登録施設利用

促進機関との密接な連

携により、利用者のニ

ーズ等を踏まえ、運

転・共用等を進める。 
また、両施設が併設

された世界で唯一の機

関として、それらの特

性を最大限に発揮する

先端光源や利用技術の

開発に取り組むととも

に、利用技術を総合し

た高度な利用システム

の開発・構築や新たな

研究分野の開拓を総合

的に推進する。 
これらにより、様々

な社会的課題の達成に

資する放射光科学の研

究開発基盤としての役 
割を果たす。 

特にＳＰｒｉｎｇ－

８では、年間運転時間

の８割程度を利用者の

使用時間に提供すると

ともに、放射光源の理

論的な輝度限界の達成

と２割以上の省エネル

ギー化を目指す。 
また、ナノレベルで

のビーム安定性の向上

及び３次元イメージン

グ解析を実現し、利用

者に提供する。 
ＳＡＣＬＡでは、調

整時間の短縮化を実現

し、年間運転時間の７

割程度を利用者の使用

時間に提供することを

目指すとともに、シー

ディング技術によるビ

ームの高度化及び原子

持管理及びそれら

の整備・高度化を

実施し、利用者が

必要とする世界最

高水準の放射光を

提供することによ

り、利用者の共用

に供する。 
特にＳＰｒｉｎ

ｇ－８において

は、効率的な試験

調整運転に努める

ことで、引き続き、

年間運転時間の８

割程度を利用者の

使用時間として提

供するとともに、

将来にわたる利用

研究の動向を踏ま

え、より効果的・

効率的な成果の輩

出を目指した高度

化の検討を進め、

必要な技術開発並

びに整備に反映す

る。 
Ｓ Ａ Ｃ Ｌ Ａ で

は、その性能・特

性を見極めるため

の試験調整運転を

行いつつ、安定的

な運転に努め、中

長期目標期間中に

は、年間運転時間

の７割程度を利用

者の使用時間に提

供することを目指

すとともに、平成

２５年度までに、

セルフシーディン

グ技術の導入や３

本目となるビーム

持管理及びそれら

の整備・高度化を

実施し、利用者が

必要とする世界最

高水準の放射光を

提供することによ

り、利用者の共用

に供する。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、ＳＰｒｉｎｇ

－８加速器の機器

調整、施設の維持

管理等を行いつ

つ、ダウンタイム

の低減を図り、年

間運転時間の８割

程度を利用者の使

用時間として提供

する。ＳＡＣＬＡ

では、その性能・

特性を見極めるた

めの試験調整運転

を行いつつ、共用

運転を通じて安全

かつ安定なＸ線領

域のレーザー光を

利用者に提供す

る。 
施設間の連携に

ついては、併設す

るＳＰｒｉｎｇ－

８とＳＡＣＬＡの

相互利用課題を募

集し、利用者に供

する。また、俯瞰

力と独創力を備え

た放射光科学に資

する若手人材を育

成するため、兵庫

県立大学の「博士

課程教育リーディ

ングプログラム」

のある優れた研

究開発成果を創

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○最先端の研究開

発に必要な研究

基盤を整備し、

共用へ向けた利

用環境の整備や

ニーズを踏まえ

た施設や技術の

高度化を図り、

またそれらを用

いて、自ら科学

技術の飛躍的進

歩及び経済社会

の発展に貢献す

る成果を創出で

きたか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人材育成制度

（若手研究者等

への指導体制） 

等 

進めている。その結果、産業

利用割合は約 20%という世界

でも類をみないレベルに達

し、スーパーコンピュータ

「京」等も併用し、高性能・

高品質な低燃費タイヤの開

発等を実現し、インパクトの

ある研究成果を社会へ還元

できている。 

○ SPring-8、J-PARC、京の連携

活用を進め、グリップ性能に

加え、耐摩耗性能の大幅な向

上が可能となるタイヤの新

材料技術を完成。平成 28 年

11 月にはこの技術を採用し

た商品「エナセーブ NEXT II」

が発売され、欧州の「Tire 

Technology Expo 2017」で

「 Tire Technology of the 

Year」を受賞した。 

○ X 線自由電子レーザー施設

SACLA（以下「SACLA」）は、

共用運転している2つのX線

自由電子レーザー施設の一

つで、もう一つの米国 LCLS

（ Linac Coherent Light 

Source）とともに、X 線自由

電子レーザーの世界を牽引

している。産業利用を進める

ため、平成 26 年には産学連

携プログラムがスタートし

た。プログラムの参加者は

年々増加し、解析基盤の整備

が進んだ。平成 28 年には産

業利用推進プログラムへ発

展、アカデミアからの連携を

不要とし、企業単独での参加

も実現した。さらに、有償で

の利用制度（成果専有利用制

度）を整備した。 

○ その結果の例として、ImPACT

やSIP等の国が進める研究開

されていることを、高く評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 大型研究施設の連携活用を

進め、研究成果を結びつけて

実現した商品は、低燃費性

能・グリップ性能に加え、環

境・省資源化に寄与する耐摩

耗性能というタイヤの三大

性能を向上させたものであ

り、非常に高く評価する。 

 

 

 

○ SACLA はレーザー開発の歴史

に燦然と輝くものであるが、

立ち上げフェーズから利用

フェーズへの移行がスムー

ズに行われ、産学連携が拡大

し、加えて有償での民間産業

利用が進み、解析技術や利用

体制の整備が進んだことは、

非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 我が国の科学技術イノベー

ション戦略における二大「国

能の大幅な向上が可能となるタイヤの新材料技術を完成させ、商品化に

貢献したことは、非常に高く評価できる。 

 

○また、SACLA では、光合成無損傷タンパク質構造を 1.95 Å 分解能で

解析し、その応用展開として光合成Ⅱ複合体が光合成の水分解反応で酸

素分子を発生させる直前の状態を捉えることに世界で初めて成功し、酸

素分子の生成部位を特定したことは非常に高く評価できる。 

 

○さらに放射線照射の影響のない正確な銅含有亜硝酸還元酵素の三次

元分子構造を世界で初めて決定し、生命現象を支える多くの酵素反応に

共通する重要な生命化学反応プロセスであるプロトン共役電子移動の

新しい知見を得た。これは、地球の窒素循環の制御への応用展開を支え

る基盤となるもので、非常に高く評価できる。 

 

○また、電子ビームの振り分け及びＸ線レーザーの波長を広範囲にわた

って独立に制御する技術開発により世界で初めて複数のビームライン

が同時に稼働し、かつ高出力で各ビームラインの同時運転を実現したこ

と、また、SACLA のプロトタイプ機を活用して軟 X 線 FEL ビームライ

ンの共用運転を開始し、世界唯一となる軟 X 線 FEL と硬 X 線 FEL のビ

ームラインの同時利用を実現したことは、非常に高く評価できる。 

 

○SPring-8 における試料の深さ方向の情報を得るマルチスライス法の

分解能の向上や、SACLA におけるピコ秒分解能 X 線ポンプ・プローブ計

測手法の開発等、先端光源及び先端利用技術の開発に関する取組は、幅

広い学術分野への活用が期待されるものであり高く評価できる。 

 

（施設の運用について） 

○平成 28 年に、SACLA において産業利用促進のため平成 26 年に導入し

た産学連携プログラムを発展させた産業利用推進プログラムを開始し、

アカデミアとの連携を不要とし、企業単独での参加も実現したこと、さ

らに有償での利用制度（成果専有利用制度）を整備したことは、非常に

高く評価できる。 

 

○SPring-8 では、施設老朽化、光熱水費上昇が進む折、故障などによる

ダウンタイムを世界でも類を見ないレベル（23 時間）に抑え、目標の総

運転時間に対する 8割程度の放射光利用時間をユーザーに供給したこと

は、高く評価できる。 

 

○SACLA では、ダウンタイムを 130 時間に抑え、総運転時間に対し約

68.7%の利用時間を実現し、中長期計画の目標である総運転時間の 7 割程

度の利用運転時間達成に向けて順調に利用時間を伸ばしていることは、

非常に高く評価できる。 
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レベルでの過渡現象の

イメージング手法の確

立等を目指すことで、

利用研究を推進する。 
また、世界最高水準

の成果創出に向けて、

併設するＳＰｒｉｎｇ

－８とＳＡＣＬＡの連

携に加え、スーパーコ

ンピュータ「京」や他

の光科学技術・量子ビ

ーム関連施設や大学、

研究機関等とも有機的

に連携するとともに、

これらの取組を通じ、

放射光科学研究に資す

る人材育成を推進する

ことで、世界最先端の

研究開発拠点として更

なる発展を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ラインを設置する

ほか、残り２本の

ビームラインなど

の施設の増強につ

いては、利用研究

の成果を踏まえ、

利用者の意見を十

分配慮しつつ設計

検討を進める。 
共用に当たって

は、放射光共用施

設を広く利用者に

開放し、公平な利

用課題の選定、及

び受益者負担の仕

組の改善に取り組

む。（ただし、これ

らの業務の実施に

際しては、登録施

設利用促進機関が

行う利用促進業務

を除く。） 
施設間の連携に

ついては、併設す

るＳＰｒｉｎｇ－

８とＳＡＣＬＡの

相補的、相乗的な

利用を進め、相互

利用施設を利用者

に供する。また、

大強度陽子加速器

施設Ｊ－ＰＡＲＣ

やスーパーコンピ

ュータ「京」との

連携については、

登録施設利用促進

機関間の連携も踏

まえつつ、相乗的

な利用研究を促進

する。特に、ＳＡ

ＣＬＡと「京」と

の連携を図るため

に引き続き協力す

るとともに、「ＳＡ

ＣＬＡ大学院生研

究支援プログラ

ム」を通じて、大

学院生に対して最

先端の放射光研究

を学ぶ機会を提供

する。さらに、産

業利用振興に必要

な調査研究を行う

取組みとして実施

してきた「ＳＡＣ

ＬＡ産学連携プロ

グラム」を発展さ

せ、企業単独の応

募も可能とする

「ＳＡＣＬＡ産業

利用推進プログラ

ム」を実施し、産

業利用振興の基盤

を構築する。 
 
②先導的利用技術

開発研究の推進等 
ＳＰｒｉｎｇ－

８及びＳＡＣＬＡ

の世界最高水準の

性能を維持すると

ともに、我が国の

高エネルギーフォ

トンサイエンスの

中核として内外の

研究開発に寄与す

るツールとノウハ

ウを開発・提供し、

当該分野における

先導的役割を果た

す。 
 

（ア）先端光源開

発研究 

（モニタリング指

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特許件数（出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額） 

・ 利用者の使用時

間、共用課題数  

等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

発を、世界に先駆けて実用化

へと進める「研究開発と課題

解決の好循環を生み出す最

新鋭計測環境」を提供するこ

とにつながった。 

○ SPring-8 は、平成 9年の共用

開始以来 19 年以上経過し、

施設の各所に老朽化が目立

っているが、適切な対策を打

つことにより現在でも世界

最高水準の放射光施設の地

位を保ち続けている。高度な

メンテナンスにより総運転

時間 4952 時間のうち、4125

時間（総運転時間の約 83%）

をユーザーの放射光利用時

間に充当し、ダウンタイムは

わずかに 23 時間という世界

でも類を見ない性能を誇っ

ている。 

○ 一方、SACLA は、総運転時間

5,861 時間に対し X 線レーザ

ー利用時間は 4,026 時間（総

運転時間の約 68.7%）、ダウン

タイムは 130 時間であった。 

 

○ SACLA では、セルフシーディ

ング技術の導入を進めると

ともに、利用機会の増大のた

めに3本目となるビームライ

ン（BL2）を整備し供用に供

出している。従来直線形の線

型加速器を使う XFEL 施設で

は加速した電子ビームを1本

のビームラインに送るため、

複数ビームラインの同時運

転が不可能であったが、平成

28 年度には電子ビーム振り

分け及び各ビームラインの X

線レーザーの波長を広範囲

にわたって独立に制御する

技術開発を進め、40ギガワッ

家重点プログラム」である

ImPACT 及び SIP の複数の課

題の推進に SPring-8/SACLA

が活用されていることを高

く評価する。 

○ SPring-8 では、施設老朽化、

光熱水費上昇が進む折、目標

の総運転時間に対する8割程

度の放射光利用時間をユー

ザーに供給することを達成

するとともに、故障などによ

るダウンタイムを世界でも

類を見ないレベル（23時間）

抑えており、これは日頃のメ

ンテナンス水準の高さを示

すものであり、非常に高く評

価する。 

 

 

 

○ SACLA では、中長期計画終了

時の目標である総運転時間

の7割程度の利用運転時間達

成に向けて順調に利用時間

を伸ばしており、高く評価す

る。 

○ 世界で初めて、複数のビーム

ラインが同時に稼働し、かつ

高出力で各ビームラインを

同時運転できるX線自由電子

レーザー施設、また世界唯一

となる軟 X 線 FEL と硬 X 線

FEL のビームラインが同時利

用可能な施設となり、世界的

な XFEL ビームライン利用機

会不足の解消につながり、研

究基盤の高度化が進展して

いると、非常に高く評価す

る。 

 

 

 

 

○さらに、センター長等の主導の下、SPring-8/SACLA の施設自体の省

エネルギー化を推進し、省エネ化機器更新を引き続き実施することで、

対 24 年度比 20%以上の省エネを達成したことは、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、安定的な運転及び利用環境の充実・提供に取り組むととも

に、産学官の利用者拡大に向け、放射光施設に精通していない利用者へ

の組織的なサポート体制の充実に努めることが求められる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

〇SPring-8 は世界的に著名な施設であり、世界最高水準の放射光を 8割

以上の運転で安定して供給していることは関係者の高い努力によるも

ので評価できる。 

 

〇SACLA の高出力でのマルチ運転を可能にするなど、ユーザーへの利用

機会の増加へ向けた顕著な成果が出ている。 

 

〇光合成反応中心の水分解時の構造をとらえることに成功したことを

評価。 
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の情報インフラを

整備し、高速かつ

高度な解析を可能

とする基盤を構築

した上で、両者の

相乗的利用の高度

化を図る。さらに、

国内外の放射光施

設、Ｘ線自由電子

レーザー施設との

連携・協力を通じ

て、放射光科学に

資する人材育成を

推進し、世界最先

端の拠点形成を目

指す。 
 
②先導的利用技術

開発研究の推進等 
ＳＰｒｉｎｇ－

８及びＳＡＣＬＡ

の世界最高水準の

性能を維持すると

ともに、我が国の

高エネルギーフォ

トンサイエンスの

中核として内外の

研究開発に寄与す

るツールとノウハ

ウを開発・提供し、

当該分野における

先導的役割を果た

す。また、利用技

術や利用システム

の開発・高度化・

汎用化や、国内外

の研究機関との連

携体制の構築によ

り、両施設を活用

した革新的なイノ

ベーション創出に

貢献する。 

世界の高エネル

ギーフォトンサイ

エンスを牽引する

ナノメートル以下

の波長領域におけ

る高輝度・高干渉

性・超短パルス性

を兼ね備えた光源

技術開発・光制御

技術開発を行う。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、ＳＰｒｉｎｇ

－８の高度化とし

て、回折限界を目

指し、従来の１０

０倍以上の輝度を

実現する蓄積リン

グ型放射光源の概

念設計に基づき、

詳細設計を進め

る。また、前年度

に引き続き省エネ

ルギー化に向けた

機器更新を行う。

さらに、ＳＡＣＬ

Ａにおいては、ピ

コ秒分解能Ｘ線ポ

ンプ・プローブ計

測手法の応用展開

を行うとともに、

フェムト秒分解能

への高度化を進め

る。加えて、前年

度に引き続き、Ｘ

線領域に特有な非

線形光学現象の有

無を探索する。 
 
（イ）利用技術開

拓研究 
放射光利用研究

の高度化のため、

トを超える高出力での BL2、

BL3 の同時運転を可能にし

た。また、SACLA のプロトタ

イプ機である SCSS 試験加速

器を活用して軟X線 FELビー

ムラインの共用運転を開始

し、硬 X線 FEL と軟 X線 FEL

の同時利用が可能な世界で

唯一の施設となった。 

○ SACLA とスーパーコンピュー

タ「京」との連携を図る情報

インフラの活用に向け、

SACLA での実験で大量に算出

されるデータについて、所外

ネットワークの高速化を整

備した。また、ミニ京の利用

公募を行い、複数の大学・研

究機関ユーザーにより SACLA

の実験データの解析に利用

された。 

② 先導的利用技術開発研究の

推進等 

（ア） 先端光源開発研究 

○ SPring-8 の次期モデルとし

て、従来の 100 倍以上の輝度

を実現する蓄積リングによ

る次世代X線光源の概念設計

書（CDR）に基づき、詳細設

計を進めた。 

○ SPring-8/SACLA は、様々な省

エネルギー素材開発に貢献

してきたが、センター長等の

主導の下、施設自体の省エネ

ルギー化も推進している。省

エネ化機器更新を引き続き

実施し、対 24 年度比 20%以上

の省エネを達成した。 

○ SACLA では、ピコ秒分解能 X

線ポンプ・プローブ計測手法

を完成させ、ピコ秒分解能の

動的構造解析の基盤を形成

した後、応用展開として XFEL

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ SACLA と「京」の連携利用に

向けた所外ネットワークの

高速化が整備され、高く評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 蓄積リングの次世代X線光源

の概念設計完成後、順調に詳

細設計を進めており、高く評

価する。 

 

 

○ センター長等の主導の下、

SPring-8/SACLA の省エネ化

を継続して進め、一層の省エ

ネ（約 20%）を達成したこと

を非常に高く評価する。 

 

 

 

○ SACLA を利用したフェムト秒

分解能への高度化が進展し

ていると、高く評価する。 
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（ア）先端光源開

発研究 
世界の高エネル

ギーフォトンサイ

エンスを牽引する

ナノメートル以下

の波長領域におけ

る高輝度・高干渉

性・超短パルス性

を兼ね備えた光源

技術開発・光制御

技術開発を行う。 
具体的には、Ｓ

Ｐｒｉｎｇ－８に

おいては、海外の

第３世代大型放射

光施設における高

度化計画等の動向

を踏まえつつ、世

界で唯一Ｘ線自由

電子レーザー施設

と併設している特

徴を活かした高度

化を行うため、従

来の１００倍以上

の輝度を実現する

蓄積リング型放射

光源の回折限界を

目指した設計検討

を進めるととも

に、蓄積リングを

構成する各々の要

素機器として必要

となる技術開発並

びに整備を実施す

る。さらに、現状

よりも２割以上の

省エネルギー化を

目指した技術開発

として、偏向電磁

石等の永久磁石化

ＳＰｒｉｎｇ－８

やＳＡＣＬＡ等の

新たな利用技術を

開拓する。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、前年度に開始

した３次元Ｘ線イ

メージング技術の

応用展開を進め

る。試料を固定さ

せ深さ方向の情報

を得るマルチスラ

イス法において深

さ分解能を１０ナ

ノメートル程度ま

で向上させる。 
 
（ウ）利用システ

ム開発研究 
世界の高エネル

ギーフォトンサイ

エンスの中核とし

て、理化学研究所

内外の幅広い研究

者による利用研究

を促進するため

に、利用技術を総

合して高度な利用

システムを開発・

構築し、汎用化し、

ビームライン等の

先端性を維持向上

する。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、ＳＡＣＬＡと

スーパーコンピュ

ータ「京」との連

携を図るための情

報インフラの活用

に向け、ＳＡＣＬ

Ａでの実験で大量

に産生されるデー

ビーム診断システムを構築

し、数フェムト秒の時間分解

能を活かしたポンプ・プロー

ブ実験が可能となることが

示され、フェムト秒分解能へ

の高度化に着手している。 

○ ポンプ・プローブ計測手法と

光合成無損傷タンパク質構

造解析を組み合わせ、光合成

過程の研究において、世界最

高の 1.95 オングストローム

（Å）分解能での構造解析が

可能となり、平成 28 年度は、

光合成Ⅱ複合体が光合成の

水分解反応で酸素分子を発

生させる直前の状態を捉え

ることに世界で初めて成功

し、酸素分子の生成部位を特

定した。 

○ X 線領域に特有な非線形光学

現象について、非線形光学効

果の一つである第二次高調

波発生の測定が進んでいる。 

（イ） 利用技術開拓研究 

○ 3 次元 X 線イメージング技術

の応用展開を開始している。

SACLA では、放射線照射の影

響のない正確な銅含有亜硝

酸還元酵素の三次元分子構

造を世界で初めて決定、

SPring-8 の技術も融合し、生

命現象を支える多くの酵素

反応に共通する重要な生命

化学反応プロセスであるプ

ロトン共役電子移動の新し

い知見を得るに至った。 

○ 試料を固定させ深さ方向の

情報を得るマルチスライス

法の分解能を 10 nm 程度まで

向上させることについて、研

究環境を整備、技術開発を進

めた。  

 

 

 

 

 

 

○ SACLA で世界初めての X 線自

由電子レーザーによる無損

傷タンパク構造解析法が開

発されたが、その応用展開が

進められ、人工光合成触媒開

発に有用な知見を与えるも

のと期待でき、非常に高く評

価する。 

 

 

 

 

 

○ X 線領域での非線形光学研究

はSACLAが世界を先導してお

り、高く評価する。 

 

 

○ 明らかとなった新しい生命

化学反応プロセスの理解は、

物質科学と生命科学と地球

科学の分野をつなぐ架け橋

となる発見であり、地球の窒

素循環の制御につながる分

野への応用展開を支える基

盤となるもので、非常に高く

評価する。 

 

 

 

○ マルチスライス法を利用し

た研究環境の整備が進展し

ていると、高く評価する。 
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の可能性を追求す

る。 
ＳＡＣＬＡにお

いては、セルフシ

ーディング技術の

安定性向上や他の

シーディング技術

の開発を進め、よ

り強力かつ安定な

Ｘ線レーザーの発

振を実現するとと

もに、世界最高性

能のビーム安定性

を最大限に活か

し、原子レベルで

の過渡現象の観察

（空間分解能０．

１ナノメートル程

度、時間分解能１

０フェムト秒以

下）及び未踏であ

ったＸ線領域にお

ける非線形光学研

究を実現する。 
 
（イ）利用技術開

拓研究 
放射光利用研究

の高度化のため、

ＳＰｒｉｎｇ－８

やＳＡＣＬＡ等の

新たな利用技術を

開拓する。 
具体的には、世

界最高水準の光源

を用いて、偏光に

よる磁性状態の解

析や、ナノ結晶で

の構造解析等の技

術開発を進め、ナ

ノレベルでのビー

ム安定性を、現状

タについて、「京」

と互換性のある計

算機による解析を

行う。また、ネッ

トワークを強化す

るとともに、運用

から得られた課題

を踏まえシステム

の高度化やソフト

ウェアの最適化を

引き続き行う。 
 
 
 
 
 
 
 

○ X 線 CT 撮影において、3次元

イメージング解像度の向上

について研究が行われると

ともに、広範な分野での利用

が進んでいる。 

（ウ） 利用システム開発研究 

○ 結晶の歪みを最適化してX線

ビームの軸を任意に平行移

動できるX線導波管を開発し

た。この技術により、結晶を

通じてX線を伝送することが

可能となった。 

○ 安定化したナノビームを用

いて、ナノレベルでの研究が

広範な分野で行われている。 

 

【マネジメント・人材育成】  

○ センター長は、世界最高レベ

ルの放射光及びX線レーザー

を供給する SPring-8 及び

SACLA という大型研究基盤を

総合的にマネジメントして

いる。広くユーザーに提供す

るだけでなく、先端利用方法

開発に取り組み、より幅広い

学術分野や産業界及びその

連合体等に活用されること

でその成果を広く社会に還

元している。兵庫県立大学の

「博士課程教育リーディン

グプログラム」に引き続き協

力し、大学院生の受け入れ、

講座の提供を行った。また、

SACLA 産業利用推進プログラ

ム、SACLA 大学院生研究支援

プログラムによって、産学の

若手人材育成に貢献してい

る。 

 

○ 高解像度3次元イメージング

技術の利用が進んでおり、高

く評価する。 

 

 

 

○ 将来的に様々な放射線・X 線

実験における手法及び戦略

の拡充につながる可能性が

期待でき、高く評価する。 

 

 

○ 高安定化ナノレベル解析技

術の利用が進んでおり、高く

評価する。 

 

 

○ SPring-8/SACLA の先端利用

方法開発に取り組みその成

果を広く社会に提供するこ

とによって、我が国の放射光

学術利用や産業利用の先端

的基盤を支え、更に産官学連

携の質的転換を進めている

ことを高く評価する。また、

新しい光源に対する人材育

成プログラムを整備し、産学

の両面で人材育成を進めて

いることを高く評価する。 
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の１時間程度から

半日程度まで向上

させるとともに、

３次元Ｘ線イメー

ジングにおける次

元ごとの解像度

を、１０ナノメー

トル以下とする技

術を共用ビームラ

インに展開する。 
 
（ウ）利用システ

ム開発研究 
世界の高エネル

ギーフォトンサイ

エンスの中核とし

て、理化学研究所

内外の幅広い研究

者による利用研究

を促進するため

に、利用技術を総

合して高度な利用

システムを開発・

構築し、汎用化し、

ビームライン等の

先端性を維持向上

する。 
具体的には、高

安定化ナノレベル

解析技術や高解像

度３次元イメージ

ング技術など、利

用技術開拓研究に

よって生み出す新

しい利用技術をシ

ステムとして組上

げ、汎用化すると

ともに、生物学、

物質科学、高分子

化学等広範な分野

での先導的な利用

を進め、成果の輩
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出に貢献すること

により、当該利用

技術の有用性を示

す。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(３) バイオリソース事業  

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題へ

の対応 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 － 欧文:80 

和文:27 
欧文:82 
和文:14 

欧文:90 
和文:8 

欧文:68 
和文:7 

－ 予算額（千円） 1,922,877 1,928,348 1,648,257 1,745,126 － 

連携数 － 共同研究

等:69 
協定等:7 

共同研究

等:82 
協定等:8 

共同研究

等:84 
協定等:9 

共同研究

等:70 
協定等:7 

－ 決算額（千円） － － － － － 

特許件数 － 出願:3 
登録:2 

出願:4 
登録:2 

出願:1 
登録:3 

出願:1 
登録:1 

－ 経常費用（千円） － － － － － 

外部資金 
（件/千円） 
 

－ 件数:49 
予算額: 
275,097 

件数:53 
予算額: 
281,827 

件数:56 
予算額: 
1,414,868 

件数:44 
予算額: 
287,949 

－ 経常利益（千円） － － － － － 

－ － － － － － － 行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － － － － 

 － － － － － － － 従事人員数 113 105 107 104 － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

バ イ オ リ

ソースは、科

学技術イノ

ベーション

の推進に必

要不可欠な

研究基盤で

あり、これを

整備し活用

バイオリソースは、科学技術イ

ノベーションの推進に必要不可欠

な研究基盤であり、これを整備す

ることは、健康、環境、食料、エ

ネルギー等の我が国が直面してい

る課題の解決に大きく貢献するも

のである。 
バイオリソース事業では、中核

的な研究基盤拠点として、「信頼

①バイオリソース整備事業 
ライフサイエンスの研究開

発において重要なバイオリソ

ースである実験動物、実験植

物、細胞材料、遺伝子材料、微

生物材料並びにそれらの関連

情報について、収集・保存・提

供を継続的に実施する。 
事業の実施に当たっては、量

○イノベーショ

ンの実現に向

けて組織的に

研究開発に取

り組み、世界最

高水準の研究

開発成果が創

出されている

か。また、社会

＜主要な業務実績＞ 

① バイオリソース整備事業 

（ア） 収集・保存・提供事業 

○ 今期の実績は、保存数/提供総件数の目標を全てのリソース

で上回った。 

H25-H28 保存数 提供総件数（累計） 

 実績 目標 実績 目標 

実験動物 8,083 系統 7,800 系統 11,621 11,200

実験植物 836,123 系 657,998 系統 9,810 件 8,000 件 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

○ 理研 BRC は、対象としている

5 種類のバイオリソース、実

験動物（マウス）、実験植物

（シロイヌナズナ等）、細胞

（ヒト及び動物）、遺伝子（ヒ

ト、動物及び微生物）及び微

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

○評価すべき実績の欄

に示す通り、中長期計

画及び年度計画に定

められた以上の業務

の進捗が認められる

ため。 
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することは、

我が国が直

面している

課題の達成

に大きく貢

献するもの

である。 
このため、

我が国のバ

イオリソー

スの中核的

研究基盤拠

点として、信

頼性、継続性

及び先導性

の確保に努

め、社会ニー

ズ、研究ニー

ズに応えな

がら、国の事

業と連携を

図りつつ疾

患特異的ｉ

ＰＳ細胞リ

ソースの整

備を行うな

ど、世界最高

水準のバイ

オリソース

を戦略的か

つ効率的に

整備・提供す

る。加えて、

これらに関

する基盤技

術の開発及

び利用価値

の向上を図

り、利用者に

よる活用を

促進する。 
また、一度

性」、「継続性」、「先導性」を事業

の基本方針と位置付け、多様な利

用者ニーズに応えるため、質の充

実の観点も踏まえて世界最高水準

のバイオリソースを整備し、広く

内外の研究者に提供する。また、

バイオリソースの整備・提供に必

要な基盤的技術開発、高付加価値

化に向けた研究開発を行う。 
また、バイオリソースのバック

アップを更に進め、災害時等にお

いても安定した保存体制を構築す

る。 
さらに、国内外の有識者・専門

家で構成される委員会を設置し、

バイオリソースの開発者であると

同時に利用者でもある研究コミュ

ニティとの密接な連携を図る。 
 
①バイオリソース整備事業 
ライフサイエンスの研究開発に

おいて重要なバイオリソースであ

るマウス等の実験動物、シロイヌ

ナズナ等の実験植物、ヒト及び動

物由来の細胞材料、ＤＮＡ等の遺

伝子材料、細菌等の微生物材料並

びにそれらの関連情報について、

利用者からの要望等を踏まえ、以

下の目標を達成する。 
 
 保存数 提供総件

数 

実験動物 7,000 系統 14,000 件 

実験植物 660,000 系統 10,000 件 

細胞材料 8,000 系統 20,000 件 

 うち疾

患特異

的 iPS

細胞 

625 系統 300 件 

遺伝子材料 3,728,000 系統 5,000 件 

微生物材料 23,000 系統 14,000 件 

 

的観点のみならず、社会ニー

ズ・研究者ニーズの高いバイオ

リソース及び情報を優先して

整備するとともに、国際的な品

質マネジメント規格やガイド

ラインに準拠して、品質管理を

行う。 
また、中核的な研究基盤拠点

として、大学等関係機関と協力

して、バイオリソースの整備・

提供に係わる人材の育成・確

保、技術移転のための技術研修

や普及活動を行う。さらに、バ

イオリソース分野での国際的

優位性確保と国際協力の観点

から、バイオリソースの整備に

係わる国際的取組に主導的に

参画する。特にアジア地域にお

いては、関連機関と情報交換、

人材交流、技術研修等を実施す

ることにより中心的な役割を

果たす。 
平成２８年度は以下の事業

を行う。 
 

（ア）収集・保存・提供事業 
実験動物：ライフサイエンス研

究分野の発展に不可欠な疾患

モデルと高次生命機能解析モ

デルを中心とした、突然変異系

統及びゲノム編集系統を含む、

遺伝子操作系統等。 
実験植物：学術研究において広

く用いられているシロイヌナ

ズナ由来のリソースに加え、農

業・環境分野での貢献が期待さ

れる単子葉の実験植物ミナト

カモジグサ、イネ等の作物、及

び薬用植物の培養細胞等。 
細胞材料：ヒト・動物由来の培

養細胞株、遺伝子解析研究用ヒ

ト細胞株、発生・再生研究用の

的にインパク

トのある優れ

た研究開発成

果を創出し、そ

の成果を社会

へ還元できた

か。 

○最先端の研究

開発に必要な

研究基盤を整

備し、共用へ向

けた利用環境

の整備やニー

ズを踏まえた

施設や技術の

高度化を図り、

またそれらを

用いて、自ら科

学技術の飛躍

的進歩及び経

済社会の発展

に貢献する成

果を創出でき

たか。 

○研究開発成果

を最大化する

ための研究開

発マネジメン

トは適切に図

られているか。 

（評価指標） 

・ 比類のない独

自のユニーク

な成果や当初

計画で予期し

得なかった特

筆すべき業績 

・ マネジメント

体制（センター

長等のリーダ

ーシップが発

揮できる環

細胞材料 13,313 系 7,800 系統 20,437 16,000

＊ 3,081 系統 500 系統 110 件 100 件 

遺伝子材 3,808,726 3,727,900 系 6,311 件 4,000 件 

微生物材 26,444 系 25,450 系統 15,700 11,200

合計   63,879 50,400

＊：疾患特異的 iPS 細胞 

 

○ 平成 28 年単年度の収集・提供数も目標を上回った。 

H28 収集数 提供件数 

 実績 目標 実績 目標 

実験動物 265 系統 200 系統 3,105 件 2,800 件 

実験植物 2,838系統 2,002系統 3,252 件 2,000 件 

細胞材料 2,458系統 200 系統 4,349 件 4,000 件 

遺伝子材 462 系統 100 系統 1,296 件 1,000 件 

微生物材 1,268系統 2,450系統 3,740 件 2,800 件 

合計 7,291系統 4,952系統 15,742 件 12,600 件 

 

 

 

 

 

 

○ 我が国が誇るべき研究成果である、ノーベル賞を受賞した京

都大学山中教授の iPS 細胞、北里大学大村特別栄誉教授の抗

寄生虫抗生物質の生産菌、東京工業大学大隅栄誉教授のオー

トファジーに関連した細胞株やマウス系統等が寄託され、整

備、提供を行っている。大隅教授のオートファジーに関連し

たマウスの保存数は 7系統、提供数は 210 件、細胞株の保存

数は 8 株、提供数は 22 件であった。山中教授の iPS 細胞株

の保存数は 1,043 株、提供数は 237 件であった。大村教授に

関連した微生物保存数は 37 株、提供数は 6件であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成28年単年度の収集数は7,291系統に達し、目標値の147%

を達成した。提供数は、海外48ヶ国を含む、2,109機関、15,742

件に達し、目標値の 125%を達成した。内訳は、国内大学等

生物の世界3大拠点の一つで

あり、我が国が誇るべき世界

最高水準の国際的な研究基

盤である。その高い定評は例

えば Nature の論文発表に用

いたバイオリソースの寄託

先として、欧米のリソース機

関に並び理研BRCを明記して

いることにも表れている。今

期の実績は、保存数/提供総

件数の目標を全てのリソー

スで上回り、提供数は 63,879

件に達し、目標値の 127%を達

成した。この実績は、我が国

のみならず、国際的な研究コ

ミュニティの支持と理解を

得て、研究動向と研究ニーズ

に沿った最先端のバイオリ

ソースを積極的に収集・整備

した結果であり、非常に高く

評価できる。 

○ 理研 BRC は、5 種類のバイオ

リソースを一つの組織で連

携して集約して取扱う、世界

でも類のないリソース機関

であり、この優位性を最大に

活かし、山中教授が樹立した

iPS 細胞、大村教授のエバー

メクチン産生株、大隅教授の

オートファジー関連リソー

ス、新規アルツハイマーモデ

ルマウス等、我が国が誇るべ

き様々な重要なリソースの

寄託を受け、整備・提供を行

っていることは、特筆すべき

ことであり、BRC が科学技術

イノベーションの発展に大

きく貢献していることを示

している。高く評価できる。 

○ 提供したリソースが1,418報

の論文発表、297 件の特許公

開に貢献していることは、

 

＜評価すべき実績＞ 

○取り扱っている５種

類のバイオリソース

はいずれも世界３大

拠点に位置付けられ

ており、海外への提供

件数は全体の 24%であ

ることから、国際的な

研究基盤が構築され

ていることが認めら

れる。 

 

○提供件数は目標値の

127％となる 63,879 件

に達するとともに、リ

ソースごとに設定し

た収集数及び提供件

数の目標値も達成し

た。また、同時に、提

供リソースのリコー

ル発生率 0%を達成し

ており、目標値を上回

る提供を、高い品質で

行っていることが認

められる。 

 

○提供したリソースが、

1,418 報の論文発表、

297 件の特許公開に使

用されており、科学技

術イノベーションの

発展に大きく貢献し

ていることが認めら

れる。 

 

 

＜有識者からの意見＞ 

○研究者、研究機関にと

って大きな課題であ

るリソースの品質に

ついて、世界をリード
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失うと復元

不可能なバ

イオリソー

スのバック

アップを進

め、災害時等

においても

安定した保

存体制を構

築する。 
さらに、世

界有数の研

究基盤拠点

として、アジ

ア地域にお

けるリソー

スセンター

の中心的な

役割を担い、

国内外の大

学等の研究

機関や企業

等との有機

的な連携に

より、研究開

発成果や基

盤技術の普

及及び人材

育成を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業の実施に当たっては、疾患

特異的ｉＰＳ細胞等、社会ニー

ズ・研究者ニーズの高いバイオリ

ソース及び情報を優先して整備を

行うとともに、国際的な品質マネ

ジメント規格やガイドラインに準

拠して、品質管理を行う。 
また、大学等関係機関と協力し

て、バイオリソース事業に関わる

人材の養成・確保、技術移転のた

めの技術研修や普及活動を行う。 
さらに、バイオリソース分野で

の国際的優位性の確保と国際協力

の観点から、国際マウス表現型解

析コンソーシアム等、バイオリソ

ースの整備に関わる国際的取組に

参画し、特にアジア地域において

は、アジア研究リソースセンター

ネットワーク等において、関連機

関と情報交換、人材交流、技術研

修等を実施することにより中心的

な役割を果たす。 
 
②バイオリソース関連研究開発の

推進 
（ア）基盤技術開発事業 
凍結保存技術が確立されていな

いリソースを安定的に凍結保存

し、かつ確実に生体へ復元できる

技術の開発等を行うことで、バイ

オリソースの保存・輸送の効率化

や安全性確保に資することによ

り、バイオリソースの増加への対

応も可能となるとともに、高品質

なバイオリソースを持続的に利用

可能にする。 
 
（イ）バイオリソース関連研究開

発プログラム 
遺伝子機能解析に不可欠な遺伝

子発現の時空間制御を可能とする

組織特異的Ｃｒｅマウス等を整備

ヒト・動物ＥＳ及びｉＰＳ細胞

株、疾患研究・創薬研究のため

のヒト疾患特異的ｉＰＳ細胞

株等。 
遺伝子材料：学術研究及び健

康、環境、エネルギーに関連し

た研究の基礎的材料として重

要なヒト、動物、微生物由来の

ゲノム及びｃＤＮＡクローン、

分化マーカー、遺伝子改変用ベ

クター等。 
微生物材料：学術研究及び環

境、エネルギー、バイオマス利

活用、農業、食品、健康に関連

した研究に重要な微生物材料。 
バイオリソース関連情報：上記

リソースの特性情報のデータ

ベースの利便性向上及び国内

外主要データベースへのリソ

ース情報掲載を通じた情報発

信。 
上記に加えて、集積されたバ

イオリソースを災害から守り

安全に保管するため、播磨事業

所に設置したバックアップ施

設に逐次移管する。 
これらの取組により、以下の

保存数、提供総件数の目標を目

指す。 
 
 保存数 提供総件数 

実験動物 7,800 系統 11,200 件 

実験植物 657,998 系

統 

8,000 件 

細胞材料 7,800 系統 16,000 件 

 うち疾患

特 異 的

iPS 細胞 

500 系統 100 件 

遺伝子材料 3,727,900

系統 

4,000 件 

微生物材料 25,450 系統 11,200 件 

 

境・体制） 

・ 人材育成制度

（若手研究者

等への指導体

制） 

等 

 

（モニタリング

指標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特許件数（出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額） 

等 

 
 
 
 
 

51.6%、国内研究機関 6.4%、理研 9.8%、国内営利機関 7.7%、

海外大学等 20.8%、海外営利機関 3.6%であった。BRC のリソ

ースを用いて平成 28 年度に発表された論文数は 1,418 報、

公開された特許数は 297 件にのぼった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 疾患特異的 iPS 細胞株は 3,000 以上寄託されているが、微生

物汚染、細胞誤認、分化能確認等の品質管理が十分に施され

た細胞株は少なく、iPS 細胞の利用、創薬・疾患研究への活

用の大きな障害となっていた。平成 28年度、iPS 細胞の利活

用促進のための分化能確認を含めた品質管理が必要不可欠

であることを訴え続けてきたが、来年度以降予算措置される

こととなった。また、疾患特異的 iPS 細胞株を活用した創薬

開発、疾患研究を促進するために、京大 CiRA との合意の上

でのテーマ設定、候補施設の選定、PI の採用、施設や設備の

仕様決定等を実施し、けいはんな地区に創薬細胞基盤開発チ

ームを平成 29年度に新設することを決定した。 

○ 次世代ゲノム改変技術である CRISPR/Cas9 法により開発され

たマウスに関して、可能性・確実性・安全性について検討し、

収集・品質検査に関する方針を定め、方針に沿って急増する

ゲノム編集マウスの寄託に有効かつ効率的に対応した。（平

成28年度は85系統、全収集数の32%。平成27年度の2.4倍。） 

○ 平成 19 年度より播磨事業所内にバックアップ施設を設置し

ている。現在、動物、植物、細胞、微生物については移管可

能な全てのリソースのバックアップが完了している。 

 

（イ） バイオリソースの質的向上、品質管理 

BRC が科学技術イノベーショ

ンの発展に大きく貢献して

いることを示している。BRC

の提供数、利用者数等の実績

は、文部科学省・日本医療研

究開発機構ナショナルバイ

オリソースプロジェクト全

体の実績の 6割以上を占め、

BRC が我が国のライフサイエ

ンスの研究基盤の中核であ

ることを示している。また、

海外への提供件数が全体の

24％を占めていることは、

BRC が国際的な研究基盤とし

て認知されていることを示

しており、我が国の科学外交

上においても誇るべき大き

な国際貢献であり、理研ブラ

ンドの国際浸透にも寄与し

ていることを示している。以

上のことは高く評価できる。 

○ 寄託された疾患特異的iPS細

胞株には、分化能確認を含め

た品質管理が十分に施され

た株は少なく、利活用の大き

な障害となっていた。分化能

確認等の必要性が認められ、

平成 29 年度よりそのための

予算が措置され、利活用が促

進される。また、産業界や大

学等の研究コミュニティに

おける疾患特異的iPS細胞を

活用した創薬・病態研究を強

力に加速するために、けいは

んな地区に創薬細胞基盤開

発チームを平成 29 年度に創

設することとした。今後の取

組みによる更なる利活用の

促進が期待される。 

 

 

 

するレベルに到達し

たのは、特筆すべき点

であり、引き続き、こ

のレベルを維持向上

していくことを期待

する。 

 

○バイオリソースの提

供件数、リコールの発

生率の減少など、目標

を前倒しで達成して

おり、組織として顕著

な成果が得られてい

る。 
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 するとともに、各種特性解析技術、

解析プラットフォーム、データベ

ース等を整備し研究コミュニティ

に対して広く提供する。 
 
 
 
 
 

（イ）バイオリソースの質的向

上、品質管理 
実験動物：ゲノム編集により作

出されたマウス及び遺伝子発

現可視化マウスの品質管理技

術の開発等。 
実験植物：品質管理技術の開

発、特にゲノム編集で作出され

たリソースの信頼性・安全性確

保に関する解析技術及び変異

体植物・植物培養細胞等におけ

るストレス応答等の特性解析

技術の整備、これらの技術のミ

ナトカモジグサへの適用の検

討等。 
細胞材料：細胞同定・品質管理

技術、特にＥＳ細胞やｉＰＳ細

胞等の幹細胞の標準化技術及

びゲノム編集により作出され

た細胞株の品質管理技術の開

発等。 
遺伝子材料：ゲノム編集技術を

高度化するためのベクターの

開発と核酸導入技術の開発等。 
微生物材料：多様な系統の微生

物に関するゲノム情報の整備

及び難培養微生物のリソース

化技術の開発等。 
バイオリソース関連情報：各バ

イオリソースにおける特性情

報や品質情報について、関連用

語による柔軟な検索が可能な

ウェブカタログシステムの構

築等。 
また、バイオリソースへの信頼

性を高めるため、厳格な品質管

理を実施する。特に細胞材料並

び微生物材料については、最新

のＩＳＯ９００１：２０１５国

際品質マネジメント認証への

対応を実施し、その他リソース

へも認証規格に準じた品質管

○ Nature 誌に報告されたデータでは、世界の研究者間で流通し

ているバイオリソースには 10%程度不備、不具合、誤り等が

存在する。我が国並びに当センターに寄託されるリソースも

例外ではない。当センターはこれらの不備、不具合、誤り等

を是正もしくは排除して、真正なバイオリソースを提供する

ことに努めてきた。平成 13 年度から平成 25年度までのリコ

ール発生率は 0.56%であったが、平成 26年度にリコール発生

率を 3 年間で 1/10、0.05%にすることを目指し、寄託者から

の正確な情報を収集し、新たな検査方法の導入、提供前の検

査等、厳格な品質管理を実施した。その結果、平成 27 年度

に提供したリソースのリコール発生率は 0.01%までに、平成

28 年度は 0%に削減することができた。 

 

 

 

 

○ 品質検査の拡充、検査項目と検査結果等の品質管理とそれに

関する情報発信の方針を日本語並びに英語のホームページ

に明示した。また、不具合を有するバイオリソースを提供し

た場合は、個別の利用者へ伝えるのみならず、ホームページ

を介して発信している。 

 

○ 研究コミュニティの啓発のために、受入れ後本格的に利用す

る前にバイオリソースの品質、特性についての確認、また、

不具合や疑義があった場合の速やかな情報提供を依頼した。

寄託者に対しては、バイオリソースの関連論文、出処、特性、

操作遺伝子の検査方法等の正確な情報の提供を依頼した。 

○ BRCは国際的な品質マネジメント規格ISO9001:2008に沿って

品質管理を厳格に行い、真正なバイオリソースを恒常的に提

供する体制を構築、運用している。このことによって、研究

の再現性を向上させ、研究の効率化を高め、国民のライフサ

イエンスに対する信頼を得ることに大きく貢献できると考

え、実施している。特に、細胞材料並び微生物材料について

は、従来の ISO9001:2008 から最新の ISO9001:2015 規格への

認証アップグレード審査に合格し、新認証書を取得した。 

 

（ウ） 人材育成・研修事業 

○ バイオリソース等の研究基盤整備に携わる研究者、技術者の

育成は、我が国において政策的に重要であると認識されてい

るが、大学等では十分に実施されていない。BRC は単独及び

国内外の大学、学会、産業界と連携して、BRC の職員、国内

外の学生を対象に研修事業を実施した。 

○ リコール発生率を平成 25 年

度までの 0.56%から 3年間で

1/10 以下にする目標を前倒

しでかつ大幅に達成、維持

し、世界最高水準のリソース

を国内外に提供した。このこ

とは、研究開発の質の向上、

効率化、また科学に対する国

民の信頼の確保に大きく貢

献するものである。また、透

明性と公開性を重要視した

マネジメントの推進は、我が

国並びに世界のリソース機

関では実施しておらず、世界

をリードするものであり、非

常に高く評価できる。 

○ 国際的品質マネジメント規

格 ISO9001 認証を取得し、10

年に亘って維持しているこ

とは、BRC が提供しているバ

イオリソースへの信頼性の

確保に貢献している。 

○ 事業運営にあたっては、20

種類以上の法令・指針等を遵

守する必要があり、理研本部

と連携して、組織としての管

理体制整備の強化、職員の教

育等を行い、確実に実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ BRC はバイオリソースに携わ

る人材育成のための研修事

業を、単独のみならず、国内

外の関係機関と連携して実

施している。左記の様々な活
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理方針の水平展開を進める。 
 
（ウ）人材育成・研修事業 
センター内において既存の

技術者認定資格の取得を奨励

するとともに、理化学研究所セ

ンター内外の研究者・技術者を

対象とした研修事業により、バ

イオリソースを効果的に利用

するための高度な技術を普

及・移転する。 
 
（エ）国際協力・国際競争 
国際的優位性を確保するた

め、バイオリソースの整備に係

わる国際的取組に参画する。特

にアジア研究リソースセンタ

ーネットワークやアジア突然

変異マウス及びリソース連盟

等で中心的役割を果たし、アジ

アの欧米に対する相対的地位

向上に貢献するともに、南京大

学等との連携により、アジアに

おける人材育成を図る。また、

国際マウス表現型解析コンソ

ーシアムの参画機関として、各

遺伝子ノックアウトマウスに

加え、ゲノム編集によって作出

された遺伝子改変マウスの網

羅的表現型解析を実施し、その

解析結果を公開する。 
 
②バイオリソース関連研究開

発の推進 
（ア）基盤技術開発事業 
バイオリソースの維持・保存

の効率化や高度化に有効な方

法を開発する。 
平成２８年度は、主な近交系

実験マウスにおける効果的な

過排卵技術を開発し、効率的な

受精卵および産子の作出を目

○ 内部の研究者・技術者に対して、OJT を行うとともに、業務

に関連した資格取得を積極的に奨励した。平成 28年度は 18

回の教育訓練を行い、延べ 32名が参加した。 

○ 若手研究者の主催による第 3 回 BRC 若手交流・勉強会を 10

月に開催した。平成 28年度は開催テーマを「広報を考える」

とし、事務系・研究開発系の垣根を越えて、広報活動をより

充実させるべく議論を行った。 

○ BRC は筑波大学とつくばライフサイエンス推進協議会と連携

し、筑波大学協働大学院ライフイノベーション学位プログラ

ムを創設した。平成 28 年度は、BRC の 5 名の PI が教授とし

て、15 名の学生を対象に 5回の講義を行った。国際的にも、

アジアで初めて、平成 24 年度から中国南京大学と共同で大

学院生レベルを対象に国際サマーコースを開催している。外

部研究者、技術者を対象とした研修として、ヒト iPS 細胞培

養技術、植物培養細胞の形質転換法、マウス精子・胚の凍結

保存方法に関する技術研修、嫌気性微生物の取扱い等、10 課

題の技術研修を 18回開催し、合計 84名が参加した。さらに、

バイオリソースセンターが中心となり日本組織培養学会と

共同で細胞培養基盤技術コースを、筑波大学と共同で国立大

学法人動物実験施設協議会平成 28 年度高度技術研修を開催

し、それぞれ 37 名、16名が参加した。 

○ 海外諸国におけるバイオリソースの整備および人材育成を

支援・協力する目的で、世界各国から研修生・研究生を積極

的に受け入れている。平成 28年は 15 ヶ国 39 名を教育した。 

（エ） 国際協力・国際競争 

○ 平成 23 年 9 月に発足した International Mouse Phenotyping 

Consortium (IMPC)に参加し、また運営委員会メンバーとし

て活動をしている。平成 28 年からは、老化に伴う疾患発症

に関与する遺伝子を解明するため、加齢マウスの解析も開始

した。平成 28 年 9 月には、IMPC の最初の論文として、マウ

スの 400 以上の胎生致死遺伝子を同定・解析し、ヒトの希少

疾患の重要なモデル動物となることを示した画期的な成果

を Nature 誌に発表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動に加えて、国内外から研修

生を短期間から長期間（数日

間から 2年間）に亘って受け

入れ、教育している。これら

のことは、センター内、国内

にとどまらず、国際的にも人

材の育成と確保に大きく貢

献するものであり、BRC の取

組は非常に高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 13 の国と地域の 18 機関とと

もに、ヒトの全遺伝子の機能

と疾患との関連に関する百

科事典を作成するため、ヒト

と同じ哺乳類であるマウス

の 20,000 遺伝子の遺伝子破

壊マウス系統を作製し、表現

型を解析するプロジェクト

IMPC に参加している。平成

28 年 9 月に発表した最初の

論文は、国際連携により初め

て可能となった大きなイン

パクトのある成果である。ま

た、BRC が参加することによ

り、我が国の国際貢献を示す

ことができ、学術的に、また

科学外交上も極めて重要で
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指す。 
 
（イ）バイオリソース関連研究

開発プログラム 
最先端の研究ニーズに応え

るため、各種特性解析技術、解

析プラットフォーム、データベ

ースの開発・整備を行うととも

に、新規バイオリソースを開発

する。また、開発・整備した技

術や解析プラットフォーム、デ

ータベース等については、研究

コミュニティに対して広く提

供する。 
平成２８年度は、ヒト型多能

性幹細胞の効率的な樹立、維

持、分化誘導のための培養技術

及び細胞株個々の特性把握の

ための単一細胞レベル解析技

術の開発を行う。また、マウス

表現型に影響する遺伝要因や

周産期周辺を中心とした環境

要因の解析を、特に精神疾患関

連表現型に着目して実施する

とともに、新規変異マウス開発

のため、最先端のゲノム解読を

行い、突然変異系統群にさらな

る一塩基レベルの点突然変異

情報を抽出・付加し、公開する。

さらに、構築したマウス及び細

胞のデータベースに表現型や

遺伝子等の特性情報を介した

横断検索機能を実装する。新規

バイオリソースの開発として

は、新たな疾患モデルマウスに

おける遺伝子変異に基づく発

症機構解明及び抗がん剤探索

に必須の各種ヒトがん移植マ

ウスモデル開発をさらに推進

する。 
 

 

○ バイオリソース分野での国際的優位性の確保と国際協力の

観点から、Asian Network of Research Resource Centers、

Asian Mouse Mutagenesis and Resource Association、理研

BRC-南京大学 Model Animal Research Center 共催サマーマ

ウスワークショップ等、学生・研修生の受入れ等を含めた国

際協力事業の活動を通して、バイオリソースに関する国際的

な拠点としての地位を確立している。 

 

②  バイオリソース関連研究開発の推進 

（ア） 基盤技術開発事業 

○ プロゲステロン投与と抗インヒビン抗体投与を組み合わせ

ることにより、近交系成体マウス用の効果的な過排卵技術を

開発し、1匹の雌マウスより 60個以上の未受精卵を採取でき

るようになった。 

（イ） バイオリソース関連研究開発プログラム 

○ マウスエピブラスト幹細胞の細胞転換過程の分子機構解明

の一環として DNAメチル化修飾の意義を明らかにした。また、

培養下における幹細胞コロニー及び個々の細胞を同定、追跡

するための画像解析技術を確立した。 

○ 国際標準マウス表現型解析プラットフォームを保有、運営し

ている我が国で唯一の機関であり、我が国の研究者が作製し

た遺伝子改変マウス169系統について解析を実施した。また、

マウス周産期周辺におけるストレスが表現型に及ぼす影響

を解析し、母体にメチオニン代謝遺伝子ヘテロマウスを使用

した場合、その親から生まれた仔に不安様行動、学習能力等

表現型に異常が起きていることを認めた。 

○ ゲノム編集技術の正確さを検査し、想定外のタンパク質が翻

訳されることもあることを立証した。また、変異マウスライ

ブラリーが有する変異のカタログ化も総数 7,000 を超え、一

塩基レベルの点突然変異情報が前年度の 1.2 倍に達した。こ

のことにより有用モデルマウスの発見がより効率的になる

と考えられる。 

○ 公益財団法人がん研究会がん研究所との共同研究により、

ENU ミュータジェネシスで樹立された 4 つの異なる変異を有

する新たな食道がんモデルマウスを開発し、発症機構の解析

により、遅発性発がんメカニズムの有用な知見を得た。 

○ マウス及び細胞のデータベースにおいて、表現型や遺伝子等

の特性情報をキーワードとして用いる横断検索機能を開発

した。また、IMPC の網羅型表現形のデータを、データ解析や

他の公共データベースとの情報統合に適した形式に変換し、

理研及び IMPC のウェブサイトから世界への発信を行った。 

あり、高く評価できる。 

○ アジア諸国の関連機関との

バイオリソースの整備に関

する連携を主導することに

より、アジア地域の科学、技

術、イノベーションの振興に

大きく貢献しており、高く評

価できる。 

 

 

 

○ 本技術により、効率的なマウ

ス受精卵や産子の作出およ

び胚凍結保存が可能となり、

事業の効率化に貢献した。高

く評価できる。 

○ 開発・整備した技術や解析プ

ラットフォーム、データベー

ス等の成果をリソース整備

事業に還元するとともに、研

究コミュニティに対して広

く公開・提供したことは、リ

ソースの付加価値・利用価値

の向上、また、最先端の研究

ニーズに応えるものとして、

高く評価できる。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(４) ライフサイエンス技術基盤研究  

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題へ

の対応 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 － 欧文:36 

和文:40 
欧文:111 
和文:25 

欧文:159 
和文:16 

欧文:208 
和文:15 

－ 予算額（千円） 3,471,386 2,644,762 2,172,130 2,286,708 － 

連携数 － 共同研究

等:314 
協定等:34 

共同研究

等:341 
協定等:42 

共同研究

等:340 
協定等:41 

共同研究

等:379 
協定等:40 

－ 決算額（千円） － － － － － 

特許件数 － 出願:47 
登録:7 

出願:19 
登録:25 

出願:17 
登録:26 

出願:26 
登録:22 

－ 経常費用（千円） － － － － － 

外部資金 
（件/千円） 
 

－ 件数:113 
予算額: 
1,646,613 

件数:114 
予算額: 
1,250,701 

件数:129 
予算額: 
1,389,629 

件数:133 
予算額: 
1,538,305 

－ 経常利益（千円） － － － － － 

－ － － － － － － 行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － － － － 

 － － － － － － － 従事人員数 239 318 294 284 － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 様々な生体分子が織

り成す生命現象は、大

量かつ多様な要素から

構成されるダイナミッ

クなネットワークシス

テムであり、その根底

にあるシステム動作原

理等を解明すること

は、生命を理解するた

ライフイノベー

ション推進のた

め、構造・合成生

物学研究、機能性

ゲノム解析研究及

び生命機能動的イ

メージング研究の

卓越した技術基盤

を先鋭化させ、そ

①構造・合成生物

学研究 
効果的・効率的

な創薬プロセスの

確立のため、ア）

創薬標的分子を調

製するとともに、

構造情報を取得す

る技術、イ）構造

○イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

的にインパクト

＜主要な業務実績＞ 

① 構造・合成生物学研究 

○ RNA ポリメラーゼと転写制御

因子との複合体など、難度の

高い巨大な複合体を調製し、

クライオ電子顕微鏡解析な

いしX線結晶構造解析による

立体構造解析および機能解

析に成功した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○ 統合型構造解析基盤を高度

化し、これまで困難であった

複合体の調製と構造解析に

複数成功したことは、高い評

価に値する。 

 

 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・構造・合成生物学研究において、1.3 ギガヘルツ NMR システムの開発

に当たり超伝導接合で世界をリードし、世界最高磁場発生を達成すると
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めの科学技術に飛躍的

な進歩をもたらすと同

時に、豊かな社会の実

現に向けて、医療・産

業等の分野において大

きく貢献するものであ

る。 
これらを踏まえ、本

事業では我が国の強み

である、構造・合成生

物学研究、機能性ゲノ

ム解析研究及び生命機

能動的イメージング研

究の技術基盤、すなわ

ち、原子レベル、細胞

レベル及び個体レベル

における計測技術を先

鋭化するとともに、こ

れらの知識・技術を融

合させ、次世代のライ

フサイエンス研究及び

創薬・医療の推進に資

する新しい技術基盤を

構築し、関係府省が連

携してアカデミア等の

創薬研究を支援する取

組において、これを活

用する。 
具体的には、遺伝子

発現ネットワーク解析

技術を活用した創薬標

的分子の検証、解析が

困難な創薬標的分子に

対する高度な解析技術

及び生体内薬物動態・

薬物間相互作用解析と

それに基づいた創薬化

学の技術等を開発・高

度化し、それらを活用

して創薬シーズを有す

る大学等の研究機関や

企業等の創薬研究を支

れらを新規に組み

合わせて医薬品・

医療機器の効率的

評価を推進し、我

が国オリジナルの

医薬品・医療機器

の創出及び個別化

医療等の実現に寄

与する。また、次

世代のライフサイ

エンス研究推進の

ため、生命を営む

分子の機能を、原

子、細胞、器官・

個体レベルで計

測・解析する新技

術を創出する。さ

らに、創薬・医療

技術基盤として関

係府省が連携して

アカデミア等の創

薬研究を支援する

取組や国内外の大

学や企業等との有

機的な連携によ

り、研究成果の効

果的な社会への還

元に向けた体制を

構築し、年間３０

０件程度の共同研

究と１００件程度

の解析支援を目標

とする。 
 
①構造・合成生物

学研究 
効果的・効率的

な創薬プロセスの

確立のため、ア）

創薬標的分子を調

製するとともに、

構造情報を取得す

情報を用いたコン

ピュータ上での医

薬品候補化合物の

設計・スクリーニ

ング技術、ウ）バ

イオ医薬品候補を

生成する技術の構

築と高度化を進め

る。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、前年度に調製

方法を確立したが

ん等の疾患に関わ

るシグナル伝達因

子、超活性化ヌク

レオソーム等の重

要な創薬標的分子

群について、調製

した分子の動的機

能やリガンド分子

による制御機能等

の系統的な評価の

ための基盤技術を

確立する。また、

小型で実用性の高

い超１ＧＨｚ  Ｎ
ＭＲの実用化に向

けた技術開発を進

めるとともに、高

磁場固体ＮＭＲ測

定による膜タンパ

ク質やアミロイド

タンパク質の解析

技術を高度化す

る。さらに、ＳＰ

ｒｉｎｇ－８／Ｓ

ＡＣＬＡの放射光

や低温電子顕微鏡

等を用い、他の因

子と相互作用して

いる巨大分子複合

体など、これまで

のある優れた研

究開発成果を創

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○最先端の研究開

発に必要な研究

基盤を整備し、

共用へ向けた利

用環境の整備や

ニーズを踏まえ

た施設や技術の

高度化を図り、

またそれらを用

いて、自ら科学

技術の飛躍的進

歩及び経済社会

の発展に貢献す

る成果を創出で

きたか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人材育成制度

（若手研究者等

への指導体制） 

等 

○ 開発した新規の膜タンパク

質無細胞合成法を適用して、

膜タンパク質 Claudin4 と毒

素との複合体の結晶構造解

析を達成した。 

○ 微小管上を走る分子モータ

ーであるキネシンについて、

動きを再現する統合型構造

解析を行い、1.紡錘糸を整列

する逆行キネシンと 2.線毛

の長さを調節する二刀流キ

ネシンの駆動メカニズムを

解明した。 

○ 日本電子株式会社との連携

センターと協力して、1.3 ギ

ガヘルツNMRのシステム検討

を終えた。また、高温超伝導

線材間の超伝導接合と高温

超伝導アンテナの開発を行

った。世界最高速で試料回転

させるプローブの開発を開

始した。さらに、光駆動によ

る構造相関 NMR 法として、タ

ンパク質のフォールドと非

フォールド構造の二つの相

関を得る技術の開発を継続

し、予測されたものの実在を

実測で証明することに成功

した。 

○ フラグメントライブラリー

を用いて新たに２種類のタ

ーゲットについてスクリー

ニングを実施し、各々につき

有望なフラグメントヒット

を得た。また、量子力学計算

を用いて、昨年度までのヒッ

ト化合物の最適化を行った。 

○ 平成 27 年度までに確立した

非天然型アミノ酸導入のた

めの技術基盤を活用して、修

飾ヒストンを持つヌクレオ

ソームの大量調製技術や、生

○ クライオ電子顕微鏡解析、X

線結晶構造解析、及びモデリ

ングを組み合わせることに

よって動きを再現すること

により、分子モーターの持

つ、想定外の多彩な機能の解

明につなげた。動的構造生物

学の発展に寄与する成果を

順調に上げている。 

 

 

 

 

○ 世界最高磁場発生は、新聞や

米国 IEEE 誌に掲載された。

超伝導接合で世界をリ-ドし

た。高温超伝導アンテナは、

順調に開発が進んでいる。ま

た、構造相関 NMR 法の成果

は、タンパク質のフォールデ

ィングを中心とした動的構

造研究の画期的な進展であ

る。 

 

 

 

 

 

 

○構造情報を用いたコンピュー

タ上での医薬品候補化合物の

設計・スクリーニング技術の開

発とその活用を、順調に遂行し

ている。 

 

 

 

○ 低分子化抗体の改良のため

の技術が、企業との共同研究や日

本医療研究機構の研究開発事業

に貢献した。 

 

ともに、新たに、試料溶液に対して NMR の測定に同期して繰り返し光を

照射し、タンパク質の構造を意図的に変化させて構造変化と機能の相関

を観測する NMR 法を開発した。 

 

・構造・合成生物学研究において、技術の高度化に取り組んだ結果、難

度の高い巨大な複合体を調製し、クライオ電子顕微鏡解析ないし X線結

晶構造解析による立体構造解析および機能解析に成功した。 

  

・生命機能動的イメージング研究において、新規分子プローブの開発を

継続した結果、世界初の温和な条件におけるカルボン酸の有機ホウ素化

合物への変換技術を開発した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・技術開発が順調に進む事により、他の機関に技術を導出する機会が増

えると予想される。商標登録を含めた知財戦略の検討を期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・成果は計画・想定通りだが、共同研究、解析支援の増加は、外部評価

の向上の現れとして成果に組み込む。また、論文・特許の増加が顕著で

ある。 

 

・ヒト lncRNA アトラスなど多くの特筆すべき業績を上げた。 

 

・長鎖非翻訳 RNA を解析し、網羅的カタログ化に成功している。国際研

究コンソーシアム FANTOM でのプロジェクトを推進させた。 

 

・共同研究件数や解析支援実施件数は共に目標を上回っており評価でき

る。 

 

 



103 
  

援する。 
また、精度と定量性

を高めた新しい遺伝子

発現ネットワーク解析

基盤や、計算化学と立

体構造解析技術等を応

用した新しい薬剤設計

技術の基盤を整備し、

高度化を進め、研究を

支援する。 
これらの取組を通

し、本事業全体として、

年間３００件程度の共

同研究と１００件程度

の解析支援の実施を目

標とし、我が国のライ

フサイエンス研究と創

薬・医療に資する研究

開発を牽引する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る技術、イ）構造

情報を用いたコン

ピュータ上での医

薬品候補化合物の

設計・スクリーニ

ング技術、ウ）バ

イオ医薬品候補を

生成する技術の構

築と高度化を進め

る。 
具体的には、平

成２７年度まで

に、生体分子の動

的機能状態を再現

するための新規試

料調製法等を開発

する。これを活用

することで、膜タ

ンパク質や修飾ヒ

ストン等の創薬に

重要な試料の調製

効率を２倍程度に

向上させる。ＳＰ

ｒｉｎｇ－８／Ｓ

ＡＣＬＡによるマ

イクロ／ナノ結晶

構造解析や高温超

伝導を用いた超１

ＧＨｚＮＭＲの開

発等による超高感

度解析等従来の限

界を超えた超分子

構造解析を可能と

する技術基盤を確

立し、遺伝子・タ

ンパク質・ＲＮＡ

のネットワークに

おける現時点では

解析困難な試料の

立体構造解析を実

現する。また、平

成２７年度までに

は解析困難であっ

た機能発現中の超

分子の構造解析技

術を開発する。 
フラグメントラ

イブラリーを４個

以上の創薬ターゲ

ットに適用し医薬

候補化合物を探索

する。また、前年

度に確立したフラ

グメントヒットに

基づく効率的な医

薬品候補化合物の

設計方法を高度化

し、体内動態や毒

性を考慮した設計

方法を開発する。

さらに、生体内分

子ネットワークを

標的とした医薬品

候補化合物や抗体

医薬品について、

非天然アミノ酸の

利用を可能にする

ような合成技術の

高度化を実施す

る。 
分子ネットワー

ク制御技術の構築

に向け、前年度に

開発した低分子化

抗体等作製技術を

用い、標的タンパ

ク質に特異的に結

合する制御分子を

作製する。 
 
②機能性ゲノム解

析研究 
創薬・医療に資

する基幹技術の確

 

（モニタリング指

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特許件数（出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

体内分子ネットワーク等を

標的とする抗体医薬品候補

の開発を進めた。特に、Fab

抗体、VHH 抗体等の低分子化

抗体の機能高度化を行った。 

 

② 機能性ゲノム解析研究 

○ 1 細胞単位でのトランスクリ

プトーム解析技術の高度化

については、細胞動態の不均

一性を規定するゲノム制御

領域を 1細胞単位で解析・同

定するためのスクリーニン

グ技術を開発した。 

○ 機能が不明な非翻訳RNA群の

遺伝子発現解析については、

FANTOM プロジェクトで取得

した CAGE 解析データを中心

に、既存データベースと統合

解析した結果、約 2万 8千個

のヒト lncRNA について、ゲ

ノム上での正確な位置や配

列の特徴、細胞・組織ごとの

発現パターンを包括的にカ

タログ化した「ヒト lncRNA

アトラス（地図）」を作成し

た。さらに、約 1万 9千個の

lncRNA が何らかの生物学機

能を持つこと、約 2 千個の

lncRNA が疾患に関連してい

ることを明らかにした。 

○ 前年度に開発された網羅的

かつハイスループットな技

術を用いた細胞の形態観察

による非翻訳RNAの機能解析

については、CAGE 解析によっ

て得られた遺伝子発現デー

タと細胞形態像を統合的に

解析するためのパイプライ

ンを構築した。 

○ 任意の細胞への直接変換を

目指した、領域特異的なエピ

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。開発した技術

は、細胞の多様性・細胞間

の関係を理解するための重

要な要素技術として高く評

価できる。 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。機能解析が困難

であった lncRNA について、

現在約2万個存在するとされ

ているヒト遺伝子に匹敵す

る数の lncRNA が何らかの機

能を持つことを明らかにし、

作成したアトラスを世界中

の研究者が自由に利用でき

る形で公開したことは、個々

の lncRNA 機能解析研究を加

速するのみならず、今後の

FANTOM プロジェクトの基盤

となる成果として、非常に高

く評価できる。 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。現在進行してい

る、非翻訳 RNA の網羅的機能

分 類 を目 指し た第 6 期

FANTOM プロジェクトにおけ

る重要な解析基盤として非

常に高く評価できる。 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。DNA 脱メチル化
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タンパク質間相互

作用ターゲットな

どの医薬品開発が

難しいターゲット

に対する新しい薬

剤設計技術（ＦＢ

ＤＤ等）の基盤を

構築する。これを

活用することで、

非天然アミノ酸や

人工塩基対を用い

たバイオ医薬品合

成技術の開発を行

う。 
 
②機能性ゲノム解

析研究 
創薬・医療に資

する基幹技術の確

立のため、ア）細

胞集団を１細胞単

位で計測するとと

もに、遺伝子発現

ネットワークを解

析、ゲノム情報を

理解する技術、イ）

細胞の機能を変

換、幹細胞の安全

な分化につなげる

技術、ウ）標的核

酸を検出する技術

の構築と高度化を

進める。 
具体的には、平

成２７年度まで

に、単一細胞のト

ランスクリプトー

ムに関わるゲノム

機能を調べる技

術、ネットワーク

の異常を捉える遺

伝子発現ネットワ

立のため、ア）細

胞集団を１細胞単

位で計測するとと

もに、遺伝子発現

ネットワークを解

析、ゲノム情報を

理解する技術、イ）

細胞の機能を変

換、幹細胞の安全

な分化につなげる

技術、ウ）標的核

酸を検出する技術

の構築と高度化を

進める。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、ゲノム情報の

複雑性および多様

性を理解するた

め、前年度に開発

した１細胞単位で

のトランスクリプ

トーム解析技術を

高度化し、細胞間 
の多様性の理解を

可能にする技術を

開発する。また、

独自の遺伝子発現

解析技術であるＣ

ＡＧＥ法を活用し

て、機能が不明な

非翻訳ＲＮＡ群の

遺伝子発現解析を

進める。さらに、

前年度に開発され

た網羅的かつハイ

スループットな技

術 
を用いて、細胞の

形態観察により非

翻訳ＲＮＡの機能

解析に着手する。

これらの情報を整

ゲノム操作技術を確立につ

いては、転写因子 RUNX1 が下

流の遺伝子発現制御を行う

こと、さらに DNA 脱メチル化

に関わるタンパク質と相互

作用し特定のゲノム領域の

DNA 脱メチル化を制御するこ

とを明らかにした。 

○ 等温核酸増幅法によるイン

フルエンザウイルス高感度

検出プラットフォームの実

用化および新興・検疫感染症

及び性感染症へ応用可能な

迅速検出キットの開発につ

いては、インフルエンザウイ

ルス検出キットは企業に導

出を終え、また従来法を応用

したクラミジアと淋菌に対

する高感度な検出法を開発

した。 

○ 微量サンプルに対応するシ

ーケンス技術のさらなる高

度化については、数十 ng 程

度の total RNA から CAGE 解

析を行うための基本原理に

ついて目処が立った。 

○ 制御分子に対する細胞のレ

スポンスを測る手法の開発

を進め、薬物に対する遺伝子

発現ネットワーク解析を行

ってデータを取得した。 

 

③生命機能動的イメージング研

究 

○ 新規分子プローブの開発を前

年度に引き続き実施した。先

端医療センター病院において

11Cで標識したチアミン（ビタ

ミンB1）の院内製剤法（PET薬

剤合成法）を確立し、生体内

での追跡を可能にしたり、Ｂ

型肝炎候補薬の中の１つであ

による遺伝子発現制御で細

胞の分化を制御する転写因

子は多くあると考えられそ

の全貌を明らかとする成果

につながることが期待され、

高く評価できる。 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。開発した技術を

企業へ導出したことにより、

実用化への道が開けたこと

は高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。ニーズの多い微

量 CAGE 解析における非常に

重要なマイルストーンであ

り、高く評価できる。 

 

○ 海外 [カロリンスカ研（スウ

ェーデン）、TIGEM（イタリ

ア）、KAUST（サウジアラビ

ア）]との共同研究を進め、

国際的な貢献を行った。 

 

 

 

○ 温和な条件におけるカルボン

酸の有機ホウ素化合物への変

換技術の開発は世界初であり、

とくに実際の医薬品に適用可

能であった点は画期的である。

カルボン酸を含む医薬候補化

合物が多岐に渡ることから、分

子プローブ創製の大幅な迅速
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ーク解析技術等、

ゲノム情報を理解

するための新技術

を開発する。これ

を活用すること

で、がんやｉＰＳ

細胞等の個体及び

個別細胞レベルで

の発現制御の多様

性を解析するとと

もに、非翻訳ＲＮ

Ａ等を含む１０種

類程度の細胞の遺

伝子発現ネットワ

ーク解析を行う。

また、発現制御や

エピゲノム制御に

関わる重要因子を

選択して、細胞を

変換する手法の開

発と、ｉＰＳ細胞

等の幹細胞の安全

かつ完全な分化に

つなげていくため

の評価技術を構築

する。簡便かつ迅

速な核酸検出法と

判定機器を開発

し、検出技術の高

度化を実現する。

さらに、機能性ゲ

ノムを解析する技

術の先鋭化、世界

標準化を行うこと

で遺伝子発現ネッ

トワーク解析技術

を活用した創薬標

的分子の検証基盤

を構築する。 
 
③生命機能動的イ

メージング研究 

理し、データベー

ス構築を進める。

任意の細胞への直

接変換を目指し、

前年度に解析した

特定ゲノム領域の

エピゲノム変化の

分子メカニズムを

応用し、領域特異

的なエピゲノム操

作技術を確立す

る。また、等温核

酸増幅法によるイ

ンフルエンザウイ

ルス高感度検出プ

ラットフォームの

実用化に向け、新

たに新興・検疫感

染症及び性感染症

にも対応可能な迅

速検出キットの開

発を実施する。さ

らに、より高度な

ゲノム解析技術を

提供するため、微

量サンプルに対応

するシーケンス技

術のさらなる高度

化を進める。分子

ネットワーク制御

技術の構築に向

け、制御標的とな

る細胞を選定し、

トランスクリプト

ーム情報及び分子

ネットワークデー

タ解析を行う。 
 
③生命機能動的イ

メージング研究 
創薬・医療に資

する基幹技術の確

る機能的コアタンパクモジュ

レーターに関してPETプロー

ブを作成し、マウスでその動

態観察することに成功した。

また、神経炎症に関わる酵素

COX-1を高感度で検出するPET

プローブを開発し、アルツハ

イマー型認知症モデルマウス

の神経変性の進行にCOX-1が

関与する様子を可視化した。

加えて免疫応答の核となる補

助刺激受容体PD-1に関して、

放射性金属核種64Cu標識によ

る抗PD-1抗体のPET撮像技術

の高度化を進めた。さらに、

市販されているカルボン酸医

薬品をホウ素化することで、

既存の類似品に比べ高い実用

性を持たせる技術を開発し

た。 

○ 慢性疲労症候群を安価に安定

して診断できるバイオマーカ

ーを同定し、一般医療機関で

も血液診断を可能にするシス

テムを構築した。また、グリ

ア細胞を脳内で供給している

前駆細胞がミクログリアの活

性化を抑制し、神経炎症を制

御していることを発見した。 

○ PETとマルチフォトン顕微鏡

との組み合わせ計測により、

ドラッグデリバリーシステム

の研究を実施した。 

○ PETやｆＭＲＩを活用し、疾患

モデル動物における神経変性

疾患等における関連バイオマ

ーカーと神経ネットワーク機

能との関連性を求め、病態の

進行や治療経過に着目した時

系列解析を進めた。また、定

量性に優れた神経新生の生体

イメージング法を開発し、PET

化が期待される点などは高く

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○これまで、慢性疲労症候群の良

い客観的診断バイオマーカーが

なかったので世界的に注目され

ている研究成果である。すでに

米国からの共同研究が申し込ま

れ、スタートしている。今後、

一般医療機関でも血液診断でき

るのでこの疾患の病態理解が進

み、治療法の開発にも大いに貢

献する。 

 

 

 

○PET を用いたラット脳におけ

る神経新生の生体イメージン

グに成功したことで、今後、ヒ

トでの神経新生の生体イメー

ジング法の確立が期待できる。

生きた個体における神経新生

の変化を定量的に検出できる

この生体イメージングは、うつ

病診断や抗うつ薬の治療効果
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創薬・医療に資

する基幹技術の確

立のため、ア）疾

患状態における生

体分子の動態解析

技術、イ）生体分

子・細胞の機能変

化を時系列で解析

する技術、ウ）複

数分子同時イメー

ジング等の次世代

のイメージング技

術の構築と高度化

を進める。 
具体的には、平

成２７年度まで

に、生命機能や病

態に関わる標的分

子を生体内で定量

的に動態解析を行

うための探索子や

創薬候補分子を設

計・標識すること

で新規分子プロー

ブを８種類程度開

発する。これを活

用することで、生

活習慣病等の疾患

発症部位での病態

バイオマーカーの

動態解析技術へと

先鋭化し、新規分

子プローブを用い

た臨床研究を５種

類程度実施する。

また、動物及びヒ

トにおける正常と

病態における細胞

機能の差異や関連

分子等を時間・空

間的に解析する技

術基盤を構築す

立のため、ア）疾

患状態における生

体分子の動態解析

技術、イ）生体分

子・細胞の機能変

化を時系列で解析

する技術、ウ）複

数分子同時イメー

ジング等の次世代

のイメージング技

術の構築と高度化

を進める。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、前年度に引き

続き、がん免疫療

法の主体となる細

胞、疲労や多くの

疾患を誘因するタ

ンパク質酸化、

様々な組織におけ

るエネルギー収支

や脳内炎症等を定

量化できる新規分

子プローブの開発

を引き続き実施す

る。また、腫瘍と

炎症を差別化する

ための臨床研究、

慢性疲労症候群や

線維筋痛症におけ

る脳内炎症病態を

解析する臨床研究

を実施する。さら

に、遺伝子改変マ

ウス、マーモセッ

ト等の疾患モデル

動物を用いて、神

経変性疾患や精神

神経疾患における

関連バイオマーカ

ーと神経ネットワ

ーク機能との関連

による生体イメージングがう

つ病診断および抗うつ薬の治

療効果判定の指標として活用

できることを示した。 

○ PET装置として実動する2分子

同時イメージングシステム

（MI-PET）を構築し、複数プ

ローブ同時PETイメージング

の小動物実験を可能にし、性

能を実証した。 

 

 

○ 格子光シート顕微鏡で得られ

た超解像3Dライブイメージン

グデータから、異なる状態の

細胞の表現型を定量比較する

手法を開発し、発がん過程に

影響する新たなメカニズムを

見出した。 

○ 進行性骨化性線維異形性症

（FOP）治療薬の開発候補化合

物を同定し、臨床開発にむけ

た取り組みを開始した。 

○ 薬物送達の担体として抗体や

抗体フラグメント以外にも、

脂質、バクテリア、ナノ粒子

などの新しい技術の開発を進

めた。 

○ がん細胞において遺伝子発

現が超活性化したクロマチ

ン構造を選択的に検出する

技術を構造・合成生物学研

究、機能性ゲノム解析研究及

び生命機能動的イメージン

グ研究の連携により開発し

た。 

 

【マネジメント、人材育成】 

○ センターの若手から PI まで

約 170 名を一同に集め、口

頭・ポスターでの研究発表に

加え、科学で解決するべき世

判定としても期待できるもの

であり、高く評価する。 

 

 

○MI-PET の構築により今後の研

究開発基盤の整備が著しく進

展し、PET による高感度かつ高

精度の複数プローブ同時イメ

ージングの早期実現と応用展

開が期待できる点を高く評価

する。[関連特許出願 2 件（1

件出願済み、1件出願準備中）] 

○格子光シート顕微鏡による超

解像ライブイメージングとそ

のデータ解析精度は世界最高

レベルであり、これを用いて新

たな発がん機構の発見に至っ

たことは高く評価する。 

 

 

 

 

 

○開発された技術は日本医療研

究機構のがん治療のための研

究開発事業に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 融合研究の推進に向けた方向

性として、学際領域にいる若

手研究者を積極的に登用する

とともに、センター内での支
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る。さらに、生命

機能評価の新規ア

プローチ創出を目

指して、平成２７

年度までに、ＰＥ

Ｔ、ＭＲＩ等を用

いた融合画像解析

法の開発や複数分

子同時イメージン

グ技術の高度化を

図る。これを活用

することで、医薬

品候補化合物の生

体内動態や個別化

医療等新規医療技

術の効果検証基盤

を構築する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

性を、ＰＥＴやｆ

ＭＲＩを活用し、

病態の進行や治療

経過に着目した時

系列解析を進め

る。 
前年度までに開

発したマルチモー

ダル分子プローブ

を用いた融合画像

解析に加え、ＰＥ

Ｔとマルチフォト

ン顕微鏡との組み

合わせ計測を実施

し、正常状態と疾

患状態における細

胞・生体機能の時

空間的な差異の解

明を進める。ＰＥ

Ｔ装置を改良し作

製した新しい２分

子同時イメージン

グシステムの試作

機について、空

間・時間分解能の

向上など、さらな

る高度化を行う。

医薬品候補化合物

の生体内動態解析

や薬物輸送タンパ

ク質の機能解析に

必要な新規分子プ

ローブの開発を引

き続き実施する。

また、分子ネット

ワーク制御基盤の

構築のための薬物

送達技術の高度化

に向け、抗がん剤

等の薬物やＰＥＴ

分子プローブをペ

プチドや抗体フラ

界的課題、研究キャリアに対

する方策等についてのディ

スカッション等を行った。特

に企画運営は若手の自主性

を尊重し、オーガナイズ能力

等の向上を図った。さらに理

研横断的な取り組みとして、

海外で活躍する若手研究者

を集める “さくらシンポジ

ウム”を開催した。CLST は

中心となって企画運営を行

い、約 80名が集まった。 

○ 27 年度に引き続き、センタ

ー内の融合研究等を推進す

べく、研究内容の共有を図

り、他センターの研究者等も

招聘するなどして、毎月

Educational Program を開催

した。さらに、27 年度に発

足した所内横断型「1細胞プ

ロジェクト」について、平成

29 年 3 月に「RIKEN Single 

Cell Workshop 2017」を横浜

地区で開催した。 

○ 若手 PI には、メンターとし

て経験豊富な同分野、異分野

の PI を配置し、研究面、マ

ネジメント面などの経験の

未熟をサポートする体制も

同時に構築している。 

○ センター独自に構築した「投

稿論文管理システム」により、

論文投稿プロセスがセンター

内で統一化され、論文不正防

止や研究倫理向上に寄与して

いる。これを理研全体に広め

るべく、28 年度は各センター

からのヒアリング等を行い、

設計・改修を行った。29 年度

から運用を開始する。 

【モニタリング指標】 

○ 28 年度は目標件数 300 件の

援体制も十分に行われている

ことを高く評価する。1細胞プ

ロジェクトについても生命シ

ステム研究センターと共同推

進しており、センター間連携

のモデルケースとして適正な

運営がなされているものと評

価する。また、論文不正防止

に向けた新しいシステムの導

入はセンター長によるトップ

ダウンにより実施されてお

り、トップマネジメントが十

分に行き渡っている好例とし

て高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 中長期計画における数値目標
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グメント等の低分

子化抗体に結合さ

せる技術等を開発

する。 
①～③の研究を

進める上で得られ

た知見を融合し、

がん関連遺伝子の

異常な発現活性化

に関与する「超活

性クロマチン」を

特異的に検出・制

御するための研究

を実施する。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、前年度に同定

した超活性クロマ

チンのマーカー候

補遺伝子群の情報

等に基づいて、肺

がん細胞や膠芽腫

細胞における超活

性クロマチン構造

の特徴を解析する

ことにより、疾患

細胞等のクロマチ

ン制御に関わる新

規のクロマチン修

飾の存在を見出

す。また、超活性

クロマチンを制御

する化合物群に基

づいたＰＥＴ分子

プローブについ

て、ヒトがん細胞

の異種移植モデル

マウスにおいて解

析・評価し、生体

内での超活性クロ

マチン構造を持つ

がん細胞等の検出

可能性を検証す

ところ、379 件の共同研究を

行った。内訳は、大学、研究

機関等 289 件（うち国外 115

件）と民間企業 59 件（うち

国外 2件）である。また、目

標件数 100 件のところ、

NMR34 件、ゲノム解析支援

153件の計187件の解析支援

を行った。 

を大きく上回った。国外との

共同研究も増加していること

から、国内外においての当セ

ンターの技術基盤の高さや浸

透度を示しており、国際的な

技術基盤拠点として高く評価

する。 
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る。 
 国内外の大学や

企業等との有機的

な連携により、研

究成果の効果的な

社会への還元に向

けた体制を構築

し、年間３００件

程度の共同研究と

１００件程度の解

析支援を行う。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(５)  計算科学技術研究 

関連する政策・施策 

 

政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 － 欧文:63 

和文:34 
欧文:78 
和文:36 

欧文:100 
和文:34 

欧文:123 
和文:24 

－ 予算額（千円） 81,490 77,416 62,984 83,223 － 

連携数 － 共同研究

等:29 
協定等:16 

共同研究

等:32 
協定等:14 

共同研究

等:49 
協定等:15 

共同研究

等:47 
協定等:16 

－ 特定先端大型研究施設運

営費等補助金（千円） 
10,587,077 11,566,943 13,342,774 14,349,637 － 

特許件数 － 出願:0 
登録:0 

出願:0 
登録:0 

出願:2 
登録:0 

出願:1 
登録:0 

－ 決算額（千円） － － － － － 

外部資金 
（件/千円） 
 

－ 件数:39 
予算額: 
828,837 

件数:49 
予算額: 
969,994 

件数:53 
予算額: 
917,426 

件数:58 
予算額: 
1,033 ,883 

－ 経常費用（千円） － － － － － 

－ － － － － － － 経常利益（千円） － － － － － 
－ － － － － － － 行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － － － － 

 － － － － － － － 従事人員数 101 113 115 117 － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 スーパーコンピュー

タによるシミュレーシ

ョンは、実験、理論と

並ぶ重要な研究手法で

あり、科学技術の発展

はもとより、産業界に

おける様々な製品の設

計・開発にも大きく寄

与するものである。我

スーパーコンピ

ュータ「京」を効

果的に運用し、施

設運用の効率化や

利用者の利便性の

向上などのための

特定高速電子計算

機施設の高度化研

究を実施するとと

①特定高速電子計

算機施設の整備・

共用の推進 
革新的ハイパフ

ォーマンス・コン

ピューティング・

インフラ（ＨＰＣ

Ｉ）の中核である

超高速電子計算機

○イノベーション

の実現に向けて

組織的に研究開

発に取り組み、

世界最高水準の

研究開発成果が

創出されている

か。また、社会

的にインパクト

＜主要な業務実績＞ 

①特定高速電子計算機施設の整

備・共用の推進 

○ 特定高速電子計算機施設を

適切に運転・維持管理し、特

に、スーパーコンピュータ

「京」（以下｢京｣）について

は、平成 28 度は 8,321 時間

と非常に高い割合で安定的

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

○ 米・Blue Waters が 2015 年

のアンニュアルレポートで

公表している運用可能時間

あたりの稼働率 91%と比較

し、｢京｣は平成 28 年度の運

用可能時間あたりの稼働率

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

○ 評価すべき実績の欄に示すとおり、中長期計画及び年度計画に定め

られた以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○ 「京」について、運転時間が目標である 8,000 時間を超え、8,321

時間運転を行い、運用可能時間あたりの稼働率が 98.7%と安定的に

運用する等、特定高速電子計算機施設を適切に運転・維持管理し、
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が国が将来にわたって

科学技術、産業におけ

る国際競争力を維持・

向上していくために

は、国民の理解を得つ

つ、計算科学技術の継

続的な発展を図ってい

くことが極めて重要で

ある。 
このため、革新的ハ

イパフォーマンス・コ

ンピューティング・イ

ンフラ（ＨＰＣＩ）の

中核である超高速電子

計算機（スーパーコン

ピュータ「京」）を含む

特定高速電子計算機施

設について、特定先端

大型研究施設の共用の

促進に関する法律（平

成６年法律第７８号）

に基づき、適切に運

転・維持管理し、保守

等に要する期間を除

き、必要十分な計算資

源を研究者等への共用

に供する。 
また、我が国をとり

まく様々な社会的・科

学的課題の解決を見据

え、新たな超高速電子

計算機（ポスト「京」）

を平成３３年度までに

運用開始することを目

指し、その開発を実施

する。 
さらに、特定高速電

子計算機施設の高度化

研究を行うとともに、

登録施設利用促進機関

その他の関係機関と適

切な役割分担の下、計

もに、我が国とし

ての計算機科学及

び計算科学の先導

的研究開発を推進

し、計算科学技術

の継続的な発展を

図る。 
 
①特定高速電子計

算機施設の整備・

共用の推進 
革新的ハイパフ

ォーマンス・コン

ピューティング・

インフラ（ＨＰＣ

Ｉ）の中核である

超高速電子計算機

（スーパーコンピ

ュータ「京」）を含

む特定高速電子計

算機施設を適切に

運転・維持管理し、

特に、スーパーコ

ンピュータ「京」

については、毎年

８，０００時間以

上運転し、６６３，

５５２，０００ノ

ード時間（８２，

９４４ノード×

８，０００時間）

以上の計算資源を

研究者等への共用

に供する。 
また、我が国を

とりまく様々な社

会的・科学的課題

の解決を見据え、

新たな超高速電子

計算機（ポスト

「京」）を平成３３

年度までに運用開

（スーパーコンピ

ュータ「京」）を含

む特定高速電子計

算機施設を適切に

運転・維持管理し、

特に、スーパーコ

ンピュータ「京」 
については、平成

２８年度は８，０

００時間以上運転

し、６６３，５５

２，０００ノード

時間（８２，９４

４ノード×８，０

００時間）以上の

計算資源を研究者

等への共用に供す

る。 
また、我が国を

とりまく様々な社

会的・科学的課題

の解決を見据え、

新たな超高速電子

計算機（ポスト

「京」）を平成３３

年度までに運用開

始することを目指

し、その開発を実

施する。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、前年度に完成

した基本設計に基

づき、プロセッサ、

インターコネク

ト、性能評価・検

証環境、性能チュ

ーニング・開発支

援ツール、プログ

ラミング環境等に

係る詳細設計を実

施する。詳細設計

の実施において

のある優れた研

究開発成果を創

出し、その成果

を社会へ還元で

きたか。 

○最先端の研究開

発に必要な研究

基盤を整備し、

共用へ向けた利

用環境の整備や

ニーズを踏まえ

た施設や技術の

高度化を図り、

またそれらを用

いて、自ら科学

技術の飛躍的進

歩及び経済社会

の発展に貢献す

る成果を創出で

きたか。 

○研究開発成果を

最大化するため

の研究開発マネ

ジメントは適切

に図られている

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人材育成制度

（若手研究者等

への指導体制） 

等 

に運転し、690,177,024 ノー

ド時間（82,944 ノード×

8,321 時間）の計算資源を研

究者等への共用に供した。 

○ 「京」は平成 28 年度に企業

107 社で利用（うち 17 社は

新規で利用）され、「京」の

産業利用枠の応募数は共用

開始の平成 24 年度に比べ約

1.6 倍となった。「京」の運

営を通して、スーパーコンピ

ュータ（以下スパコン）の産

業利用拡大に貢献した。 

○ ポスト「京」の開発では、平

成 28 年 8 月の文部科学省研

究振興局 HPCI 計画推進委員

会において、メモリ及び CPU

に係る半導体技術に関する

新たな技術の採用、システム

開発スケジュールの 1～2 年

の遅延といった計画変更の

決定が公表されたことを踏

まえ、必要な措置を講じると

ともに、前年度に引き続き、

詳細設計を実施した。 

○ 施設運用の効率化のため、ジ

ョブ実行時の性能情報蓄積

及び消費電力との関連調査

から消費電力推定方法を確

立し、得られた情報を元に契

約電力の超過を回避するた

めの体制の構築及び運用を

行った。また、利用者の利便

性の向上のため、多様なユー

ザーのストレージニーズに

柔軟に対応するため、「京」

と外部との間の高速なデー

タ転送環境の拡充や、ディス

クストレージ増強を行った。 

○ 分子科学計算ソフトウェア

「NTChem」について、「京」

の一般利用課題で 2 つの研

98.7%と、非常に高い割合で

安定的に運転しており、高く

評価する。 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

必要十分な計算資源を研究者等への共用に供していると認められ、

我が国の科学技術の基盤として、最先端の研究開発に貢献してい

る。 

 

○ Graph500 において 4期連続となる世界 1位の獲得、HPCG において初の

世界 1 位の獲得、「京」の利用研究において優れた成果の創出等、計

算科学技術の発展に対し継続的に貢献している。 

 

○ 仏・原子力・代替エネルギー庁（CEA）といった海外機関との協力関係

の構築拡大、各種シンポジウム等による認知度を高めるための積極的

な活動等、利用者層の拡大等の取組や、成果等を実感できる形で分

かりやすく広報し社会的理解を得る努力を継続的に行っている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○ 社会的・科学的課題の解決に資する世界最高水準の汎用性あるスー

パーコンピュータであるポスト「京」の実現に向けて、システム開

発スケジュールの 1～2 年の遅延といった計画変更や、今後予定される

中間評価等を踏まえつつ、着実に開発を推進していくことが望まれる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○ 「京」は極めて安定的に運用されている他、実用的な性能の指標で

高い評価を受けており、今後も多くの科学的成果を創出することに

期待する。 
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算科学技術の人材育成

を推進し、最先端コン

ピューティング研究教

育拠点として発展を図

る。 
このほか、理化学研

究所内での連携研究体

制を構築し、計算科学

技術の発展に向けた画

期的な基盤技術を開発

するとともに、その技

術を活用した新たなア

プリケーションを開発

し、エネルギー問題の

解決等の社会的課題の

達成に資する研究開発

の推進に貢献する。 
なお、これらの取組

に当たっては、適宜・

適切に国民への情報発

信を行い、国民の理解

が得られるよう努め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

始することを目指

し、その開発を実

施する。具体的に

は、中央演算処理

装置（ＣＰＵ）や

ネットワークなど

要素毎の設計を行

う基本設計及びシ

ステム全体の設計

を行う詳細設計を

実施する。また、

関連するシステム

ソフトウェア、ア

プリケーション、

ライブラリの開発

に取り組むととも

に、アプリケーシ

ョンとアーキテク

チャ及びシステム

ソフトウェア、プ

ログラミング環境

を相互に関連づけ

た協調設計を推進

することで、運用

開始後の幅広いア

プリケーション実

行環境を整えるこ

とを目指す。 
 さらに、施設運

用の効率化や利用

者の利便性の向上

などを目指し、シ

ステムソフトウェ

アの機能強化やア

プリケーションプ

ログラムの実行性

能の向上、先進的

なアルゴリズムの

開発をはじめとす

る共通基盤構築な

どの高度化研究を

実施するととも

は、社会的・科学

的課題の解決に資

するアプリケーシ

ョンの開発実施機

関との協調設計に

より進める。 
なお、開発を進

めるにあたって

は、総合科学技

術・イノベーショ

ン会議の「フラッ

グシップ２０２０

プロジェクト（ポ

スト「京」の開発）」

の評価結果（平成

２７年１月決定）

や「フラッグシッ

プ２０２０プロジ

ェクト（ポスト

「京」の開発）」に

係る基本設計評価

の確認結果（平成

２８年３月決定）、

文部科学省研究振

興局ＨＰＣＩ計画

推進委員会次期フ

ラッグシップシス

テムに係るシステ

ム検討ワーキング

グループ（平成２

７年度）の基本設

計の評価に係る報

告書（平成２８年

１月決定）等を踏

まえ、必要な措置

を講じることとす

る。 
さらに、施設運

用の効率化や利用

者の利便性の向上

などを目指し、シ

ステムソフトウェ

（モニタリング指

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特許件数（出

願、登録） 

・ 外部資金（課題

数、予算額） 

・ 利用者の使用

時間、共用課題

数  等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

究機関、HPCI 一般利用課題

で 3 つの研究機関で利用さ

れた。また、更なる利用者拡

大に向けた講習会等を 2 回

開催した。 

○ 流体・化学反応・音といった

様々な現象の連成解析を可

能 と す る ソ フ ト ウ ェ ア

「CUBE」について、「京」の

一般利用課題にて自動車会

社 2 社による実証解析が進

められた。また、ポスト「京」

重点課題（重点課題 4及び重

点課題 8）にて建築コンソー

シアム及び自動車コンソー

シアムよる利用が進められ

た。 

○ 計算科学研究機構（AICS）公

開ソフトウェアとして新た

に 3 本（合計 35 本）を公開

し、既存の公開ソフトウェア

の更なる高度化や、より多く

の利用がなされるよう平成

28 年度は 19 回（18 本、計

74 名参加）の講習会を実施

した。 

○ 千葉大学、神戸大学、京都大

学、富士通株式会社との共同

研究により、「京」を用いて、

数式のような簡潔な指示を

書くだけでスパコンでの計

算に必要となる高度なプロ

グラムを自動生成できるプ

ログラミング言語「Formura」

を開発し、これまで不可能だ

った高性能なプログラムの

自動生成に世界で初めて成

功した。 

 

○ 情報通信研究機構、大阪大

学、気象研究所、気象衛星セ

ンター、爾・ブエノスアイレ

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 世界最高水準の性能を持つ

「京」でしか成し遂げること

のできない画期的な成果で

あり、平成 28年 9月 22 日の

「HPC 2016: Proceedings of 

the 5th International 

Workshop on Functional 

High-Performance 

Computing」等に掲載され、

HPC の国際的な賞であるゴ

ードン・ベル賞のファイナリ

ストにも選ばれており、高く

評価する。 

○ 世界最高水準の性能を持つ

「京」でしか成し遂げること

のできない画期的な成果で
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に、登録施設利用

促進機関その他の

関係機関との適切

な役割分担の下、

計算科学技術に関

する研究者等の育

成に努める。さら

に、登録施設利用

促進機関、ＨＰＣ

Ｉコンソーシア

ム、ＨＰＣＩ戦略

プログラム、社会

的・科学的課題の

解決に資するアプ

リケーションの開

発実施機関の実施

機関をはじめ、大

学、研究機関、産

業界と積極的な連

携を図り、利用者

のニーズ等も踏ま

えて特定高速電子

計算機施設の円滑

かつ有効な運営等

を行い、ＨＰＣＩ

の中核である特定

高速電子計算機施

設が、多くの研究

者等により積極的

に活用されるよう

にするとともに、

優れた研究開発成

果を世界に向けて

発信していくこと

により、国内外の

トップレベルの研

究者等の交流の場

となる最先端コン

ピューティング研

究教育拠点として

発展を図る。特に、

ポ 

アの機能強化やア

プリケーションプ

ログラムの実行性

能の向上、先進的

なアルゴリズムの

開発をはじめとす

る共通基盤構築な

どの高度化研究を

実施する。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、前年度に引き

続き、スーパーコ

ンピュータ「京」

の計算資源を最大

限に有効活用する

ため、システムソ

フトウェアのジョ

ブスケジュールや

計算実行中にデー

タ転送を最適化す

るための機能を強

化するとともに、

最新のアプリケー

ションプログラム

を円滑に実行でき

るように、アプリ

ケーションプログ

ラムを処理する機

能を高度化する。

また、社会的・科

学的課題の解決に

資するアプリケー

ションの開発実施

機関と計算科学研

究機構との連携推

進会議において計

画された複雑で大

きな分子を精度良

くシミュレーショ

ンするソフトウェ

アや流体・化学反

応・音といった

ス大学との共同研究により、

「京」と、最新鋭のフェーズ

ドアレイ気象レーダの高速

かつ膨大なデータを組み合

わせ、解像度 100m で 30 秒ご

とに新しい観測データを取

り込んで更新する空間的・時

間的に桁違いの天気予報シ

ミュレーションを世界で初

めて実現し、実際のゲリラ豪

雨の動きの詳細な再現に成

功した。 

○ スパコン性能ランキング

Graph500 において、「京」

を用いた解析結果が、平成

28 年 6 月、11 月と 4 期連続

（通算5期）で世界1位、HPCG

において、「京」を用いた測

定結果が、平成 28 年 6 月に

世界 2 位、11 月に世界 1 位

となるスコアを達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【マネジメント】 

○ 利用者のニーズを踏まえた

円滑かつ有効な運営のため、

登録施設利用促進機関と共

同で、「京」の利用者が参加

する｢京｣ユーザーブリーフ

ィングを平成 28 年度に 6回

開催。「京」の運用状況、障

害対応状況の報告等を行い、

利用者からの「京」の運用に

対する意見収集を行った。 

○ 国際的な研究拠点の構築の

あり、平成 27年 8月 31 日の

米・科学雑誌『Bulletin of 

the American 

Meteorological Society』（8

月号）に掲載されており、高

く評価する。 

 

 

 

 

 

 

○ 単 純 計 算 の 速 度 を 競 う

TOP500 で「京」は平成 28年

11 月現在で世界７位の一

方、ビッグデータ処理で重要

となる複雑計算の速度を競

う Graph500 で 2 位の中・

Sunway TaihuLight の

23,755.7(GTEPS) に

38,621.4(GTEPS)と大差をつ

けて 1位、産業利用など実際

のアプリで用いられる共役

勾配方の処理速度を競う

HPCG で 5 期連続 1 位の中・

Tianhe-2 を抑えて初めて 1

位を獲得し、「京」が実用性

で他国のスパコンよりも優

れていることが国際的に認

められた実績で、非常に高く

評価する。 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 海外機関との協力関係の構
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スト「京」の開発

企業や大学等との

連携によるインタ

ーンシップの受け

入れ、講習会等を

実施することで、

当該スーパーコン

ピュータの開発を

通じた計算科学技

術に関する研究者

等の育成に努め

る。 
 
②計算科学技術の

発展に向けた基盤

技術の構築 
本中長期目標期

間においては、創

発物性科学研究事

業との連携研究体

制を構築して、計

算科学研究機構が

有する計算科学技

術の知識・技術を

活用しつつ、高精

度に電子状態・物 
性特性を計算する

手法、及びそれを

用いたアプリケー

ションを開発し、

消費電力を革命的

に低減するデバイ

ス技術やエネルギ

ーを高効率に変換

する技術に関する

研究開発の推進に

貢献する。 
なお、これらの

取組に当たって

は、施設公開、講

演会等を通じて、

広く国民に対して

様々な現象を統一

的に解析する計算

手法等を開発す

る。 
また、登録施設

利用促進機関その

他の関係機関との

適切な役割分担の

下、計算科学技術

に関する研究者等

の育成に努める。

さらに、利用者の

ニーズ等も踏まえ

て特定高速電子計

算機施設の円滑か

つ有効な運営等を

行い、多くの研究

者等により積極的

に活用されるよう

にするとともに、

優れた研究開発成

果を世界に向けて

発信していくこと

により、国内外の

トップレベルの研

究者等の交流の場

となる最先端コン

ピューティング研

究教育拠点として

発展を図る。 
 
②計算科学技術の

発展に向けた基盤

技術の構築 
創発物性科学研

究事業との連携研

究体制を構築し

て、計算科学研究

機構が有する計算

科学技術の知識・

技術を活用しつ

つ、高精度に電子

ため、平成 28年度には、英・

レディング大学との MOU を

新たに締結する等、海外機関

との協力関係の構築拡大を

進めた。 

○ ポスト「京」開発と同じ ARM

社の命令セットアーキテク

チャを使用する仏・原子力・

代替エネルギー庁（CEA）と

計算科学及び計算機科学分

野における研究協力取り決

めを締結し、共同研究を開始

するとともに、エコシステム

構築に向けて、ユーザーの利

便・使い勝手の良さの評価方

法について検討を開始した。 

○ スパコンに関する国際組織

である JLESC に平成 27 年 3

月より参画。各国持ち回りの

ワークショプを通じて共同

プロジェクトの発掘や推進、

さらには研究者交流の活性

化を図っている。平成 28 年

11 月には兵庫県神戸市でワ

ークショプを主催し、ポスト

「京」の開発を見据え、各国

の関連機関と相互連携・協力

を図っている。 

○ 高性能計算技術（以下 HPC）

に関する国際シンポジウム

や他機関主催のシンポジウ

ム、国際カンファレンスへの

参加・出展等により、計算科

学・計算機科学の振興を図っ

た。また、マスメディアを通

じて広く国民に対して「京」

を利用した研究内容、期待さ

れる成果等の理解度を高め

るため、リリースの発信（24

回）を推進した。 

 

○ ウェブを通じて、「京」を利

築拡大のみならず、「京」の

利用者の拡大を推進する活

動として高く評価する。 

 

 

○ ポスト「京」と同じ ARM 社の

命令セットアーキテクチャ

を使用する CEA との連携に

ついて、ポスト「京」の特色

の一つである「ユーザーの利

便・使い勝手の良さ」を検討

し、そのエコシステム構築に

向けた戦略的協力として高

く評価する。 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 従来より行ってきたシンポ

ジウムの参加・出展などやマ

スメディアへの成果等発信

（リリース 24 回）に加え、

「シミュレーションの価値」

の理解を深めるためのツー

ル作成など、認知度を高める

ための積極的な活動を行っ

ており、高く評価する。 

 

 

 

 

○ 「京」の研究成果を深く理解
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情報提供を行い、

国民の理解が得ら

れるように努め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 

状態・物性特性を

計算する手法、及

びそれを用いたア

プリケーションを

開発し、消費電力

を革命的に低減す

るデバイス技術や

エネルギーを高効

率に変換する技術

に関する研究開発

の推進に貢献す

る。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、前年度に開発

した有機薄膜太陽

電池の電荷分離過

程の数値シミュレ

ーション手法と第

一原理計算手法を

融合することによ

り、現実系の有機

薄膜太陽電池に対

する高精度シミュ

レーション研究を

実施する理論手法

を開発すること

で、材料設計・開

発を推進する基盤

を構築する。また、

温度勾配等による

磁気スキルミオン

の運動およびその

安定性を理解する

ために分子動力学 
計算およびモンテ

カルロ計算を実行

する。 
 
なお、これらの

取組にあたって

は、施設公開、講

演会等を通じて、

用した研究成果を広く紹介

した（ホームページの訪問者

数 199,417 人）ほか、印刷物

や成果動画などのコンテン

ツを通じて、「京」研究成果

や「シミュレーションの価

値」を深く理解してもらう広

報活動を行った。また、「京」

の研究成果の活用について

「京×産業シンポジウム」を

実施し業界団体で利用する

ことの価値を発信した。 

○ 機構長のリーダーシップの

もと高校生の研究者インタ

ビュー記事の広報誌掲載や、

高校生向けの計算科学教育

プログラムの開発、学校団体

向けの「京」の見学対応や出

前授業・出張講演、教育委員

会、スーパーサイエンスハイ

スクール等とのタイアップ

による各地での一般向け講

演会など、若い世代の計算科

学への興味・関心を促進する

ための活動を積極的に行っ

た。 

○ ポスト「京」開発に当たって

は、平成 28 年 8 月の文部科

学省研究振興局 HPCI 計画推

進委員会において、計画変更

の決定が公表されることに

向けて、プロジェクトの目標

達成の実現が可能となるよ

うに、文部科学省及び開発担

当企業と連携を図りつつ、機

構長のリーダーシップのも

と、技術的な検討を行った。 

 

【人材育成】 

○ HPC の国際的な人材育成の

ための国際サマースクール

（18 ヵ国、79 名が参加）、

してもらうための成果動画

等のコンテンツ発信や、「京」

の研究成果の活用事例につ

いて企業数社から業界毎に

発信してもらうなど、積極的

な活動を行っており、高く評

価する。 

 

 

 

 

 

○ 1 万人を超える多くの「京」

の見学者を受け入れ（若年者

層の割合が前年度より約

25%増）、また、シンポジウム

「スパコンを知る集い in 宇

都宮」では地元高校の団体参

加等により来場者数に占め

る若年層の割合が過去最大

の 53%となるなど、色々な年

齢層に対して積極的な活動

を行っており、高く評価す

る。 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 将来の HPC 及び計算科学を

担う国内外の若手研究者の

育成に大いに貢献する取り



116 
  

広く国民に対して

情報提供を行い、

国民の理解が得ら

れるように努め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

若 手 研 究 者 等 が 対 象 の

Summer School（参加者 19

名）と Spring School（参加

者 17 名）を行った。また、

国内の大学院生を対象とし

たインターンシップ・プログ

ラム（参加者 13 名）を行い、

次年度の海外からの受け入

れ開始に向けた広報・公募も

実施した。 

○ CEA との取り決め直後に、設

立されて間もない革新知能

統合研究センター（AIP）と

CEA の間を、両者をよく知る

AICS が仲介することで、AIP

の CEA からのインターンシ

ップ受け入れ（構造的学習関

係のテーマ）が決定した。今

後、CEA、AIP、AICS の 3 者

が密に連携していくための

第一歩を踏み出した。 

 

②  計算科学技術の発展に向け

た基盤技術の構築 

○ エネルギー高効率変換技術

の開発を目指し、有機薄膜太

陽電池の電荷分離過程に注

目して光キャリア生成メカ

ニズムのプロセスをシミュ

レーションするための理論

手法とプログラムを開発し

た。また、有機薄膜太陽電池

の半導体の性能評価（ポリマ

ーのバンドギャップ等）を、

モノマー分子単体のみで行

うことに世界で初めて成功

した。 

○ 磁気スキルミオン結晶が温

度を急激に冷やす過冷却に

よって準安定状態にいく物

理過程は、創発物性科学研究

センターで行われている実

組みであり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 将来の HPC 及び計算科学を

担う国内外の若手研究者の

育成に大いに貢献する取り

組みであり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 
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験では直接観測できなかっ

たが、有限温度モンテカルロ

計算による伝道電子の自由

度を考慮したシミュレーシ

ョンによりミクロな状態変

化の過程を明らかにした。 

○ 東京工業大学との共同研究

により、必要な計算やメモリ

使用量の大幅削減が可能な

適合格子細分化法を大規模

なスパコン上で簡単に利用

できるソフトウェアを世界

で初めて開発した。煩雑なプ

ログラミング等の多くが自

動化されるため、シミュレー

ションソフトウェアの開発

コストの大幅な削減が期待

される。 

○ 将来の「京」を利用した降水

予報に向け、データ同化と衛

星降水データを利用した降

水予報（ナウキャスト手法）

のウェブ公開を開始すべく、

気象庁より気象予報業務許

可を取得した。また、ゲリラ

豪雨検知アプリを運営する

エムティーアイと共同研究

契約を締結し、ゲリラ豪雨速

報の精度向上に向けた実証

を行うこととなった。 

○ 東京電力と共同研究契約を

締結し、シミュレーションと

実測データを組み合わせる

データ同化手法を応用した

予測技術と、同社の水力発電

用ダムの各種観測データや

放流操作の経験を組み合わ

せ、雨量・河川流量の予測精

度の向上と、水力発電用ダム

の発電電力量を増加させる

効率的な放流操作の技術検

討を進めることとなった。 

 

 

 

 

 

 

○ HPC に関する世界最高峰の

国際会議である SC16 におい

て、442 報の投稿論文の中か

ら最優秀論文賞を受賞して

おり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研究成果を社会に還元して

いくための研究活動として

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研究成果を社会に還元して

いくための研究活動として

高く評価する。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－３ 理化学研究所の総合力を発揮するためのシステムの確立による先端融合研究の推進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３－(1) 独創的研究提案制度 

関連する政策・施策 

 

政策目標 9 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標 9-1 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
－ － － － － － － 予算額（千円） － － － － － 
－ － － － － － － 決算額（千円） － － － － － 
－ － － － － － － 経常費用（千円） － － － － － 
－ － － － － － － 経常利益（千円） － － － － － 
－ － － － － － － 行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － － － － 

 － － － － － － － 従事人員数 － － － － － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理化学研究所は、大

学等とは異なり、より

目的を明確化した研究

開発の観点を重視し

て、柔軟かつ機動的に

研究開発体制を整備す

ることが可能である。 

また、他の国立研究

開発法人とは異なり、

科学技術に関する総合

的な研究開発機関とし

て、特定の分野に限定

されることなく研究開

科学技術に飛躍

的進歩をもたらす

新たな研究領域の

萌芽を選択・育成

する機能を全所的 

に強化するため、

独創的研究提案制

度を創設する。本

制度で推進する

「課題」は、以下

（２）に述べる主

任研究員からなる

理研科学者会議に

科学技術に飛躍

的進歩をもたらす

新たな研究領域の

萌芽を選択・育成す

る機能を全所的に

強化するため、独創

的研究提案制度を

実施する。本制度で

推進する「課題」は、

理研科学者会議に

おいて、将来新たな

研究分野へ発展す

る可能性、挑戦的・

（評価軸） 

○研究領域開拓力

や次代を担う研

究開発分野の育

成力を強化でき

たか。 

（評価指標） 

・ 新たな研究領域

を開拓する機能

強化の状況 

・ 総合力の発揮に

必要な分野や人

員バランスに配

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 基礎科学研究課題として、以

下の 1件を実施した。 

・分子システム研究 

○ 新領域開拓課題として、以下

の 6件を実施した。 

・多階層問題に対する数理・

計算科学 

・ Extreme precisions to 

Explore fundamental 

physics with Exotic 

particles（「奇妙な粒子の極

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 科学技術に飛躍的進歩をも

たらす新たな研究領域の萌

芽を選択・育成する機能を全

所的に強化する、独創的研究

提案制度を実施した。理研科

学者会議において、将来新た

な研究分野へ発展する可能

性、挑戦的・独創的な課題で

あるか等の観点から選考し、

分野融合による未踏の研究

領域の創出を目指し、基礎科

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・分野融合による未踏の研究領域の創出を目指し、基礎科学研究課題及

び新領域開拓課題を７件実施し、着実な取組を実施している。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・ボトムアップ研究は大きな成果を生むこともあり、積極的な推進は若

手のモチベーション向上からも重要。 
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発を行うことができ

る。 

これらの特長を生か

して、研究領域開拓力

及び次代を担う研究開

発分野の育成力の強化 

を図ることが重要であ

る。 

この観点から、これ

まで理化学研究所が培

ってきた先端融合研究

の機能や手法を、その 

総合力を生かすことを

重視して発展させると

ともに、理事長のリー

ダーシップの下で、卓 

越した研究実績と高い

識見及び指導力を有す

る研究者を中核とした

全所的な連携を図り、 

課題達成に向けた分野

融合及び領域開拓のた

めの基礎研究を効果的

に進める。 

この中核となる研究

者は、我が国が抱える

様々な課題の達成に向

けて、創造性に富んだ

成果を生み出し、新た

な領域開拓や分野の育

成につなげる融合研究

において重要な役割を

担うことが求められ

る。 

また、中核となる研

究者の豊かな知見・創

造力を生かし、他の研

究開発機関の先駆けと 

なるような先端融合研

究を行い、これまで以

上に複雑かつ困難な社

会的課題に対応し、科 

おいて、将来新た

な研究分野へ発展

する可能性、挑戦

的・独創的な課題

であるか等の観点

から選考し、実施

する。研究終了に

当たっては、社会

的・政策的要請に

基づく厳正な検討

を行い、推進すべ

きとされたものに

ついては、国家

的・社会的ニーズ

を踏まえた発展・

拡大を目指す戦略

的・重点的な「領

域」として研究を

行うことを理事会

において決定し、

推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独創的な課題であ

るか等の観点から

選考する。 

平成２８年度は、

分野融合による未

踏の研究領域の創

出を目指し、基礎科

学研究課題１件と、

新領域開拓課題６

件を実施する。具体

的な課題について

は以下に記載する。 

・分子システム研究 

（新領域開拓課題） 

・多階層問題に対す

る数理・計算科学 

・Extreme 

precisions to 

Explore 

fundamental 

physics with 

Exotic particles 

（「奇妙な粒子の極

限測定による基礎

物理学の探索」） 

・Integrated 

Lipidology 

（「脂質の統合的理

解」） 

・Biology of 

Symbiosis 

（「共生の生物学」） 

・「Cellular 

Evolution: 

Karyogenesis and 

Diversification」 

（「細胞進化」） 

・Dynamic 

Structural 

Biology by 

Integrating 

Physics, 

慮した中核とな

る研究者（主任

研究員）の任用

を検討・実践で

きる環境の整備

状況 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

限測定による基礎物理学の

探索」） 

・ Integrated Lipidology

（「脂質の統合的理解」） 

・「Biology of Symbiosis」/

「共生の生物学」 

・「Cellular Evolution: 

Karyogenesis and 

Diversification」/「細胞進

化」 

・ Dynamic Structural 

Biology by Integrating 

Physics, Chemistry, and 

Computational Science/「動

的構造生物学」（新規） 

○ 平成 29 年度に開始する新領

域開拓課題の公募を実施し、

新領域開拓課題 1 件を推薦

し理事会において採択され

た。（応募総数：新領域開拓

課題 5件） 

若手研究者の意欲的な研究

の支援を目指し、奨励課題を 

公募、47件を推薦し理事会 

において採択された。（応募

総数 171 件） 

学研究課題 1件、新領域開拓

課題 6 件を実施したことは

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 奨励課題制度の一部変更を

実施。これまでの研究期間１

年間を 2 年間へ変更すると

ともに、採択課題の審査期間

を 2 倍以上増やし採択課題

の絞り込みを行うなど、若手

研究者の更なる意欲的な研

究支援を目指し奨励課題を

実施したことは順調に計画

を遂行していると評価する。 
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学技術の飛躍的進歩及

び経済社会の発展に貢

献する。 

個別の研究開発につ

いて、進捗状況を把握

し、適切な検証を通じ

て、着実に領域の開拓 

につなげ、目標を達成

し実施すべき必要性が

低下したものや、科学

的インパクト、社会的 

ニーズ等に照らして優

先順位が低下したもの

については、随時、廃

止も含め厳格に見直す 

とともに、諸情勢に鑑

み、理化学研究所が実

施すべき必要性が増大

したもの等について

は、機動的に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Chemistry, and 

Computational 

Science 

（「動的構造生物

学」）（新規） 

また、分野開拓に

つながる真に卓越

した個人の発想を

重視した卓越個人

知課題２件を実施

するとともに、若手

研究者の意欲的な

研究の支援を目指

し、奨励課題を公

募、５０件程度を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３－(2) 中核となる研究者を任用する制度の創設 

関連する政策・施策 

 

政策目標 8 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 ― 欧文：322 

和文：69 

欧文：457 

和文：49 

欧文：516 

和文：42 

欧文：468 

和文：36 
－ 予算額（千円） 1,762,396 1,851,779 1,509,783 1,582,662 － 

連携数 ― 共同研究等：

186 

協定等：88 

共同研究等：

198 

協定等：90 

共同研究等：

146 

協定等：80 

共同研究等：

158 

協定等：77 

－ 決算額（千円） ― ― ― ― － 

特許件数 ― 出願：71 

登録：99 

出願：62 

登録：63 

出願：62 

登録：40 

出願：61 

登録：54 
－ 経常費用（千円） ― ― ― ― － 

外部資金 
（件/千円） 

― 件数：309 

予 算 額 ：

2,562,858 

件数：278 

予 算 額 ：

2,236,608 

件数：253 

予 算 額 ：

2,029,230 

件数：259 

予 算 額 ：

2,039,501 

－ 経常利益（千円） ― ― ― ― － 

― ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― ― － 従事人員数 334 321 353 266 － 

※主任研究員研究室群（主任研究員研究室、准主任研究員研究室、上席研究員研究室、独立/国際主幹研究ユニット、 

研究推進グループ、グローバル研究クラスタ）の合計 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理化学研究所は、大

学等とは異なり、より

目的を明確化した研究

開発の観点を重視し

て、柔軟かつ機動的に

研究開発体制を整備す

ることが可能である。 

また、他の国立研究

開発法人とは異なり、

科学技術に関する総合

的な研究開発機関とし

て、特定の分野に限定

理化学研究所の

総合的な基礎研究

の推進機関として

の役割を最大限発

揮するため、先端 

的な研究を行う上

で中核となる研究

者（主任研究員）

を任用する。 

主任研究員は特

に優れた研究業

績、高い研究指導

理化学研究所の

総合的な基礎研究

の推進機関として

の役割を最大限発

揮するため、先端

的な研究を行う上

で中核となる研究

者（主任研究員）

を任用する。 

平成２８年度

は、主任研究員を

追加で任命し、先

（評価軸） 

○研究領域開拓力

や次代を担う研

究開発分野の育

成力を強化でき

たか。 

（評価指標） 

・ 新たな研究領域

を開拓する機能

強化の状況 

・ 総合力の発揮に

必要な分野や人

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 理研の総合力を発揮するこ

とによる新たな研究分野の

開拓や卓越した人材の獲得

を行うため、卓越しかつ見識

のある科学者から成る理研

科学者会議を実施した（平成

28 年度は 6回開催）。 

○ 若手研究者に独立して研究

を推進する機会を提供し、次

世代の科学技術分野を創成

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 新たな研究分野の開拓を担

う卓越した人材を国内外に

広く公募し理研科学者会議

として新たに推薦したこと

や、研究室を主宰する優秀な

若手研究者のための准主任

研究員の公募・推薦を行った

ことは順調に計画を遂行し

ていると評価する。 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 
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されることなく研究開

発を行うことができ

る。 

これらの特長を生か

して、研究領域開拓力

及び次代を担う研究開

発分野の育成力の強化 

を図ることが重要であ

る。 

この観点から、これ

まで理化学研究所が培

ってきた先端融合研究

の機能や手法を、その 

総合力を生かすことを

重視して発展させると

ともに、理事長のリー

ダーシップの下で、卓 

越した研究実績と高い

識見及び指導力を有す

る研究者を中核とした

全所的な連携を図り、 

課題達成に向けた分野

融合及び領域開拓のた

めの基礎研究を効果的

に進める。 

この中核となる研究

者は、我が国が抱える

様々な課題の達成に向

けて、創造性に富んだ

成果を生み出し、新た

な領域開拓や分野の育

成につなげる融合研究

において重要な役割を

担うことが求められ

る。 

また、中核となる研

究者の豊かな知見・創

造力を生かし、他の研

究開発機関の先駆けと 

なるような先端融合研

究を行い、これまで以

上に複雑かつ困難な社

力及び科学者とし

ての識見を有し、

将来卓越した成果

を出し新たな分野

の創出が期待され

る者から選出さ

れ、厳正な評価を

受けつつ、自ら先

導的な研究を推進

する。また、理化

学研究所として推

進すべき研究の方

向性、理化学研究

所に招くべき卓越

した研究者の推薦

及び若手研究者の

育成等についての

提案を行う理研科

学者会議議員とし

ての役割を果た

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導的な研究を推進

する。また、理研

科学者会議に設置

した部会等の議論

を踏まえ、理化学

研究所として推進

すべき研究の方向

性や理化学研究所

に招くべき卓越し

た研究者の推薦、

准主任研究員制度

における若手研究

者の採用方針の検

討や育成に関する

支援等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

員バランスに配

慮した中核とな

る研究者（主任

研究員）の任用

を検討・実践で

きる環境の整備

状況 等 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

させるため、准主任研究員制

度を踏まえ、長期的視野を持

ち、萌芽的かつ独創的研究を

推進し、次世代の科学技術分

野の国際的なリーダーシッ

プを担う若手研究者を広く

国内外から募った。その結果

115 名の応募者を得、理研科

学者会議内の選考作業部会

において選考を行い、2名の

准主任研究員を理事会に推

薦した。（平成 28 年度採用） 
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会的課題に対応し、科 

学技術の飛躍的進歩及

び経済社会の発展に貢

献する。 

個別の研究開発につ

いて、進捗状況を把握

し、適切な検証を通じ

て、着実に領域の開拓 

につなげ、目標を達成

し実施すべき必要性が

低下したものや、科学

的インパクト、社会的 

ニーズ等に照らして優

先順位が低下したもの

については、随時、廃

止も含め厳格に見直す 

とともに、諸情勢に鑑

み、理化学研究所が実

施すべき必要性が増大

したもの等について

は、機動的に対応する。 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－４ イノベーションにつながるインパクトのある成果を創出するための産学官連携の基盤構築及びその促進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４－(1) 産業界との融合的連携 

関連する政策・施策 

 

政策目標 7 イノベーション創出に向けたシステム改革 

施策目標 7-1 産学官における人材・知・資金の好循環システ 

ムの構築 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 ― 欧文：47 

和文：12 

欧文：38 

和文：26 

欧文：34 

和文：3 

欧文：36 

和文：3 
－ 予算額（千円） 443,826 477,256 410,348 311,798 － 

連携数 ― 共同研究等：67 

協定等：3 

共同研究等：76 

協定等：2 

共同研究等：73 

協定等：1 
共同研究等：78 

協定等：1 
－ 決算額（千円） ― ― ― ― － 

特許件数 ― 出願：22 

登録：24 

出願：22 

登録：15 

出願：24 

登録：14 

出願：23 

登録：26 
－ 経常費用（千円） ― ― ― ― － 

外部資金 
（件/千円） 

― 件数：58 

予 算 額 ：

428,414 

件数：61 

予 算 額 ：

423,951 

件数：68 

予 算 額 ：

305,427 

件数：63 

予 算 額 ：

367,390 

－ 経常利益（千円） ― ― ― ― － 

 － － － － － － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 
 － － － － － － － 従事人員数 16 12 17 18 － 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

科学技術の高度化、

複雑化、市場の急速な

グローバル化に伴い、

産学官の連携を強化し 

たイノベーションシス

テムの構築が必要とさ

れているため、理化学

研究所は、その一翼を 

担い、自然科学全般に

科学技術イノベ

ーションの創出を

促進するため、バ

トンゾーンを活用

することにより、 

理化学研究所が有

する最先端の研究

シーズと産業・社

会のニーズを融合

科学技術イノベ

ーションの創出を

促進するため、バ

トンゾーンを活用

することにより、

理化学研究所が有

する最先端の研究

シーズと産業・社

会のニーズを融合

（評価軸） 

・イノベーション

の実現に向けて組

織的に研究開発に

取り組み、社会的

にインパクトのあ

る優れた研究開発

成果を創出し、そ

の成果を社会へ還

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 産業界との融合的連携研究

制度については、平成 28 年

度に新規 3 チームを設置す

るとともに、これらを含む

16 チームがそれぞれ産業界

のニーズに基づいた研究開

発を実施した。理研と企業の

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○ 産業界との融合的連携研究

制度において、平成 28 年度

に新たに 3 チームを設置す

るとともに、1件の研究課題

が企業にて実用化を見込ん

で開発や事業化の段階に移

行した。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・花王株式会社と大塚製薬株式会社との間で連携センターを新たに新設

したことは評価できる。 

・革新知能統合研究センター内において、富士通株式会社、日本電気株
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関する総合的研究機関

としての強みを生かし

て、理化学研究所内外 

の連携やネットワーク

構築により、研究開発

成果の社会還元に向け

た取組を行う。 

理化学研究所が創出

した革新的な成果の中

から、次世代の技術基

盤の創造、成果の早期 

実用化に向けて発展が

見込まれる重要なもの

を厳選し、社会への活

用・実用に向けた企業 

等への橋渡しを効果的

に推進するプログラム

を実施する。 

具体的には、企業等

と理化学研究所が共同

で研究チームを構成

し、企業主導の研究を

専門的・技術的に支援

するほか、理化学研究

所内に体制を構築し、

企業等の自主開発の決

定や実施を企画・提案

等の面から効果的に支

援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した研究推進体制 

のもと、融合的連

携研究を実施す

る。 

具体的には、理

化学研究所におい

て企業から共同研

究の提案を公募

し、この中から次

世代の技術基盤の

創造や、成果の早

期実用化等に向け

て発展が見込まれ

る課題を厳選した

のち、企業等と理

化学研究所が適切

な負担によって企

業主導の研究を推

進する。理化学研

究所は、その成果

の着実な移転のた

め、技術やノウハ

ウの面で専門的、

技術的な支援を実

施する。これによ

り、産業界との融

合的連携研究プロ

グラムにより実施

する研究課題５件

以上が、企業にお

いて実用化を見込

んで開発や事業化

の段階に移行する

ことができるよう

に本プログラムを

効果的に推進す

る。 

例えば、連携先

企業において、実

デバイスの開発ス

テージ以降や量産

化に向けた開発に 

した研究推進体制

のもと、融合的連

携研究を実施す

る。 

平成２８年度

は、産業界との融

合的連携研究制度

において、これま

でに採択した研究

開発課題を着実に

実施するととも

に、産業・社会の

ニーズを重視した 

研究開発課題の募

集、選定等を行い、

次世代の技術基盤

の創造や、成果の

早期実用化等に向

けて発展が見込ま

れる研究開発課題

を新たに実施す

る。その際、企業

経営層との対話を

通して事業化に向

けた産業界のニー

ズを正確に把握

し、理研シーズを

適切に活用した共

同研究計画を実現

することで、研究

開発に対する企業

の関与を強化し、

実効性を高めた研

究体制を構築す

る。これにより、

融合的連携研究制

度で実施する課題

において、連携先

企業にて実用化を

見込んで開発や事

業化の段階に移行

することができる

元できたか 

・産学官連携の推

進や知的財産の戦

略的な取得、活用

及び管理により、

社会への貢献を果

たすことができた

か 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出並びにその普及

及び実用化の促進

を図るため、大

学・民間企業等と

ともにオープンイ

ノベーションの実

践に取り組んだ

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制） 

等 

 

（モニタリング指

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特 許 件 数 （ 出

人材で一つのチームを形成

し、企業のチームリーダー主

導のもと研究開発を行うこ

とによって、基礎研究の実用

化プロセスを理解する人材

の育成がなされている。 

○ 上記制度にて平成 23 年度か

ら平成 25 年度まで設置され

た「生体反応制御材料研究チ

ーム」において開発された

「細胞接着性を有する人工

硬膜」について、平成 28 年

7 月に特許権実施許諾契約

を締結し、特許権の許諾を受

けた企業が医薬品医療機器

総合機構（PMDA）に製造販売

許可申請を行い、平成 29 年

度中の上市を目指し準備が

進められることとなった。 

○ 産業界との連携センター制

度については、平成 28 年 4

月より花王株式会社と共同

で、理研脳科学総合研究セン

ター（BSI）内に「理研 BSI-

花王連携センター」を開設し

た。また、平成 28 年 9 月よ

り大塚製薬株式会社と共同

で、理研多細胞システム形成

研究センター（CDB）内に「理

研 CDB-大塚製薬連携センタ

ー」を開設した。 

また、平成 29 年 4 月より革

新知能統合研究センターに

おいて、富士通株式会社、日

本電気株式会社、株式会社東

芝との間でそれぞれ、「理研

AIP-富士通連携センター」

「理研 AIP-NEC 連携センタ

ー」「理研 AIP-東芝連携セン

ター」を開設予定である。 

さらに 2 つの連携センター

の開設に向け、企業側との協

 

 

 

 

 

 

○ 3 つの連携センターを開設

する予定である。更に 2つの

連携センターの開設に向け、

企業側との協議が大詰めの

段階となっている。中長期計

画終了時点で 2 件以上達成

するという目標に対し、4年

度目において 6 件の開設を

確実にした。 

 

 

 

 

○ 企業ニーズに対し、理研の研

究全体を俯瞰しながら、両者

で連携テーマを創出すると

いう新たな「連携プログラ

ム」をダイキン工業との間で

発足し、組織－組織の企業連

携の新たな連携の枠組みを

構築した。 

○ 加えて、各制度の一層の推進

を図るために事業開発の推

進、制度の見直しを実施する

など、研究成果をより効果的

に社会に還元するための体

制・環境整備といったマネジ

メントに取り組んでいる。 

 

以上より、目標を上回る実績を

上げており、高く評価できる。  

 

 

 

 

 

式会社、株式会社東芝との間で人工知能の取組を強化する連携センター

の設置に向けた準備を行ったことは高く評価できる。 
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 着手されるなど、

研究から開発ステ

ージへの展開に結

びつく成果を創出

する。また、幅広 

い企業ニーズに対

して組織的かつ包

括的に連携する産

業界との連携セン

ター制度を積極的 

に推進し、中長期

目標期間中に２件

以上設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ような成果を１件

以上創出するこ 

とを目指す。 

産業界との連携

センター制度につ

いては、これまで

に設置した連携セ

ンターにおける活

動を強力に推進す

るとともに、中長

期目標期間中に２

件以上設置するこ

とを目指し、事業

開発を実効的に進

める。具体的には、

企業経営層への積

極的なアプローチ

を行い産業界のニ

ーズの把握及び潜

在ニーズの開拓に

努めるとともに、

所内各所の調整を

密に行うことで、

組織的かつ包括的

な連携の提案 

を積極的に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

願、登録） 

・ 10 年以上保有し

ている特許の実

施化率 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

議が大詰めの段階となって

いる。 

○ イノベーション推進センタ

ー事業開発室により、企業経

営層への積極的なアプロー

チを行い、産業界のニーズの

把握及び潜在ニーズの開拓

に努めるとともに、所内各所

の調整を密に行うことで、組

織的かつ包括的な連携の提

案を積極的に行った。成果と

して、新規連携センターの開

設に至った他、新規共同研究

を 11社と 12 件開始し、引き

続き、13 社と検討を継続し

ている。 

○ 基礎研究成果を企業が受け

取るコア技術に高めるため、

産業連携促進費制度を創設

した。これは、もう一歩の技

術的ブレークスルーを図れ

ば産業連携に結びつく研究

成果や特許技術に関する課

題の募集・選定を行い、産業

連携促進費を手当てするこ

とで、理研の研究成果と企業

のニーズとの間にあるギャ

ップを埋め、理研と企業との

産業連携を促進する制度で

ある。 

○ 東京大学 i.school 及び一橋

大学 大学院商学研究科と共

同して、未来洞察による新研

究課題・ビジョンを探索する

ために、理研の若手研究系職

員が参加するワークショッ

プを 2回、シンポジウムを 1

回開催した。 

○ 企業ニーズに対し、理研の研

究全体を俯瞰しながら、両社

で連携テーマを創出すると

いう、組織-組織の企業連携
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の新たな枠組みである「連携

プログラム」を構築した。具

体的には、平成 28年 10 月よ

り、 ダイキン工業株式会社

と共同で、産業連携本部内に 

「理研―ダイキン工業健康

空間連携プログラム」を設置

した。 

○ 社会・企業・病院等（ニーズ

側）や大学（シーズ側）の現

場の課題の共有、課題解決に

向けた連携内容の検討等を

行う枠組みとして、産学官連

携に係るコンソーシアム制

度を設けた。第一号コンソー

シアムとして、健康脆弱化予

知予防コンソーシアムを

H28 年 2 月に設立し、その下

で、ワークショップ、研究会

等を開催した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４―（２）―① （２）横断的連携促進 ①バイオマス工学に関する連携の促進 

関連する政策・施策 

 

政策目標 9 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標 9-2 環境・エネルギーに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 ― 欧文：44 

和文：0 

欧文：48 

和文：0 

欧文：(50) 

和文：(0) 

欧文：(24) 

和文：(0) 
－ 予算額（千円） 642,082 600,883 (488,866) (386,987) － 

連携数 ― 共同研究等：5 

協定等：8 

共同研究等：17 

協定等：8 
― ― － 決算額（千円） ― ― ― ― － 

特許件数 ― 出願：7 

登録：0 

出願：7 

登録：0 
― ― － 経常費用（千円） ― ― ― ― － 

外部資金 
（件/千円） 

― 件数：0 

予算額：0 

件数：0 

予算額：0 

件数：(6) 

予 算 額 ：

(26,730) 

― － 経常利益（千円） ― ― ― ― － 

― ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― ― － 従事人員数 1 3 ― ― － 
※平成 27 年度より、環境資源科学研究の一部として実施。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グリーンイノベーシ

ョンの実現に向けて、

理化学研究所内の関連

事業と連携し、石油に

代わってバイオマスか

ら有用物質を生み出す

ことで二酸化炭素を資

源として活用すること

を可能とする革新技術

による新産業を創出

し、広く社会に展開す

ることを目指す。 

二酸化炭素を資

源として活用可能

にする新たな持続

的循環型の社会シ

ステム基盤の構築

を目指して、実用

的なバイオプロセ

ス技術を確立し、

新たな産業にまで

つなげるため、国

内外の大学、研究

機関及び企業と組

二酸化炭素の資

源化に向け、ゲノ

ム科学基盤やバイ

オテクノロジーを

駆使して、バイオ

マス生産から化学

製品材料、バイオ

プラスチック（最

終製品）につなげ

る革新的で一貫し

たバイオプロセス

生産技術を確立す

（評価軸） 

・イノベーション

の実現に向けて組

織的に研究開発に

取り組み、社会的

にインパクトのあ

る優れた研究開発

成果を創出し、そ

の成果を社会へ還

元できたか 

・産学官連携の推

進や知的財産の戦

＜主要な業務実績＞ 

 

〇バイオマス利用実用化のため

の、ストレス耐性の形質を示し

た複数の有用遺伝子を導入し

て作製した組換えポプラの栽

培を、筑波大学の特定網室と南

京林業大学の隔離ほ場で進め、

ストレス関連の遺伝子発現プ

ロファイルを解析した。 
〇草本バイオマスモデル植物で

ある倍数体ミナトカモジグサ

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

〇隔離ほ場での試験実施に加え

て遺伝子発現プロファイルの

解析も行い、植物バイオマス利

用実用化のための有用形質を

発現する植物の開発に向けて、

順調に計画を遂行していると

評価する。 

 

〇バイオマス増産に役立つ新規

遺伝子として、環境ストレス耐

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められた

以上の業務の進捗が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
・クモ糸タンパク質のアミノ酸配列に類似したマルチブロックポリペプ

チドの合成に成功しており、既存の石油由来の高強度材料の代替品とし

て期待される。 
 
・天然ゴムの資源となる樹木であるパラゴムノキでゲノム解読を行い、
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また、実用的なバイ

オプロセス技術を確立

し、新たな産業にまで

つなげるため、国内外

の大学、研究機関及び

企業が共同研究等を通

じて基礎研究の成果を

産業応用に円滑につな

げるための組織間連携

や融合の中心的な役割

を理化学研究所が担う

効果的な体制を整備

し、社会や産業界が求

める科学的・技術的ニ

ーズの把握を基礎的な

研究段階から行いなが

ら、革新的な技術とシ

ステムの開発を目指し

たオープンイノベーシ

ョンを推進する。 
これらにより、平成

３１年度までに植物バ

イオマスを原料とした

新材料の創成を実現す

るための、革新的で一

貫したバイオプロセス

の確立に必要な研究開

発を実施する。 
本中長期目標期間に

おいては、新材料の創

成に向けたバイオプロ

セス確立のための道筋

をつけ、その要素技術

の産業界への導入を実

現する。 
 
 
 
 
 
 
 

織的連携・融合し

た研究体制の下、

基礎的な技術開発

から産業界への橋

渡しまでの中心的

な役割を担い、オ

ープンイノベーシ

ョンを推進する。

具体的には、以下

の３つを平成３１

年度までに達成す

る目標として掲げ

バイオマスを用い

た革新的で一貫し

たバイオプロセス

を確立する新技術

の開発を行う。 
 
①植物の機能強

化による「高生産

性・易分解性を備

えたスーパー植

物」の開発を目指

して、本中長期目

標期間には、ポプ

ラの野外試験を実

施し、植物バイオ

マス利用実用化の

ための有用形質を

発現する植物を開

発する。 
 
②バイオテクノ

ロジーを活用した

化学製品原料の効

率的な「一気通貫

合成技術」、具体的

には、微生物変換

によるバイオマス

の一体的な分解・

合成プロセスの開

発を目指し、本中

るための研究開発

を実施すること

で、新産業を創出

し、広く社会に展

開することを目指

す。 
平 成 ２ ８ 年 度

は、以下の研究を

行う。 
 
①植物の機能強

化による「高生産

性・易分解性を備

えたスーパー植

物」 
植物のバイオマ

ス量の高生産性、

環境ストレス耐

性、木質の分解性

に関連する有用な

遺伝子を組み込

み、得られた遺伝

子組換え植物につ

いて国内外の大

学、研究機関と連

携して、ほ場試験

を引き続き実施す

る。さらに草本バ

イオマス活用に向

け、モデル植物で

あるミナトカモジ

グサ等のゲノム情

報基盤を利用し、

バイオマス増産に

役立つ新規遺伝子

の機能を解明す

る。 
 
②バイオテクノ

ロジーを活用した

化学製品原料の効

率的な「一気通貫

略的な取得、活用

及び管理により、

社会への貢献を果

たすことができた

か 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出並びにその普及

及び実用化の促進

を図るため、大

学・民間企業等と

ともにオープンイ

ノベーションの実

践に取り組んだ

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制） 

等 

 

（モニタリング指

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特 許 件 数 （ 出

願、登録） 

・ 10 年以上保有し

ている特許の実

を用いてバイオマス増産に関

わる環境ストレス耐性に関わ

る遺伝子群を同定し、その機能

が一方の祖先種の高温応答性

を介して生じることを明らか

にした。 
〇植物の細胞核内に存在して、数

多くの植物の青色光応答を制

御する重要な光受容体である

クリプトクロムが、青色光を受

容すると二量体化することで

活性化されること、新規 BIC1

タンパク質がクリプトクロム

の青色光依存的二量体化を阻

害することにより、クリプトク

ロムの活性を調節しているこ

とを明らかにし、トップジャー

ナルに掲載されるほどインパ

クトが大きな成果となった。 
〇青色光受容体のクリプトクロ

ムは植物の細胞伸長を抑制す

る。その効果を阻害する低分子

化合物を単離し、それが直接ク

リプトクロムに結合すること

で阻害効果を示すことを明ら

かにした。 
〇植物細胞に働いて細胞壁を肥

厚させ、分解性を促進すること

で糖化効率を上げる化合物に

ついてケミカルスクリーニン

グを用いて見出した。 
〇マレーシア科学大学との国際

共同研究により、天然ゴム原料

である東南アジアで広く用い

られている系統のパラゴムノ

キの全ドラフトゲノム配列を

決定し、データベースとして公

開するとともに、ゴム生合成に

関わる遺伝子がクラスタを形

成していることを見出した。 
〇横浜ゴム株式会社/日本ゼオン

株式会社との共同研究を通し

性に関わる遺伝子の機能解明

を進めているため順調に計画

を遂行していると評価する。 

 

 

 

〇クリプトクロムはさまざまな

農業上の重要形質を制御して

いるため、本研究の成果は今

後、作物量のバイオマス増収等

につながると期待できる、こと

から非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

〇同定した化合物によってクリ

プトクロムの機能を制御する

ことで、農業的に重要な性質を

制御することが可能になり、収

穫時期や穀物の増収に貢献す

ると期待できるため高く評価

する。 

〇細胞壁を厚くして糖化効率を

上げる化合物を見出した成果

は、セルロースバイオマス利用

に向けた大きな成果であるた

め、高く評価する。 

〇国際連携により重要資源作物

のパラゴムノキのゲノム配列

決定を行い広くデータ公開し

たことは、ゴム産業に貢献する

成果であるため高く評価する。 

 

 

 

 

〇企業連携により、本年度はイソ

プレンを新規にバイオ合成す

93.7%以上の遺伝子情報を包括する質の高いドラフトゲノムを得ること

に成功したことは、天然ゴムの生産性や機能向上につながることが期待

される。 
 
・運営面においては、センター長が強いリーダーシップを発揮し、関連

企業との連携を戦略的に進め、イソプレンを新規にバイオ合成する酵素

の高活性体の取得や、新規樹脂素材の合成等の成果を上げている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
・引き続き、国内外の研究機関や企業等と連携し、研究成果の最大化を

積極的に推進することが必要である。 
 

＜有識者からの意見＞ 

・バイオマスを原料とした有用物質の生産や新規の高性能樹脂開発等に

おいて顕著な成果が得られており、今後の応用展開に期待が持てる。 
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長期目標期間に

は、効率的な微生

物等の設計技術を

開発する。 
 

 ③ポリ乳酸に並

び立つ 「新たなバ

イオプラスチッ

ク」の開発を目指

し、本中長期目標

期間には、新規バ

イオポリマー素材

を開発し、要素技

術を１件以上企業

に技術移転する。 
また、オープン

イノベーション推

進のために、社会

や産業界が求める

科学的・技術的ニ

ーズを把握し、そ

のニーズに応える

共同研究の提案機

能を強化する必要

がある。そのため

に、組織横断的な

研究の統括を行う

プログラムディレ

クターに加え、産

業界の橋渡しを含

めた組織連携・融

合の中心となる連

携促進コーディネ

ーターを設置した

研究推進体制を整

備する。連携促進

コーディネーター

は、要素技術毎に、

研究の早い段階か

ら異分野の研究領

域も含めた情報交

換を進め、社会や

合成技術」 
バイオマスを原

料として微生物を

用いた様々な化合

物を生産するバイ

オリファイナリー

技術に必要なプロ

セスの要素技術を

開発する。具体的

には、開発したシ

ミュレーションプ

ログラムを用いて

設計した微生物代

謝物の合成ルート

について、実際の

微生物を用いて実

証試験を進めると

ともに、新たな合

成ルートを探索す

る。 
 
③ポリ乳酸に並

び立つ「新たなバ

イオプラスチッ

ク」の開発 
ポリエステルの

代替材料として期

待され、微生物が

作り出すポリヒド

ロキシアルカン酸

（ＰＨＡ）を素材

としたバイオプラ

スチックを実材料

として利用可能と

するために、引き

続き、成形・加工

高度化技術及び高

強度材料化技術の

開発、高付加価値

な新規機能を付加

させたＰＨＡ素材

を企業と連携して

施化率 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

て、人工代謝経路を細胞内で構

築することに成功し、人工代謝

反応を実現することにより、イ

ソプレンを新規にバイオ合成

する酵素の高活性体を取得す

ることに成功した。 
〇細胞内の既存の代謝反応を最

適化することにより、コリスミ

酸誘導体化合物生産のための

プラットフォームとなる細胞

を構築することに成功し、そこ

から派生し樹脂原料等様々な

用途に応用可能な 9 種類の化

合物をそれぞれ高生産するこ

とに成功した。 
〇高強度を示すクモ糸タンパク

質のアミノ酸配列に類似した

一次構造を持つポリペプチド

を化学的に合成する手法を開

発し、合成したポリペプチドが

クモ糸類似の二次構造を形成

していることを明らかにした。 
 
 
 
 
〇株式会社カネカとの共同研究

で、土壌細菌の Ralstonia 

eutropha に炭素源としてグリ

コール酸を与えることにより、

側鎖水酸基（-OH）を持つジヒ

ドロキシブタン酸を導入した

新規バイオポリエステル

「PHBVDB」の生産に成功し、生

体親和性の高い新素材である

ことを明らかにした。 
〇PHA 素材の強靭化については

株式会社カネカと共同研究を

行っており、従来の成果を基に

パイロットプラントを始動さ

せた。さらに PHA 素材の強靭化

を可能とする添加物として、ポ

る酵素取得に成功するなど

2020 年代前半の実用化に近づ

く目に見える成果を上げ、実用

化に向けて着実に進展してい

るため非常に高く評価する。 

 

〇バイオマスを原料とした微生

物による様々な化合物生産に

おいて、生体物質の原料となる

コリスミ酸誘導体化合物に関

して、基盤となるプラットフォ

ームを構築したため順調に計

画を遂行していると評価する。 

 

 

〇本研究で確立した合成手法を

用いると、微生物合成法よりも

低コストで、大量のポリペプチ

ド材料を得ることができる。得

られた材料は既存の石油由来

高強度材料をも凌ぐ新材料と

して、化石燃料や鉄などの金属

資源を代替する可能性もあり、

持続可能社会の実現に大きく

貢献すると期待できるため非

常に高く評価する。 

〇生体材料への利用や側鎖修飾

による高機能化への利用等、

PHA の用途拡張が期待できる

ため高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

〇PHA 素材の強靭化を可能とす

る添加物の設計を進め、株式会

社カネカとの共同研究でパイ

ロットプラントを始動させ、

PHA 素材の強靭化を可能とす

る添加物を見出す等企業との
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産業界が求める科

学的・技術的なニ

ーズを把握し、プ

ログラムディレク

ターの下、実現化

に向けて産業界、

国内外の大学・公

的研究機関との戦

略的な共同研究等

を行い、得られた

技術・プロダクト

を広く社会へ展開

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開発する。また、

得られた技術・プ

ロダクトを広く社

会へ展開するため

に、産業界との橋

渡しを含めた組織

連携・融合に向け

て研究推進体制を

強化し、社会や産

業界が求める科学

的・技術的なニー

ズの把握や、産業

界、国内外の大

学・公的研究機関

との戦略的な共同

研究等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

リエチレングリコールとポリ

ヒドロキシアルカン酸からな

るブロック共重合体を設計し、

その分子量並びに組成調整に

よって引裂強度をコントロー

ルできることを見出した。 
〇新規高性能樹脂として、リグニ

ン分解の主要生産物であるバ

ニリンを原料とした耐熱性樹

脂素材の開発を推進し、エンジ

ニアリングプラスチックの中

でもさらに耐熱性に優れたス

ーパーエンジニアリングプラ

スチックに分類できる新規樹

脂素材の合成に成功した。 
 
【マネジメント・人材育成】 
〇センター長が強いリーダーシ

ップを発揮し、研究成果最大化

及び当該研究分野の発展に資

するため、合成ゴムの大量生産

で大きな可能性を秘めている

代謝効率の高い生合成経路の

研究やバイオポリマー生産技

術の研究をはじめとした企業

との連携を新規市場の開拓も

視野に入れて戦略的に進め、イ

ソプレンを新規にバイオ合成

する酵素の高活性体の取得や、

新規樹脂素材の合成等の成果

を上げた。 
〇2 名の若手リーダーが大型プ

ロジェクトERATO, ALCAの研究

総括及び研究代表となり

ImPACT、CREST の分担者となっ

た。さらに、若手研究者を中心

とした研究企画・発表の場など

を設けるとともに、意欲的な若

手リーダーを次期の経営戦略

の検討の中心に据え活発な議

論を牽引させるなど、人材育成

も着実に進んだ。 

連携により顕著な成果を産み

出していることから非常に高

く評価する。 

 

 

 

〇PHA に続く新たな新規高性能

樹脂についても、企業と連携し

て新規樹脂素材の合成に成功

しているため非常に高く評価

する。 

 

 

 

 

 

 

〇企業との連携が進展して成果

創出に向けた活発な研究推進

体制が構築された。創出した成

果を広く社会展開するために、

戦略的に応用展開が将来的に

有望視される企業との連携を

複数進め、バイオテクノロジー

を活用した化学製品原料の効

率的な合成や新規バイオポリ

マーの合成等に係る特に顕著

な成果を上げているため、非常

に高く評価する。 

 

 

〇若手リーダー 2 名による

ERATO、ImPACT、CREST、ALCA

等の大型予算獲得は、若手研究

者の育成が大きく進展してい

ることを示している。中でも

ERATO（研究期間：5 年程度、

研究費総額：最大 12 億円程度）

の研究総括は、CSRS での植物

細胞中の複数の細胞内小器官

を複合的に操作・改変する研究

を発展させて、推薦公募および
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JST 独自調査により作成した

候補者母集団（1,394 名）の中

から選出された3名のうちの1

名となっており、傑出した研究

を行う若手リーダーが CSRS で

育っている好例である。加え

て、本例に続くような人材育成

の施策を積極的に行っている

ため今後に期待が持てること

から非常に高く評価する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４―（２）―② （２）横断的連携促進 ②創薬関連研究に関する連益の促進 

関連する政策・施策 

 

政策目標 9 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標 9-3 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への

対応 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ（創薬・医療技術基盤プログラム） 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 ― 欧文：(6) 

和文：(18) 

欧文：(6) 

和文：(0) 

欧文：(1) 

和文：(0) 

欧文：(6) 

和文：(0) 
－ 予算額（千円） 840,000 1,000,000 832,994 733,109 － 

連携数 ― 共同研究等：16 

協定等：2 

共同研究等：27 

協定等：2 

共同研究等：29 

協定等：2 

共同研究等：26 

協定等：3 
－ 決算額（千円） ― ― ― ― － 

特許件数 ― 出願：3 

登録：0 

出願：4 

登録：0 

出願：1 

登録：0 

出願：4 

登録：8 
－ 経常費用（千円） ― ― ― ― － 

外部資金 
（件/千円） 

― 件数：(0) 

予算額：(0) 

件数：(0) 

予算額：(0) 

件数：(0) 

予算額：(0) 

件数：(0) 

予算額：(0) 
－ 経常利益（千円） ― ― ― ― － 

― ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― ― － 従事人員数 12 12 14 13 － 
※理研横断型のプログラムであるため、論文数、外部資金については、研究者等が本務で所属するセンター等の実績においてカウント 
２．主要な経年データ（予防医療・診断技術開発プログラム） 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
論文数 ― 欧文：(4) 

和文：(4) 

欧文：(24) 

和文：(0) 

欧文：(21) 

和文：(28) 

欧文：(16) 

和文：(9) 
－ 予算額（千円） 71,492 143,702 123.279 122,315 － 

連携数 ― 共同研究等：9 

協定等：1 

共同研究等：12 

協定等：4 

共同研究等：23 

協定等：6 

共同研究等：25 

協定等：8 
－ 決算額（千円） ― ― ― ― － 

特許件数 ― 出願：6 

登録：0 

出願：7 

登録：0 

出願：3 

登録：0 

出願：6 

登録：0 
－ 経常費用（千円） ― ― ― ― － 

外部資金 
（件/千円） 

― 件数：(2) 

予算額：(3,200) 

件数：(4) 

予算額：(15,000) 

件数：(8) 

予算額：(77,780) 

件数：(11) 

予 算 額 ：

(107,891) 

－ 経常利益（千円） ― ― ― ― － 

― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― ― 
 ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 13 11 11 8 ― 
※理研横断型のプログラムであるため、論文数、外部資金については、研究者等が本務で所属するセンター等の実績においてカウント 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ライフイノベーショ

ンの実現に向けて、理

化学研究所の有するＳ

Ｐｒｉｎｇ－８やスー

パーコンピュータ「京」

等の世界トップレベル

の研究基盤を横断的に

活用し、創薬プロセス

や、医療の現場で実際

に活用される技術に最

適化する革新的な技術

基盤を創出して、理化

学研究所が持つ脳科

学、発生・再生科学、

統合生命医科学といっ

た疾患研究の基盤や、

大学等の研究機関の研

究開発成果から得られ

る重要なシーズの実用

化に向けて包括的に支

援することにより、革

新的な創薬や医療技術

の創出につなげる。 
また、関係府省が連

携してアカデミア等の

創薬研究を支援する取

組に参画し、上記の技

術基盤を活用して理化

学研究所でなければで

きない支援を実施す

る。 
これらにより、理化

学研究所内外のシーズ

をもとに適切な段階で

特許を取得し、又は臨

床研究段階に進め、そ

の中から企業又は医療

機関に創薬候補化合物

創薬関連研究に

関する連携の促進

では、理化学研究

所が有する世界ト

ップレベルの研究

基盤を組織横断的

に活用し、基礎研

究から生まれたシ

ーズを実際の創薬

プロセスや、医療

の現場で活用され

る技術として製薬

企業や医療機関に

導出することを目

的に、創薬や医療

技術の研究開発を

行う創薬・医療技

術基盤プログラム

を実施する。また、

医薬品や医療技術

を効果的に使用す

るために重要な診

断法の開発等を行

う予防医療・診断

技術開発プログラ

ムを実施する。 
創薬・医療技術

基盤プログラムで

は、理化学研究所

の各研究センター

や大学等で行われ

ている様々な基礎

疾患研究から見い

だされる創薬標的

（疾患関連タンパ

ク質）を対象に、

各研究センターが

設置する創薬基盤

①創薬・医療技術

基盤プログラム 
理化学研究所の

各研究センターや

大学等で行われて

いる様々な基礎疾

患研究から見いだ

される創薬標的

（疾患関連タンパ

ク質）を対象に、

各研究センターが

設置する創薬基盤

ユニットが連携し

て医薬品の候補と

なる低分子化合

物、抗体、核酸等

の新規物質を創成

し有効な知的財産

の取得を目指す創

薬・医療技術研究

を推進する。また、

非臨床研究段階の

トランスレーショ

ナルリサーチとし

て安全性評価等を

行う創薬・医療技

術プロジェクトを

推進し、これらを

適切な段階で企業

や医療機関等に導

出する 
これらの取組を

通じて、シード探

索、リード最適化

段階の創薬・医療

技術研究について

は、本中長期目標

期間において、最

・イノベーション

の実現に向けて組

織的に研究開発に

取り組み、社会的

にインパクトのあ

る優れた研究開発

成果を創出し、そ

の成果を社会へ還

元できたか 

・産学官連携の推

進や知的財産の戦

略的な取得、活用

及び管理により、

社会への貢献を果

たすことができた

か 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出並びにその普及

及び実用化の促進

を図るため、大

学・民間企業等と

ともにオープンイ

ノベーションの実

践に取り組んだ

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

＜主要な業務実績＞ 

 

① 創薬・技術基盤プログラム 

〇中長期計画に示した目標を達

成するために、平成 28 年度に

おいては、理化学研究所内外の

シーズ（疾患の原因タンパク質

標的）についての創薬研究のう

ち、シード（化合物、抗体、細

胞等）探索段階の創薬・医療技

術研究について１テーマをリ

ード（動物モデルで有効な化合

物、抗体、細胞等で欠点を改良

すれば知財や開発品を創製で

きるもの）最適化段階に進める

こと、リード最適化段階の創

薬・医療技術研究については１

テーマに関し最終製品を包含

する特許の取得段階に進める

こと、創薬・医療技術プロジェ

クトにおいて１件に関して臨

床試験へ進めるか、企業または

医療機関へ導出することを目

標とした。 

〇1 テーマをリード最適化に進

める研究目標に対し、創薬・医

療技術研究において「エピゲノ

ムを標的とした抗がん剤Ⅰ」の

テーマがシード探索段階から

リード最適化段階に到達し、研

究目標を達成した。 

〇１テーマを最終製品を包含す

る特許取得段階に進める研究

目標に対し、リード最適化段階

である「T/NK 細胞リンパ腫治

療抗体」の開発において最終製

品を包含する特許取得段階に

到達し、研究目標を達成した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

① 創薬・技術基盤プログラム 

〇中長期計画（モニタリング指

標）の達成に向けた平成 28 年

度計画に関し、シード探索段階

の創薬・医療技術研究について

1 テーマをリード最適化段階

に進める目標に対して 1 テー

マが、1テーマを最終製品を包

含する特許取得段階に進める

目標に対して 1テーマが、１プ

ロジェクトに関して臨床試験

へ進めるか、企業または医療機

関へ導出する目標に対して 2

件が到達し、年度計画を超えて

達成したことから、高く評価す

る。 

 なお、中長期計画における目標

は下記のとおり。 

・開発品を包含できる特許提出段

階での企業への導出を 2 件以

上行う。 

・臨床開発候補品あるいは臨床開

発品段階での企業または医療

機関への導出を 2件以上行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・創薬・医療技術基盤プログラムについて、成果導出への取組の結果、

「幹細胞を標的とした白血病治療薬」および「T/NK 細胞リンパ腫治療抗

体」の 2件に関して特許提出段階での企業移転を行い、目標を上回った。 

 

・創薬・医療技術基盤プログラムについて、網膜の再生医療技術プロジ

ェクトに対してマネジメント主導による有識者との連携など積極的な

支援を行い、世界初の他家 iPS 細胞由来の RPE 細胞移植の臨床研究の開

始に大きく貢献した。 

 

・予防医療・診断技術開発プログラムについて、理研のシーズを医療の

ニーズにつなげ、プロダクトを世に送り出すための取組を継続的に実施

した結果、25件の横断型プロジェクトを提案し、225 百万円の外部資金

を獲得した。 

 

・予防医療・診断技術開発プログラムについて、成果導出の取組の結果、

インフルエンザ迅速診断システムの発展として、ロシア企業と携帯型の

診断デバイスの開発と実用の共同研究契約を締結した。 

 

 

＜有識者からの意見＞ 

・プロジェクトの企業移転を始め、目標を上回る成果が多く得られてお

り、今後の社会での成果の活用が期待される。 

 

・目標・計画を上回る十分な成果が得られた。企業連携・社会実装のプ

ログラムがマネージメントとともに機能し、成果を上げている。 

 

・幹細胞を標的とした白血病治療薬と T/NK 細胞リンパ腫治療抗体の２

つを企業移転しており 2件の目標を達成している。 

 

・iPS の臨床研究は大きな成果である。iPS 再生医療は有効性の評価も

望まれる。 
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等として、４件以上を 
移転する。 

さらに、医薬品を効

果的に使用するために

は、適切な診断技術と

の組合せが重要である

ことから、例えば、理

化学研究所が有するゲ

ノムオミックス研究の

技術等を活用して理化

学研究所の各センター

と連携し、疾患の発症

前や早期段階において

検出が可能なバイオマ

ーカーを探索し、それ

を用いた診断法の開発

等を実施する。具体的

には、探索されたバイ

オマーカーを簡便に検

知できる診断機器等に

ついて薬事申請を視野

に入れた研究開発を進

め、企業に移転する。 
理化学研究所は、上

記のほか、政策的要請

や社会的要請に基づ

き、科学技術イノベー

ションの実現に向け

て、計画の提案を行い、

重点的に連携・ネット

ワークのプログラムを

推進する。 

ユニットが連携し

て医薬品の候補と

なる低分子化合

物、抗体、核酸等

の新規物質を創成

し有効な知的財産

の取得を目指す創

薬・医療技術研究

を推進する。また、

非臨床研究段階の

トランスレーショ

ナルリサーチとし

て安全性評価等を

行う創薬・医療技

術プロジェクトを

推進し、これらを

適切な段階で企業

や医療機関等に導

出する。このため、

プログラムにマネ

ジメントオフィス

を置き、適切な専

門人材を配置し

て、有望な創薬・

医療技術研究やプ

ロジェクトのリソ

ース重点化、年度

毎のステージアッ

プ目標に対する進

捗管理を行うこと

により、創薬基盤

ユニットが連携し

て効果的・効率的

に推進するための

マネジメントシス

テムを確立する。

これにより、従来

は困難であった標

的タンパク質を解

析する技術や、新

しい創薬標的を同

定する技術等の開

終製品を包含する

特許の取得段階に

まで進め、２件以

上を企業に移転す

る。また、創薬・

医療技術プロジェ

クトについて非臨

床段階から臨床段

階にステージアッ

プし、本中長期目

標期間において、

２件以上を企業又

は医療機関に移転

する。 
平成２８年度は、

前年度に引き続

き、上記目標を達

成するためにシー

ド探索段階の創

薬・医療技術研究

について１件をリ

ード最適化段階に

進めるとともに、

１件に関して最終

製品を包含できる

特許出願段階へ進

め、創薬・医療技

術プロジェクトに

ついては、１件に

関して臨床試験へ

進めるか、あるい

は企業又は医療機

関へ移転する。 
大学等の基礎的

研究成果を医薬品

として実用化に導

くための研究開発

を支援する取組で

ある「創薬支援ネ

ットワーク」の参

画機関として、引

き続き関係機関と

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制） 

等 

 

（モニタリング指

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特 許 件 数 （ 出

願、登録） 

・ 10 年以上保有し

ている特許の実

施化率 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 

〇1 プロジェクトに関して臨床

試験へ進めるか、企業または医

療機関へ導出する目標につい

ては、「幹細胞を標的とした白

血病治療薬」および「T/NK 細

胞リンパ腫治療抗体」の 2件に

関して特許提出段階での企業

移転を行い、目標を上回った。 

〇社会への成果還元に向けて、本

プログラムでは、創薬標的（シ

ード）特定段階での移転（出口

1）、開発品を包含できる特許提

出段階での移転（出口 2）、臨

床開発段階での移転（出口 3）

の 3つの出口戦略を設け、研究

開発を進めている。平成 28 年

度においては、出口 2に向け、

4 テーマに関して特許出願し

た。また、上記に記載したよう

に、2テーマについて特許出願

段階での企業移転（出口 2）を

達成した。さらに、平成 27 年

9 月より Exit1 を目指して 11 

社を対象に行った研究開発本

部長クラスとの面談の成果と

して、大塚製薬と CDB の連携セ

ンターが平成28年9 月1 日に

設立された。 

〇網膜の再生医療技術プロジェ

クトにおいては、理研としてト

ランスレーショナルリサーチ

の実施を許可するにあたって

創薬・医療技術基盤プログラム

ディレクターから理事長へ実

施計画を申請するとともに、臨

床開発支援室を通じたプロジ

ェクトマネジメント支援や、

iPS 細胞から調整した移植細

胞のゲノム変異に関する理研

内の連携構築等を通じた支援

を実施してきた。平成 29 年 2

月に厚生労働省から「滲出型加

〇企業への成果移転に向けて複

数プロジェクトにおいて進展

が見られたこと、特に、2プロ

ジェクトが企業へ移転され、着

実に社会実装に向けて進んだ

ことを高く評価する。 

また、網膜の再生医療技術プロ

ジェクトにおいては、本プログ

ラムからのプロジェクトマネ

ジメント支援や、iPS 細胞から

調整した移植細胞のゲノム変

異に関する理研内の連携構築

等を通じ、世界初の他家 iPS

細胞由来の RPE 細胞移植の臨

床研究の開始に貢献したこと

を高く評価する。さらに人工ア

ジュバントベクター細胞によ

るがんワクチンのプロジェク

トにおいてはプログラムから

のプロジェクトマネジメント

により、東京大学医科研におけ

る世界初の医師主導治験の開

始直前に至ったことを高く評

価する。 
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発と連携し、これ

らも活用して創

薬・医療技術研究

やプロジェクトを

推進し、企業や医

療機関への導出活

動を行う。また、

府省が連携してア

カデミア等の創薬

研究を支援する取

組などを通じて、

大学や医療機関と

の連携強化や先端

的技術を創薬研究

に展開するための

企画・調整を行う。

これらの取組を通

じて、理化学研究

所内外のシーズに

ついて創薬研究を

推進し、その中か

らシード探索、リ

ード最適化段階の

創薬・医療技術研

究については、最

終製品を包含する

特許の取得段階に

まで進め、２件以

上を企業に移転す

る。また、創薬・

医療技術プロジェ

クトについて非臨

床段階から臨床段

階にステージアッ

プし、本中長期目

標期間において、

２件以上を企業又

は医療機関に移転

する。 
ま た 、 予 防 医

療・診断技術開発

プログラムにおい

連携してアカデミ

ア発の創薬に取り

組む。 
 
②予防医療・診断

技術開発プログラ

ム 
理化学研究所の

各研究センターや

医療機関・企業等

で行われている

様々な基礎研究等

から見いだされる

シーズやニーズを

基に、各研究セン

ターが設置する開

発ユニットが連携

して疾患を発症前

又は早期段階にお

いて計測・検出・

予測可能とするバ

イオマーカーの探

索やこれを用いた

診断法の開発等の

取組を推進する。

平成２８年度は、

前年度までに実施

してきたインフル

エンザ早期診断の

ための核酸迅速検

出キット開発で確

立した技術の横展

開を図りつつ実用

化を推進するた

め、性感染症の検

出に応用するため

の反応系開発及び

医療機関と連携し

た臨床研究を推進

する。また、大学・

研究機関、医療機

関等との共同研究

齢黄斑変性に対する他家 iPS

細胞由来網膜色素上皮細胞懸

濁液移植に関する臨床研究」の

申請について認められ、神戸市

立医療センター中央市民病院、

大阪大学大学院医学系研究科、

京都大学 iPS 細胞研究所、理研

の 4 機関による臨床研究を開

始、3 月 28 日に第 1 例目の移

植が実施された。 

〇人工アジュバントベクター細

胞によるがんワクチンのプロ

ジェクトにおいてはプログラ

ムからのプロジェクトマネジ

メントにより、東京大学医科研

における世界初の医師主導治

験の開始直前（平成 29 年 5 月

予定）に至った。同プロジェク

トに関連して、医薬品企業との

共同研究による知財収入によ

り、H26 年度に引き続き理研全

体の知財収入に大きく貢献し

た。 

 

【マネジメント・人材育成】 

〇戦略的な資源配分マネジメン

トのため、四半期に一度開催で

ある推進会議を臨時を含め 6

回、半期に一度開催であるプロ

グラム運営委員会を臨時を含

め 2回開催し、テーマ・プロジ

ェクトの優先順位付けや中止

等、本プログラムとしての戦略

的判断が求められる事項につ

いて適時判断を行うとともに、

予算執行や研究進捗をモニタ

リングし、予算配分に反映し

た。また、効果的かつ効率的な

研究開発を進めるため、個別の

テーマ・プロジェクトについて

はプロジェクトマネジメント

システムにより適切な推進を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇限られた予算のなかで効果的

かつ効率的な研究開発を進め

るため、プログラムディレクタ

ーのリーダーシップのもと、的

確な戦略的判断や資源配分マ

ネジメントが実施できる体制

になっていると高く評価する。 
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ても同様のマネジ

メントシステムに

より、理化学研究

所の各研究センタ

ーや医療機関・企

業等で行われてい

る様々な基礎研究

等から見いだされ

るシーズやニーズ

を基に、各研究セ

ンターが設置する

開発ユニットが連

携して疾患を発症

前または早期段階

において計測・検

出・予測可能とす

るバイオマーカー

の探索やこれを用

いた診断法の開発

等の取組を推進す

る。そのため、平

成２７年度まで

に、８件程度の共

同研究を企業・大

学等と締結し、バ

イオマーカーを簡

便に検知できる診

断・検出キット等

の薬事申請や製品

化を視野に入れた

研究開発を推進

し、本中長期目標

期間において適切

な段階で企業や医

療機関等に１件以

上導出する。 
 加えて、理研や

大学、製薬企業、

医療機関等が保有

するライフサイエ

ンスや創薬、医療

関連のデータを集

によりこれまでに

開発したバイオマ

ーカーの検証を進

めるとともに検出

技術の構築等を図

る。 
 
③健康・医療フロ

ンティアプロジェ

クト 
前年度に引き続

き、再生医療に向

けた基盤研究の推

進、創薬支援ネッ

トワークの強化、

疾患克服に向けた

研究を推進すると

ともに、ゲノム修

飾制御機構の解明

ならびに１細胞の

動的性質の理解に

向けた分野横断的

な取組を推進す

る。また、平成２

８年度は、老化の

メカニズム解明に

向けた分野横断的

な取組みに着手す

る。これらの取組

みを通じて、健

康・長寿社会の実

現、医療分野での

経済成長に貢献す

る。 

行った。 

〇センター横断型のテーマの支

援に従事する研究系職員にイ

ンセンティブを与え、イノベー

ション創出を加速するため、創

薬テーマ・プロジェクト報奨制

度により、研究開発ステージの

進展に特に貢献した 10 名に報

奨ならびに表彰状の授与を行

った。また、各センターにおか

れる創薬基盤ユニットにおい

て創薬研究経験を持つ人材を

育てるため、企業あるいは医療

界出身の経験を積んだ人材で

ある本プログラムのマネージ

ャがテーマ・プロジェクト毎の

会議や助言等を通して人材育

成を進めた。 

〇大学等の基礎的研究成果を医

薬品として実用化に導くため

の研究開発を支援する取組で

ある「創薬支援ネットワーク」

の構成機関として、意志決定会

議体である創薬支援ネットワ

ーク研究会議ならびに運営会

議に参加、理研創薬・医療技術

基盤プログラムの経験を生か

して実効性のあるネットワー

ク形成に貢献するとともに、ハ

イスループットスクリーニン

グ等によるテーマ支援を通じ

てアカデミア発の創薬に向け

て貢献した。平成 28 年度は、

理研は 14 テーマの支援を行っ

た。 

 

 

② 予防医療・診断技術開発プロ

グラム 

〇予防医療・診断技術開発プログ

ラムは「理研のシーズを医療の

ニーズにつなげ、プロダクトを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇創薬支援ネットワークに主体

的に参画し、低分子創薬支援機

関の中核として大学等の基礎

的研究成果の社会への還元に

向けた取り組みに貢献したこ

とを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇理研内のシーズ調査、医療現

場・企業のニーズ調査を精力的

に実施し、多数の横断型プロジ
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積するとともに、

機械学習や数理・

理論科学の手法を

活用して、個別化

医療の実現に向け

た疾患の予測を可

能にするアルゴリ

ズムや創薬プロセ

スを最適化する方

法論を開発し、産

学官で共有・利活

用する健康・医療

データプラットフ

ォームの構築を開

始する。 
 

世に送り出す」をコンセプト

に、理研の研究主宰者との打合

せを 24 回、医療現場の医師等

との打合せを 149 回、企業関係

者と 246 回の打合せを実施し、

25 件の横断型プロジェクトを

提案した。 

〇28年度において12件の共同研

究や協定を締結し、中長期目標

期間開始以降の共同研究契約

の件数は 33 件となった。 

 

〇ニーズ、シーズの調査をもとに

立案した所内外連携のプロジ

ェクトを始めるべく、企業資金

や競争的資金を積極的に獲得

しており、センターへの配分を

含むその額は PMI の交付金予

算122百万円を上回る225百万

円に上る。 

〇プログラムディレクターのリ

ーダーシップのもと、プロジェ

クトの立案から事業化までコ

ーディネートするために必要

な専門性（医療資源、医療情報、

医事、薬事、知財）を持つ人材

を雇用している。 

〇既に専門性を備えた人材を雇

用しているが、日々のコーディ

ネート活動で様々な経験を積

ませている。 

〇インフルエンザ迅速診断シス

テム開発の成果を企業に移転

する契約を締結した。同成果を

基盤に社会的な要請が強い性

感染症の診断システムを開発

するべく、泌尿器系臨床サンプ

ル（尿等）の前処理技術の開発

に着手し有望な手法を得た。ま

たこれらの技術の我が国のみ

ならず海外における利用を推

進すべく、ロシアと携帯型核酸

ェクトを提案した実績は、非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

 

〇企業・大学等との共同研究の件

数は、中長期計画の定量的目標

（平成27年度までに8件程度）

を大きく上回っており、高く評

価する。 

〇交付金予算が限られているな

かで、所内外連携プロジェクト

をデザイン・立案して外部資金

を呼び込んだものであり、高く

評価する。 

 

 

 

〇様々な専門性を持つ人材を雇

用し、プログラムディレクター

のリーダーシップが発揮でき、

かつ限られた予算の中で適正、

効果的なマネジメントができ

る体制になっていると評価す

る。 

〇日々のコーディネート活動で

様々な経験ができるよう配慮

していると評価する。 

 

〇インフルエンザ迅速診断シス

テムを企業に導出し中長期計

画ロードマップを順調に遂行

したのみならず、技術の横展開

を図るなかで政府レベルの外

交案件に貢献していることは、

特定国立研究開発法人の活動

としてきわめて高く評価でき

る。 

○ 運営費交付金で実施してき

た研究成果をベースに、海外
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診断デバイスの開発と実用の

共同研究契約を提携した。本件

は政府レベルで日露協力案件

のひとつとして取り上げられ

両国の関係緊密化に貢献した。 

〇国際連携を推進し、ロシア・カ

ザン連邦大学やカタール・ハマ

ッド病院などと、共同研究契を

締結した。先方より導入した研

究資金を原資とする２つの研

究ユニットを理研に設置し、若

手 PIの登用を実現した。 

〇医療現場・企業のニーズ調査を

もとに企業資金を原資として

開始した「国産遺伝子解析技術

展開支援プロジェクト（低コス

ト遺伝子変異診断キット（白血

病関連遺伝子等）」は、5 項目

に関する試薬キット・検出機器

を完成させた。企業は平成 29

年度に研究用試薬として上市

する方向。 

〇遺伝子検査に必須である標準

物質の開発を産総研、JMAC（バ

イオチップコンソーシアム）と

ともに開始し、品質が十分に管

理された細胞株からゲノム標

準物質を作製する基盤技術の

活用を提言した。 

資金や所外資金を導入し、横

断型プロジェクトを企画、立

案し、なかんずく若手 PI の

活動場所を立ち上げたこと

は高く評価できる。 

○ 医療現場および企業のニー

ズを的確にとらえ、理研のリ

ソースの利活用を企画し、企

業資金は公的外部資金を呼

び込み活動を進めており、理

研の活動拡大の好例となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４－(3) 実用化につなげる効果的な知的財産戦略の推進 

関連する政策・施策 

 

政策目標 8 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
10 年以上保

有してい

る特許の

実施化率 

－ 56.5％ 60.8％ 64.9％ 77.4％ － 予算額（千円） － － － － － 

 － － － － － － 決算額（千円） － － － － － 
 － － － － － － 経常費用（千円） － － － － － 
 － － － － － － 経常利益（千円） － － － － － 
 － － － － － － 行政サービス実施コスト（千円） － － － － － 

  － － － － － － 従事人員数 － － － － － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

さらに、理化学研究

所の保有する知的財産

を効果的に実用化につ

なげるため、特許の戦

略的な取得や保持によ

り、競争力の向上を図

るとともに、関係機関

とも連携して事業化の

支援にも積極的に取り

組むことが重要であ

る。 

また、保有する特許

の検証を通じて必要性

の低い特許の保有につ

いても見直しを行い、

研究開発成果の

実用化に向けた技

術移転を効果的に

進めるため、外部

専門家の活用など

知的財産戦略の推

進体制を強化する

とともに、知的財

産を適切に保護

し、積極的に活用

する。また、企業

が事業化を目指し

た研究開発に本格

的に取り組む基礎

となり、実施料収

研究開発成果の

実用化に向けた技

術移転を効果的に

進めるため、平成

２８年度は、前年

度に策定した理研

イノベーション戦

略に基づき、社会

のニーズを見据え

た産業連携活動の

強化を図る。 

企業が事業化を

目指した研究開発

に取り組む基礎と

なり、実施料収入

・イノベーション

の実現に向けて組

織的に研究開発に

取り組み、社会的

にインパクトのあ

る優れた研究開発

成果を創出し、そ

の成果を社会へ還

元できたか 

・産学官連携の推

進や知的財産の戦

略的な取得、活用

及び管理により、

社会への貢献を果

たすことができた

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 研究開発成果の実用化に向

けた技術移転を効果的に進

めるため、知的財産戦略、契

約に詳しい専門家（弁理士、

弁護士）と顧問契約し、契約

作成や解釈のアドバイスを

受け、確実な権利行使を行っ

た。 

○ 出願した特許を早期に産業

界に紹介する取り組みとし

て、JST 新技術説明会、三菱

東京 UFJ 銀行 技術説明会、

イノベーション・ジャパン、

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○ 専門家の活用、強い特許獲得

の支援、展示会や技術説明会

での知的財産の紹介など、

様々な活動について有機的

に連携しながら取り組み、知

的財産の取得・活用・管理を

進めたことは順調に計画を

遂行していると評価する。 

○ 特許技術の個別企業への紹

介活動を通じて、実施許諾や

共同研究へとつなげており、

理研の研究成果を社会に還

元していると評価する。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・10 年以上保有している特許の実施化率が目標である 65％を超える

77.4％を達成していることは評価できる。 

・産業界からの共同研究費の受入額は、21 億円となり、昨年度の 17 億

円と比較して大きく増加していることは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・さらなるベンチャーの育成や支援機能の強化が期待される。 
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特許の実施化率の更な

る向上を目指すととも

に、これらを確実に進

めるための体制を構築

する。 

この一環として、実

施料収入の拡大にも努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入の拡大に結びつ

くよう、十分な実

施例を踏まえた権

利範囲の広い特

許、いわゆる強い

特許を取得する。 

さらに、取得し

た特許等について

は、実施許諾した

ものも含めて一定

期間毎にその実用

化の価値や費用対

効果を検証し、権

利維持の必要性を

見直すといった効

率的な維持管理を

行う。 

加えて、ウェブ

サイトや展示会等

を活用した情報発

信、研究者自身に

よる技術紹介活

動、理研ベンチャ

ーの認定等、技術

移転機能の拡充を

図る。 

これらの活動を

通じて、中長期目

標期間終了時点に

おいて、１０年以

上保有している特

許の実施化率を６

５％以上へ引き上

げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

の拡大に結び付く

ような権利範囲の

広い強い特許を取

得する。取得した

特許等について

は、関連企業への

紹介活動を積極的

に行い、これら活

動の結果を踏ま

え、一定期間毎に

その知的財産とし

ての価値や費用対

効果を検証し、権

利維持の必要性を

見直す等、効率的

な維持管理を行

う。実施許諾した

知的財産について

も、一定期間毎に

その実施状況や市

場状況を踏まえ、

権利維持の必要性

を見直す。 

展示会等におい

て、理化学研究所

が保有する知的財

産を早期に紹介す

る活動や産業界と

の面談を実施する

とともに、ウェブ

サイト等を活用し

た情報発信を行

う。また、理研ベ

ンチャーの経営力

を強化するため、

経営に企業経営経

験の経験が反映さ

れる仕組みなど、

認定・支援の在り

方を見直す。さら

に、産業界との相

互交流の場とし

か 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出並びにその普及

及び実用化の促進

を図るため、大

学・民間企業等と

ともにオープンイ

ノベーションの実

践に取り組んだ

か。 

（評価指標） 

・ 比類のない独自

のユニークな成

果や当初計画で

予期し得なかっ

た特筆すべき業

績 

・ マネジメント体

制（センター長

等のリーダーシ

ップが発揮でき

る環境・体制） 

・ 人 材 育 成 制 度

（若手研究者等

への指導体制） 

等 

 

（モニタリング指

標） 

・ 論文数 

・ 連携数（共同研

究契約、覚書・

協定） 

・ 特 許 件 数 （ 出

願、登録） 

・ 10 年以上保有し

ている特許の実

施化率 

・ 外部資金（課題

数、予算額）等 

 

創薬フォーラム、化粧品開発

展、nano tech 等のイベント、

ウェブサイトやメールマガ

ジン等での紹介、実用化コー

ディネーター等が特許技術

に関心を持ちそうな企業へ

の面談を延べ 275 回行うな

ど産業界へのライセンシン

グ活動を積極的に進めた。 

保有していながら実施許諾

されていない特許権につい

ては、特許技術の有効性、産

業界の反応等を調査し、実施

の可能性を検証し、実施の可

能性が少ない特許について

は積極的に放棄するととも

に、実施許諾されていても売

上げの伸びない特許権につ

いては実施許諾先からその

理由等を調査し、費用対効果

の観点から、収支の見合わな

い実施契約は解約する措置

を取った。 

○ 以上の取組みにより、10 年

以上保有している特許の実

施化率は 77.4%（前年度実績

64.9%）となり、数値目標を

大きく超える成果を達成し

た。また、理研が保有する特

許全体の実施化率は 34.6%

（前年度実績 27.2%）に増加

した。 

「組織」対「組織」の本格的

な共同研究の実施により、産

業界からの共同研究費等の

受入額は約 21 億円（前年度

実績約 17 億円）となり、大

幅に増加した。 

実施許諾契約 277 件（前年度

実績272件）、実施料収入294

百万円（前年度実績 594 百万

円）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 保有特許の有効性や産業界

の反応を検証し、10 年以上

保有している特許の実施化

率の数値目標 65%を大きく

超える 77.4％を達成したこ

とを評価する。 

 

 

 

○ 産業界からの共同研究費等

の受入額を大幅に増加した

ことを評価する。 

 

 

 

○ 昨年度に引き続き大きな実

施料収入を得たことを評価

する。 

＜有識者からの意見＞ 

・多くの機関で知財経費が知財収入より高い現状がある中、経費を上回

る大きな収入があることは大変評価できる。 

 

・強いリーダーシップにより知財の取捨選択を定期的に実行することが

重要。 
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て、理研産業連携

協議会（仮称）の

創設に向けて取り 

組む等、技術移転

機能の拡充を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 理研の研究成果の実用化を

促進するため、理研ベンチャ

ー2社を新たに認定した。 

経営力強化の観点から認定

基準を見直すなど、平成 28

年 9 月に理研ベンチャー認

定･支援制度設置規程を改正

した。 

平成 29 年 1 月に証券会社と

の共催で、ベンチャー起業の

専門家や経験者による計 3

回のグループワーク形式を

含むセミナーを開催し、理研

職員の起業意識の醸成を行

った。 

ベンチャーキャピタルによ

るアクセラレーションプロ

グラムに理研から 1 チーム

が参加し、起業前部門で準優

秀賞を受賞した。 

○ 平成 28 年 4 月にイノベーシ

ョン教育の所外専門家を招

いてのセミナー、平成 28 年

9 月に行政官による国のイ

ノベーション政策や考え方、

ベンチャーキャピタリスト

による研究から社会実装の

事例についての講演会を開

催し、研究者を含めた理研職

員の産業連携意識の醸成や

理解増進を行った。 

理研全体の研究者・技術者に

対して、産業連携に関する活

動について表彰を行った。 

○ 理研の研究成果と研究活動

を産業界の方々に紹介する

場として、イブニングセミナ

ーを平成28年度で19回開催

し、計 323 名の参加があっ

た。具体的な産業連携につな

がる技術紹介に加え、活発な

意見交換を通じた産業界と
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理研研究者との交流を促進

し、理研研究者の産業連携意

識を醸成した。 

○ 「理研と親しむ会」を理研と

産業界とのより敷居の低い、

幅広い交流の場とするため、

事業の拡大・見直し、役員体

制及び会員制度の変更を行

い、平成 29 年 7 月より「理

研と未来を創る会」へと発展

的に変更する予定である。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－５ 研究環境の整備、優秀な研究者の育成・輩出等 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５－(1) 活気ある開かれた研究環境の整備 

関連する政策・施策 

 

政策目標 8 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
研究に従事す

る研究者の外

国人比率 

 18.6% 19.1% 19.2% 19.4% － 予算額（千円） － － － － － 

指導的な地位

にある女性研

究者の比率 

－ 9.8% 9.5% 10.1% 9.8％ － 決算額（千円） － － － － － 

 － － － － － － 経常費用（千円） － － － － － 
 － － － － － － 経常利益（千円） － － － － － 
 － － － － － － 行政サービス実施コスト（千円） － － － － － 

  － － － － － － 従事人員数 － － － － － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

世界トップレベルの

研究開発機関であるた

めには、国内外の優秀な

頭脳循環のハブとなる

ことが重要であり、若

手、女性、外国人を含め

優れた研究者を積極的

に登用するために活気

ある研究環境を整備し

ていく必要がある。 

具体的には、 

①競争的、戦略的かつ機動的な研究環境の創出 評定 Ｂ 
より競争的な研

究環境を醸成し、

新たな研究分野へ

の取組や独創的な

研究開発成果を創

出するため、公正

かつ透明性の高い

評価を実施し、そ

の結果を研究資源

の配分に反映す

より競争的な

研究環境を醸成

し、新たな研究分

野への取組や独

創的な研究開 

発成果を創出す

るため、公正かつ

透明性の高い評

価を実施し、その

結果を研究 

・世界最高水準の

研究開発成果を創

出するため、国際

的に卓越した能力

を有する人材の育

成・輩出を行うた

めの取組や、研究

支援機能の強化等

の研究環境の整備

を行うことができ

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 戦略的研究展開事業において

は、理事長が研究課題もしく

は研究代表者を指定した課題

指定型研究 8 課題を推進し

た。うち、新規課題として、

宇宙からの超高エネルギー宇

宙線の観測研究 EUSO を実

施 。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 国際共同研究や全所的な連

携を推進しており評価でき

る。 

 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

 

＜有識者からの意見＞ 

・独創的研究提案制度は若手研究者の研究シーズを具体化できる良い制

度である。平成 28 年度は応募件数が減少しているので、積極的な提案

を呼び掛けてほしい。 
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・戦略的・機動的な研究

開発の実施 

・競争的な研究環境の創

出 

・成果創出に向けた研究

インセンティブの向上 

・国際的に開かれた研究

体制の構築 

・若手研究者の登用や挑

戦的な研究の機会の創

出 

・女性研究者の活躍を促

す研究環境の整備 

等の取組を行い、他の機

関に先駆けた先導的な

研究開発システムの改

革を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

る。 

また、理事長のリ

ーダーシップの

下、戦略的なテー

マ設定による有用

な研究開発成果の

創出を目指す戦略

的研究展開事業を

推進する。さらに

は、理研科学者会

議のリーダーシッ

プの下、競争的な

環境下で独創的な

研究成果の創出を

目指す独創的研究

提案制度により、

幅広い研究分野・

多様な研究アプロ

ーチを有する所内

の各組織間で一層

の横断的連携の強

化を図り、異なる

研究分野、研究手

法等が融合するこ

とで次代の科学技

術の重点領域とな

るべき研究を推進

する。加えて、研

究システムのあり

方や研究資源の配

分についても、研

究の性格に合わせ

て柔軟かつ機動的

に対応する。さら

に、世界の頭脳を

呼び込み、人材獲

得競争に打ち勝つ

ため、国際的に卓

越した研究者に相

応の待遇や研究環

境を用意できるよ

う対応する。国家

資源の配分に反

映する。 

平成２８年度

は、戦略的研究展

開事業において、

平成２５年度に

開始した高 

次機能を解明し

人間を理解する

ための３件の連

携促進研究を軸

として、引き続 

き全所的な連携

を進める。また、

独創的研究提案

制度においては、

分野間の融合を

目指す新領域開

拓課題について、

実施中の５件に

加え、新たに１件

を実施するとと

もに、幅広い研究

分野・多様な研究

アプローチを有

する所内の各組

織間で一層の横

断的連携の強化

を図る新たな研

究課題を選定し

推進する。さら

に、国際的に卓越

した研究者へ相

応の待遇・研究環

境を提供する体

制を整備するた

め、無期雇用職の

採用等に関する

新たに構築した

人事制度を運用

するとともに、適

切な業績評価の

たか 

（評価指標） 

・ 研究インセン

ティブの向上

のための取組

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ライフサイエンス分野のセン

ター間連携を図るため、高次

機能を解明し人間を理解する

ための連携促進研究 3 課題を

引き続き実施。 
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戦略、社会ニーズ

の観点から緊急に

着手すべき研究、

早期に加速するこ

とが必要な研究及

び萌芽的な研究に

ついても迅速かつ

柔軟に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

実施に向けて検

討を行う。なお、

国家戦略、社会ニ

ーズの観点から

緊急に着手すべ

き研究、早期に加

速することが必

要な研究及び萌

芽的な研究につ

いて、対応の必要

性が発生した場

合は研究資源を

活用し迅速かつ

柔軟に対応する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②成果創出に向けた研究者のインセンティブ向上 
成果創出を促進

するためには、優

れた研究者等が最

大限に能力を発揮

できる研究環境及

び研究者を支援す

る体制の充実が必

要である。研究事

業に即した適切な

研究者の雇用体系

を整備するととも

に、より高いアク

ティビティを発揮

できるキャリアパ

スの構築等を図

る。 

また、働きやすい

研究環境を維持

し、活発な研究開

発活動を実施する

ため、ラボマネジ

メントに関する研

修や個々の能力開

発を支援する研修

の充実を図る。 

 

成果創出を促

進するためには、

優れた研究者等

が最大限に能力

を発揮できる研

究環境及び研究

者を支援する体

制の充実が必要

である。研究事業

に即した適切な

研究者の雇用体

系を整備すると

ともに、より高い

アクティビティ

を発揮できるキ

ャリアパスの構

築等を図る。 

平成２８年度

は、労働契約法

（平成１９年法

律第１２８号）及

び研究開発シ 

ステムの改革の

推進等による研

究開発能力の強

化及び研究開発

・世界最高水準の

研究開発成果を創

出するため、国際

的に卓越した能力

を有する人材の育

成・輩出を行うた

めの取組や、研究

支援機能の強化等

の研究環境の整備

を行うことができ

たか 

（評価指標） 

・ 研究インセンテ

ィブの向上のた

めの取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 平成 28 年度において、無期雇

用研究者の選考方法等の具体

的な検討を行い、無期雇用研

究管理職につき平成 29 年度

採用にむけ、公募を行い、23

名を内定した。また、管理職

以外については、公募を開始

した。 

○ 全ての管理職を対象に研究室

マネジメントに必要な倫理、

労務管理等の基本的事項を e

ラーニングで受講させ、管理

職としての資質向上を図っ

た。 

○ 平成 28 年度は各センターに

おいて管理職を対象にしたコ

ーチング講座を実施、センタ

ーや研究室における部下育成

に有用なコミュニケーション

スキルの向上を図った。全て

の研究センターで完了した。 

○ 新任管理職に対しては、研究

不正を防止するために気を付

けるべきポイントや、所属員

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 
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等の効率的推進 

等に関する法律

（平成２０年法

律第６３号）の改

正内容を踏まえ

無期雇用職の 

選考方法等を定

め、採用を行う。

また、研究室運

営、研究員雇用

等、研究を円滑に

進めていく上で

の問題をそれぞ

れの場面で適切

に解決していく

ために、新任研究

室主宰者、管理職

等について、それ

ぞれの立場にお

いて求められる

マネジメント能

力の向上を図る。

さらに、新任研究

室主宰者のメン

ターを対象とし、

効果的なメンタ

リングの実施に

向けた実践セミ

ナーを行う。 

加えて、職員意

識調査の結果や

これまで実施し

た研修の内容と

効果を踏まえ 

て、自律的なキャ

リア形成の観点

を強化するため、

語学力、情報処理

などの研 

修プログラムは

ｅラーニングに

て職員の受講機

 

 

に対して研究倫理教育を含め

た指導育成を効果的に実施す

るために有益なコーチングス

キル等に関する研修を実施し

た。 

○ 能力開発研修の中で、語学力

強化の取組みとしてオンライ

ンによる英語学習プログラム

を新たに実施し、また、海外

短期語学研修を継続的に実施

することで、国際化に対応す

る人材育成を図るとともに、

職員が夜間大学院修学制度を

通じて、専門性の高い知識が

備わるよう、職員の育成を図

った。 

○ ITやビジネススキルに関する

研修の e ラーニング化によ

り、より多くの職員に業務に

有益な内容を学べる機会を提

供し資質向上を図った。 
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会を提供する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③国際的に開かれた研究体制の構築 
優れた外国人研

究者を確保するた

めには、外国人研

究者に配慮した生

活環境の整備が必

要となる。外国人

住宅の確保、家族

に対する生活支

援、生活に関連す

る諸手続の簡素化

の推進等のほか、

対応する各事務部

門の一層のバイリ

ンガル化を推進す

る。 

このような環境

整備の下、外国人

研究者の受入を積

極的に進め、理化

学研究所で研究に

従事する研究者の

外国人比率を中長

期目標期間中に２

０％程度に引き上

げることを目指

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

優れた外国人

研究者を確保す

るためには、外国

人研究者に配慮

した生活環境 

の整備が必要と

なる。平成２８年

度は、外国人住宅

の確保、外国人研

究者の家 

族に対する生活

支援、生活に関連

する諸手続きの

簡素化の推進等

のほか、対応 

する各事務部門

の一層のバイリ

ンガル化を推進

するとともに、外

国人向け生活 

マニュアルの充

実化を図る。ま

た、英文所内ニュ

ースレターであ

るＲＩＫＥＮ 

ＥＴＩＣや所内

ウェブサイトを

通じて定期的に

必要な情報を発

信するなど、状 

況に応じたきめ

細かい対応を行

う。 

このような環境

整備のもと、外国

人研究者の受入

・世界最高水準の

研究開発成果を創

出するため、国際

的に卓越した能力

を有する人材の育

成・輩出を行うた

めの取組や、研究

支援機能の強化等

の研究環境の整備

を行うことができ

たか 

（評価指標） 

・ 研究インセンテ

ィブの向上のた

めの取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 外国人研究者に配慮した「ヘ

ルプデスク」機能を充実させ、

各事業所が地域と連携し、住

宅、医療、教育、女性研究者

を含めた妊娠、出産など子育

ての支援、日本語教室、入退

所オリエンテーション等を引

き続き実施した。 

○ 専門スタッフによる所内文書

の翻訳、HP 英語化を促進する

とともに、英文所内ニュース

レターである RIKENETIC を毎

月発刊し、所内ホームページ

の情報提供と合わせて、定期

的な情報発信を行った。 

○ 理研の外国人職員の子弟の教

育に関する協力を協定に含

む、東京学芸大学附属国際中

等教育学校における教育等に

関する連携・協力協定を締結

した。 

○ 外国人研究者の受入を積極的

に進め、平成 28年度における

理化学研究所で研究に従事す

る研究者の外国人比率は目標

の 20％に対して、19.4％とな

った。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 
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を積極的に進め、

理化学研 

究所で研究に従

事する研究者の

外国人比率の向

上に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④若手研究者の登用や挑戦的な研究の機会の創出 
研 究 者 の 流 動

性・多様性を確保

するとともに、新

たな研究領域を開

拓し、科学技術に

飛躍的進歩をもた

らすため、優れた

若手研究者を公正

な手段により選考

し、積極的な登用

を行うとともに、

適切な支援によ

り、その能力を最

大限に発揮できる

体制を整備する。 

また、若手研究

者に独立した研究

室の長としての指

導的な地位を与

え、研究室を主宰

させる制度（准主

任研究員制度）及

び、国際的に優れ

た若手研究者に時

限的に研究ユニッ

トを編成させ独立

した研究を実施さ

せる制度（独立・

国際主幹研究員制

度）の双方の長所

を取り入れて両制

度を統合・再編し、

卓越した若手研究

者等を育成するた

めの制度を拡充す

研究者の流動

性・多様性を確保

するとともに、新

たな研究領域を

開拓し、科学技術

に飛躍的進歩を

もたらすため、平

成２８年度は、研

究管理職採用手

続きに関するガ

イドライン等に

基づき、優れた若

手研究者を公正

な手段により選

考し、積極的に登

用する。また、メ

ンターの配置等

に関するガイド

ラインに基づき、

新任の研究室主

宰者については、

研究室マネジメ

ント等の経験が

豊富な者２名を

メンターとして

配置するなどの

支援を行う。 

准主任研究員

制度のもとで、卓

越した若手研究

者の育成を図る。

また、独創 

的研究提案制度

において、若手研

究者育成のため

・世界最高水準の

研究開発成果を創

出するため、国際

的に卓越した能力

を有する人材の育

成・輩出を行うた

めの取組や、研究

支援機能の強化等

の研究環境の整備

を行うことができ

たか 

（評価指標） 

・ 研究インセンテ

ィブの向上のた

めの取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 若手の新任研究室主宰者及び

若手研究者等に対して、より

適時的確な支援・助言を与え

られるよう、メンター方策を

実施し、平成 28年度は新任研

究室主宰者12名に対して延べ

24 名のメンターを配置した。

また、平成 28 年度は所外講師

を招き、メンターを対象とす

る実践セミナーを開催した。 

○ 若手研究者に独立して研究を

推進する機会を提供し、次世

代の科学技術分野を創成させ

るため、准主任研究員制度を

踏まえ、長期的視野を持ち、

萌芽的かつ独創的研究を推進

し、次世代の科学技術分野の

国際的なリーダーシップを担

う若手研究者を広く国内外か

ら募った。その結果 115 名の

応募者を得、理研科学者会議

内の選考作業部会において選

考を行い、2名の准主任研究員

を理事会に推薦した。（平成 28

年度採用）【再掲】 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 
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る。この統合され

た制度における研

究員の募集につい

ては、平成２５年

度より実施する。 

さらに、独創的研

究提案制度におい

て、若手研究者育

成のための研究課

題の所内公募制度

を平成２５年度に

新設する。 

 

 

 

 

 

 

の奨励課題の所

内公募を実施 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤女性研究者等の更なる活躍を促す研究環境の整備 
出産・育児や介

護の際及びその前

後においても研究

開発活動を継続で

きる環境整備を推

進し、男女共同参

画の理念に基づい

た仕事と家庭の両

立のための取組を

実施する。また、

既に導入されてい

る各種の取組につ

いても利便性を高

めるための見直し

や改善を図る。こ

れらにより、指導

的な地位にある女

性研究者の比率を

少なくとも１０％

程度とすることを

目指す。 

 

 

出産・育児や介

護の際及びその

前後においても

研究開発活動を

継続できる環 

境整備を推進し、

男女共同参画の

理念に基づいた

仕事と家庭の両

立のための取組

を実施する。ま

た、既に導入され

ている各種の取

組についても利

便性を高めるた

めの見直しや改

善を図る。 

平成２８年度

は、男女共同参画

実現に向けて、妊

娠、育児又は介護

中の研究系職員

の支援者雇用経

・世界最高水準の

研究開発成果を創

出するため、国際

的に卓越した能力

を有する人材の育

成・輩出を行うた

めの取組や、研究

支援機能の強化等

の研究環境の整備

を行うことができ

たか 

（評価指標） 

・ 研究インセンテ

ィブの向上のた

めの取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 出産・育児や介護の際及びそ

の前後においても研究活動を

継続できる環境整備を推進

し、男女共同参画の理念に基

づいた仕事と家庭の両立を目

指すため、平成28年度は、次

の取組を実施した。  

○ 創発物性科学研究センターに

おいて「女性研究管理職限定

公募」を実施し、2名を採用し

た。 

○ 平成19年度に開始した「妊娠、

育児又は介護中の研究系職員

を支援する者の雇用経費助

成」では、のべ59人（平成27

年度はのべ74人）に助成を行

った。 

○ 出産・育児に関する支援制度

のうち、部分休業の対象を小

学校就学の始期に達するまで

に拡大し、法律に基づく育児

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 着実に計画を推進している

と評価できる。 
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費助成等、育児や

介護に関する支

援制度の効果を

検証し、女性の職

業生活における

活躍の推進に関

する法律（平成２

７年法律第６４

号）に基づき制定

した行動計画の

着実な推進を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

休業の対象とならない職員に

ついて、育児休業に準ずる休

業として、「育児のための付加

的休業制度」を導入した。  

○ 女性活躍推進法に基づく第1

期（平成28年4月1日～平成30

年3月31日）の一般事業主行動

計画により、研究者の公募に

際し、「公正な評価に基づき能

力が同等と認められる場合

は、女性を積極的に採用する」

旨を記載し、公募を実施した。 

○ 個別の事情に対応し支援を検

討する相談窓口「個別支援コ

ーディネート」には、36件（平

成26年度は43件）の相談があ

った。  

○ 平成 28 年度における女性研

究者の在籍割合は 14.1％、テ

クニカルスタッフ等まで含め

ると 33.2％であった。また、

指導的な地位にある研究者

（PI）の女性比率は 8.7%であ

った。さらに、非常勤を除い

た場合の女性 PI の比率は

9.8％であった。 

 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５－(2) 国際的に卓越した能力を有する人材の育成・輩出（平成 28年 9月まで「優秀な研究者の育成・輩出」） 

関連する政策・施策 

 

政策目標 8 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 理化学研究所法第十六条第一項 

科学技術に関する試験及び研究を行うこと 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
JRA 受入人数 ― 256 人 277 人 270 人 229 人 － 予算額（千円） ― ― ― ― － 
基礎科学特別

研究員及び国

際特別研究員

受入人数 

― 169 人（外国

籍研究者 62

人） 

169 人（外国

籍研究者 62

人） 

162 人（外国

籍研究者 58

人） 

152 人（外国
人研究者 46
人） 

 

－ 決算額（千円） ― ― ― ― － 

 ― ― ― ― ― － 経常費用（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常利益（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 

  ― ― ― ― ― － 従事人員数 ― ― ― ― － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

世界トップレベルの

研究開発機関として発

展し、世界的な期待と

尊敬を受けるために

は、理化学研究所へ世

界中から卓越した能力

を有する優秀な研究者

が集まり、かつ、理化

学研究所から国内外の

様々な研究ステージで

主体的な役割を果たし

得る優秀な研究者が輩

出されることが重要で

ある。      

このため、研究者の

① 次代を担う若手研究者等の育成 評定 Ｂ 

将来の研究人材

を育成するととも

に、理化学研究所

の活性化を図るた

め、柔軟な発想に

富み活力のある大

学院生・若手研究

者を招聘する制度

等を活用する。 

具体的には、大

学院生について、

連携大学院制度、

ジュニア・リサー

チ・アソシエイト

将来の研究人材

を育成するととも

に、理化学研究所

の活性化を図るた

め、柔軟な発想に

富み活力のある大

学院生・若手研究

者を積極的に受け

入れ、理化学研究

所の研究活動に参

加させる。 

具体的には、連

携大学院制度、ジ

ュニア・リサー

・世界最高水準

の研究開発成果

を創出するた

め、国際的に卓

越した能力を有

する人材の育

成・輩出を行う

ための取組や、

研究支援機能の

強化等の研究環

境の整備を行う

ことができたか 

（評価指標） 

・外国人及び女

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 平成 28 年度は、大学院生リサ

ーチアソシエイト（JRA）とし

て国内大学院生を136名（うち、

医師免許・歯科医師免許を取得

した大学院生特別枠 28名）、海

外の大学院生を国際プログラ

ム・アソシエイト（IPA）とし

て、93名、合計 229 名を受け入

れた。 

○ 平成 28 年度は、基礎科学特別

研究員及び国際特別研究員に

ついては、それぞれ 120 名、32

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 
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国際的な頭脳循環のハ

ブとなるべきシステ

ム、世界最高水準で挑

戦的な研究開発を担う

研究環境の整備等に一

層の磨きをかけるとと

もに、次代を担う技術

者、若手研究者等に対

する適切な支援・育成

を行い、理化学研究所

で研究を行うことが、

国内外の優秀な研究者

にとって魅力的なキャ

リアパスの一環となる

ように努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度等を活用し

て、それらの質を

確保した上で積極

的に受け入れる。

特に、ジュニア・

リサーチ・アソシ

エイト制度におい

ては、基礎医科学

の知見・技能を有

する研究者の育成

に重点を置きつ

つ、年間２１０人

程度に研究の機会

を提供する。 

また、創造性、

独創性に優れた若

手研究者の育成が

ますます重要とな

っていることに鑑

み、博士号を取得

した若手研究者

に、３年間創造的

かつ独創的な発想

で研究をする環境

を提供する基礎科

学特別研究員制度

及び国際特別研究

員制度を推進し、

研究者の独立性や

自律性を含め、そ

の資質の向上を図

る。基礎科学特別

研究員及び国際特

別研究員について

は年間１７０人程

度を受け入れる体

制を維持し、人材

の国際化を図るた

めそのうち３分の

１以上を外国籍研

究者とする。 

さらに、企業等

チ・アソシエイト

制度等を活用し

て、国内外の大学

院生を積極的に受

け入れる。また、

博士号を取得した 

若手研究者等に、

創造的かつ独創的

な発想で研究をす

る環境を提供する

基礎科学特別研究

員制度を推進し、

研究者の独立性や

自律性を含め、そ

の資質の向上を図

る。 

平成２８年度

は、ジュニア・リ

サーチ・アソシエ

イト制度におい

て、医学免許・歯

科医師免許を取得

した大学院生に特

別枠を設け、基礎

医科学の知見・技 

能を有する研究者

の育成にも重点を

置きつつ、年間２

１０人程度に研究

の機会を提供す

る。 

国際特別研究員

制度を統合した新

しい基礎科学特別

研究員制度につい

ては、国籍を問わ

ず世界水準でより

優秀な若手研究者

等を育成する制度

として推進し、年

間１７０人程度を

受け入れる。 

性研究者への支

援及び若手研究

者の育成にかか

る取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名、合計 152 名を受け入れた。

うち外国人は46名を受け入れ、

全体の 3割が外国籍であった。 

 

○ 平成 28 年度、客員研究員/客員

技師として企業から513名を受

け入れ、当該研究員/技師は共

同研究テーマに係る研究開発、

技術開発業務等に従事した。産

業界との融合的連携研究制度

の下で 56 名、特別研究室制度

の下で 34 名を企業から客員研

究員/客員技師として受け入

れ、円滑な技術移転を促進し

た。 

また、委託研究員制度の下で 8

名を企業から受け入れ、研究指

導又は技術指導を実施した。 
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からの研究者、技

術者の受入等を積

極的に進め、双方

の研究者、技術者

の養成を図るとと

もに、理化学研究

所からの円滑な技

術移転を促進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の取組に加

えて、国際会議な

どで、理化学研究

所の紹介や人材受

入制度などの説明

会を開催し、制度

の国際的認知度を

向上させる。また、

研究人材ネ 

ットワークの構築

に向けた取組を行

う。さらに、企業

等からの研究者、

技術者の受け入れ

等を積極的に進

め、双方の研究者、

技術者の養成を図

るとともに、 

理化学研究所から

の円滑な技術移転

を促進する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 研究者等の流動性向上と人材の輩出 
一定の期間を定

めて実施するプロ

ジェクト型研究等

は、優れた任期制

研究者を結集し短

期間に集中的に研

究を推進すること

により、研究開発

成果を効果的に創

出している。これ

らの研究開発活動

を通じて、研究者

等に必要な専門知

識、技術を取得し、

高い専門性と広い

見識を有する研究

者や技術者として

育成することによ

り、国内外の優秀

平成２８年度

は、研究者や技術

者が自らのキャリ

アを考えて行動す

ることができる資

質を養うために、

実践的な就業能力

の向上や自律的活

動促進のためのセ

ミナー及びキャリ

ア相談でのアドバ

イスを実施する。

また、キャリア意

識の形成を入所後

早い段階から醸成

できるような体系

的な研修、理化学

研究所での研究活

動終了後の多様な

（・世界最高水

準の研究開発成

果を創出するた

め、国際的に卓

越した能力を有

する人材の育

成・輩出を行う

ための取組や、

研究支援機能の

強化等の研究環

境の整備を行う

ことができたか 

（評価指標） 

・外国人及び女

性研究者への支

援及び若手研究

者の育成にかか

る取組状況 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ アカデミアに向けた実践的就

業能力向上や自律的就職活動

促進支援を目的として、大学教

員で育児中の OG による座談会

や、大学教員に求められるコン

ピテンシー(昨年実施)セミナ

ーの動画上映会を実施して、現

実味のある経験談の提供に努

めた。 

○ 求人情報提供を受けるに際し、

企業の採用担当者と情報交換

の上、理研職員から見て応募を

喚起するポイントの助言に務

めた。 

○ 大学教員以外の選択肢の存在

の意識付けのため、研究者から

独法や企業に転身した、キャリ

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 
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な研究者等のキャ

リアパスとして寄

与する。 

また、研究者等

の自発的な能力開

発の支援や将来の

多様なキャリアパ

スの開拓にもつな

がる研修の充実を

図るとともに、産

業界、大学等との

連携強化により人

材の流動性の向上

を促進する。 

さらに、主任研

究員、准主任研究

員に導入している

年俸制の対象を非

管理職の定年制研

究職員に拡大して

いくことにより一

層の流動性の向上

を図る。 

このほか、自立

的な研究者等とし

ての能力、資質の

獲得が期待できる

若手研究者等に対

して、任期５年を

定めて採用し、３

年経過後に定年制

としての適格性の

審査を経て定年制

職員への昇格を可

能にする「特別任

期制職員制度」を

引き続き活用す

る。 

キャリア設計、キ

ャリアチェンジを

可能とするための 

能力開発に資する

研修を実施すると

ともに、外国人職

員向けの支援の充

実を図る。 

さらに、人材の

流動性を高めるた

め、主として民間

企業や人材紹介会

社等の外部機関と

連携したキャリア

支援を行う。 

加えて、適正な

流動性の確保に向

け、年俸制の対象

を非管理職の定年

制職員に適用する

ための検討を行

う。 

自立的な研究者

等としての能力、

資質の獲得が期待

できる若手研究者

等の定年制職員へ

の昇格を可能とす

る特別任期制職員

制度を引き続き運

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アチェンジ経験者によるセミ

ナーを実施した。 

○ キャリアパス好事例集の新版

をリリースし、メディカルサイ

エンス・リエゾン等の新奇職種

や、企業へ転身した外国人の事

例を掲載した。 

○ 恒例実施している、紹介会社と

面談できるイベントを外国人

が利用できるようにし、多くの

参加者を得た。 

○ 任期制研究職員の流動性に加

え、定年制研究職員の流動性の

向上を図るため、引き続き、新

規採用の定年制研究職員を年

俸制とした。その結果、定年制

研究職員 323 名のうち、133 名

が年俸制である（平成 28 年度

末）。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５－(3) 研究開発成果のわかりやすい発信・研究開発活動の理解増進 

関連する政策・施策 

 

政策目標 8 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法第十六条第一項 

科学技術に関する試験及び研究を行うこと 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
学術論文誌へ

の論文掲載数 
― 2,629 報 2,461 報 2,591 報 2,675 報 － 予算額（千円） ― ― ― ― － 

被引用数の順

位 
― 25％ 24.2％ 28.3％ 28.3％ － 決算額（千円） ― ― ― ― － 

海外メディア

向けプレスリ

リース件数 

― 42 件 52 件 59 件 46 件 － 経常費用（千円） ― ― ― ― － 

 ― ― ― ― ― － 経常利益（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 

  ― ― ― ― ― － 従事人員数 ― ― ― ― － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理化学研究所におけ

る研究開発は、最先端

の科学技術に関するも

のが多いことから、あ

る程度科学技術に通じ

ている者であってもそ

の内容・意義等につい

て十分に理解すること

が難しい場合もある。 

世界トップレベルの

研究開発機関の研究者

として、研究開発成果

の論文、研究集会、シ

ンポジウム、広報誌等

① 論文、シンポジウム等による成果発表 評定 A 

科学ジャーナル

への研究論文の投

稿、シンポジウム

での口頭発表など

を通じ、研究開発

成果の普及を図

る。 

具体的には、学術

論文誌への論文掲

載数として、理化

学研究所全体で毎

年２，３００報程

科学ジャーナル

への研究論文の投

稿、シンポジウム

での口頭発表など

を通じ、研究開発

成果の普及を図

る。 

平成２８年度

は、学術論文誌へ

の論文掲載数とし

て、理化学研究所

全体で２，３００

（評価軸） 

・世界最高水準

の研究開発成果

を創出するた

め、国際的に卓

越した能力を有

する人材の育

成・輩出を行う

ための取組や、

研究支援機能の

強化等の研究環

境の整備を行う

＜主要な業務実績＞ 

 

○ Clarivate Analytics（旧 Thomson 

Reuter IP＆Science）の論文デー

タベースである「Web of science」

における理化学研究所の平成 28

年発表論文は 2,675 報であった。 

○ Clarivate Analytics （ 旧

Thomson Reuter IP＆Science）の

論文データベースである「Web of 

science」により、平成 27年発表

の論文（2,591 報）の引用状況を

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○ 平成 28 年も優れた論文発

表を数多く行っているも

のと評価する。 

 

 

○ 論文の被引用度において、

論文被引用順位上位 10%に

入る論文の割合が中長期

計画の目標である 27%を越

え、上位 1％論文も前年度

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められた

以上の業務の進捗が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 

・学術論文誌への論文掲載数が目標の 2,300 報を超えるとともに、被引

用数の上位 10％以内の論文数が目標の 27％を越えていること、加えて、

論文引用順位の上位 1％論文の割合 4.9％を達成しており、世界トップ

クラスの優れた研究成果を創出していることは評価できる。 

 

 

 



158 
  

 での発表や施設公開等

について、これまでと

同様に積極的に行って

いくことが重要である

が、あわせて、当該研

究によって期待される

成果や社会還元の内容

等について、適切かつ

具体的なわかりやすい

情報発信によって、国

民に当該研究を行う意

義についての理解を深

めていただき、支持を

得ることも重要であ

る。また、海外への情

報発信についても進め

ることが重要である。 

このため、平成２５年

度より外部の識者の参

画も得て多様な視点を

取り入れ、戦略的に広

報・アウトリーチ活動

を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度を目指す。また、

国内の総合研究所

としては群を抜い

て高い論文の質を

維持する観点か

ら、理化学研究所

の論文の２７％程

度が、被引用数の

順位で上位１０％

以内に入ることを

目指す。 

 

 

 

 

 

報程度を目指す。

さらに、論文の質

の維持の観点か

ら、理化学研究所

の論文の２７％程

度が、被引用数の

順位で上位１０％

以内に入ることを

目指す。 

ことができた

か。 

（評価指標） 

・研究成果の普

及や、広報戦略

に基づいた広報

発信の状況 

（モニタリング

指標） 

・学術論文誌へ

の論文掲載数、

論文の質に関す

る指標（TOP10%

論文数） 

・アウトリーチ

活動の実施件数 

調査した結果、論文被引用順位上

位 10%に入る論文の割合は 28.3%

であった。さらに論文被引用順位

上位 1％論文の割合は 4.9％と、

昨年に引き続き 5％前後を維持

した。（平成 29年 5月調査） 

に引き続き高い水準を維

持していることは、世界ト

ップクラスの優れた研究

を輩出していることを証

明するものとして高く評

価する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 研究開発活動の理解増進 評定 Ｂ 
我が国にとって

存在意義のある研

究所として、国民

の理解増進を図る

こと等を主眼とし

て理化学研究所の

広報戦略を策定

し、これに基づい

て理化学研究所の

優れた研究開発成

果等についてプレ

ス発表、広報誌（理

研ニュース等）、ウ

ェブサイト等での

情報の発信を積極

的に行う。 

また、科学技術

基本計画に基づ

き、国民との双方

向のコミュニケー

ションに積極的に

対応する。具体的

には、これまで行

ってきた一般公

開、各種講演会に

平成２８年度

は、理化学研究所

における広報戦略

に基づき、理化学

研究所の研究開発

成果等について情

報の発信を積極的

に行う。具体的に

は、以下の取組 

を推進する。 

理 解増進活動の

促進のため、国民

との双方向のコミ

ュニケーションと

して実施している

一般公開や各種講

演会に加え、地域

における活動や国

際的なイベントへ

の参画、理研グッ

ズの販路拡大な

ど、活動の幅を広

げる。また、信頼

の回復に向けた活

動を引き続き実施

（評価軸） 

・世界最高水準

の研究開発成果

を創出するた

め、国際的に卓

越した能力を有

する人材の育

成・輩出を行う

ための取組や、

研究支援機能の

強化等の研究環

境の整備を行う

ことができた

か。 

（評価指標） 

・研究成果の普

及や、広報戦略

に基づいた広報

発信の状況 

（モニタリング

指標） 

・学術論文誌へ

の論文掲載数、

論文の質に関す

る指標（TOP10%

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 国民に分かりやすく伝えるとい

う観点から、プレス発表、広報誌

（理研ニュース等）、研究施設の

一般公開、イベントの実施、地域

と連携した活動、研究紹介ビデオ

の作成、ウェブサイト等により情

報発信に積極的に取り組んだ。ま

た、国際社会に対し、優秀な研究

者のリクルートと海外の研究機

関との連携のため、英語版プレス

リリース、英文広報誌 RIKEN 

Research、英語版ウェブサイト、

Facebook や Twitter 等のソーシ

ャルメディア、サイエンスブロ

グ、広報ビデオ等により、世界ト

ップレベルの成果と社会への貢

献を積極的に発信した。 

○ 研究成果の報道発表に関する規

程等に基づき、発表者からの申請

を受け、所属長、センター長、推

進室長等の確認を必ず取るなど、

適切な報道発表に向けた取組を

実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 国民向けの分かりやすい

プレス発表・動画の配信、

科学講演会等の一般向け

イベントの開催、子供向け

小冊子制作、理研グッズ販

売等、種々アンケートの結

果を踏まえたこれらの広

報活動ついては、順調に計

画を遂行していると評価

する。 

○ 「見える理研」プロジェク

トで、広く国民に積極的に

理研のアピールをするこ

とができ、科学への関心を

高め、理研への信頼度向上

に貢献した。さらに今後も

継続的に行うことで認知

度の向上につながると期

待でき高く評価する。 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 



159 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

加え、テーマを絞

ったセミナーや出

張レクチャー、及

びソーシャルネッ

トワーキングサー

ビスを活用するこ

とにより、国民と

の対話の機会を積

極的に設ける。こ

れらの取り組みに

より、中長期目標

期間中にアウトリ

ーチ活動の件数を

２割程度増やすこ

とを目標とする。 

さらに、情報の

受け手である国民

の意見を収集・調

査・分析し、これ

を広報活動に反映

させる。具体的に

は、国民の理解

度・認知度につい

ての調査や各種イ

ベント・展示会等

の来場者、施設見

学者等へのアンケ

ート調査等を実施

する。この結果に

基づいて、社会的

な存在感が高く魅

力的な研究所とし

て支持が集められ

るよう専門家の意

見を踏まえ広報戦

略等の改善を行

う。 

プレス発表につ

いては、より国民

にわかりやすい形

で発表することを

目指し、科学記者

する。 

プレス発表や広

報誌（理研ニュー

ス等）、公式ウェ

ブサイト、動画配

信サイト（Ｙｏｕ

Ｔｕｂｅ：ＲＩＫ

ＥＮ Ｃｈａｎｎ

ｅｌ）、Ｔｗｉｔ

ｔｅｒなどの媒体

を複合的に利用

し、相乗効果のあ

る配信を行う。特

に公式ウェブサイ

トについては、利

用者にとっての使

い勝手の良さや満

足度等を向上する

ための調査を行 

い、リニューアル

に向けた準備を行

う。また、平成２

９年の創立百周年

に向け、理化学研

究所に関連する科

学的史料を収集

し、効果的な公開

を進めるととも

に、百周年の記念

事業と連携した広

報活動を行う。さ

らに、１１３番元

素の命名に関連し

た広報活動を効果

的に実施する。 

理化学研究所の

国際社会における

存在感を高めるた

め、海外での活動

経験がある科学コ

ミュニケーターに

よる海外メディア

論文数） 

・アウトリーチ

活動の実施件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事長定例記者懇談会を、毎月 1

回を目安に定期的に開催し、理事

長自ら経営理念等を積極的に情

報発信するとともに、理事長と記

者の交流を深めた。また、定例記

者懇談会では、幅広い分野の記者

に理研の研究への理解を深めて

もらうため、研究者からの研究紹

介を毎回 2件行った。 

○ 113番新元素の命名権に関する広

報については、広報室と仁科加速

器研究推進室、国際部などの関係

各部署と緻密に連携して行い、随

時、記者向けの勉強会などを行っ

た。その結果、6月のパブリック

レビュー開始、11 月の命名権決

定の際には、多くのメディアに取

り上げられ、国内に留まらず、世

界の科学者コミュニティーを含

めて広く正確に理解が広がった。 

○ 理研主導の日本語版プレスリリ

ースは、分りやすいリリース原稿

の作成に努め、平成28年度は205

件(資料配布 108 件、レクチャー

20 件、参考資料配布 77件。他機

関主導の発表を含む数は 290 件)

を行い、発表したプレスリリース

の約 7割が新聞に掲載された。理

研ニュースの発行（毎月発行、約

1万部／月）、1年間の代表的な研

究成果を紹介する広報誌 RIKEN、

小中学生および保護者をターゲ

ットにした子供向けミニ冊子の

製作を行い、Web ページに公開す

るとともに配布した。英語版プレ

スリリースは、海外メディアや世

界の科学者コミュニティーを対

象に、インハウスの科学コミュニ

ケーターが、正確・タイムリー・

分かりやすい内容の記事を作成

し、年度中 46 件の英文によるプ

レスリリースを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 目標件数を上回るプレスリ

リースを行い情報発信すべ

き研究成果を幅広くカバー

できたことで、理化学研究

所の国際社会における存在

感を高めるとともに、情報

発信能力の向上を図ること

ができており、高く評価す

る。 
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への説明とは別

に、より平易な用

語による解説記事

を充実させるとと

もに、映像を効果

的に利用した発表

を行う。 

また、適切な広

報体制を構築する

ため、研究成果に

かかる報道発表の

運用手順等に関す

る規程等を策定

し、確実な運用を

行う。 

このほか、広く

海外との連携強化

や国際人材の確保

を目的として海外

への情報発信機能

の拡充に努めると

ともに、国際社会

において理化学研

究所の存在感を更

に増すための情報

発信を行う。この

一環として、海外

メディアを対象と

したプレスリリー

スを年間３０件程

度行う。 

を対象とした記事

作成を行い、情報

発信能力の向上を

図るとともに、年

間３０件程度の英

文によるプレスリ

リースを行う。 

さらに、研究成

果の報道発表に関

する規程等に基づ

き、研究者と広報

担当者の連携によ

る科学的に正確な

報道資料の作成や

効果的な発表方法

の選択等、適切な

報道発表に向けた

取組を確実に実施

する。 

 

 

 

 

 

○ 理研における重要な双方向コミ

ュニケーションの場として各地

区で行った一般公開については、

和光地区では 7,731 名、筑波地区

1,425 名、播磨地区 5,864 名、仙

台地区273名、横浜地区3,200名、

神戸第 1地区 2,991 名、神戸第 2

地区2,254名、名古屋地区620名、

大阪地区 534 名の来場者があっ

た。全体の来場者は 24,892 名で

あった。 

○ 電子媒体として、メールマガジン

の発行（24 回、会員数：約 10,632

名/H29.3.1 現在）、Twitter での

情報発信を行った（フォロワー数

は約 7,400（平成 26 年 3 月）か

ら順調に増加し約 16,600 人（平

成 29 年 3 月））。YouTube「RIKEN 

Channel」・Twitter・公式ウェブ

サイトを紹介するチラシを各種

イベントで配布し、ウェブサイト

への集客に積極的に活用した。英

語の Twitter のフォロワー数は

約 4,000 人、Facebook では約

2,200 人が理研の英語ページを

「いいね」をマークした。 

○ 一般向けイベントとして「科学講

演会」、「スパコンを知る集い」、

脳科学総合研究センター創立 20

年記念イベント 「脳科学∞つな

がる」、文部科学省主催の「子ど

も霞が関見学デー」等、研究成果

の発信を積極的に行い、多彩な国

民の理解増進を図るための取組

を行った。平成 28 年度は、科学

講演会を首都圏以外でも 3 回開

催し（秋田（238 名）、長崎（195

名）、高知（242 名））、地元自治

体の後援を得て、各回とも 200 名

規模の参加があり、今まで理研に

ついて知らなかった人達へアピ

ールすることができた。また、参



161 
  

加者との双方向のコミュニケー

ションイベントとして「サイエン

スカフェ」「理研 DAY：研究者と

話そう」を実施、SSH 校の集まる

「サイエンスフェア in 兵庫」に

出展などを行った。国際イベント

として、G7 茨城・つくば科学技

術大臣会合（平成 28 年 5 月）に

てブース出展するとともに、海外

の科学イベント「New Scientist 

Live」（平成 28年 9月ロンドン）、

アメリカ科学振興協会の年次大

会（平成 29 年 2 月ボストン）で、

日本の他の研究機関と共同でブ

ースを出展し、理研の海外での知

名度向上に寄与した。 

○ 高校生向け宿泊型体験プログラ

ム「RIKEN 和光サイエンス合宿

2016」を主催し実施した。主催し

て行うのは 2回目である。高校生

12 名が参加し、2泊 3日で研究者

から直接、実験・考察の指導を受

けた。 

○ 地域との連携を進めるため、和光

地区では、埼玉県立総合教育セン

ター一般公開や和光市民祭りへ

の出展、和光市民大学への講師派

遣、小中学生向けの科学教室の実

施、埼玉県の教員研修の受入れ、

また、和光地区以外でもサイエン

スカフェの実施や SSH の文化祭

への出展を行なうなど、地域住民

向けのイベントや地域における

活動に参画した。 

○ 国民に親しまれる存在であり続

けるため、また理研と国民とのつ

ながりを創る・深めることを目的

に、理化学研究所オフィシャルグ

ッズ「理研グッズ」を販売した。

一般公開等での理研施設来場者

やイベント参加者を対象に、平成

28 年度は 9,175 点を販売し、お
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よそ 1万人とのつながりを創出

した。平成 28年度からは自己収

入事業（収入予算 360 万円）とし

て国庫負担軽減に貢献した。 

○ 理研のことをどの程度一般の人が

認知しているのか、また、どのよ

うなイメージを持っているのかを

把握するためにインターネットを

通じた調査を平成28年2月に実施

した(10 代～60代の男女。約 7万

人対象)。 

○ 公式ウェブサイトについては、

2016 年 4 月に総務省より公表さ

れた「みんなの公共サイト運用ガ

イドライン」（2016 年版）に対

応するため、平成 28 年度に関係

部署との調整や支援業者の選定

など作業を行った。プレスリリー

ス以外の英文での広報活動では、

広報誌 RIKEN Research を年４回

発行し（3,000 部/回）、コンテン

ツはウェブサイトにも掲載する

とともに、毎週メールマガジンを

発行した（登録者数約 4,750 人

（平成 29 年 3 月末））。理研をわ

かりやすく紹介するパンフレッ

ト「At a Glance」を発行し（5,000

部）、サイエンスブログ「It ain't 

magic」で情報を発信した。また、

理研紹介用と若手研究者リクル

ート用の二つのビデオを作成し

た。 

○ 創立百周年に向けて理研に関す

る科学的史料を収集し、アーカイ

ブの作成を始めた。また、百周年

特設サイトでの公開も始めた。 

○ 創立百周年記念事業として、国立

科学博物館と共催で、国立科学博

物館において記念展を開催した

（平成29年2月28日～4月9日）。

来場者 56,261 名があった。英文

広報誌 RIKEN Research では、創
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立百周年を記念して特集号を発

行、理研の百年の歴史を世界の科

学者コミュニティーにアピール

した。 

○ 専門企業と連携して実施してい

る「見える理研」プロジェクトは、

全事業所等で行った意見交換会、

アンケート結果、広報委員会での

意見等を踏まえて、理研の精神を

表す言葉を「科学道」と決定した。

理研のブランドを社会に浸透さ

せるために科学道を使用した広

報活動として、「科学道 100 冊フ

ェア」を全国の書店等（平成 29

年 3 月 31 日現在で書店 122 店、

図書館 54館、学校図書館 12館）

で展開した。書店、学校等からの

反 響 も 多 く 、 ま た 新 聞 や

Twitter、ブログなどで紹介され、

好評をえている。また、理研の科

学道の定義を定め、職員への浸透

を図るためリーフレットを作成

し、周知した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５－(4) 国内外の研究機関との連携・協力 

関連する政策・施策 

 

政策目標 8 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
海外機関との
連携研究拠点
数 

― 1 拠点 3 拠点 1 拠点 1 拠点 － 予算額（千円） ― ― ― ― － 

民間との共同
研究等の件数 

― ― 
 

― 
 

― 
（436 件） 

433 件 － 決算額（千円） ― ― ― ― － 

 ― ― ― ― ― － 経常費用（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常利益（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 

  ― ― ― ― ― － 従事人員数 ― ― ― ― － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人類社会が直面する

環境、エネルギー、食

料、感染症などの課題

は、我が国一国のみで

対応が可能なものでは

なく、世界各国が協調、

協力して取り組まなけ

ればならない。 

また、我が国が科学

技術イノベーションの

面から国際協調及び協

力を推進し、外交との

相乗効果を生み出すこ

とも重要である。 

理化学研究所におけ

る国内外の研究機関と

国内外の大学・

研究機関、地方自

治体及び産業界と

形成する「科学技

術ハブ」 機能を強

化し、連携のため

拠点の設置、クロ

スアポイントメン

ト等による人事交

流及び連携協定の

締結等を進め、イ

ノベーション創出

を目指す。 

全世界でリーダ

ーシップを執れる

人材の獲得・育成、

国内外の大学・

研究機関、地方自

治体及び産業界と

形成する「科学技

術ハブ」機能を強

化し、連携のため

の拠点の設置、ク

ロスアポイントメ

ント等による人 

事交流及び連携協

定の締結等を進

め、イノベーショ

ンの創出を目指

す。 

国外の研究機関

との連携・協力に

（評価軸） 

・世界最高水準の

研究開発成果を創

出するため、国際

的に卓越した能力

を有する人材の育

成・輩出を行うた

めの取組や、研究

支援機能の強化等

の研究環境の整備

を行うことができ

たか。 

（評価指標） 

・国内外の研究機

関、大学、民間と

の研究交流状況 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 米国西海岸地域での拠点設

置に向けた検討を開始し、ワ

ーキンググループの設置や

現地視察、グローバル戦略委

員会を経て、同地域での具体

的な研究協力分野の検討を

進めている。 

○ 昨年度 3 つ目の連携研究室

を設置したロシアのカザン

連邦大学と機関間の協力を

一層推進するため 2016 年 5

月 13 日に包括協定を締結し

た。また、ドイツのマックス

プランク協会との連携セン

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○ 海外の研究機関との包括協

力協定を新たに 1 機関と締

結するとともに、連携研究拠

点を 1拠点設置しており、計

画を順調に遂行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

自己評価では A判定であるが、今後の課題・指摘事項の欄に示す点に

ついて、さらなる改善を期待したい。 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・概ね目標通りの成果が達成されているが、科学技術ハブの発展を含め、

更なる成果の創出が期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

特に科学技術ハブの機能は、多様な展開を生む可能性を持ったオープン

イノベーションの拠点を構築する構想であり。積極的な発展を期待。 

 



165 
  

の連携や、海外の研究

拠点の形成は、国際的

な頭脳循環が進む状況

下にあって、自身の研

究開発力を一層強化す

る観点のみならず、こ

れらの課題達成や科学

技術外交の推進に貢献

する観点からも重要で

あることから、戦略的

に推進する。 

なお、海外の研究開

発拠点は、共同研究が

終了した際には速やか

に廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際的なハブとし

ての研究拠点の運

営・整備及び人類

存続に向けた地球

規模課題への取組

等の観点に基づ

き、理化学研究所

の国際戦略を策定

する。これに沿っ

て必要性を十分に

精査した上で、海

外の研究機関・大

学と研究協力協定

や共同研究により

研究交流を進める

とともに、国際連

携大学院協定を締

結し留学生を受け

入れ、研究環境の

提供や研究課題指

導を行う。 

また、連携研究

拠点（支所や連携

センター）を設置

し、連携研究を推

進する。特に、ア

ジア地域での研究

開発状況の把握と

研究交流推進を図

る。これらの取組

により、海外機関

との連携による研

究拠点を中長期目

標期間中に５拠点

程度新設する。な

お、海外拠点の運

営には、適切な経

費執行等に必要な

体制を構築すると

ともに、共同研究

が終了した連携研

究拠点について

ついては、理化学

研究所の国際戦略

に基づき、トップ

レベルの海外研究

機関・大学と、研

究協力協定や国際

連携大学院協定の

締結等による機関

間連携・協力体制

の構築を進める。

平成２８年度は、

共同シンポジウム

の開催等を通じて

理化学研究所が海

外研究機関等と協

力して貢献すべき

新たな研究課題の

洗い出しを進める

とともに、これま

でに構築した海 

外研究機関等との

連携を強化する。

また、機関間連携

等を通じた国際的

なネットワークを

活用し、多様な国

際的人材の獲得・

育成を行う。新た

な連携研究拠点設

置については、近

年急激な科学技

術・イノベーショ

ンの発展、科学技

術投資の伸びがみ

られるアジア地域

に加え、イノベー

ションで世界を牽

引しているアメリ

カ西海岸地域、主

要な研究機関への

アクセスが容易な

ヨーロッパ地域に 

（モニタリング指

標） 

・海外機関との連

携により新設した

研究拠点数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ターについては、研究成果及

び人材交流実績を評価し、

2017年3月1日よりさらに5

年間継続することとした。特

に、ロシアのカザン連邦大学

との連携においては、プレス

リリースにつながる研究成

果が発表された。 

○ シンガポール事務所におい

ては、インドネシアにおける

大学・研究機関との協力可能

性に関する調査、今中長期目

標期間中に新設した第 6 の

海外機関との連携による研

究拠点である南洋理工大学

との連携センター設立、及び

マレーシア科学大学とのジ

ョイントシンポジウム開催

等、シンガポール国内及びア

セアン地域における理研の

活動のコーディネーション

機能を担った。 

○ 北京事務所においては、北

京・杭州・西安・合肥等中国

の科学技術投資が集まる地

域における研究開発動向を

積極的に調査するともに、北

京大学、西安交通大学等の研

究者・学生向け説明会に参加

する等し人材確保につなが

る活動に努めた。また、共同

プログラムを実施している

中国科学技術部との成果報

告会の開催、北京大学や清華

大学等中国のトップ大学と

の連携関係の構築に向け、各

大学を訪問し国際協力担当

と打ち合わせを行う等、現地

での協力強化に注力した。加

えて、中国科学院傘下の近代

物理研究所（IMP）と合同ワ

ークショップを開催した。 
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は、速やかに廃止

するものとする。 

さらに、国内の

大学、研究機関、

企業等との研究交

流を積極的に進め

るため、共同研究

や受託研究等の多

様な連携研究を推

進し、民間との共

同研究等の件数を

年４５０件以上と

する。また、国内

の大学・研究機関

と研究協力協定を

結んで連携を推進

するほか、連携大

学院協定を締結

し、博士後期課程

大学院生を受け入

れて研究環境の提

供や研究課題指導

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ついても検討を行

う。さらに、海外

拠点については、

適切な経費執行等

が可能となる仕組

みを運用する。 

国内の大学、研

究機関、企業等と

の研究交流を積極

的に進めるため、

共同研究や受託研

究等の多様な連携

研究を推進し、民

間との共同研究等

の件数として４５

０件を目指す。ま

た、イノベーショ

ンの創出を促進す

ることを目指し、

数理科学を軸とし

た異分野融合・新

領域創出及び省エ

ネルギー社会の実

現に向けた革新的

量子技術の創出に

資する分野・組織

横断的な連携ネッ

トワークを構築 

する。さらに、関

係が密接な機関と

の研究協力協定や

連携大学院協定の

締結を積極的に進

め、博士後期課程

大学院生を受け入

れて研究環境の提

供や研究課題 

指導を行う。 

 

 

 

 

○ 上記のほか、フランス・スト

ラスブール大学、台湾中央研

究院との合同シンポジウム

を開催した他、マックスプラ

ンク研究所の本部を訪問し

運営状況の聞き取り調査を

実施する等、包括協定・覚書

を締結している海外の研究

機関、大学等との協力を積極

的に進めた。 

○ 海外事務所においては、平成 

26 年度に実施した資金請求

事務の厳格化を継続する等、

引き続き適切な資金管理を

実施した。 

○ イノベーション創出に向け

た国内の研究機関や大学と

の連携推進のため、大学への

連携研究拠点の設置、自治体

との連携等に取組んだ。 

○ 大学への連携研究拠点の設

置として、京都大学との連携

研究の実施に向けて平成 28

年 6 月 29 日に基本協定を締

結し、大学内の共用施設を連

携スペースとして確保した。 

○ また、研究機関との連携を推

進するため、平成 28 年 8 月

30 日に国立研究開発法人産

業技術総合研究所、9 月 28

日には国立研究開発法人国

立がん研究センターとの基

本協定を締結した。 

○ 自治体との連携として、九州

大学および福岡市との基本

協定のもと、九州大学におけ

る理研との連携研究を軸と

してた理研、九州大学及び福

岡市との連携促進に向けて、

平成28年11月7日に和光事

業所にて理研主催の「理研―

九州大学―福岡市 学術交

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成 28 年度には、推進組織

の本格稼働に伴い、「科学技

術ハブ」構想の元、国内の大

学・研究機関との基本協定を

新たに５件締結し、連携環境

の整備を進めるとともに、大

学内への連携研究拠点の設

置など、研究交流の推進を進

めていることを高く評価す

る。 
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流会」を、また平成 29 年 3

月には、福岡市において 3

者が主催する「イノベーショ

ンフォーラム」を開催した。 

○ 京都府においては、けいはん

な学研都市における連携研

究活動の推進に向け、平成

28年 5月 24日に国際高等研

究所を交えた 3 者による基

本協定を締結し、各研究・事

務施設の環境整備を進めた。 

○ 具体的には、けいはんなプラ

ザにおけて、京都大学 iPS

研究所と連携したバイオリ

ソースセンターのサテライ

トにあたる創薬細胞基盤開

発チームの設置準備を進め

るとともに、国際高等研究所

において、革新知能統合研究

センターの研究実施を見据

えた施設整備に着手した。 

○ 国内 39 大学との間で連携大

学院の協力を行い、海外 54

大学と国際連携大学院協定

を結んで、国内外の博士課程

後期の学生の受入を行い、国

内外の研究機関、大学等との

研究交流を積極的に推進し

ている。 

○ 民間との共同研究件数は概

ね 450 件近くを維持してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 



168 
  

様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５－(5) 研究開発活動を事務・技術で強力に支える機能の強化 

関連する政策・施策 

 

政策目標 8 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
事務管理職に
占める女性比
率 

― 7.0% 7.4% 10.7％ 8.8％ － 予算額（千円） ― ― ― ― － 

 ― ― 
 

― 
 

― ― － 決算額（千円） ― ― ― ― － 

 ― ― ― ― ― － 経常費用（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常利益（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 

  ― ― ― ― ― － 従事人員数 ― ― ― ― － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

世界トップレベルの

開かれた研究環境の下

で挑戦的な研究開発活

動に取り組み、創造性

に富んだ成果を創出

し、効果的に産業・医

療応用等の社会還元に

つなげるためには、法

令、人事及び経理に係

る諸制度、技術面など

について、外部の意見

を取り入れるなど幅広

い視点での専門的な知

見や実践能力が重要で

ある。このため、研究

支援機能の強化に向け

① 事務部門における組織体制及び業務改善 評定 Ｂ 
本部機能を明確

化するとともに、

個別の研究事業を

推進する体制の強

化を図る。また、

業務フローの不断

の見直し等による

業務の効率化を行

うことにより、業

務の質の向上を図

る。さらに、知的

財産の取得・管理、

研究倫理や安全管

理、広報等の専門

的な人材育成のた

平成２８年度

は、前年度に検討

した事務組織改編

を実施し、さらな

る業務改善を進め

る。 

さらに、前年度

に創設した任期制

事務職員の新たな

キャリアパスとな

る事務基幹職制度

の運用を開始する

とともに、専門的

な業務を担う人材

の育成及び適切な

（評価軸） 

・世界最高水準

の研究開発成果

を創出するた

め、国際的に卓

越した能力を有

する人材の育

成・輩出を行う

ための取組や、

研究支援機能の

強化等の研究環

境の整備を行う

ことができた

か。 

（評価指標） 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 「理研科学力展開プラン」を踏

まえ、事務部門における本部機

能強化等を行った。具体的に

は、1）国際戦略企画立案機能

強化のための「国際部」の本部

への設置、2）研究系職員の人

事に係る戦略等の企画・立案機

能をもつ「研究人事課」の人事

部への設置、3）外部資金室の

本部への位置付け、4）計算科

学研究機構独自に存在した事

務部門の廃止（企画部門は「計

算科学研究推進室」を新設、管

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 本部機能強化等のための組

織改編は適切に図られたも

のと評価できる。今後は、効

果的に運用するとともに、適

宜改善を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・国際戦略の企画立案を担う国際部と、研究系職員の人事戦略の企画立

案を担う研究人事課を創設したこと等は、研究支援機能及びガバナンス

強化として評価できる。 
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た組織体制の構築を計

画的に進める。 

また、研究支援者等

の確保や、知的財産の

管理・活用に向けた専

門人材の配置等、研究

者が研究に専念できる

環境を整備するための

取組を進める。 

さらに、国の政策課

題の達成に向けて効果

的かつ計画的に研究開

発活動を進めていくた

めには、研究支援部門

が研究者への単なる支

援にとどまらず、理化

学研究所の適切な経営

判断を支える機能を担

うことが期待される。 

このほか、研究支援人

材の力を多様な研究開

発の場面で生かし、優

れた成果創出につなげ

るため、大学を中心と

した研究環境の改善を

図るためのネットワー

ク作りにも積極的に協

力していくことが重要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めの事務専門職制

度を創設・運用し、

専門職人材育成の

ための研修の充実

を図ることによ

り、事務部門の人

材の質の向上を図

るとともに、これ

らの人材の適切な

配置を行うこと

で、研究支援機能

の強化を図るとと

もに、研究支援者

が高いアクティビ

ティを発揮できる

よう、雇用体系を

整備する。 

加えて、研究者

の研究上の定型作

業や施設の維持管

理や評価等にかか

る負担を軽減し研

究に専念すること

ができる環境を確

保するため、優れ

た研究支援者を確

保し、研究支援機

能の強化を図る。 

このほか、女性職

員の積極的な登

用・活用をすすめ、

中長期目標期間中

に事務管理職に占

める女性比率１

０％程度の達成を

目指す。 

 

 

 

 

 

 

人材配置に向けた

検討を行う。 

このほか、女性

職員の積極的な登

用・活用を進め、

事務管理職に占め

る女性比率の向上

を目指す。 

 

・事務部門にお

ける組織体制の

機動的かつ弾力

的な整備、研究

支援機能及びガ

バナンスの強化

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

理部門は神戸研究支援部に統

合）を行った。また、情報セキ

ュリティ強化のための「情報シ

ステム部」の本部への設置及び

イノベーションデザインを実

施する体制を整備するための

「イノベーションデザイン準

備室」の設置を検討し、平成 29

年度から実施することとした。

さらに、研究環境のダイバーシ

ティを高め女性研究者等の活

躍推進を図るための「ダイバー

シティ推進室」を設置した。 

○ 本部や各推進室、事業所等各部

署からの業務報告や意見交換

を行う場を定期的に設け、各部

署の業務の執行状況や懸案事

項の把握と情報共有を図るた

め、理事・部長等打合せ会を 10

回開催した。各事業所、本部部

署から年に 2回、事業の進捗、

懸案の報告を受け、中長期計画

等の履行状況を役員により確

認を行った。 

○ 任期制事務職員の新たなキャ

リアパスとして、無期雇用職で

ある事務基幹職制度を整備し、

特別契約事務職員及び准事務

基幹職員から登用する選考を

行った。 

○ 事務管理職に占める女性比率

は、8.8％（昨年度 10.7％）で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 着実に計画を推進している

と評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

 

 

 

○ 事務管理職に占める女性比

率が平成 28 年度に比べ低下

しているが、平成 29 年度当

初に新たな女性管理職を登

用しており、概ね 10%程度は

達成できる見込み。 
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② 理化学研究所の経営判断を支える機能の強化 

理化学研究所の

経営について、外

部から適切な助言

を得る機能を拡充

させるため、研究

戦略会議に加え、

理事会議メンバー

と産業界、科学界

等の外部有識者に

より構成する経営

戦略会議を設置す

るなどの体制整備

を行う。研究戦略

会議については、

研究に関する専門

的事項に関し、研

究所に対する助言

を効果的かつ迅速

に行うよう運営す

る。経営戦略会議

については、研究

所経営の強化に係

る事項等、重要事

項に関し、研究所

に対する助言を反

映させるよう運営

する。 

組織体制を機動

的かつ弾力的に整

備し、本部が経営

方針等を的確に各

組織に伝え、各組

織が最大の成果を

あげるよう理化学

研究所全体のガバ

ナンスの強化を図

る。 

理化学研究所の

経営について、外

部から適切な助言

を得る機能を拡充

させる。研究戦略

会議及び経営戦略

会議については、

専門的事項につい

て理事会議に対 

する助言を効果的

かつ迅速に行うよ

う運営する。 

平成２８年度

は、理事長の経営

方針を的確に各組

織に伝え、理化学

研究所全体のガバ

ナンスの強化を図

るため、理事長の

リーダーシップの

下でミッション 

達成、法令遵守や

倫理保持の徹底等

の取組を進めると

ともに、本部と各

組織間において情

報共有や懸案事項

の洗い出しを行

う。また、今後取

り組むべき課題、 

分野、研究開発成

果最大化に向けた

方策等について、

外部の有識者から

意見を伺い、それ

を経営に反映出来

るよう研究戦略会

議を運営する。さ

らに、経営戦略会

議については、研

究所経営の強化に

（評価軸） 

・世界最高水準

の研究開発成果

を創出するた

め、国際的に卓

越した能力を有

する人材の育

成・輩出を行う

ための取組や、

研究支援機能の

強化等の研究環

境の整備を行う

ことができた

か。 

（評価指標） 

・事務部門にお

ける組織体制の

機動的かつ弾力

的な整備、研究

支援機能及びガ

バナンスの強化

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 研究所経営の強化に係る事項

等、重要事項に関し、研究所に

対する助言を行う「経営戦略会

議」を 4回開催し、外部の目に

よる理研の経営課題について

議論を行い、運営に反映した。

具体的には、特定国立研究開発

法人としての取組や次期中長

期計画、人事制度改革等、研究

所運営の根源に係る論点につ

いて議題として提供、議論を行

い、運営に反映した。 

○ 内部統制システムの充実や研

究倫理を周知徹底するための

教育・啓発の充実等を着実に実

施し、理事会議で実施状況を確

認した。 

○ 国内外の研究動向を踏まえた

研究活動及び研究運営に関す

る検討・提言を行う「研究戦略

会議」を 2回開催し、第 4期中

長期計画に向けた検討や理研

イノベーションデザイン等に

ついて議論を行った。 

 

（評価の視点） 

【リーダーシップを発揮できる環

境の整備状況と機能状況】 

○ 理事長の命を受けて、研究推進

等のため全所的立場から理事

長を補佐する「理事長特別補

佐」を 1名任命した。 

○ 理事長の命を受けて、特命事項

について調査分析及び連絡調

整を行う「理事長補佐」を 2名

任命した。 

○ 理事の職務遂行を補佐する「副

理事」を 3名任命した。 

○ 理事を補佐し、理事の分担する

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 経営戦略会議での議論を運

営に反映し、順調に計画を遂

行していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 内部統制システムの充実等

を着実に実施し、順調に計画

を遂行していると評価する。 

 

 

○ 研究戦略会議での議論を運

営に反映し、順調に計画を遂

行していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 補佐機能の強化により、人材

育成や所内外連携等科学力

展開プランの本格実施が進

んでおり、順調に計画を遂行

していると評価する。 
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係る事項等、重要

事項に関し、研究

所に対する助言を

運営に反映させ

る。 

加えて、運営・

改革モニタリング

委員会評価書の提

言を反映した運営

を行う。 

 

 

 

 

 

 

事項について調査分析及び連

絡調整を行う「理事補佐」を 2

名任命した。 

 

【組織にとって重要な情報等につ

いての把握状況】 

○ 本部や各推進室、事業所等各部

署からの業務報告や意見交換

を行う場を定期的に設け、各部

署の業務の執行状況や懸案事

項の把握と情報共有を図るた

め、理事・部長等打合せ会を 10

回開催した。各事業所、本部部

署から年に 2回、事業の進捗、

懸案の報告を受け、中長期計画

等の履行状況を役員により確

認を行った。【再掲】 

 

【役職員に対するミッションの周

知状況及びミッションを役職員

により深く浸透させる取組状況】 

○ 研究所全体を俯瞰した視点か

ら中長期的な議論を集中的に

行う理事長主催による理研研

究政策リトリートを平成 29 年

1 月 19 日に開催し、エンジニア

リング・ネットワーク構想や AI

研究・数理研究の連携方策等に

ついて理事長と職員等で議論

を行った。また、理事長の方針

や議論を全職員に向けて発信

するように、インターネットで

中継を行った。 

○ センター長会議を 4回開催し、

理研科学力展開プランの実現

に向け、研究人事制度改革や次

期中長期計画、平成 29 年度の

予算、人材等研究資源の配分方

針等について、研究及び経営に

係る調整や議論を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 各部署からの業務報告、意見

交換を定期的に行い、順調に

計画を遂行していると評価

する。 
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【組織全体で取り組むべき重要な

課題（リスク）の把握状況】 

○ 平成 28 年度のリスク対応計画

の策定にあたっては、平成 27

年度リスク対応計画取組状況

報告、平成 27 年度内部統制推

進状況報告、平成 26、27 年度

の相談案件、本部部署への聞き

取りを基に、全所的に改善に取

り組むべき項目を抽出すると

ともに、各部署において別途自

主点検を行い、各部署において

平成 28 年度に取り組む個別リ

スクを抽出し、発生可能性、影

響度の評価を行った。 

 

【組織全体で取り組むべき重要な

課題（リスク）に対する対応状況】 

○ 平成 28 年度のリスク対応計画

の策定にあたっては、平成 27

年度リスク対応計画取組状況

報告、平成 27 年度内部統制推

進状況報告、平成 26、27 年度

の相談案件、本部部署への聞き

取りを基に、全所的に改善に取

り組むべき項目を抽出すると

ともに、各部署において別途自

主点検を行い、各部署において

平成 28 年度に取り組む個別リ

スクを抽出し、リスク管理委員

会において、平成 28 年度のリ

スク対応計画を策定し、周知し

た。年度末には、リスク対応計

画の実施状況の報告を求めた。 

○ 理事長及び理事は、理事会議や

理事・部長等打合せ会での情報

収集、理事長はじめ理事による

各事業所の連絡会議への出席

や現場との対話を通じて、情報

の獲得に努めている。 

 

【内部統制のリスクの把握状況】 

 

 

○ 各部署からの業務報告、意見

交換を定期的に行い、順調に

計画を遂行していると評価

する。 
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【内部統制のリスクが有る場合、そ

の対応計画の作成・実行状況】 

○ 平成 28 年度のリスク対応計画

を策定し、周知した。内部統制

推進責任者からは、平成 28 年

度リスク対応計画に基づく取

組の実施状況について報告を

求めた。 

 

 

○ 昨年度に引き続き、研究所の

ミッション達成を阻害する

課題（リスク）のうち、組織

全体として取り組むべき重

要なリスクと各部署におけ

る個別リスクを抽出した上

で、リスク対応計画を策定し

て対応を行ったことは、着実

に業務運営がなされたと評

価できる。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－６ 適切な事業運営に向けた取組の推進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６－(1) 国の政策・方針、社会的ニーズへの対応 

関連する政策・施策 

 

政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
 ― ― ― ― ― － 予算額（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 決算額（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常費用（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常利益（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 

  ― ― ― ― ― － 従事人員数 ― ― ― ― － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理化学研究所は、我

が国の研究開発機能の

中核的な担い手の一つ

として、科学技術基本

計画等の科学技術イノ

ベーション政策に基づ

き、政策課題の達成に

向け明確な使命の下で

組織的に研究開発に積

極的・主体的に取り組

むとともに、社会から

の様々なニーズに対し

ても戦略的・重点的に

研究開発を推進する。 

また、科学技術に関

我が国の研究開

発機能の中核的な

担い手として、理

事長のリーダーシ

ップの下、科学技

術基本計画等の科

学技術イノベーシ

ョン政策に基づ

き、政策課題の達

成に向け明確な使

命の下で組織的に

研究開発に取り組

むとともに、社会

からの様々なニー

ズに対しても戦略

我が国の研究開

発機能の中核的な

担い手として、理

事長のリーダーシ

ップの下、科学技

術基本計画等の科

学技術イノベーシ

ョン政策に基づ

き、政策課題の達

成に向け、前年度

に策定した科学力

展開プランの下で

組織的に研究開発

に取り組むととも

に、社会からの

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ー シ ッ プ の も

と、効果的かつ

効率的な業務運

営体制及び迅速

か つ 柔 軟 な 運

営・管理するこ

とが可能な資金

執行体制を確保

し、戦略的な法

人運営を行うこ

とができたか。 

・我が国の研究開

発の中核的な担

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 平成 28 年度においても引き

続き、我が国の科学技術イノ

ベーション政策に沿って事

業を実施した。 

○ 「滲出型加齢黄斑変性に対

する他家 iPS 細胞由来網膜

色素上皮細胞懸濁液移植に

関する臨床研究」の 1例目の

移植手術の実施や、スーパー

コンピュータ「京」と最新鋭

気象レーダを生かしたゲリ

ラ豪雨予測手法の開発など、

社会ニーズに対応した研究

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 我が国の科学技術イノベー

ション政策の中核的な実施

機関として、創薬・医療関連

の研究開発や環境・エネルギ

ー分野の研究開発などに取

組むとともに社会ニーズに

対応した研究の成果が創出

されており、順調に計画を遂

行していると評価する。 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・科学技術基本計画の改訂を踏まえ、革新知能統合研究センターを設立

し、人工知能研究を開始しており、目標を達成している。 

 

・イノベーションデザインは重要な取組であり、更なる充実を期待。 
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する革新的な知見が発

見された場合や、その

他の科学技術に関する

内外の情勢に著しい変

化が生じた場合におい

て、文部科学大臣から

当該知見に関する研究

開発その他の対応を求

められた際は、迅速に

対応する。 

さらに、人文・社会

科学との接点を常に持

ちながら、世界の科学

技術の動向、研究の先

見性、研究開発成果の

有効性、社会情勢、社

会的要請等に関する情

報の収集・分析に努め、

適切に自らの研究開発

活動等に反映する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的・重点的に研究

開発を推進する。 

また、政策的・

社会的なニーズを

的確に把握するた

め、政策や研究の

動向に関する情報

収集・分析を行う

専任の組織を設置

し、理事会や経営

戦略会議、研究戦

略会議を支援する

ことにより、理化

学研究所自らの研

究開発活動等に適

切に反映するとと

もに、政策立案へ

の提言に努める。 

加えて、科学技

術に関する革新的

な知見が発見され

た場合や、その他

の科学技術に関す

る内外の情勢に著

しい変化が生じた

場合において、当

該知見に関する研

究開発その他の対

応が必要になった

際は、文部科学大

臣と十分な意志疎

通を図りつつ、迅

速な対応を行う。 

さらに、科学技

術を文化の一環と

して捉え、理化学

研究所の研究活動

を通じて得られた

知見・知識を広く

普及し、科学技術

と社会との関係に

ついて国民の理解

様々なニーズに対

しても戦略的・重

点的に研究開発を

推進する。 

平成２８年度

は、政策的・社会

的なニーズを的確

に把握するため、

政策や研究の動向

に関する情報収

集・分析を行うと

ともに、研究開発

成果の最大化に向 

け、経営戦略会議

や研究戦略会議に

おける議論、理事

会議の方針決定を

支援する。あるべ

き未来社会像を描

きそれを念頭に研

究を進める「イノ

ベーションデザイ

ン」に着手し、我

が国のイノベーシ

ョンシステム改革

に取り組む。 

加えて、科学技

術に関する革新的

な知見が発見され

た場合や、その他

の科学技術に関す

る内外の情勢に著

しい変化が生じた

場合において、当

該知見に関する研

究開発その他の対

応が必要になった

際は、文部科学大

臣と十分な意志疎

通を図りつつ、迅

速な対応を行う。 

また、科学技術と

い手として、ま

た多額の公的な

資金が投入され

ている組織とし

て、社会の中で

の存在意義・価

値を高めること

ができたか  

・特定国立研究開

発法人による研

究開発等の促進

に関する特別措

置法（平成 28年

法律第 43号）第

7 条に基づく主

務大臣による措

置要求に適切に

対 応 で き た か

（該当事例があ

った場合のみ）。 

 

（評価指標） 

・社会からのニー

ズに 

対する戦略的・

重点的な研究開

発の成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を実施した。 

○ 国立研究開発法人として、革

新知能統合研究プロジェク

ト等の国の政策に対応した。 

○ また、イノベーションデザイ

ンの取組みについて、理事長

の下、所内外の有識者十数人

を集めて、毎回、具体的なテ

ーマを設けて懇談会を開催。

イノベーションデザインを

実践し、シナリオを共有して

具体化に移していくプラッ

トフォームの構築を進めた。 
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を深める。 

 

 

 

 

 

社会との関係につ

いて国民の理解を

深めるため、研究

開発活動の理解増

進（詳細は５．

（３）.②に記載）

に積極的に取り組

む。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６－(2) 法令遵守、倫理の保持等 

関連する政策・施策 

 

政策目標 8 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
 ― ― ― ― ― － 予算額（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 決算額（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常費用（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常利益（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 

  ― ― ― ― ― － 従事人員数 ― ― ― ― － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理化学研究所が、社

会からの期待と尊敬を

集めながら、科学技術

に関する世界的な研究

開発機関として発展し

ていくためには、「社

会の中の理化学研究

所」として、様々なル

ールを真摯に遵守する

等適切に行動する必要

がある。研究開発成果

を医療や産業への応用

につなげる上で、広く

コンプライアンスに対

する意識を高め、確実

に取り組むための一層

法令違反、論文

の捏造や改ざん、

盗用、ハラスメン

ト、研究費の不適

切な執行といった

行為はあってはな

らないものであ

り、不正や倫理に

関する問題認識を

深め、職員一人一

人が規範遵守に対

する高い意識を獲

得するため、研究

不正防止等のため

の講演会や法律セ

ミナー等の必要な

研究員の流動性

が高い理化学研究

所において、個々

が自律的に法令、

倫理に対する高い

意識を醸成し維持

するため、国の指

針等を踏まえた対

応を図るととも

に、セミナー、ｅ

－ラーニング、冊

子等による啓発活

動を引き続き行

う。 

また、研究不正

は科学に対する社

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ー シ ッ プ の も

と、効果的かつ

効率的な業務運

営体制及び迅速

か つ 柔 軟 な 運

営・管理するこ

とが可能な資金

執行体制を確保

し、戦略的な法

人運営を行うこ

とができたか。 

・我が国の研究開

発の中核的な担

い手として、ま

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 研究室主宰者等による各研

究室等における研究上の不

正防止に向けた取組の実施

状況等の点検を実施し、その

結果を踏まえ、研究倫理教育

責任者が点検し、研究倫理教

育統括責任者へ報告した。 

○ 平成28年6月から10月にか

けて、研究倫理教育統括責任

者と研究倫理教育責任者の

面談、平成 28年 11 月に研究

倫理教育責任者連絡会議を

開催し、他センター等での参

考となるよう、センター等に

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 研究不正、研究費不正、倫理

の保持、法令遵守等につい

て、他の研究機関・研究者の

模範となるべく徹底した対

応をとったと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 
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の努力が必要である。 

研究不正、研究費不

正、倫理の保持、法令

遵守等については、

個々の研究者だけでは

なく、組織としても対

応することが肝要であ

るため、理化学研究所

として、研究不正等に

係る意識の向上のため

の取組の推進や研究不

正等に関する責任の明

確化、研究不正等に係

る取組の実施状況につ

いて社会に発信するな

ど他の研究機関・研究

者の模範となるべく徹

底した対応をとる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修・教育を、全

事業所を対象に繰

り返し実施し啓発

を図るとともに、

研究倫理等に関す

る意識を定期的に

確認し、その向上

を図る。特に、研

究不正等の防止に

関しては、適切な

教育プログラムを

実施する。また、

国の指針等を踏ま

え、研究コンプラ

イアンス本部の設

置、研究倫理教育

に係る責任者の設

置、研究不正等に

係る責任者の権

限、責任の明確化

も含めた関連規程

の策定など必要な

体制を整備すると

ともに、論文の信

頼性を確保する仕

組みを構築し、適

切に運用する。こ

れらの取組の実施

状況について、社

会に発信する。 

さらに、相談員

等を対象としたカ

ウンセリング研修

や事業所間の意見

交換を実施し、外

部相談機関も活用

して相談対応の充

実を図るととも

に、理化学研究所

内の相談・通報体

制により把握した

不正疑惑に対して

会の信頼を著しく

揺るがすものであ

ることから、国の

指針等を踏まえて

新たに策定した規

程等に基づき、研

究倫理に関する意

識の確認状況や研

究記録管理及び研

究成果発表に関す

る手続きの履行状

況等の研究倫理教

育責任者による確

認や、研究倫理教

育の受講の義務化

等、研究不正の防

止に関わる取組を

確実に実行する。

研究不正の防止に

関わる取組及び 

研究費不正使用の

防止に関わる取組

については、ウェ

ブサイトにて発信

する。 

相談・通報・告

発の取扱いについ

ては、職員等に対

して配布資料やホ

ームページにより

受付窓口の周知を

繰り返し行うとと

もに、外部相談機

関を活用し、迅速

かつ的確に対応す

る。窓口担当者の

知識、技術の維持

向上のために、相

談対応研修を行

う。不正防止対策

等を強化するた

め、業務が適切に

た多額の公的な

資金が投入され

ている組織とし

て、社会の中で

の存在意義・価

値を高めること

ができたか  

・特定国立研究開

発法人による研

究開発等の促進

に関する特別措

置法（平成 28年

法律第 43号）第

7 条に基づく主

務大臣による措

置要求に適切に

対 応 で き た か

（該当事例があ

った場合のみ）。 

 

（評価指標） 

・研究不正、研究

費不正、倫理の保

持、法令遵守等に

ついての対応状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おける具体的な取組事例を

共有した。 

○ 平成 26 年度に導入した研究

倫 理 教 育 プ ロ グ ラ ム

（CITI-Japan）は、平成 27

年 7 月より、週 3日以上の来

所頻度の客員も受講対象と

し、受講対象者が確実に受講

完了するようにフォローア

ップを継続している。受講対

象でない者については、雇用

形態を問わず、必修受講対象

ではない研究系業務従事者

にも、所属長の承認のもとに

受講アカウントを配付して

いる。 

○ 昨年度に導入した、簡易な e

ラーニングは、研究倫理を一

層周知させるため、より高い

頻度で、必要な者に対して教

育を行うことを目的として、

CITI Japan の受講対象者で、

CITI Japan を受講しない年

度に研究倫理に関する冊子

や理研の関連規程を参照し

ながら受講できるものであ

り、昨年度と別の教材を作成

した上で、受講対象者が確実

に受講完了するようにフォ

ローアップを継続している。 

○ 平成28年10月に研究倫理セ

ミナー「何のための研究倫理

か～研究不正防止を超えて、

よりよい研究活動を目指し

て～」を開催するとともに、

平成 28 年 10 月に、少人数の

グループディスカッション

を主とした研究倫理ワーク

ショップを開催し、開催後、

配布資料や動画を所内ホー

ムページに掲載した。 

○ 新たに着任した者に対して、
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は迅速かつ適正な

対応を行う。 

加えて、ヒト材

料を使用する研究

やヒトを対象とす

る研究において

は、生命倫理の観

点から、人の尊厳

を侵すことのない

よう、自然科学の

専門家以外の意見

も踏まえて配慮す

る必要がある。こ

のほか、動物実験

においては、福祉

の観点も踏まえ適

正に実施すること

が重要である。こ

れらの業務の遂行

に当たっては、国

の指針等に基づき

研究の科学的・倫

理的妥当性等につ

いて審査を行うと

ともに、審査内容

の公開を通じて研

究の透明性を確保

する。 

 

 

 

 

 

 

行われているか、

内部監査を実施す

る。 

ヒト由来の試料

や情報を取り扱う

研究、被験者を対

象とする研究につ

いては自然科学の

専門家以外の委員

を含む研究倫理委

員会、動物実験に

ついては動物実験

審査委員会におい

て、課題毎に国の

指針等に基づき科

学的・倫理的等の

観点から審査を実

施する。審査状況

については、ウェ

ブサイト上にて公

開する。 

 

平成 27 年 10 月より、研究倫

理教育等の研修リスト（URL

情報を含む）や、理研の研究

倫理教育の取組に関する冊

子をメール送信している。 

○ 無断引用防止に向けた対策

として平成 26 年度導入した

論文類似度検索ツールにつ

いては、利用の促進を図るた

めにセンター長等にメール

での案内を行ったほか、所内

ホームページや配布物等に

よる周知を行うなど、理研か

ら発表する論文等について、

引用表記の誤りや見落とし

の防止の徹底を図っている。 

○ 職員等の倫理に対する高い

意識の醸成を図るため、「研

究リーダーのためのコンプ

ライアンスブック」及び「理

研で働く人のためのコンプ

ライアンスブック」を改訂し

た（平成28年4月以降配付）。 

○ 通報、相談を受け付ける窓口

を所内外に設置し、職員等か

らの通報、相談に対して的確

に対応し、機能させている。 

○ 職員等からの通報、相談に迅

速かつ的確に対応するため

に、理事長により指名された

相談員を対象に、相談員研修

（相談事例を基にしたケー

ススタディ（グループディス

カッション）と弁護士による

法令解釈、対応方法の助言

等）を行った。 

○ 昨年度作成した、通報・告

発・相談窓口及び理研の「行

動規範」の更なる周知のため

に、それらを記載した名刺サ

イズのカード（日・英併記、

両面印刷）を、新規に入所し
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た者へ配付している。 

○ 平成 29 年 1 月には、法律の

改正等に伴い、ハラスメント

防止規程を改正するととも

に、ハラスメント防止に向け

て、管理職向け、一般職向け

にそれぞれハラスメント防

止研修を開催した。 

○ 内部監査について 

中長期計画初年度の平成 25 年

度に中長期計画期間５年間で

全組織を監査する５年計画を

策定し、適宜見直しをし、平成

28 年度内部監査計画を策定し

て監査を実施した。 

平成 28 年度は、リスク評価を

考慮して平成 29 年度に監査を

実施する部署の一部拠点を前

倒しで実施したり、これまでの

会計検査院実地検査の結果及

び監査の結果から把握したリ

スク評価の高い特定の事業所

の PDCA サイクルについて重点

的に監査を行うように５年計

画を見直した。さらに、監査項

目についても、リスク評価の高

い監査項目として監査してい

る項目に関連する項目も併せ

て監査した。内部監査では、監

査規程に則して業務運営が準

拠性、計画性、能率制、経済性

を確保して行われているかな

どの観点で書面監査、実地監査

などの多様な方法で監査を行

った。平成 27 年度内部監査の

結果、指摘した事項のフォロー

アップを平成28年10月に書面

監査で行い、改善未了の事項に

ついて早期改善を指示し、それ

でも改善未了の場合にはヒア

リング監査を行い督促した。平

成28年10月時点で改善未了事

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 内部監査は、年度計画どおり

に行われ、指摘、指導、助言

などにより業務の適正かつ

能率的な運営の確保に寄与

していると評価 
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項について、平成 29 年 3 月に

書面監査を行い確認した。この

ように平成 27 年度監査結果で

指摘した事項についてのフォ

ローアップを徹底した。また、

他部署に対して指摘事項の横

展開を図り、同様な事態の発生

の防止を図った。 

このように、監査部署及び監査

項目を見直し、単に指摘に留め

ず改善されるまでフォローア

ップし、指摘事項の横展開を図

るなど、内部監査を PDCA サイ

クルを踏まえた継続的な業務

改善に資するように実施した。 

○ 平成 28 年度は、ヒト由来の

試料や情報を取り扱う研究、

被験者を対象とする研究に

かかる生命倫理に関する委

員会を理研全体で 38 回（書

面による研究計画の審査を

含む）開催し、また、動物実

験については動物実験審査

委員会等を 41 回（書面によ

る研究計画の審査を含む）開

催した。いずれの委員会も外

部の委員を含む委員により

構成されており、課題毎に国

の指針等に基づき科学的・倫

理的等の観点から審査が実

施された。 

○ 生命倫理に関する委員会に

ついては、外部の委員を含む

委員により構成される各委

員会の委員名簿及び運営に

関する規則、議事録等を外部

向けホームページ上で公開

した。動物実験に関しては、

関連規程や平成 27 年度に実

施された動物実験計画の審

査及び実施状況、実験動物使

用数等について外部向けホ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 各種委員会等を実施し、審査

状況をウェブサイト上で公

開していることから、順調に

計画を遂行していると評価

する。 
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ームページ上で公開すると

ともに、平成 28 年度は、「動

物実験に係る外部検証委員

会」による平成 23 年度から

平成 27 年度の自己点検結果

の外部検証を実施し、その結

果についても公開した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６－(3) 適切な研究評価等の実施・反映 

関連する政策・施策 

 

政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
 ― ― ― ― ― － 予算額（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 決算額（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常費用（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常利益（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 

  ― ― ― ― ― － 従事人員数 ― ― ― ― － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理化学研究所で行わ

れる個別の研究開発課

題・プロジェクトにつ

いて、当初の目標を達

成し理化学研究所が実

施すべき必要性が低下

したものや、科学的イ

ンパクト、社会的ニー

ズ等に照らして優先順

位が低下したものにつ

いては、随時、廃止も

含め厳格に見直すとと

もに、諸情勢に鑑み、

理化学研究所が実施す

べき必要性が増大した

もの等については、機

動的に対応していく必

理化学研究所の

運営や実施する研

究課題に関する評

価を国際的水準で

行うため、世界的

に評価の高い外部

専門家等による評

価を積極的に実施

する。理化学研究

所全体の運営の評

価を行うために

「理化学研究所ア

ドバイザリー・カ

ウンシル」（ＲＡ

Ｃ）を定期的に開

催するとともに、

研究センター等毎

研究所の研究運

営や実施する研究

課題に関する評価

を国際的水準で行

うため、世界的に

評価の高い外部専

門家等を評価者と

した評価を積極的

に実施する。 

平成２８年度

は、研究所全体の

研究運営の評価を

行うための「理化

学研究所アドバイ

ザリー・カウンシ

ル」（ＲＡＣ）を

平成２８年１２月

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ー シ ッ プ の も

と、効果的かつ

効率的な業務運

営体制及び迅速

か つ 柔 軟 な 運

営・管理するこ

とが可能な資金

執行体制を確保

し、戦略的な法

人運営を行うこ

とができたか。 

・我が国の研究開

発の中核的な担

い手として、ま

た多額の公的な

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 平成 28 年度は、世界的に著

名な科学者を委員とした第

9 回理化学研究所アドバイ

ザリー・カウンシル（以下、

RAC）を 12 月 13 日～16日に

開催した。RAC が示した提言

を前向きに受け止め、今後の

研究所運営に適切に反映さ

せる予定である。 

○ 各研究センター等のアドバ

イザリー・カウンシル（以下、

AC）については、RAC に先だ

って平成 28 年 2 月から 9月

にかけて 13 のセンター等で

実施し、事務 AC については

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ RAC、AC を確実に実施し、そ

の他の研究開発課題等に関

する評価も滞りなく行って

おり、評価結果を理事長裁量

経費などの資源配分を通じ

て効果的に反映しているこ

とから、順調に計画を遂行し

ていると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 
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要がある。 

また、研究開発の特

性上、その過程で生じ

た予期しない結果や成

果、世界的な研究開発

の動向等を踏まえ、当

初の目標を修正して事

業を継続することが適

切な場合には、合理的

に対応する。 

そのため、外国人研

究者の意見も取り入れ

た国際的視点や水準の

評価、国民の意見を吸

い上げた国民目線での

評価、有識者等による

外部評価等を採り入れ

ながら、適時適切に研

究開発課題・プロジェ

クト・研究運営等につ

いて評価を行い、その

結果を公表するととも

に、理化学研究所にお

ける研究開発の在り方

に適切に反映する。研

究評価に当たっては、

独創的で有望な優れた

研究者や研究開発を発

掘し、又は更なる発展

に繋がるよう配慮す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

にアドバイザリ

ー・カウンシルを

設置し、各々の研

究運営等の評価を

行う。また、原則

として、研究所が

実施する全ての研

究課題について、

事前評価及び事後

評価を実施するほ

か、５年以上の期

間を有する研究課

題については、例

えば３年程度を一

つの目安として定

期的に中間評価を

実施する。 

評価結果は、研

究室等の改廃等の

見直しを含めた予

算・人材等の資源

配分に反映させる

とともに、研究開

発活動を活性化さ

せ、さらに発展さ

せるべき研究分野

を強化する方策の

検討等に積極的に

活用する。なお、

原則として評価結

果はウェブサイト

等に掲載し、広く

公開する。 

一般向け講演

会、サイエンスカ

フェ、アンケート

調査及びモニター

調査等を通して理

化学研究所の事業

に関する期待やニ

ーズ把握に努め、

国民目線での事業

に開催する。また、

ＲＡＣ開催に先立

ち、研究センター

等毎にアドバイザ

リー・カウンシル

を開催し、研究運

営等の評価を受け

る。カウンシル議

長には、原則、外

国人研究者を招聘

する等、国際水準

での評価を担保す

るためのメンバー

構成とする。 

研究所が実施す

る全ての研究課題

等について、原則

として事前評価及

び事後評価を実施

するほか、５年以

上の期間を有する

研究課題等につい

ては、例えば３年

程度を一つの目安

とした中間評価を

実施する。過重な

負担を回避して効

率的な評価を行う

ため、課題等の特

性や規模に応じ

て、メールレビュ

ーの活用等を図

る。 

評価結果は、研

究室等の改廃等を

含めた予算・人材

等の資源配分や、

研究活動を活性化

させ、さらに発展

させるべき研究分

野を強化する方策

の検討等に活用す

資金が投入され

ている組織とし

て、社会の中で

の存在意義・価

値を高めること

ができたか  

・特定国立研究開

発法人による研

究開発等の促進

に関する特別措

置法（平成 28年

法律第 43号）第

7 条に基づく主

務大臣による措

置要求に適切に

対 応 で き た か

（該当事例があ

った場合のみ）。 

 

（評価指標） 

・世界的に評価の

高い外部専門家等

による評価の実施

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同年 10 月に開催した。 

○ 研究開発課題等の評価に関

しては、「国の研究開発評価

に関する大綱的指針」等に基

づき、主任研究員研究室等の

中間、事後評価を実施し、各

研究センター等においても

AC で課題評価を行った。 

○ 情報の受け手である国民の

意見を収集・調査・分析する

ため、科学講演会、一般公開

等イベントの際には、来場者

に対してアンケートを実施

し、その結果を分析、次回の

イベントの際に順次反映し

た。また、イベント参加者と

の対話内容を、できる限り広

報スタッフで共有し、ノウハ

ウの蓄積に努めた。 
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運営に取り入れて

いく。 

 

 

 

 

 

 

 

るとともに、原則

として、ウェブサ

イト等に掲載し、

広く公開する。 

一般向け講演

会、サイエンスカ

フェなどのイベン

ト時におけるアン

ケート調査及びイ

ンターネットを利

用したモニター調

査等を通して理化

学研究所の事業に

関する期待やニー

ズ把握に努め、国

民目線での事業運

営に取り入れてい

く。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６－(4) 情報公開の促進 

関連する政策・施策 

 

政策目標 8 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
 ― ― ― ― ― － 予算額（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 決算額（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常費用（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常利益（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 

  ― ― ― ― ― － 従事人員数 ― ― ― ― － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理化学研究所の適切

な運営を確保し、かつ、

その活動を広く知らし

めることで、国民から

の理解、信頼等を深め

るため、積極的に情報

公開を行う。 

特に、契約業務につ

いては、独立行政法人

を取り巻く諸般の事情

を踏まえ、透明性が確

保されるよう十分留意

する。 

 

 

 

 

独立行政法人等

の保有する情報の

公開に関する法律

（平成１３年法律

第１４５号）に定

める「独立行政法

人等の保有する情

報の一層の公開を

図り、もって独立

行政法人等の有す

るその諸活動を国

民に説明する責務

が全うされるよう

にすること」を常

に意識し、積極的

な情報提供を行

う。特に、契約業

独立行政法人等

の保有する情報の

公開に関する法律

（平成１３年法律

第１４５号）に定

める「独立行政法

人等の保有する情

報の一層の公開を

図り、もって独立

行政法人等の有す

るその諸活動を国

民に説明する責務

が全うされるよう

にすること」を常

に意識し、積極的

な情報提供を行

う。特に、契約業

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ー シ ッ プ の も

と、効果的かつ

効率的な業務運

営体制及び迅速

か つ 柔 軟 な 運

営・管理するこ

とが可能な資金

執行体制を確保

し、戦略的な法

人運営を行うこ

とができたか。 

・我が国の研究開

発の中核的な担

い手として、ま

た多額の公的な

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 「独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律」

に基づき、平成 28 年度は、

51 件（うち 9 件は前年度か

らの継続案件）の情報公開請

求があり、うち 12 件が全部

開示、28 件が部分開示、10

件が不開示の決定を行った。

1件が手続き中である。 

○ 所外向けホームページにお

いて、｢随意契約によること

ができる基準｣、｢競争性のな

い随意契約｣に係る情報等、

契約に係る情報を公開する

とともに、関連法人との取引

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 適切に情報の公開を行い、順

調に計画を遂行していると

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 
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務及び関連法人に

ついては、透明性

を確保した情報の

公開を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

務及び関連法人に

ついては、透明性

を確保した情報の

公開を行う。 

 

資金が投入され

ている組織とし

て、社会の中で

の存在意義・価

値を高めること

ができたか  

・特定国立研究開

発法人による研

究開発等の促進

に関する特別措

置法（平成 28年

法律第 43号）第

7 条に基づく主

務大臣による措

置要求に適切に

対 応 で き た か

（該当事例があ

った場合のみ）。 

 

（評価指標） 

・積極的な情報提

供に向けた取組状

況 

 

 

 

状況、関連法人への再就職の

状況を公開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６－(5) 監事機能強化に資する取組 

関連する政策・施策 

 

政策目標 8 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標 8-3 研究活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人理化学研究所法第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
 ― ― ― ― ― － 予算額（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 決算額（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常費用（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 経常利益（千円） ― ― ― ― － 
 ― ― ― ― ― － 行政サービス実施コスト（千円） ― ― ― ― － 

  ― ― ― ― ― － 従事人員数 ― ― ― ― － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 
 
 

中長期目標 
 
 

中長期計画 
 
 

年度計画 
 
 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
 
 

主な業務実績等 
 

自己評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政府の方針を踏

まえた監事機能の

強化に向けた補佐

体制を拡充すると

ともに、機動的か

つ専門性の高い監

事監査を実施でき

る体制を構築する

ことにより、研究

所のガバナンスの

強化を行う。 

 

 

 

 

 

 

研究所のガバナン

スの強化に資する

ため、平成２８年

度においては、前

年度に引き続き内

部統制システムの

フォローアップを

含め監事監査を適

切に補助する。ま

た、監事と内部監

査部門、業績評価

部門、会計監査人

等との連携を強化 

するため、必要な

措置をとる。 

 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ー シ ッ プ の も

と、効果的かつ

効率的な業務運

営体制及び迅速

か つ 柔 軟 な 運

営・管理するこ

とが可能な資金

執行体制を確保

し、戦略的な法

人運営を行うこ

とができたか。 

・我が国の研究開

発の中核的な担

い手として、ま

た多額の公的な

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 組織的かつ効率的な監査の

構築のためには連携が極め

て重要であるとの認識に基

づき、監査上の重要課題等に

ついて意見交換するため、監

事は理事長等と定期的な会

合を開催することとしてい

る。また、監事監査と内部監

査、会計監査人の監査との緊

密な連携のため、監査計画の

報告、期中監査の結果等につ

いて、複数回にわたる監事と

の意見交換を行っている。そ

れらの実施に向けて、必要な

調整を行った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 監事監査の企画立案の補助

については、内部ガバナンス

向上に資する観点から、監

事・監査室は、監事がリスク

マネージメントに基づき、準

拠性に加え、効率性にも着目

した監査を企画立案できる

よう、的確な補助を行ったこ

とは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 
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資金が投入され

ている組織とし

て、社会の中で

の存在意義・価

値を高めること

ができたか  

・特定国立研究開

発法人による研

究開発等の促進

に関する特別措

置法（平成 28年

法律第 43号）第

7 条に基づく主

務大臣による措

置要求に適切に

対 応 で き た か

（該当事例があ

った場合のみ）。 

 

（参考：法人横断

的な評価の視点） 

【監事監査】 

・ 監事監査におい

て、法人の長の

マネジメントに

ついて留意して

いるか。 

・ 監事監査におい

て把握した改善

点等について、

必要に応じ、法

人の長、関係役

員に対し報告し

ているか。その

改善事項に対す

るその後の対応

状況は適切か。 

 

○ 監事機能の強化の要請を踏

まえ、監事がリスクアプロー

チの手法等を活用すること

を補助するため前年度の監

査結果を踏まえた監査対象

部署の抽出及び当該部署と

の事前の意見交換等並びに

前年度の監査対象の現状確

認等、フォローアップを行っ

た。 

○ さらに、平成 28 年度は、監

事・監査室において、監事監

査を補助する職員を専従と

し、日程調整等のロジ、実際

の監査の現場での調整等を

行わせることで、柔軟かつ効

率的な監事監査の実現に寄

与した 

 

【監事監査における法人の長の

マネジメントに関する監査状

況】 

○ 期中監査後及び期末監査後

に、監事が理事長と意見交換

する場に陪席し、また、監事

が監査実施通知を理事長に

提出する際並びに監査結果

報告書の理事長及び文科大

臣へ提出できるように必要

な補助を行っている。 

 

【監事監査における改善点等の

法人の長、関係役員に対する報

告状況】 

○ 監事は、期中監査の結果を平

成 29 年 1 月に理事長と会っ

て報告を行ったうえで、全理

事にも展開した。 

○ 実施した期中監査、平成 29

年4月から5月にかけて実施

する期末監査の結果を踏ま

え、同 6月に理事長に対し、

○ 監事機能強化に向けて、順調

に計画を遂行していると認

められる。 
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監査報告を行った。当該内容

は、理事会議で全理事等に対

し説明を行うことで、問題意

識の共有が図られた。 これ

らに必要な補助を行った。 

 

【監事監査における改善事項へ

の対応状況】 

○ 監事は、平成 29 年 1 月に、

理事長に対して期中監査で

認識した課題等を伝えたう

えで、期末監査において、事

業所等から課題の検討状況

等の報告を受け、担当理事と

面談すること等により、改善

の進捗状況等の把握を行う。

また、改善事項の検討状況に

ついては、理事会議等、重要

な会議に出席し、重要文書の

回付等を通じて状況を日常

的に把握している。平成 29

年度においては、期中監査の

重点監査項目に設定し、確実

なフォローアップを行って

いくこととしている。これら

に必要な補助を行うことと

している。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間最

終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

 ― ― ― ― ― ― － ― 
 ― ― ― ― ― ― － ― 

 ― ― ― ― ― ― － ― 
 ― ― ― ― ― ― － ― 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理化学研究所が行う

業務の運営について、

法人独自の創意工夫を

加えつつその改善に取

り組むものとする。 

また、理化学研究所

が行う各事業が合理的

かつ効率的に行われる

よう、必要な事業の見

直し、体制の整備等を

図るとともに、情報化

を推進する等業務の合

理化・効率化に努め、

新規に追加されるも

の、拡充分は除外した

上で、一般管理費（人

件費、特殊経費及び公

租公課を除く。）及び

その他の事業費（人件

費及び特殊経費を除

く。）の合計について、

中長期目標期間中、毎

事業年度につき1.03％

 

理化学研究所の

各事業が合理的・

効率的に行われる

よう、必要な事業

の見直し、体制の

整備等を図ると共

に、法人独自の創

意工夫を加えつつ

業務運営の改善に

取り組む。以下の

取組により、新規

に追加されるも

の、拡充分は除外

した上で、一般管

理費（人件費、特

殊経費及び公租公

課を除く。）及びそ

の他の事業費（人

件費及び特殊経費

を除く。）につい

て、中長期目標期

間中、毎事業年度

― （モニタリング指標） 

・一般管理費（特殊経

費及び公租公課を除

く。）について、中長

期目標期間中にその

15％以上を削減した

か 

・その他の事業費（特

殊経費を除く。）に

ついて、中長期目標

期間中、毎事業年度

につき 1％以上の業

務の効率化が図ら

れたか 

＜主要な業務実績＞ 

【一般管理費の削減状況】 

○ 一般管理費（特殊経費及び

公租公課を除く。）は、以

下の取組により、平成 28

年度の予算額内となり、平

成 28 年度の削減目標を達

成した。 

・人件費の削減 

・借上住宅の削減 等 

【事業費の削減状況】 

○ 事業費の効率化に努める

ため、研究室閉鎖などで不

用となった実験機器のリ

サイクル活用 467,097 千

円、コージェネレーション

システム運用の見直し

51,000 千円、特許の維持管

理経費の見直し 68,046 千

円等の取組を実施し、削減

目標である事業費の 1%、

474,579 千円の削減を達成

した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成 28 年度においても、

予算執行の効率化・合理化

に努め、削減目標である事

業費の 1%削減を達成した

ことは、順調に計画を遂行

していると評価する。 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 
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以上の業務の効率化を

図る。 

なお、平成２５年度

から平成２８年度につ

いては、平成２５年２

月に定めた業務の効率

化「一般管理費（特殊

経費及び公租公課を除

く。）について、中長

期目標期間中にその１

５％以上の削減を図る

ほか、その他の事業費

（特殊経費を除く。）

について、中長期目標

期間中、毎事業年度に

つき１％以上の業務の

効率化を図る。」に基

づく。 

また、事業の見直し、

体制の整備等に伴い合

理化を図る際には、こ

れまでの研究開発成

果、設備及び人材等が

今後の理化学研究所の

活動に効果的かつ効率

的に活用されるよう十

分留意するとともに、

政府方針を踏まえ、適

切な情報セキュリティ

対策を推進する。 

情報システムの整

備・更新による業務の

合理化・効率化につい

ては、その効果を中長

期計画において定量

的・具体的に明らかに

した上で効果的に推進

する。 

総人件費について

は、政府の方針を踏ま

え、厳しく見直しをす

るものとする。 

につき 1.03％以上

の業務の効率化を

図る。また、毎年

の運営費交付金額

の算定に向けて

は、運営費交付金

債務残高の発生状

況にも留意する。 

なお、平成２５年

度から平成２８年

度については、平

成２５年３月作成

における業務の効

率化「一般管理費

（特殊経費及び公

租公課を除く。）に

ついて、中長期目

標期間中にその１

５％以上の削減を

図るほか、その他

の事業費（特殊経

費を除く。）につい

て、中長期目標期

間中、毎事業年度

につき１％以上の

業務の効率化を図

る。」に基づく。 
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なお、これらについて

は、理化学研究所は、

我が国の研究開発機能

の中核的な担い手の一

つとして、科学技術基

本計画における政策課

題の達成に対する積極

的な貢献や、社会から

の様々なニーズに対す

る研究開発等での貢献

が求められていること

を踏まえ、こうした期

待が損なわれないよう

十分斟酌して取り組

む。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―１―(1) 研究資源配分の効率化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間最

終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

 ― ― ― ― ― ― － ― 
 ― ― ― ― ― ― － ― 

 ― ― ― ― ― ― － ― 
 ― ― ― ― ― ― － ― 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理化学研究所が行う

業務の運営について、

法人独自の創意工夫を

加えつつその改善に取

り組むものとする。 

また、理化学研究所

が行う各事業が合理的

かつ効率的に行われる

よう、必要な事業の見

直し、体制の整備等を

図るとともに、情報化

を推進する等業務の合

理化・効率化に努め、

新規に追加されるも

の、拡充分は除外した

上で、一般管理費（人

件費、特殊経費及び公

租公課を除く。）及び

その他の事業費（人件

費及び特殊経費を除

く。）の合計について、

中長期目標期間中、毎

事業年度につき1.03％

理事長の機動的

な意思決定メカニ

ズムに基づき、外

部有識者の意見を

聴取した上で、理

化学研究所全所的

な観点から研究費

等の研究資源を効

率的に配分、活用

する。特に、理事

長のリーダーシッ

プの下で推進する

戦略的・競争的な

研究事業において

は、専門家による

透明かつ公正な選

定を実施し、外部

有識者を含む評価

の結果を踏まえ

て、推進すべき事

業について重点的

に理事長が予算、

人員等研究資源の

平成２８年度

は、理化学研究所

のポテンシャルや

特徴を活かした効

果的かつ効率的な

事業展開を図るた

め、財務分析や外

部有識者の意見も

踏まえて、推進 

すべき事業につい

て重点的に理事長

が予算、人員等研

究資源を配分す

る。 

また、理事長は、

資源配分方針を策

定するとともに、

定期的に予算執行

の状況を確認し、

状況に応じた配分

額の見直し等の必

要な措置をとる。 

・研究資源の効果的か

つ効率的な配分を行

ったか 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 平成 28 年度の資源配分に

ついては、予算執行の状況

を定期的に確認し、状況に

応じた配分額の見直し等

を行った。理事長裁量経費

については、科学技術ハブ

の形成に係る取組みや研

究所を円滑に運営するた

めに必要な取組み等に対

して重点的に予算配分を

実施した。 

○ 理研全体の最適化に向け

て、理研として必要な基盤

的・共通的運営経費を確保

するとともに、個々のセン

ター等の予算項目に固定

化されない資源配分を実

施するため、各センター長

等から役員ヒアリングを

行い、全体最適化のための

「平成 29 年度 研究運営

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 平成 28 年度において、理事

長のリーダーシップの下

に、重点的な資源配分を行

ったことは、順調に計画を

遂行していると評価する。 

 

○ また、資源配分方法につい

ては、前年度の課題を踏ま

えて、改善を図る努力を続

けており評価する。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 
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以上の業務の効率化を

図る。 

なお、平成２５年度

から平成２８年度につ

いては、平成２５年２

月に定めた業務の効率

化「一般管理費（特殊

経費及び公租公課を除

く。）について、中長

期目標期間中にその１

５％以上の削減を図る

ほか、その他の事業費

（特殊経費を除く。）

について、中長期目標

期間中、毎事業年度に

つき１％以上の業務の

効率化を図る。」に基

づく。 

また、事業の見直し、

体制の整備等に伴い合

理化を図る際には、こ

れまでの研究開発成

果、設備及び人材等が

今後の理化学研究所の

活動に効果的かつ効率

的に活用されるよう十

分留意するとともに、

政府方針を踏まえ、適

切な情報セキュリティ

対策を推進する。 

情報システムの整

備・更新による業務の

合理化・効率化につい

ては、その効果を中長

期計画において定量

的・具体的に明らかに

した上で効果的に推進

する。 

総人件費について

は、政府の方針を踏ま

え、厳しく見直しをす

るものとする。 

配分を行う。 

また、理事長は、

定期的に予算執行

の状況を確認し、

状況に応じた配分

額の見直し等の必

要な措置をとる。

これにより、理化

学研究所のポテン

シャルや特徴を活

かした効果的かつ

効率的な事業展開

を図る。 

 

に関する予算、人材等の資

源配分方針」を策定した。

特に、28 年度資源配分から

下記の点について改善を

図った。 

・センター等における雇用

契約や研究計画を円滑に行

うため、12 月中にセンター

等に対して、最低限保証す

る基礎額の内示を行った。 

・資源配分において的確か

つタイムリーな経営判断を

行うため、情報セキュリテ

ィ対策の観点から情報基盤

センター、理研が注力して

いる科技ハブを統括する科

技ハブ推進本部を新たにヒ

アリング対象に加えるな

ど、柔軟にヒアリング対象

を見直した。 

・全案件を全役員でヒアリ

ングするのではなく、担当

理事がヒアリングを行って

査定案を全役員に説明する

案件と、全役員でヒアリン

グを行う案件に分類し、資

源配分決定の業務の効率化

を図った。 

・センター長等に対する全

役員ヒアリングを行う際

に、次年度に重点的に取り

組みたい事項に焦点を絞る

ことで、経営判断のための

議論を行った。 

・ヒアリングによる役員評

価をより客観的に査定に反

映できるように評価結果の

数値化を図った。 
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なお、これらについて

は、理化学研究所は、

我が国の研究開発機能

の中核的な担い手の一

つとして、科学技術基

本計画における政策課

題の達成に対する積極

的な貢献や、社会から

の様々なニーズに対す

る研究開発等での貢献

が求められていること

を踏まえ、こうした期

待が損なわれないよう

十分斟酌して取り組

む。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―２ 研究資源活用の効率化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間最

終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

 ― ― ― ― ― ― － ― 
 ― ― ― ― ― ― － ― 

 ― ― ― ― ― ― － ― 
 ― ― ― ― ― ― － ― 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理化学研究所が行う

業務の運営について、

法人独自の創意工夫を

加えつつその改善に取

り組むものとする。 

また、理化学研究所

が行う各事業が合理的

かつ効率的に行われる

よう、必要な事業の見

直し、体制の整備等を

図るとともに、情報化

を推進する等業務の合

理化・効率化に努め、

新規に追加されるも

の、拡充分は除外した

上で、一般管理費（人

件費、特殊経費及び公

租公課を除く。）及び

その他の事業費（人件

費及び特殊経費を除

く。）の合計について、

中長期目標期間中、毎

事業年度につき1.03％

（１）情報化の推進 評定 Ｂ 
政府の方針を踏

まえた「安全・安

心」な情報セキュ

リティ対策を推進

するとともに、「快

適・便利」な情報

活用を促進し、研

究開発活動を支え

るＩＴ環境の更な

る整備を図る。 

また、組織、人

事、財務会計シス

テム及びそれらに

共通する情報を一

元管理する事務情

報基盤システムの

高度化を図り、シ

ステムを介した各

部署の連携強化及

び業務の効率化を

図る。これらのシ

ステムの導入によ

政府の方針を踏

まえた「安心・安

全」な情報セキュ

リティ対策を推進

するため、平成２

８年度は、所内ク

ラウド基盤を拡充

し、所内サーバの

統合を進め、情報

セキュリティ対策

をより強化すると

ともに、ｅ－ラー

ニングにおける管

理者向けセキュリ

ティコンテンツを

整備することで、

職位に応じた職員

の情報セキュリテ

ィ教育を実施し、

意識・知識の向上

を図る。 

また、「快適・

・情報化を推進する

等、資源活用の効率化

を図ったか 

（評価指標） 

・情報セキュリティ対

策を推進し、研究活動

を支えるＩＴ環境を

整備したか 

（モニタリング指標） 

 事務部門において

2,030 人日／年程度の

業務量を削減し、人材

の適切な配置等によ

り、合理化が促進でき

たか 

 

 

○ スーパーコンピュータシ

ステムの整備計画に則り、

平成 27 年より運用を開始

した第1期スーパーコンピ

ュータシステムに続いて、

平成 29 年度の運用開始に

向けた第2期スーパーコン

ピュータシステムの調達

手続きを開始した。 

○ 仮想化技術を用いた理研

ビッグデータ基盤を強化

し、データベース基盤、バ

イオインフォマティクス

基盤、研究室のサーバなど

の統合を進めた。 

○ 政府方針を踏まえた「安

心・安全」な情報セキュリ

ティ対策の一環として、２

４時間体制によるセキュ

リティ監視を続けると共

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○ スーパーコンピュータシ

ステムの整備計画を予定

通り進めており、平成 29

年度中に運用開始する予

定である。 

また、年々深刻化するサイ

バーセキュリティ問題へ

の対策については、組織体

制の見直しも含めて、着実

に進めている他、クラウド

技術を用いたサーバの統

合によるセキュリティレ

ベルの向上、スペース、電

力消費の効率化を進めて

いる。以上を踏まえ、情報

基盤および情報セキュリ

ティ対策の強化、および次

期中長期に向けた組織体

制の整備が順調に進捗し

ている点について高く評

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため 

自己評価では A評定であるが、今後の課題・指摘事項の欄に示す点

について、さらなる改善を期待したい。 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・概ね目標通りの成果の達成がされているが、更なる成果の創出が期

待される。また情報セキュリティについては、体制の整備も含め、更

なる対策の強化が求められる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・省力化や業務量削減のため、事務情報化の基盤整備を進めている。 

・高度な研究データを守るため、情報セキュリティは重要であり、外

部委託も含め、適切な体制整備の検討が必要。 
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以上の業務の効率化を

図る。 

なお、平成２５年度

から平成２８年度につ

いては、平成２５年２

月に定めた業務の効率

化「一般管理費（特殊

経費及び公租公課を除

く。）について、中長

期目標期間中にその１

５％以上の削減を図る

ほか、その他の事業費

（特殊経費を除く。）

について、中長期目標

期間中、毎事業年度に

つき１％以上の業務の

効率化を図る。」に基

づく。 

また、事業の見直し、

体制の整備等に伴い合

理化を図る際には、こ

れまでの研究開発成

果、設備及び人材等が

今後の理化学研究所の

活動に効果的かつ効率

的に活用されるよう十

分留意するとともに、

政府方針を踏まえ、適

切な情報セキュリティ

対策を推進する。 

情報システムの整

備・更新による業務の

合理化・効率化につい

ては、その効果を中長

期計画において定量

的・具体的に明らかに

した上で効果的に推進

する。 

総人件費について

は、政府の方針を踏ま

え、厳しく見直しをす

るものとする。 

り、セキュリティ

の向上、ヒューマ

ンエラーの低減を

図るとともに、省

力化により研究室

における作業軽減

を図り研究活動の

活性化に資すると

ともに、事務部門

においては２，０

３０人日／年程度

の業務量を削減

し、知的財産、研

究倫理、安全管理、

人材開発・労務管

理等の専門的な人

材へ置き換え、こ

れらの人材の適切

な配置等により、

合理化を促進す

る。 

 

便利」な情報活用

を促進し、研究開

発活動を支えるＩ

Ｔ環境の更なる整

備を図るため、計

算環境及びデータ

保管環境の改善に

向け、平成２８ 

年度は、大型共同

利用計算機のさら

なる機能向上に向

けた更新を進める

とともに、拠点間

を結ぶ広域ネット

ワークシステムの

更新を行う。 

さらに、中長期

計画で目指す省力

化・業務量削減に

向けて、平成２８

年度は各種基幹シ

ステムの運用定着

化及び安定化、利

用習熟度向上を通

じ、作業軽減によ

る研究活動の活性

化を図るととも

に、事務部門にお

ける合理化を促進

し、業務量削減効

果を定量的に評価

する。 

に、PCへのマルウェア感染

被害を最小限に留める新

たなセキュリティ監視網

の整備、WEB サーバ専用フ

ァイアウォールの全所展

開を踏まえた実証試験、お

よび管理者向けセキュリ

ティeラーニングの整備を

進めた。 

○ 前年度に収集した他法人

の情報セキュリティ取組

みを参考に、和光事業所事

務部門より Web フィルタ、

USB デバイス制御、端末接

続制限等の情報セキュリ

ティ対策強化を開始した。 

○ 中長期計画で目指す省力

化・業務量削減に向けて、

組織、人事、事務情報基盤

システムは安定運用の継

続、会計システムは本運用

開始を情報インフラ中心

に下支えした。また、各業

務システム導入後の業務

量削減調査を開始した。 

○ 次期中長期計画で必要と

される、理研におけるサイ

バーセキュリティ環境の

整備を目的とし、サイバー

セキュリティ課を平成 29

年度に設立すべく組織体

制整備の準備を進めた。 

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前年度から引き続く事務

部門の情報セキュリティ

対策強化の展開が順調に

進捗していることを評価

する。 

 

 

○ 当初予定の業務システム

開発を終え安定運用を継

続していること、またその

構築目的である業務量削

減の確認を始めたことは、

システム開発の PDCA サイ

クルが順調に進捗してい

ると評価する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）コスト管理に関する取組 評定 Ｂ 
適切な研究事業

の運営を担保する

ために、支出性向

及び予算実施計画

に基づくコスト管

理分析を行う。こ

れにより、効率的

な業務運営、適切

な執行計画の策定

適切な研究事業

の運営を担保する

ために、支出性向

及び予算実施計画

に基づくコスト管

理分析を行う。こ

れにより、効率的

な業務運営、適切

な執行計画の策定

・情報化を推進する

等、資源活用の効率化

を図ったか  

（評価指標） 

・コスト管理分析を行

い、効率的な業務運

営、適切な予算計画の

策定したか 

 

 

○ 新しい会計システムの運

用開始に伴い、プロジェク

ト管理単位を細分化する

とともに横断的な予算管

理を実現した。 

○ 改正独法会計基準の適用

に伴い、予算実施計画の策

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 順調に計画を遂行してい

ると評価する。  

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 
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 なお、これらについて

は、理化学研究所は、

我が国の研究開発機能

の中核的な担い手の一

つとして、科学技術基

本計画における政策課

題の達成に対する積極

的な貢献や、社会から

の様々なニーズに対す

る研究開発等での貢献

が求められていること

を踏まえ、こうした期

待が損なわれないよう

十分斟酌して取り組

む。 

を行う。 

 

に資する。 

 

定・変更の透明化と情報共

有に努め、PDCA サイクルに

基づく経営資源の適切な

配分を実施した。 

○ 前年度に引き続き定常的

な経費の洗い出しに務め、

光熱費や施設老朽化対策

経費の確実な確保に務め

た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）職員の資質の向上 評定 Ｂ 
管理職をはじめ

とする職員を対象

としたスキルアッ

プ等の各種研修を

充実させ、理化学

研究所全体の職員

の資質向上を図

る。また、事務部

門の人材の資質向

上を図るため、

様々な職務経験、

語学研修等によ

り、国際化等に対

応した多様な人材

を育成・確保する。 

業務に関する知

識や技能水準の向

上、業務の効率的

な推進や合理化を

促進する観点か

ら、平成２８年度

は、語学、情報処

理等の業務遂行上

有益な知識・能力

の向上を図る研修

や、研究不正やハ

ラスメントの防

止、障害者差別解

消推進、服務等の

法令遵守に関する

研修、メンタルヘ

ルスを含めた安全

管理に関する研修

などを通じて、理

化学研究所全体の

職員の資質向上を

図る。特に管理職

に対しては、部下

育成に有用なコミ

ュニケーションス

キルの向上を目的

とした研修を充実

する。また、事務

系職員に対して

は、海外研修のさ

らなる推進や、オ

ンライン語学学習

・情報化を推進する

等、資源活用の効率化

を図ったか  

（評価指標） 

・研修等を通じて職員

の資質の向上が図ら

れているか 

 

 

○ 全ての管理職を対象に研

究室マネジメントに必要

な倫理、労務管理等の基本

的事項をeラーニングで受

講させ、管理職としての資

質向上を図った。 

○ 平成 28 年度は各センター

において管理職を対象に

したコーチング講座を実

施、センターや研究室にお

ける部下育成に有用なコ

ミュニケーションスキル

の向上を図った。全ての研

究センターで完了した。 

○ 新任管理職に対しては、研

究不正を防止するために

気を付けるべきポイント

や、所属員に対して研究倫

理教育を含めた指導育成

を効果的に実施するため

に有益なコーチングスキ

ル等に関する研修を実施

した。 

○ 能力開発研修の中で、語学

力強化の取組みとしてオ

ンラインによる英語学習

プログラムを新たに実施

し、また、海外短期語学研

修を継続的に実施するこ

とで、国際化に対応する人

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 順調に計画を遂行してい

ると評価する。  

 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 
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の活用を通じ、国

際化に対応する人

材育成を促進する

とともに、職員の

修学を支援する制

度を通じて、専門

性の高い知識を備

えた職員の育成を 

図る。 

材育成を図るとともに、職

員が夜間大学院修学制度

を通じて、専門性の高い知

識が備わるよう、職員の育

成を図った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）省エネルギー対策、施設活用方策 評定 Ｂ 
恒常的な省エネ

ルギー化に対応す

るための環境整備

を進め、光熱水使

用量の節約及び二

酸化炭素の排出抑

制に取り組むとと

もに、節電要請な

どの状況下にあっ

ても継続可能な環

境を整備する。 

また、研究スペ

ースの配分等につ

いて理化学研究所

全体で調整する体

制を強化し、事業

所をまたがる研究

を効率的に推進す

るとともに、限ら

れた研究スペース

をより有効に活用

する。 

 

恒常的な省エネ

ルギー化に対応す

るための環境整備

を進め、光熱水使

用量の節約及び二

酸化炭素の排出抑

制に取り組むとと

もに、省エネルギ

ー化等のための環

境整備を進めるほ

か、節電要請など

の状況下にあって

も継続可能な環境

を整備する。平成

２８年度は、省エ

ネルギー推進に向

けた取組みを強化

し、多様な啓発活

動による職員等へ

の周知徹底、エネ

ルギー使用合理化

推進委員会の定 

期的な開催、施設

毎の使用量把握及

び分析の強化、エ

ネルギー消費効率

が最も優れた製品

の採用をさらに促

進する。 

また、研究スペ

ースの配分等に関

する方針に基づ

・情報化を推進する

等、資源活用の効率化

を図ったか  

（評価指標） 

・省エネルギー化等に

対応した環境整備を

進め、節電要請などの

状況下にあっても継

続可能な環境を整備

したか 

 

 

○ 施設毎の使用量把握及び

分析のためのメーター等

計測器の設置を推進した。 

○ 電力使用量の HP を整備す

るなど見える化を一層推

進したほか、温度計付の省

エネ啓発シールを全事業

所に配布し、構内放送、省

エネパトロール、掲示等と

共に、全職員等への啓発活

動を通じて省エネルギー

の徹底とその習慣化を促

した。 

○ エネルギー使用合理化推

進委員会の定期的な開催

により、各事業所における

省エネルギー活動取組状

況を確認し、確実な目標の

達成のために毎月のエネ

ルギー使用状況把握とそ

の周知を実施した。 

○ 老朽化した機器の更新時

にトップランナー基準の

ものとし、LED 照明器具、

エアコン、冷凍機、ボイラ

ー、ファンやポンプに高効

率機器を採用するなど、ハ

ード面での基本的な省エ

ネルギー化を推進した。 

○ 太陽光発電設備の導入を

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 省エネルギー対策、施設活

用方策は、順調に計画を遂

行していると評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 
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き、スペース配分

を決定する。具体

的には、各事業所

において所長が取

りまとめた要望

を、施設委員会に 

おいて調整し、事

業所ごとにスペー

ス配分を定めた建

物利用計画を策定

する。 

これらの取組に

より、一般管理費

（特殊経費及び公

租公課を除く。）

について、中長期

目標期間中にその

１５％以上の削減

を図るほか、その

他の事業費（特殊 

経費を除く。）に

ついて、中長期目

標期間中、毎事業

年度につき１％以

上の業務の効率化

を図る。 

推進し、10kW を設置した

（既設分 531.62kW、1.9％

増加）。 

○ 問題のない範囲で廊下な

ど共用部照明の間引き点

灯を実施した。 

○ 外壁改修工事における遮

熱塗料や、防水改修におけ

る高反射仕様の採用など、

建築面からも省エネ対策

を実施した。 

これらによって内外からの

節電要請下においても研究

に影響を及ぼさず、活動を

継続できるよう環境を整え

る取組みを行った結果、全

理研でのエネルギー使用量

を原油換算 190kl（対前年

度比 0.1％）削減し、省エ

ネ法の判断基準であるエネ

ルギー消費原単位は、過去

5 年度間の平均で目標の

1％に対して 1.2％減少し

た。 

研究スペースの配分につ

いては、全所的な体制の施

設委員会において全ての

建物利用計画を審議し、組

織改廃や新研究組織設置

等の対応に向けて留保ス

ペースを確保するなど、研

究所全体としての調整機

能をもって、スペースを公

平、柔軟かつ機動的に配分

した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―３ 給与水準の適正化等 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

 ― ― ― ― ― ― －  
 ― ― ― ― ― ― －  

 ― ― ― ― ― ― －  
 ― ― ― ― ― ― －  

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

給与水準（事務・技

術職員）については、

以下のような観点から

の検証を行い、これを

維持する合理的な理由

がない場合には必要な

措置を講ずることによ

り、給与水準の適正化

に速やかに取り組むと

ともに、その検証結果

や取組状況について公

表する。また、世界最

高水準の高度な専門的

な知識及び経験を活用

して遂行することが特

に必要とされる業務に

ついては、報酬・給与

の支給基準を考慮し、

国際的に卓越した能力

を有する人材を確保す

る。 

①職員の雇用形態、

在職地域及び学歴

「特定国立研究

開発法人による研

究開発等を促進す

るための基本的な

方針」（平成 28年 6

月 28 日閣議決定）

等の政府の方針を

踏まえ、特定国立

研究開発法人とし

て世界最高水準の

高度の専門的な知

識及び経験を活用

して遂行すること

が特に必要とされ

る業務に従事する

ものについて国際

的に卓越した能力

を有する人材を確

保する必要性を考

慮する。 

給与水準（事

務・技術職員）に

ついては、理化学

給与水準（事

務・技術職員）に

ついては、理化学

研究所の業務を遂

行する上で必要と

なる事務・技術職

員の資質、人員配

置、年齢構成等を

十分に考慮した上

で、国家公務員に

おける組織区分

別、人員構成、役

職区分、在職地域、

学歴等を検証する

とともに、類似の

業務を行っている

民間企業との比較

等を行った 

うえで、これら給

与水準が国民の理

解を得られるか検

討を行い、これを

維持する合理的な

・給与水準を適切に維

持することができた

か 

 

（評価の視点） 

【給与水準】 

・ 給与水準の高い理

由及び講ずる措置

（法人の設定する

目標水準を含む）

が、国民に対して納

得の得られるもの

となっているか。 

・ 法人の給与水準自

体が社会的な理解

の得られる水準と

なっているか。 

・ 国の財政支出割合

の大きい法人及び

累積欠損金のある

法人について、国の

財政支出規模や累

積欠損の状況を踏

＜主要な業務実績＞ 

【ラスパイレス指数（平成 28

年度実績）】 

○ 適正な給与水準に向け、給

与改定等を行った結果、ラ

スパイレス指数は、113.3

であった。 

○ 理研は戦略重点科学技術

の推進等社会からの期待

の高まりに応えるための

高度人材の確保と、人件費

削減への対応のため、少数

精鋭化を進めており、その

結果、学歴構成は殆どが大

卒以上であり、大学院以上

の学歴を有する者も多く

在籍している。また、給与

水準の比較対象者に占め

る管理職の割合がやや高

い水準となっているが、こ

れは一部の任期制職員や

派遣職員等を給与水準比

較対象外としていること

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

○ 順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 
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構成等の要因を考

慮してもなお国家

公務員の給与水準

を上回っていない

か。 

②職員に占める管理

職割合が高い等、

給与水準が高い原

因について、是正

の余地はないか。 

③国からの財政支出

の大きさ、累積欠

損の存在、類似の

業務を行っている

民間事業者の給与

水準等に照らし、

現状の給与水準が

適切かどうか十分

な説明ができる

か。 

④その他、給与水準

についての説明が

十分に国民の理解

を得られるものと

なっているか。 

 

研究所の業務を遂

行する上で必要と

なる事務・技術職

員の資質、人員配

置、年齢構成等を

十分に考慮した上

で、国家公務員に

おける組織区分、

人員構成、役職区

分、在職地域、学

歴等の検証及び類

似の業務を行って

いる民間企業との

比較等を行い、自

らの給与水準が国

民の理解を得られ

るか検討を行った

上で、これを維持

する合理的な理由

がない場合には必

要な措置を講ずる

とともに、その検

証やこれらの取組

状況について公表

していく。 

また、総人件費

については、政府

の方針を踏まえ厳

しく見直しを行う

こととする。 

 

理由が無い場合に

は必要な措置を講

ずる。 

平成２８年度

は、平成２６年度

のラスパイレス指

数に係る検証結果

を念頭に、政府方

針を踏まえた取組

を労使協議して進

めるとともに、そ

の検証や取組状況 

について公表して

いく。また、ラス

パイレス指数が研

究所の実態をより

適正に反映するよ

う、現在比較対象

外とされている職

員について比較対

象とするよう関係

省庁へ要望する。 

まえた給与水準の

適切性に関して検

証されているか。 

 

【諸手当・法定外福利

費】 

・ 法人の福利厚生費

について、法人の事

務・事業の公共性、業

務運営の効率性及び

国民の信頼確保の観

点から、必要な見直し

が行われているか。 

による比較対象の偏りで

あり、これらを含めれば実

際上、国家公務員と遜色な

い。なお、累積欠損金は無

い。また、少数精鋭主義に

よる特殊な運営体制によ

って給与水準比較対象が

偏った結果がラスパイレ

ス指数に大きな影響を与

えている。 

○ 世界最高水準の研究機関

として多様な分野で顕著

な研究成果をあげ、横断研

究等による研究成果の社

会還元のための取組も進

めている。今後も優れた研

究成果をあげていくため

には、優秀な研究者を確保

することが不可欠である。

また、研究開発の国際競争

力の強化等を定めた研究

開発力強化法においても

国際社会で活躍する卓越

した研究者を確保するた

め、給与上の優遇措置を講

ずることが求められてい

ることから、給与水準は社

会的な理解を得られる範

囲にある。 

 

【福利厚生費の見直し状況】 

○ レクリエーション経費・食

堂業務委託については国

に準じて公費支出は行っ

ていない。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―４ 契約業務の適正化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間最

終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

 ― ― ― ― ― ― －  
 ― ― ― ― ― ― －  

 ― ― ― ― ― ― －  
 ― ― ― ― ― ― －  

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指

標 
 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
 業務実績 自己評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究開発が

国際的な競争

の中で行われ

ることを踏ま

え、物品及び役

務の調達を迅

速かつ効果的

に行うよう努

めるとともに、

適切に実施す

るために必要

な体制を整備

する。契約につ

いては、原則と

して一般競争

入札等による

ものとし、以下

の取組により、

随意契約の適

正化を推進す

る。 

①「独立行政法

研究開発

が国際的な

競争の中で

行われるこ

とを踏まえ、

契約を迅速

かつ効果的

に行うとと

もに、適切に

実施するた

めに必要な

体制を整備

する。契約に

ついては、原

則として一

般競争入札

等の競争性

のある契約

方式による

も の と し 、

「調達等合

理化計画」に

契約につ

いては、原則

として一般

競争入札等

の競争性の

ある契約方

式による 

ものとし、

「調達等合

理化計画」 

に基づく取

組の着実な

実施により、

公正性、透明

性を十分に

確保するた

め、随意契約

については、

引き続き、そ

の適否を十

分に検証す

るとともに、

・法人の使命で

ある「研究成果

の最大化」を推

進するために、

それぞれの状

況に即した調

達の改善及び

事務処理の効

率化に努めた

か 

 

(評価指標) 

随意契約に関

する取組 

（評価の視点） 

入札基準額以

上の契約事案

に占める競争

性のない随意

契約となった

件数を平成 27

年度より低減

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 「調達等合理化計画」に基づく取組の着実な実施により、透明性、外部性を十分確保する

よう努めた。 

 平成 28年度は、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」(平成 27年 5

月 25 日総務大臣決定)に基づき設置した調達等合理化検討委員会において平成 28 年度調達

等合理化計画を策定し、同計画により事業及び事務の特性を踏まえ、PDCA サイクルにより

透明性及び外部性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組んだ。 

 

【平成 28年度の理化学研究所の調達全体像】                      

(単位：億円)  

 平成 27 年度 平成 28 年度 比較増△減 

 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札

等 

1,659 

 (71.3%) 

204 

(50.8%) 

2,031 

(75.0%) 

299 

(61.5%) 

372 

(22.4%) 

95 

(46.6%) 

企画競

争・公募 

154 

(6.6%) 

13 

(3.2%) 

90 

(3.4%) 

9 

(1.8%) 

△64 

(△41.6%) 

△4 

(△30.8%) 

競争性の

ある契

約(小

計) 

1,813 

(77.9%) 

217 

(54.0%) 

2,121 

(78.4%) 

308 

(63.3%) 

308 

(17.0%) 

91 

(41.9%) 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 調達等合理化検

討委員会におい

て調達等合理化

計画を策定し、

PDCA サイクルに

より着実に透明

性及び外部性を

確保するととも

に調達等の合理

化に取り組んで

いる。 

 

○ 目標である随意

契約件数を平成

27 年度実績より

も低減すること

について、件数で

は 71 件増加して

いるものの、契約

の全体件数が増

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通

り、概ね着実に業務が実施されたと認めら

れるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・調達等合理化計画を着実に実施し、随意

契約の割合を削減できていることは評価で

きる。 
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人における

調達等合理

化の取組の

推進につい

て」（平成27

年５月25日

総務大臣決

定）を踏ま

え、理化学研

究所が策定

する「調達等

合理化計画」

に基づく取

組を着実に

実施すると

ともに、その

取組状況を

公表する。 

②一般競争入

札等により

契約を行う

場合であっ

ても、特に企

画競争や公

募を行う場

合には、競争

性、透明性が

十分確保さ

れる方法に

より実施す

る。 

また、監事及

び会計監査人

による監査に

おいて、入札・

契約の適正な

実施について

徹底的なチェ

ックを行う。 

 

基づく取組

の着実な実

施により、公

正性、透明性

を十分に確

保するとと

もに、随意契

約によらざ

るを得ない

場合は、その

理由等を公

表する。ま

た、調達に当

たっては要

求性能を確

保した上で、

研究開発の

特性に合わ

せ た 効 率

的・効果的な

契約手続に

取り組むと

ともに、コス

トを意識し、

質と価格の

適正なバラ

ンスに配慮

した調達を

実施する。同

時に、上記の

取組が適正

に行われる

よう周知徹

底を図ると

ともに、取組

状況の検証

を行い、必要

な措置をと

る。 

 

 

一般競争入

札等により

契約を行う

場合であっ

ても、真に競

争性、透明性

が確保され

ているか点

検・検証を行

う。また、調

達に当たっ

ては、平成２

０年８月に

策定した「研

究機器等調

達における

仕様書作成

に係る 

留意事項に

ついて」に留

意しつつ、要

求性能を確

保した上で、

研究開発の

特性に合わ

せた効率

的・効果的な

調達に取り

組むため、チ

ェックリス

トにより調

達における

留意点の確

認を行うと

ともに、単価

契約の促進

等を行う。さ

らに、コスト

を意識し、質

と価格の適

正なバラン

スに配慮し

させたか。 

 

（評価の視点) 

企画競争方式

の実施件数、効

果に関するヒ

アリング 

 

随意契約事前

確認の公募を

実施した件数、

効果に関する

ヒアリング 

 

（評価の指標） 

一者応札・一者

応募に関する

取組 

 

（評価の視点） 

競争入札に占

める一者応札

等の件数等を

平成 27 年度実

績より低減さ

せる。 

 

・調達情報公開

の継続 

【調達情報の

Ｗｅｂ公開に

おいて、掲載し

そびれた調達

情報はなかっ

たか。配信を実

施した結果、業

者等からの反

応や関心はど

うであったか 

・公正性、競争

性の担保 

仕様書の作成

競争性の

ない随

意契約 

515 

(22.1%) 

185 

(46.0%) 

586 

(21.6%) 

179 

(36.7%) 

71 

(13.8%) 

△6 

(△3.5%) 

合計 2,328 

(100.0%) 

402 

(100.0%) 

2,707 

(100.0%) 

487 

(100.0%) 

379 

 

85 

 

○ 入札基準額以上の契約案件は平成 27 年度が 2,328 件 402 億円であったのに対し、平成 28

年度は 2,707 件、487 億円と、件数、金額ともに 379 件、85億円の増加となっている。   

○ 入札基準額以上の契約案件に占める競争性のない随意契約の件数及び金額は、平成 27 年

度では 515 件、185 億円に対して平成 28年度では 586 件、179 億円となっており、件数で

は 71件の増加となっているが、契約案件に占める随意契約の割合は平成 27年度が 22.1%

であったのに対し平成 28年度は 21.6％と減少することができている。また金額では 6億

円の減少となっている。 

○ また、研究所の業務を遂行するにあたり、競争性のない随意契約とせざるを得ない外部資

金に係る委託研究契約や企業等との共同研究契約 138 件、約 11億円（平成 27 年度より

30 件、2.5 億増）が件数、金額に含まれている。  

○ 企画競争方式の実施件数は 14件（内 13件は複数者の応募）であった。 

企画競争方式を採用することで、提案内容や業務遂行能力が最も優れた者を契約相手先

として選定することができた。 

例としては「和光地区一般公開広報用印刷物及びホームページの制作契約」において８

者の応募があり、理研の一般公開のイメージに合う表現力、「ポスター」デザインのオ

リジナル性とインパクトや「パンフレット」及び「ホームページ」の分かりやすさを判

断した上で、契約業者を選定することができた。 

また横浜地区の「一般公開の広報物制作契約」「統合生命医科学研究センターAnnual 

Report 2015」において、それぞれ５者の応募があり、デザインや提案内容などについて

審査を行い契約業者を選定している。 

神戸では「生命システム研究センターにおける研究紹介コンテンツの制作業務」という

案件において、国家基幹技術の研究活動について、若い人材の科学への興味を育むこと

も目的として、わかりやすく紹介することで研究内容とその研究の魅力、重要性といっ

たことを短時間で伝え、正しく理解してもらうため、企画競争を行うことで、制作者の

安定した質の高い能力を事前に確認することができ円滑に業務を遂行できた。完成した

制作物については研究内容と乖離した説明になることなく、且つわかりやすいと好評で

あった。 

○ 随意契約事前確認公募の件数は、76 件であった。 

平成 28 年度は、随意契約の事前確認公募において、他社からの参加意思表示によって入札

へ移行した案件はなかった。ただし、随意契約の事前確認公募を行った 76件の内 25件に

おいて、他社が案件に興味を示し、調達ホームページ上から資料をダウンロードしており、

透明性、競争性の観点から事前確認公募を実施した効果があった。 

 

【平成 28年度 一者応札・応募の状況】 

    平成 27 年度 平成 28 年度 比較増△減 

２者以上 件数 
477  564  87  

(26.8%) (27.1%) (18.2%) 

加している中で、

随意契約に占め

る割合（率）を削

減できているこ

とは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 企画競争におい

て複数者の応募

により、適切な選

定が行われ、実際

に見た人からも

好評価を受けて

いる事は評価で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 目標である一者

応札・応募実績件

数を平成 27 年度

より低減するこ

とについて、件数

では 215 件増加

しているものの、

競争契約全体の

件数が増加して

いる中で一者応
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た調達を実

施する。同時

に、上記の取

組が適正に

行われるよ

う、研修等に

おいて周知

徹底を図る

とともに、取

組状況の検

証を行い、改

善につなげ

る。 

加えて、適

正な契約の

確保のため

に、外部有識

者を含む契

約監視委員

会によ 

る定期的な

契約の点

検・見直しを

受けるとと

もに、契約に

係る情報に

ついてウェ

ブサイトに

公表する。 

に関する注意、

啓発等の回数。

会議等での発

表回数 

・入札参加要件

の緩和 

入札参加の緩

和を行った件

数 

・公告期間の確

保 

業務日で 10 日

以上とした入

札の回数、通常

の 10 営業日の

件数、及び、緊

急性等の理由

で短縮を行っ

た件数を比較、

より長く確保

したか検証す

る。 

単価契約及び

一括契約の締

結促進の取り

組み 

・単価契約及び

一括契約の契

約実績を平成

27 年度より増

やすとともに、

それが事務効

率の向上につ

ながったのか

ヒアリング等

により検証 

が事務効率の

向上につなが

ったのかヒア

リング等によ

り検証 

・Web 調達の活

金額 
83  94    11  

(39.4%) (35.2%) (13.3%) 

１者以下 

件数 
1,301  1,516    215  

(73.2%) (72.9%) (16.5%) 

金額 
128  173    45  

(60.6%) (64.8%) (35.2%) 

合計 

件数 
          1,778     2,080   302  

(100.0%) (100.0%)    

金額 
211  267    56  

(100.0%) (100.0%)    

【考察】 

理研は、独創的･先端的な研究機関であり、最新の技術を取り入れたものや、世界最高水準

の研究機器等の調達が多く、その場合、対応できる業者が限定的であることが多い。そのため、

一般競争入札において一者応札・応募が多い現状であったが、平成 21 年度に策定した「一者

応札・応募に係る改善方策について」を着実に実施するとともに、平成 22 年 2 月に策定した

「研究機器等の調達における仕様書作成に係る留意事項について」に基づき、仕様書は競争性

を確保した記載とすることとし、納期は十分余裕を持って設定することを研究者等に周知し、

これらの改善策の実効性を高めるよう平成 28 年度調達等合理化計画を定め運用してきた。そ

の結果、 

平成 27 年度は、競争入札 1,778 件のうち 1 者応札件数は 1,301 件で、1者応札率は 73.2％

であった。 

平成 28 年度は、競争入札 2,080 件のうち 1 者応札件数は 1,516 件で、1者応札率は 72.9％

であり、 

平成 27 年度より１者応札・１者応募の割合（率）を低減させることができた。 

○ 入札公告及び随契公募の Web 公開について、掲示板への文書による公告に加えて、Web 公

開 100％実施した。また、来所した業者には、入札情報の自動配信サービスの活用を促し

ている。本サービスにより、訪問頻度の少ない業者にも入札情報の入手が容易となり、業

者が応札可能性のある案件を見落とさずにすむようにしている。これにより資料のダウン

ロードや参加機会も多くなり関心の高さが維持されている。  

 

 

 

○ 各事業所で、新入職員向けに新人オリエンテーションを毎年開催しているが、平成 28 年

度は理研全体で 9回（和光事業所 2回、横浜事業所 2回、神戸事業所４回（内大阪 2回）、

播磨地区１回）その中で仕様書の作成に関する注意、啓発等も行っている。加えて各事業

所における研究連絡会議等での啓発を理研全体で 2回行っている。さらには、所内向けホ

ームページにおいても仕様書の作成に関する注意を掲載し、注意、啓発等を行っている。

また仕様書の内容については、要求元が作成した仕様書を事務部門でも確認しており、特

定の一者に偏重しないようにしている。 

○ 物品・役務において元々間口を広げているが、C等級以上での入札資格を必要とする案件

で、D等級まで緩和した件数としては、理研全体で 72件の緩和を行っている。またその

札・応募実績の占

める割合（率）が

減少できている

ことは評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 単なる入札情報

の Web 公開だけ

でなく自動配信

サービスを用い

て訪問頻度の少

ない業者への情

報の展開をして

いることは評価

できる。 

○ 研究コンプライ

アンスについて

所内への周知、研

修を実施してい

ることは評価で

きる。 

 

○ 入札参加要件を
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用 

少額で購入頻

度の高い消耗

品等の調達の

単価契約化及

び研究室によ

る発注手続き

の効率化に資

するものとし

て、近年発達し

てきた Web 調

達が挙げられ

る。和光事業所

における運用

で、研究室サイ

ドの手間が軽

減される等の

確認ができた

が、一方、事務

サイドは業務

量の増加によ

る人的負担が

懸念されてい

るので、効率化

の方策を検討

しつつ全所的

な展開準備を

行う。 

 

（評価指標） 

調達に関する

ガバナンスの

徹底 

 

（評価の視点） 

・発注権限の遵

守 

理化学研究

所においては

原則としてす

べての発注は

契約担当部署

内 38件は複数入札となっており、内 9件については D等級の資格者が参加している。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 理研の規程では「入札期日の前日から起算して少なくとも 10 日以前に掲示、その他の方

法により公告するものとする。」と公告期間について定められており、土日祝を含めた暦

日で 10 日の公告期間を設けなければならないこととなっているが、、公告期間を長く確保

するため、政府調達案件を除く入札 

において運用上これを、土日祝日を含まない業務日で 10 日 を設けることとしており、そ

の件数は 645 件となっている。さらに業務日で 10日超の日数を設けた件数は 1223 件（計

1868 件）であった。逆に、緊急性の理由で短縮を行った件数は 9件であり、多くの案件で

公告期間をより長く確保できた。 

○ 平成 28 年度に単価契約として増えた案件としては、次世代シーケンサ―用シーケンス試

薬、シングルセル用ライブラリ作 製試薬、特別交配無菌マウス（横浜）、全ゲノムシー

ケンス解析業務（和光）、疾患特異的 iPS 細胞樹立に関わる染色体 検査など直接研究に

関係する単価契約 20 件の実績がある。 

一括契約の実績としては、平成 27年度まで「清掃業務」「警備業務」「宿舎管理業務」を

個別に入札を実施し、それぞれ別の業者と契約していたものを、平成 28年度はまとめて

1案件として調達を行なうことで、平成 27年度はそれぞれ契約をして時間がかかってい

たものを、まとめて契約することで効率のよい業務とすることができた（和光）。また神

戸事業所（計算科学研究機構）でも警備業務と清掃業務をまとめて契約を行うことで、

契約業務の効率化につなげている。また複数研究室から出てきた PCの購入を一括で購入

するといった効率化の努力を続けている。 

 

○ Web 調達については、平成 27年度との違いは生じていない。現在は①ソロエルアリーナ

＜和光事業所（仙台含む）、筑波事業所、横浜事業所、計算科学研究機構、神戸事業所（大

阪）、播磨事業所＞ ②e-laboservice（和光事業所） ③e-Nacalai（和光事業所） ④

OCEAN（和光事業所）が導入している。和光事業所における運用で、研究室サイドの手間

や契約担当者の発注業務が軽減される等が確認できているが、Ｗｅｂ調達を導入した場

合、少額の契約伝票が増える傾向にあるため、新入職員オリエンテーションで購入依頼は

なるべく１伝票にまとめるよう依頼を行うと共に契約担当者からも研究室に対して同様

の依頼を行っている。 

平成 28 年度は、平成 30年度より全所展開をするため、また、会計システムが新しくなっ

たことに伴い、各事業所と Web サイトとのテスト連携を行い、問題がないことを確認し

た。 

○ 会計規程等に沿った発注、納品確認等の手続きを定め徹底することにより、調達の適正化

を図り、少額案件も含め全ての契約案件について契約担当部署から発注を行っている。 

 

緩和することで

本来、参加できな

い業者に競争入

札に参加できる

機会を作ること

で競争性を高め

ていることは評

価できる。 

○ 政府調達案件を

除くほとんどの

入札において、規

定以上の公告期

間を確保できて

いることは高く

評価できる。 

 

○ 単価契約、一括契

約については着

実に推進してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ Web 調達につい

ては全所展開に

向けて着実に推

進している。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 会計検査での指

摘に対し適切に

改善ができてい
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から行ってい

る。緊急を要す

る場合等には

予め定められ

た「契約担当役

の代行者」が発

注を行えるこ

ととしている。 

・新たな随意契

約に関する内

部統制の確立 

契約審査委員

会により、3000

万円以上の随

意契約希望事

案については

全数を審査す

る。また、3000

万円未満のも

のについても

少額随意契約

以上で競争性

のない随意契

約については

メールでの審

査を実施する。 

・契約依頼者以

外の契約担当

部署による納

品確認の徹底 

 検収にあた

っては、契約依

頼者以外の契

約担当部署（納

品確認センタ

ー及び納品確

認スタッフ）に

よる納品確認

を実施してい

るが、不正防止

の観点から確

実に実施する

 

 

○ 契約審査委員会により、3,000 万円以上の随意契約希望案件については全件審査した。ま

た、3,000 万円未満のものについても少額随意契約以上で競争性のない随意契約について

は全件メールでの審査を実施した。 

 

 

 

 

○ 会計規程等に沿った発注、納品確認等の手続きを定め徹底することにより、調達の適正化

を図り、現在は全ての納品物について、契約依頼者以外の契約担当部署（納品確認センタ

ー及び納品確認スタッフ）による納品確認を実施している。 

 

 

 

○ 研究費の不正使用防止として、前述の新入職員オリエンテーションや事業所の研究連絡会

議などで研究費の正しい執行について周知を行っている。また他法人における会計検査に

関して情報収集を行い、改善すべき点については契約担当課の連絡会議にて情報共有を行

うと共に、必要に応じて規程の改正や要領を作成し研究者も含め周知している。 

【関連法人の有無】 

○ 有（公益財団法人高輝度光科学研究センター） 

※以下、関連法人が有る場合のみ記載。 

【当該法人との関係】 

○ 関連公益法人（独法会計基準第 129 2（2）（事業収入に占める割合が三分の一以上の公

益法人等）に該当） 

【当該法人に対する業務委託の必要性、契約金額の妥当性】 

○ 経費削減や効率的な実施を目的に事業の一部を外部に委託しており、「播磨地区大型放射

光施設(SPring-8)及び関連施設運営支援業務」等について、公平性・透明性の観点から一

般競争入札を行ったところ、公益財団法人高輝度光科学研究センターが落札したもの。そ

の際、積算資料など公的な刊行物等による積算をもとに予定価格を設定し、契約金額の妥

当性を確保した。 

【委託先の収支に占める再委託費の割合】 

平成２８年度契約金額（2,992 百万円）に対し、再委託費は無かった。 

【当該法人への出資等の必要性】 

○ 該当なし。 

 

 

ることは評価で

きる。 

○ 入札基準額以上

の随意契約案件

について、全件を

契約審査委員会

にて審査を実施

していることは

評価できる。 

○ 不祥事を無くす

ために全ての納

品物について事

務の納品確認が

できていること

は評価できる 

○ 不祥事を無くす

ための対応や情

報共有ができて

いることは評価

できる。 

○ 契約の競争性・透

明性の確保の観

点から再委託の

必要性等につい

て十分に検証し

着実に遂行して

いる。 
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必要がある。 

・不祥事の発生

の未然防止・再

発防止のため

の取組 

 研究費の不

正使用の防止

及び適切な執

行を行うため

に、過去の不祥

事の事例を含

めて調達手続

の枠組みを契

約担当部署で

共有すると伴

に、研究者へ

HP 等で周知徹

底する。 

【関連法人】 

・ 法人の特定

の業務を独占

的に受託して

いる関連法人

について、当該

法人と関連法

人との関係が

具体的に明ら

かにされてい

るか。 

・ 当該関連法

人との業務委

託の妥当性に

ついての評価

が行われてい

るか。 

・ 関連法人に

対する出資、出

えん、負担金等

（以下「出資

等」という。）

について、法人

の政策目的を
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踏まえた出資

等の必要性の

評価が行われ

ているか。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―５ 外部資金の確保 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間最

終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

外部資金獲得実績 ― ― 
 

21,157,909 千円(1,396

件) 

20,704,019 千円(1,447

件) 

17,772,319 千円(1,545

件) 

20,084,374 千円(1,657

件) 
－  

うち競争的資金 ― ― 10,890,742 千円 (969

件) 
13,125,934 千円 (992

件) 
9,315,791 千円 (1,021

件) 
11,234,044 千円(1,056

件) 
－  

寄付金獲得実績 ― ― 179,115 千円(256 件) 101,064 千円(233 件) 1,048,173千円(217件) 231,057 千円(332 件) －  
 ― ― ― ― ― ― －  

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

競争的研究資金、寄

附金、特許権収入等の

外部資金の確保に努め

る。 

競争的資金の積

極的な獲得を目指

し、公募情報、応

募状況、採択率に

係る情報を理化学

研究所内に周知

し、研究者の意識

向上を図る。また、

自己収入の増加を

目指した、産業界

からの受託研究や

共同研究、寄附金

等の受入を促すこ

とで、外部資金の

一層の獲得を図

る。特に、個人申

請による外部資金

の獲得に向け、日

本国の外部資金獲

得に習熟していな

い外国人研究者に

競争的資金等の

積極的な獲得を目

指し、所内研究者

に公募情報、応募

状況、採択率に係

る情報を周知し、

意識向上を図ると

ともに、大型外部

資金の獲得に向け

て戦略的に取り組

む。また、産業界

からの受託研究や

共同研究、寄附金

の受入を促すこと

で、より一層の外

部資金の獲得に努

める。 

平成２８年度

は、公募情報シス

テムを活用し、効

果的に所内周知を

・外部資金の一層の獲

得を推進したか 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 競争的資金等外部資金の

積極的な獲得を目指し、引

き続き公募情報システム

を活用した所内ホームペ

ージ・電子メールでの周知

を行った他、主な財団助成

金・政府系委託研究資金等

について、公募時期や制度

概要等を記載した一覧を

作成し、所内に展開した。 

○ また、応募に有益な情報提

供のための日本語・英語に

よる説明会、各地区で外部

資金に関して個別に相談

を受ける相談会を実施し

た。 

○ 英語での説明会では、日本

語による説明会と同様、制

度変更に関する説明、種目

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 公募情報の積極的な提供、

説明会、相談会等、これま

で実施してきた支援策に

ついて着実に実施した他、

応募の促進を図るべく、新

たな公募情報資料の作

成・提供を行った。 

 

 

 

○ 外部資金の獲得について

は、件数・金額ともに前年

度を大きく上回り、獲得額

押上げ要因である個別課

題に対する設備整備等の

ための大型の追加配分（平

成25年度：4,400百万円他、

平成 26 年度：3,120 百万円

他）があった平成 25年度、

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・前年度を上回る外部資金の獲得ができたことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・引き続き、研究開発の活性化のため、外部資金の着実な確保と活用

を期待する。 
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対する重点的な指

導・支援を強化す

る。 

 

図るとともに、英

語による応募説明

会を実施し、外国

人研究者に対する

重点的な指導・支

援を行う。また、

寄附金受入拡大の

ため、ウェブサイ

トなどで募集情報

の提供を行い、寄

附しやすい環境を

整備する。 

別採択率等応募・採択に関

するデータ紹介、科研費の

獲得経験を豊富に有する

研究者による獲得のポイ

ント等についての講義及

び Q&A セッションを設け、

外国人研究者による外部

資金への応募のための支

援を行った。 

○ 寄附金の受入れ拡大のた

め、募集情報提供の強化の

一環として、社会的注目度

が高い 3課題のほか、創立

百周年記念事業実施に係

る寄附金の募集を行った。 

○ 創立百周年記念事業寄附

金の募集においては、新た

に寄附者が払込・振込手数

料なしで寄附できる専用

払込用紙を作成し、各地区

の一般公開等イベントに

おいて来場者に配布した。 

26 年度と同水準の（を上回

る）実績を獲得した。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 企業及び個人からの寄附

金の獲得額は、平成 25 年

度以降、100 百万円以上の

水準を確保している。 

 

 

○ 創立百周年記念事業への

寄附金として、約 130 百万

円を獲得した。 

○ 以上から、外部資金の獲得

及び寄附金の受入れ拡大

に向けた取組みは、順調に

計画を遂行していると評

価する。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―６ 業務の安全の確保 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

 ― ― ― ― ― ― －  
 ― ― ― ― ― ― －  

 ― ― ― ― ― ― －  
 ― ― ― ― ― ― －  

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業務の遂行に当たっ

ては、安全の確保に十

分留意して行う。 

業務の遂行に当

たっては、法令を

遵守し、安全の確

保に十分に留意す

る。 

 

法令や指針の制

定・改正に適切に

対応するため、関

係官庁等からの速

やかな情報入手に

努めるとともに、

職員等の安全に係

る資質向上を図

る。入手した情報

については、それ

らが研究遂行に与

える事項について

検討を行い、研究

者への的確な情報

提供や必要に応じ

た規程等の整備等

を行う。また、こ

れらの情報を教育

に取り入れること

により安全の確保

を図る。 

・業務の安全確保に務

めたか 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 安全や生命倫理に係る法

令や指針の制定・改正につ

いては、関係省庁や地方自

治体等が開催する関連会

議及び委員会等を傍聴す

ることで、最新の情報の入

手に努めるとともに、関連

団体の実施する学会、講習

会等への参加により、担当

職員の資質向上に努めた。

入手した情報で広く職員

等に情報提供すべき内容

（毒劇物の新規物質指定

など）については、ホーム

ページへの掲示や文書の

配布により的確かつ迅速

に情報提供を行うととも

に、教育訓練の内容に反映

させて、周知した。また、

平成 27 年度に引き続き、

業務上必要となる資格の

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○ 行政機関等が開催する会

議等の傍聴により、安全や

生命倫理に係る最新情報

の入手に努めるとともに、

学会等の参加により担当

職員の資質向上を行って

いること。また入手した情

報の教育訓練への取り入

れやホームページへの掲

示等を通じて職員等へそ

の情報を提供し、周知して

いること。必要な資格の取

得と法定講習等の受講を

推進し、労働衛生コンサル

タントや第一種放射線取

扱主任者などの資格の獲

得と資質の向上を図って

いることから、順調に計画

を遂行していると評価す

る。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 
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取得と法定講習等の受講

を所内周知・受講料補助等

により推進し、労働衛生コ

ンサルタントや第一種放

射線取扱主任者などの資

格の獲得と資質の向上を

図った。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目

標 
 

中長期計画 
 

年度計

画 
 

主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予算を適

正かつ効率

的に執行す

る仕組みの

構 築 を 図

る。 

また、毎年

の運営費交

付金の算定

に 向 け て

は、運営費

交付金債務

残高の発生

状況にも留

意する。 

１．予算（中長期計画の予算） 

平成２５年～平成２９年度 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

設備整備費補助金 

特定先端大型研究施設整備費補助金 

特定先端大型研究施設運営費等補助金 

次世代人工知能技術等研究開発拠

点形成事業費補助金（※２） 

雑収入 

特定先端大型研究施設利用収入 

受託事業収入等計 

計 

 

274,795 

7,353 

3,224  

3,339 

114,516 

4,400 

 

1,833 

2,041 

24,502 

436,002 

支出 

一般管理費 

（公租公課を除いた一般管理費） 

うち、人件費（管理系） 

物件費 

公租公課 

 

20,607 

10,128 

6,689 

3,439 

10,479 

１．予算 

( 表

3-1-1

) 

参照 

 

２．収支

計画 

( 表

3-1-2

) 

参照 

 

 

３．資金

計画 

( 表

3-1-3

) 

参照 

 

 

－ 

【財務状況】 

（当期総利益

（又は当期

総損失）） 

・ 当期総利益

（又は当期

総損失）の

発生要因が

明らかにさ

れ て い る

か。 

 

 

・ また、当期

総利益（又

は当期総損

失）の発生

要因は法人

の業務運営

に問題等が

あることに

＜主要な業務実績＞ 

 

【平成 28年度収入状況】 

 

収入 

研究事業 

予算額 決算額 
差引 

増減額 

備

考 

運営費交

付金 
40,637 40,637 0   

施設整備

費補助

金 

4,005 100 3,905 *1 

設備整備

費補助

金 

- 575 △ 575 *1 

特定先端

大型研究

施設整備

費補助金 

- - -   

特定先端

大型研究

施設運営

費等補助

金 

- - -   

次世代人 1,450 1,450 0   

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

〇収入計画は概

ね計画通りで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 
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業務経費 

うち、人件費（事業系） 

物件費（任期制職員給与を含む） 

 

施設整備費 

設備整備費 

特定先端大型研究施設整備費 

特定先端大型研究施設運営等事業費 

次世代人工知能技術等研究 

開発拠点形成事業費（※２） 

受託事業等 

計 

 

256,021 

25,831 

230,190 

 

7,353 

3,224  

3,339 

116,557 

4,400 

 

24,502 

436,002 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一

致しないことがある。 

 

【人件費の見積】 

期間中総額 102,294 百万円を支出する。 

 

【注釈 1】運営費交付金の算定ルール 

毎事業年度に交付する運営費交付金Ａ(ｙ)につい

ては以下の数式により決定する。 

Ａ(ｙ)＝Ｃ(ｙ)＋Ｒ(ｙ) ＋ε(ｙ)＋Ｆ(ｙ)－Ｂ

(ｙ)  

Ｃ(ｙ)＝Ｐｃ(ｙ)＋Ｃｃ(ｙ)＋Ｔ(ｙ) 

Ｐｃ(ｙ)＝Ｐｃ(ｙ－１)×σ(係数) 

Ｃｃ(ｙ)＝Ｃｃ(ｙ－１)×β（係数）×α1（係数） 

Ｒ(ｙ)＝Ｐｒ(ｙ)＋Ｒｒ(ｙ) 

Ｐｒ(ｙ)＝Ｐｒ(ｙ－１)×σ(係数) 

Ｒｒ(ｙ)＝Ｒｒ(ｙ－１)×β（係数）×γ（係数）

×α2（係数） 

Ｂ(ｙ)＝Ｂ(ｙ－１)×δ(係数) ×λ(係数) 

 

各経費及び各係数値については、以下の通り。 

Ｂ(ｙ)：当該事業年度における自己収入の見積。Ｂ

(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＢ

(ｙ)。 

Ｃ(ｙ)：当該事業年度における一般管理費。 

Ｃｃ(ｙ)：当該事業年度における一般管理費中の物

件費。Ｃｃ(ｙ－１)は直前の事業年度に

おけるＣｃ(ｙ)であり、直前の事業年度

における新規または拡充分Ｆ(ｙ－１)

よ る も の

か。 

 

（利益剰余金

（又は繰越

欠損金）） 

・ 利益剰余金

が計上され

て い る 場

合、国民生

活及び社会

経済の安定

等の公共上

の見地から

実施される

ことが必要

な業務を遂

行するとい

う法人の性

格に照らし

過大な利益

となってい

ないか。 

 

・ 繰越欠損金

が計上され

て い る 場

合、その解

消計画は妥

当か。 

 

※解消計画が

ない場合 

・ 当該計画が

策定されて

い な い 場

合、未策定

の理由の妥

当性につい

て検証が行

われている

か。さらに、

工知能技

術等研究

開発拠点

形成事業

費補助金 

雑収入 11 53 △42 *2 

特定先端

大型研究

施設利用

収入 

- - -   

受託事業

収入等 
9,119 14,759 △5,640 *3 

計 55,223 57,574 △2,352   

 

 

収入 

バイオリソース関連事業 

予算額 
決算

額 

差引 

増減額 

備

考 

運営費交付

金 
3,648 3,648 0   

施設整備費

補助金 
- - -   

設備整備費

補助金 
- 331 △ 331 *1 

特定先端大

型 研 究 施

設 整 備 費

補助金 

- - -   

特定先端大

型研究施設

運営費等補

助金 

- - -   

次世代人工

知能技術等

研究開発拠

点形成事業

費補助金 

- - -   

雑収入 174 153 21 *2 

特定先端大

型研究施設

利用収入 

- - -   

受託事業収

入等 
57 236 △180 *3 

計 3,878 4,368 △490   

 

 

収入 
成果普及事業 

予算 決算額 差引 備
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を含む。 

Ｐｒ(ｙ)：当該事業年度における事業経費中の人件

費。Ｐｒ(ｙ－１)は直前の事業年度にお

けるＰｒ(ｙ)であり、直前の事業年度に

おける新規または拡充分Ｆ(ｙ－１)を

含む。 

Ｐｃ(ｙ)：当該事業年度における一般管理費中の

人件費。Ｐｃ(ｙ－１)は直前の事業年度

におけるＰｃ(ｙ)であり、直前の事業年

度における新規または拡充分Ｆ(ｙ－

１)を含む。 

Ｒ(ｙ)：当該事業年度における事業経費。 

Ｒｒ(ｙ)：当該事業年度における事業経費中の物件

費。Ｒｒ(ｙ－１) は直前の事業年度に

おけるＲｒ(ｙ)であり、直前の事業年度

における新規または拡充分Ｆ(ｙ－１)

を含む。 

Ｆ(ｙ)：当該事業年度における新規または拡充分。

社会的・政策的要請を受けて行う重点施策

の実施のために増加する経費（一般管理

費、事業経費）であり、各事業年度の予算

編成過程において、当該経費を具体的に決

定。Ｆ(ｙ－１)は直前の事業年度における

Ｆ(ｙ)として、一般管理費（人件費：Ｐｃ

(ｙ－１)、物件費：Ｃｃ(ｙ－１)）、事業

経費(人件費：Ｐｒ(ｙ－１)、物件費：Ｒ

ｒ(ｙ－１))にそれぞれ含める形で算出さ

れる。 

Ｔ(ｙ)：当該事業年度における公租公課。 

ε(ｙ)：当該事業年度における特殊経費。重点施策

の実施、事故の発生、退職者の人数の増減

等の事由により当該年度に限り時限的に発

生する経費であって、運営費交付金算定ル

ールに影響を与えうる規模の経費。これら

については、各事業年度の予算編成過程に

おいて、人件費の効率化等一般管理費の削

減方策も反映し具体的に決定。 

α1、α2：効率化係数。中長期目標における一般管

理費及び事業経費の合計に関する削減目

標(毎事業年度につき 1.03％以上の効率

化)を踏まえ、各事業年度の予算編成過程

において、当該事業年度における具体的

当該計画に

従い解消が

進んでいる

か。 

 

（運営費交付

金債務） 

・ 当該年度に

交付された

運営費交付

金の当該年

度における

未執行率が

高い場合、

運営費交付

金が未執行

となってい

る理由が明

らかにされ

ているか。 

 

 

 

・ 運営費交付

金債務（運

営費交付金

の未執行）

と業務運営

との関係に

ついての分

析が行われ

ているか。 

 

 

 

（溜まり金） 

・ いわゆる溜

まり金の精

査 に お い

て、運営費

交付金債務

と欠損金等

額 増減額 考

運営費交付

金 
815 815 0   

施設整備費

補助金 
- - -   

設備整備費

補助金 
- 2 △2 *1 

特定先端大

型研究施設

整備費補助

金 

- - -   

特定先端大

型研究施設

運営費等補

助金 

- - -   

次世代人工

知能技術等

研究開発拠

点形成事業

費補助金 

- - -   

雑収入 94 298 △204 *2 

特定先端大

型研究施設

利用収入 

- - -   

受託事業収

入等 
- 49 △49 *3 

計 909 1,164 △256   

 

 

収入 

特定先端大型研究施設共用促進

事業 

予算額 決算額 

差引 

増減

額 

備

考

運営費交

付金 
408 408 0   

施設整備

費 補 助

金 

- - -   

設備整備

費 補 助

金 

- 27 △27 *1 

特定先端

大型研究

施設整備

費補助金 

500 421 79 *1 

特定先端

大型研究

施設運営

27,844 27,149 695   
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な係数値を決定。 

β：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程に

おいて、当該事業年度における具体的な係数値

を決定。 

γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程にお

いて、当該事業年度における具体的な係数値を

決定。 

δ：自己収入政策係数。過去の実績を勘案し、各事

業年度の予算編成過程において、当該事業年度

における具体的な係数値を決定。 

λ：収入調整係数。過去の実績における自己収入に

対する収益の割合を勘案し、各事業年度の予算

編成過程において、当該事業年度における具体

的な係数値を決定。 

σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程

において、給与昇給率等を勘案し、当該事

業年度における具体的な係数値を決定。 

 

【中長期計画予算の見積に際し使用した具体的係

数及びその設定根拠等】 

上記算定ルール等に基づき、以下の仮定のもと

に試算している。 

・運営費交付金の見積において、中長期目標期

間中に一般管理費及び業務経費を合計したも

のについて、効率化係数を毎年度平均△1.03％

とし、λ(収入調整係数)を一律１として試算。 

 

 

・ε(特殊経費) 、新規又は拡充分については勘

案していないが、具体的な額については、各事

業年度の予算編成過程において再計算され決

定される。 

・事業経費中の物件費については、β(消費者物

価指数)は変動がないもの(±0%)とし、γ(業務

政策係数)は一律１として試算。 

・人件費の見積については、σ(人件費調整係数)

は変動がないもの(±0%)とし、退職者の人数の

増減等がないものとして試算。 

・自己収入の見積については、δ(自己収入政策

係数)は据置(±0%)として試算。 

・受託事業収入等の見積については、過去の実

績を勘案し、一律据置として試算。 

との相殺状

況に着目し

た洗い出し

が行われて

いるか。 

費等補助

金 

次世代人

工知能技

術等研究

開発拠点

形成事業

費補助金 

- - -   

雑収入 - - -   

特定先端

大型研究

施設利用

収入 

367 401 △34   

受託事業

収入等 
- 36 △36 *3 

計 29,120 28,442 678   

 

 

収入 

法人共通 

予算

額 

決算

額 

差引 

増減額 

備

考

運営費交付

金 
6,082 6,082 0   

施設整備費

補助金 
- - -   

設備整備費

補助金 
- 13 △13 *1 

特定先端大

型 研 究 施

設 整 備 費

補助金 

- - -   

特定先端大

型研究施設

運営費等補

助金 

- - -   

次世代人工

知能技術等

研究開発拠

点形成事業

費補助金 

- - -   

雑収入 173 118 55 *2 

特定先端大

型研究施設

利用収入 

- - -   

受託事業収

入等 
- 2,032 △2,032 *3 

計 6,255 8,245 △1,990   
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２．収支計画 

平成２５年～平成２９年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

経常経費 

一般管理費 

うち、人件費（管理系） 

物件費 

公租公課 

業務経費 

うち、人件費（事業系） 

物件費 

受託事業等 

減価償却費 

財務費用 

臨時損失 

 

収益の部 

運営費交付金収益 

研究補助金収益 

受託事業収入等 

自己収入（その他の収入） 

資産見返負債戻入 

臨時収益 

 

純損失 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

目的積立金取崩額 

総利益 

 

493,135  

20,375 

6,689 

3,206 

10,480 

285,427 

25,831 

259,596 

17,654 

169,538  

141 

- 

 

 

231,760 

74,745 

21,903 

3,755 

159,454  

- 

 

△1,518 

3,756 

- 

2,238 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一

致しないことがある。 

 

３．資金計画 

平成２５年～平成２９年度 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

566,529   

350,397  

202,544   

4,332 

 

収入 

合計 

予算額 決算額 
差引 

増減額 

備

考

運営費交

付金 
51,591 51,591 0   

施設整備

費補助

金 

4,005 100 3,905   

設備整備

費補助

金 

- 948 △948   

特定先端

大型研究

施設整備

費補助金 

500 421 79   

特定先端

大型研究

施設運営

費等補助

金 

27,844 27,149 695   

次世代人

工知能技

術等研究

開発拠点

形成事業

費補助金 

1,450 1,450 0   

雑収入 451 622 △171   

特定先端

大型研究

施設利用

収入 

367 401 △34   

受託事業

収入等 
9,176 17,111 △7,936   

計 95,385 99,793 △4,409   

【主な増減理由】 

*1 差額の主因は、補助事業の繰越によるもので

す。 

*2 差額の主因は、事業収入等の増加または減少

によるものです。 

*3 差額の主因は、受託研究等の増加です。 

 

 
 

【平成 28年度支出状況】 

支出 

研究事業 

予算額 決算額 
差引 

増減額 

備

考

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇支出計画は概

ね計画通りで

ある。 
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次期中長期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

国庫補助金収入 

受託事業収入等 

自己収入(その他の収入) 

投資活動による収入 

施設整備費による収入 

定期預金解約等による収入 

財務活動による収入 

前中期目標の期間よりの繰越金 

9,256 

 

566,529  

448,736  

274,795 

122,140   

27,115 

27,636 

103,211 

10,691  

92,520 

- 

11,633  

※１ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関

係で一致しないことがある。 

※２ 次世代人工知能技術等研究開発拠点形成事

業費補助金に係るものについては平成２８年度に

予定している事業相当額を計上。 

 

 

一般管理

費 
- - -   

うち、

人件費 
- - -   

うち、

物件費 
- - -   

うち、

公租公課 
- - -   

事業経費 40,648 40,922 △273   

うち、

人件費 
4,526 4,522 4   

うち、

物件費 
36,123 36,400 △277   

施設整備

費 
4,005 99 3,906 *1 

設備整備

費 
- 491 △491 *1 

特定先端

大型研究

施設整備

費 

- - -   

特定先端

大型研究

施設運営

等事業費 

- - -   

次世代人

工知能技

術等研究

開発拠点

形成事業

費 

1,450 1,450 0   

受託事業

等 
9,119 14,759 △5,640 *2 

計 55,223 57,721 △2,498   

 

 

支出 

バイオリソース関連事業 

予算額 決算額 
差引 

増減額 

備

考

一 般 管 理

費 
- - -   

うち、

人件費 
- - -   

うち、

物件費 
- - -   
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うち、

公租公課 
- - -   

事業経費 3,822 2,835 987   

うち、

人件費 
450 448 2   

うち、

物件費 
3,372 2,386 985 *3 

施 設 整 備

費 
- - -   

設 備 整 備

費 
- 324 △324 *1 

特 定 先 端

大 型 研 究

施 設 整 備

費 

- - -   

特 定 先 端

大 型 研 究

施 設 運 営

等事業費 

- - -   

次 世 代 人

工 知 能 技

術 等 研 究

開 発 拠 点

形 成 事 業

費 

- - -   

受 託 事 業

等 
57 236 △180 *2 

計 3,878 3,395 483   

 

 

支出 

成果普及事業 

予算

額 
決算額 

差引 

増減額 

備

考 

一般管理費 - - -   

うち、人

件費 
- - -   

うち、物

件費 
- - -   

うち、公

租公課 
- - -   

事業経費 909 977 △69   

うち、人

件費 
54 57 △3   

うち、物

件費 
854 920 △66   
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施設整備費 - - -   

設備整備費 - 2 △2 *1 

特定先端大

型研究施設

整備費 

- - -   

特定先端大

型研究施設

運営等事業

費 

- - -   

次世代人工

知能技術等

研究開発拠

点形成事業

費 

- - -   

受託事業等 - 49 △49 *2 

計 909 1,029 △120   

 

 

支出 

特定先端大型研究施設共用促進

事業 

予算額 決算額 

差引 

増減

額 

備

考

一般管理

費 
- - -   

うち、

人件費 
- - -   

うち、

物件費 
- - -   

うち、

公租公課 
- - -   

事業経費 408 452 △43   

うち、

人件費 
59 61 △2   

うち、

物件費 
350 391 △42 *4 

施設整備

費 
- - -   

設備整備

費 
- 27 △27 *1 

特定先端

大型研究

施設整備

費 

500 421 79 *1 

特定先端 28,212 27,335 876   
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大型研究

施設運営

等事業費 

次世代人

工知能技

術等研究

開発拠点

形成事業

費 

- - -   

受託事業

等 
- 36 △36 *2 

計 29,120 28,270 850   

 

支出 

法人共通 

予算額 
決算

額 

差引 

増減額 

備

考

一般管理

費 
4,077 3,874 203   

うち、

人件費 
1,383 1,383 0   

うち、

物件費 
665 665 0   

うち、

公租公課 
2,029 1,826 203 *5 

事業経費 2,178 1,854 324   

うち、

人件費 
8 8 0   

うち、

物件費 
2,170 1,845 324 *3 

施設整備

費 
- - -   

設備整備

費 
- 12 △12 *1 

特定先端

大型研究

施設整備

費 

- - -   

特定先端

大型研究

施設運営

等事業費 

- - -   

次世代人

工知能技

術等研究

開発拠点

- - -   
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形成事業

費 

受託事業

等 
- 2,032 △2,032 *2 

計 6,255 7,772 △1,517   

 

支出 

合計 

予算額 決算額 
差引 

増減額 
備考 

一 般 管

理費 
4,077 3,874 203   

う

ち、人件

費 

1,383 1,383 0   

う

ち、物件

費 

665 665 0 *6 

う

ち、公租

公課 

2,029 1,826 203   

事 業 経

費 
47,965 47,039 926   

う

ち、人件

費 

5,096 5,096 0   

う

ち、物件

費 

42,869 41,943 926 *6 

施 設 整

備費 
4,005 99 3,906   

設 備 整

備費 
- 856 △856   

特 定 先

端 大 型

研 究 施

設 整 備

費 

500 421 79   

特 定 先

端 大 型

研 究 施

設 運 営

等 事 業

費 

28,212 27,335 876 *6 

次 世 代

人 工 知
1,450 1,450 0 *6 
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能 技 術

等 研 究

開 発 拠

点 形 成

事業費 

受 託 事

業等 
9,176 17,111 △7,936 *6,7 

計 95,385 98,187 △2,802   

 

【主な増減理由】 

*1 差額の主因は、補助事業の繰越によるもので

す。 

*2 差額の主因は、受託研究等の増加です。 

*3 差額の主因は、大学等との連携拠点の整備を

翌期に実施することとされたことによる次年

度への繰越です。 

*4 差額の主因は、前年度からの繰越によるもの

です。 

*5 差額の主因は、固定資産税の減少です。 

【備考】 

*6 任期制職員に係る人件費が含まれ、損益計算

書上、給与(含む法定福利費)として 21,145 百

万円が計上されています。 

*7 定年制職員に係る人件費が含まれ、損益計算

書上、給与(含む法定福利費)として 670 百万

円（研究費 440 百万円、一般管理費 230 百万

円）が計上されています。 

 

 

【 平 成 28 年 度 収 支 計 画 】                    

（単位：百万円） 

区分 計画額 実績額 差引増

減額 

費用の部    

 経常経費 102,014 101,185 829 

  一般管理費 4,063 4,100 △37 

  うち、人件費

（管理系） 
1,383 1,614 △231 

     物件

費 
650 661 △11 

     公租

公課 
2,029 1,825 204 

  業務経費 69,336 63,035 6,301 

  うち、人件費

（事業系） 
5,096 5,536 △440 

     物件

費 
64,239 57,498 6,741 

  受託事業等 8,153 13,103 △4,950 

  減価償却費 20,455 20,930 △475 

 財務費用 8 17 △9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇収支計画は概

ね計画通りで

ある。 
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 臨時損失 - 158 △158 

収益の部       

 運営費交付金

収益 
47,015 45,374 1,641 

 研究補助金収

益 
25,907 21,320 4,587 

 受託事業収入

等 
9,176 16,875 △7,699 

 自己収入（その

他の収入） 
807 1,027 △220 

 資産見返負債

戻入 
18,827 18,951 △124 

 臨時収益 - 150 △150 
    

純利益又は純損

失（△） 
△282 2,353 △2,635 

前中長期目標期
間繰越積立金取
崩額 

333 336 △3 

目的積立金取崩

額 
- 38 △38 

総利益 51 2,727 △2,676 

※各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係

で一致しないことがある。 

【主な増減理由】 

・受託事業等（費用の部）及び受託事業収入等

（収益の部）：受託研究の増 

・業務経費のうち物件費（費用の部）及び、研

究補助金収益（収益の部）：研究補助金の費用

執行の減 

 

 

 

【 平 成 28 年 度 資 金 計 画 】                    

（単位：百万円） 

区分 計画額 実績額 差引増減

額 

資金支出 126,702 143,101 △16,399 

 業務活動によ

る支出 
80,459 84,374 △3,915 

 投資活動によ

る支出 
31,412 25,069 6,343 

 財務活動によ

る支出 
351 635 △284 

 翌年度への繰

越金 
14,480 33,023 △18,543 

      

資金収入 126,702 143,101 △16,399 

 業務活動によ

る収入 
91,046 104,907 △13,861 

  運営費交付

金による収入 
51,591 51,591 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇資金計画は概

ね計画通りで

ある。 
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  国庫補助金

収入 
29,294 29,548 △254 

  受託事業収

入等 
9,149 17,748 △8,599 

  自己収入（そ
の他の収入） 

1,011 6,020 △5,009 

 投資活動によ

る収入 
19,517 12,451 7,066 

  施設整備費

による収入 
4,505 446 4,059 

  定期預金の
解約等による
収入 

15,012 12,005 3,007 

 財務活動によ

る収入 
- - - 

 前年度よりの

繰越金 
16,139 25,743 △9,604 

※各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係

で一致しないことがある。 

【主な増減理由】 

・業務活動による支出：受託事業収入等及び自

己収入（その他の収入）など、収入の増に伴う

増 

・翌年度への繰越金：未払金及び運営費交付金

債務の増に伴う増 

・業務活動による収入：受託事業収入等及び自

己収入（その他の収入）の増 

・投資活動による収入：施設整備費による収入

及び定期預金の解約等による収入の減 

 

【当期総利益（当期総損失）】 

【当期総利益（又は当期総損失）の発生要因】 

〇財務諸表の作成にあたり当期総利益の発生要

因（構成）について検証を行った結果、当期

総利益の発生要因（構成）は、その大部分が

自己収入により取得した固定資産の期間利益

（残存簿価）及び前中長期目標期間繰越積立

金取崩額であった。 

 

【利益剰余金】 

〇利益剰余金の構成要素は、当期総利益及び前

中長期目標期間繰越積立金の残額であり、当

期総利益の発生要因からも、過大な利益とな

っていない。 

 

【繰越欠損金】 

〇該当なし 

 

【運営費交付金債務の未執行率（％）と未執行

の理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇適切に処理さ

れている。 
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〇平成 28 年度に交付された運営費交付金は、

51,591 百万円（1）である。このうち、平成

28 年度執行額は、43,124 百万円（2）である

ため、平成 28年度交付分の未執行額（（3）＝

（1）－（2））は、8,467 百万円、未執行率（3）

/（1）は 16.4％である。 

〇未執行額には、各地区における省エネ・老朽

化対策の継続的な実施に必要な予算 1,648 百

万円（4）及び関係大学・自治体との連携拠点

（科学技術ハブ）の整備に必要な予算 1,924

百万円（5）のほか、費用進行基準による収益

化、収入欠陥に伴う不用額 273 百万円（6）が

含まれており、未執行額からこれらを除いた

金額これら（（7）=（3）－（4）－（5）－（6））

は 4,622 百万円であり、未執行率（7）/（1）

は、9.0％である。 

〇その他の未執行の理由は、最新の研究動向に

合わせた研究を行うための計画変更によるも

のや、研究者の着任時期の変更等によるもの

が要因である。 

 

【業務運営に与える影響の分析】 

〇研究開発成果の最大化、効果的・効率的な業

務の実施に向けた法人の管理機能強化や理事

長の指導力により重点的かつ早急に進めるこ

とが必要な取組みについては、都度対応を行

ってきていることから、業務運営に与える影

響は特段ない。 

〇その他の未執行額についても、平成 29 年度に

全額執行予定であり、引き続き執行状況の確

認及び柔軟な予算配賦等による早期執行に努

める。 

 

【溜まり金の精査の状況】 

〇運営費交付金債務と欠損金等の相殺により発

生した溜まり金はなかった。 

 

〇特定国立研究

開発法人とし

て、研究開発成

果の最大化、効

果的・効率的な

業務の実施に向

けた法人の管理

機能強化や理事

長の指導力によ

り重点的に進め

ることが必要な

取組みを推進す

るとともに、執

行状況の確認及

び柔軟な予算配

賦等による早期

執行に努める。 

 

 

 

 

 

〇適切に計画を

遂行している

と評価する。 
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(表 3-1-1) 

平成２８年度 

（単位：百万円） 

区  分 研究事業 ﾊﾞｲｵﾘｿｰｽ関連事業 成果普及事業 
特定先端大型研究

施設共用促進事業 
法人共通 合計 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

設備整備費補助金 

特定先端大型研究施設運営費等補助金 

特定先端大型研究施設整備費補助金 

次世代人工知能技術等研究開発拠点形成事

業費補助金 

雑収入 

特定先端大型研究施設利用収入 

受託事業収入等 

 計 

 

40,637 

4,005 

- 

- 

- 

1,450 

 

11 

- 

9,119 

55,223 

 

3,648 

- 

- 

- 

- 

- 

 

174 

- 

57 

3,878 

 

815 

- 

- 

- 

- 

- 

 

94 

- 

- 

909 

 

408 

- 

- 

27,844 

500 

- 

 

- 

367 

- 

29,120 

 

6,082 

- 

- 

- 

- 

- 

 

173 

- 

- 

6,255 

 

51,591 

4,005 

- 

27,844 

500 

1,450 

 

451 

367 

9,176 

95,385 

支出 

一般管理費 

（公租公課を除いた一般管理費） 

うち、人件費（管理系） 

物件費 

公租公課 

業務経費 

うち、人件費（事業系）  

物件費（任期制職員給与を含む） 

施設整備費 

設備整備費 

特定先端大型研究施設運営等事業費 

特定先端大型研究施設整備費 

次世代人工知能技術等研究開発拠点形成事

業費 

受託事業等 

 計 

 

- 

- 

- 

- 

- 

40,648 

4,526 

36,123 

4,005 

- 

- 

- 

1,450 

 

9,119 

55,223 

 

- 

- 

- 

- 

- 

3,822 

450 

3,372 

- 

- 

- 

- 

- 

 

57 

3,878 

 

- 

- 

- 

- 

- 

909 

54 

854 

- 

- 

- 

- 

- 

 

- 

909 

 

- 

- 

- 

- 

- 

408 

59 

350 

- 

- 

28,212 

500 

- 

 

- 

29,120 

 

4,077 

2,048 

1,383 

665 

2,029 

2,178 

8 

2,170 

- 

- 

- 

- 

- 

 

- 

6,255 

 

4,077 

2,048 

1,383 

665 

2,029 

47,965 

5,096 

42,869 

4,005 

- 

28,212 

500 

1,450 

 

9,176 

95,385 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

※独立行政法人会計基準に基づき、第３四半期までに見直した資源配分によるもの。 

 

(表 3-1-2) 

平成２８年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

 経常経費 

  一般管理費 

  うち、人件費（管理系） 

     物件費 

     公租公課 

  業務経費 

  うち、人件費（事業系） 

     物件費 

  受託事業等 

 

102,014 

4,063 

1,383 

650 

2,029 

69,336 

5,096 

64,239 

8,153 
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  減価償却費 

  財務費用 

 臨時損失 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 研究補助金収益 

 受託事業収入等 

 自己収入（その他の収入） 

 資産見返負債戻入 

 臨時収益 

 

純損失 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

目的積立金取崩額 

総利益 

20,455 

8 

- 

 

 

47,015 

25,907 

9,176 

807 

18,827 

- 

 

△ 282 

333 

- 

51 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

 

(表 3-1-3) 

平成２８年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

国庫補助金収入 

受託事業収入等 

自己収入(その他の収入) 

投資活動による収入 

施設整備費による収入 

定期預金解約等による収入 

財務活動による収入 

前年度よりの繰越金 

126,702 

80,459 

31,412 

351 

14,480 

 

126,702 

91,046 

51,591 

29,294 

9,149 

1,011 

19,517 

4,505 

15,012 

- 

16,139 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間最

終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 短期借入金は２

１０億円を限度と

する。 

想定される理由： 

・運営費交付金の

受入の遅延 

・受託業務に係る

経費の暫時立替等 

短期借入金は２

１０億円を限度と

する。 

想定される理由： 

・運営費交付金の

受入の遅延 

・受託業務に係る

経費の暫時立替等 

・ 短期借入金は有る

か。有る場合は、

その額及び必要性

は適切か。 

＜主要な業務実績＞ 
 
【短期借入金の有無及び金額】 
〇該当なし 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：- 

 
 

評定 ― 
― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 不要財産または不要財産となることが見込まれる財産に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 既に廃止を決定

した板橋分所につ

いて、独立行政法

人通則法第４６条

の２の規定に基づ

き、中長期目標期

間中に当該不要財

産を譲渡し、これ

により生じた収入

の額の範囲内で主

務大臣が算定した

金額を国庫に納付

する。 

板橋分所におい

て実施している研

究機能を和光地区

に移転するため

に、平成２８年度

は、引き続き板橋

分所の土地等の処

分に向け、売却手

続きを進める。 

― ＜主要な業務実績＞ 
 
〇板橋分所の譲渡先を板橋区

とすることを決定し、売却に

向けた準備および板橋区と

の契約条件交渉を行い、契約

締結にむけて契約書案の取

りまとめを行った。また、建

造物内備品等の処分・移送を

行った。 

＜評定と根拠＞ 
評定：B 

〇順調に計画を遂行している。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 重要な財産の処分・担保の計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間最

終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 不要財産又は不

要財産となること

が見込まれる財産

以外の重要な財産

の処分・担保の計

画はない。 

不要財産又は不

要財産となること

が見込まれる財産

以外の重要な財産

の処分・担保の計

画はない。 

・ 重要な財産の処分

に関する計画は有

るか。ある場合は、

計画に沿って順調

に処分に向けた手

続きが進められて

いるか。 

 

【実物資産】 

（保有資産全般の見

直し） 

・ 実物資産について、

保有の必要性、資産

規模の適切性、有効

活用の可能性等の

観点からの法人に

おける見直し状況

及び結果は適切か。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

【重要な財産の処分に関する

計画の有無及びその進捗状

況】 

〇不要財産又は不要財産とな

ることが見込まれる財産以

外の重要な財産の処分・担保

の計画はない。 

 

【実物資産の保有状況】 

〇リサイクルの推進により資

産の有効活用を促進すると

ともに、減損会計に係る調査

及び現物確認調査を定期的

に実施して資産の利用状況

の把握等に努めた。 

① 実物資産の名称と内容、規

模 

〇理研の実物資産には、「建物

及び附属設備、構築物、土

地」、及び「建物及び附属設

備、構築物、土地以外の資産」

がある。「建物及び附属設備、

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

〇順調に計画を遂行している

と評価できる。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 
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構築物、土地」は、各事業所

等の土地、建物、宿舎等が計

上されており、「建物及び附

属設備、構築物、土地以外の

資産」は「機械及び装置並び

にその他の附属設備」及び

「工具、器具及び備品」が計

上されている。 

 

② 保有の必要性（法人の任

務・設置目的との整合性、任

務を遂行する手段としての

有用性・有効性等） 

〇実物資産の見直しについて

は、固定資産の減損に係る会

計基準に基づいて処理を行

っており、減損またはその兆

候の状況等を調査し、その結

果を適切に財務諸表に反映

させている。このため、実物

資産についてその保有の必

要性が無くなっているもの

は存在しない。 

③ 有効活用の可能性等の多寡 

〇保有の必要性、資産規模の適

切性、有効活用の可能性等の

観点からの法人における見

直しの結果、既に各資産につ

いて有効活用が行われてお

り、問題点はない。（見直し

の内容等は⑥を参照のこと） 

 

④ 見直し状況及びその結果

（⑥参照）） 

※見直しの結果、処分又は有効

活用を行うものとなった場

合 

⑤ 処分又は有効活用等の取組

状況／進捗状況（⑥参照） 

 

⑥ 政府方針等により、処分等

することとされた実物資産
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についての処分等の取組状

況／進捗状況 

〇「独立行政法人の事務・事業

の見直しの基本方針（平成 22

年 12 月）」に基づき、板橋分

所については、理研内に設置

した支分所等整理合理化検

討委員会において検討を重

ね、理事会（平成 24年 8月）

にて第3期中長期目標期間中

に処分することを決定。 

〇平成 28 年度には、譲渡先を

板橋区とすることを決定し、

売却に向けた準備および板

橋区との契約条件交渉を行

い、契約締結にむけて契約書

案の取りまとめを行った。 

また、建造物内備品等の処

分・移送を行った。 

 

⑦ 基本方針において既に個別

に講ずべきとされた施設等

以外の建物、土地等の資産の

利用実態の把握状況 

〇不動産等管理事務取扱細則

の規定に基づき、毎年度、財

産管理部暑（本部においては

総務部、各事業所においては

研究支援部）が不動産等管理

簿を作成し、資産の現況及び

増減の状況を明らかにして

いる。利用実態の把握等につ

いては、各研究支援部にて利

用実態、入居要望等を適宜確

認し、建物利用委員会等で必

要に応じたスペースの利用

計画案の策定を行っており、

この計画の承認並びに全所

における重要な土地・建物利

用に係る案件については、施

設委員会が、利用計画の把

握・調整に加えて老朽化対策
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等も勘案し、総合的な視点か

ら審議している。 

 

⑧ 利用実態を踏まえた保有の

必要性等の検証状況 

〇減損会計に係る調査及び現

物確認調査を実施し、資産の

利用状況の把握等に努めた。 

 

⑨ 実物資産の管理の効率化及

び自己収入の向上に係る法

人の取組 

※維持管理経費や施設利用収

入等の観点、アウトソーシン

グ等による管理業務の効率

化及び利用拡大等による自

己収入の向上の観点から記

載。 

〇資産については、会計システ

ムを用いて効率的に管理を

行っている。また、理研は研

究活動を目的として実物資

産を取得。研究活動を通じて

自己収入を得ているところ

であり、自己収入を主目的と

した実物資産を有していな

い。 

 

【金融資産の保有状況】 

① 金融資産の名称と内容、規

模 

〇金融資産の主なものは、現金

及び預金であり、平成 28 年

度末におい 

て33,022百万円となっている。 

 

② 保有の必要性（事業目的を

遂行する手段としての有用

性・有効性） 

〇未払い金等のために保有し

ているもものである。 
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③ 資産の売却や国庫納付等を

行うものとなった金融資産

の有無 

〇該当なし 

 

④ 金融資産の売却や国庫納付

等の取組状況／進捗状況 

〇該当なし 

 

【資金運用の実績】 

〇資金運用は1年未満の定期預

金を実施した。これによる利

息収入 

は約 16 万円程度であった。 

 

【資金運用の基本的方針（具体

的な投資行動の意志決定主

体、運用に係る主務大臣・法

人・運用委託先間の責任分担

の考え方等）の有無とその内

容】 

〇特に定めていない 

 

【資産構成及び運用実績を評

価するための基準の有無と

その内容】 

〇特に定めていない 

 

【資金の運用体制の整備状況】 

〇該当なし 

 

【資金の運用に関する法人の

責任の分析状況】 

〇該当なし 

 

【貸付金・未収金等の債券と回

収の実績】 

〇該当なし 

 

【回収計画の有無とその内容

（無い場合は、その理由）】 

〇該当なし 
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【回収計画の実施状況】 

〇該当なし 

 

【貸付の審査及び回収率の向

上に向けた取組】 

〇該当なし 

 

【貸倒懸念債権・破産更生債権

等の金額／貸付金等残高に

占める割合】 

〇該当なし 

 

【回収計画の見直しの必要性

等の検討の有無とその内容】 

〇該当なし 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 決算において剰

余金が生じた場合

の使途は、以下の

通りとする。 

・重点的に実施す

べき研究開発に係

る経費 

・エネルギー対策

に係る経費 

・知的財産管理、

技術移転に係る経

費 

・職員の資質の向

上に係る経費 

・研究環境の整備

に係る経費 

・広報に係る経費 

決算において剰

余金が生じた場合

の使途は、以下の

通りとする。 

・重点的に実施す

べき研究開発に係

る経費 

・エネルギー対策

に係る経費 

・知的財産管理、

技術移転に係る経

費 

・職員の資質の向

上に係る経費 

・研究環境の整備

に係る経費 

・広報に係る経費 

・ 利益剰余金は有る

か。有る場合はそ

の要因は適切か。 

 

・ 目的積立金は有る

か。有る場合は、

活用計画等の活用

方策を定める等、

適切に活用されて

いるか。 

＜主要な業務実績＞ 

【利益剰余金の有無及びその

内訳】 

【利益剰余金が生じた理由】 

〇 平成 28年度決算において、

目的積立金 88,746 千円を申

請している。特許権収入に基

づくものであり、適切なもの

である。 

 

【目的積立金の有無及び活用

状況】 

〇 平成 27年度決算までに、目

的積立金として承認を受け

た 327,623 千円のうち、

53,788千円を平成28年度の

創薬・医療技術基盤プログラ

ムで実施する研究開発に充

てた。人工アジュバントベク

ター細胞の開発プロジェク

トを実施し、臨床段階へ向け

た各種試験・解析および必要

な機器を導入した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

〇順調に計画を遂行している。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

Ⅷ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―1 施設・設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184,0185 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

既存の研究スペー

スを有効活用すると

ともに、将来の研究の

発展と需要の長期的

展望に基づき、良好な

研究環境を維持する

ため、老朽化対策を含

めた、施設・設備等の

改修・更新・整備を計

画的に実施する。 

また、施設・設備等

の所内共有化を図る

こと等により、可能な

限り施設・設備等を有

効に活用する。 

廃止を決定した板

橋分所については、本

中長期目標期間に適

切に処分を行い、国庫

納付を行う。 

また、廃止を決定し

理化学研究所

における研究開

発業務の水準の

向上と世界トッ

プレベルの研究

開発拠点として

の発展を図るた

め、常に良好な研

究環境を整備、維

持していくこと

が必要である。そ

のため、既存の研

究施設及び中長

期目標期間中に

整 備 さ れ る 施

設・設備の有効活

用を進めるとと

もに、老朽化対策

を含め、施設・設

備の改修・更新・

整備を重点的・計

理化学研究所の研究開発業

務の水準の向上と世界トップ

レベルの研究開発拠点として

の発展を図るため、常に良好

な研究環境を整備、維持して

いくことが重要である。その

ために、分野を越えた研究者

の交流を促進する構内環境の

整備、バリアフリー化や老朽

化対策等による安全・安心な

環境整備等の施設・設備の改

修・更新・整備を計画的に実

施する。 

（１）新たな研究の実施のた

めに行う施設の新設等 

施設・設

備の名

称 

予定額 

（百万

円） 

財 源 

(評価軸) 

・施設・設備の有効

活用を図るとと

もに、適切な改

修・老朽化対策を

実施したか 

（評価の視点） 

【施設及び設備に関

する計画】 

・ 施設及び設備に関

する計画は有る

か。有る場合は、

当該計画の進捗

は順調か 

＜主要な業務実績＞ 

 

〇既存の施設・設備の改修・

更新・整備については、老

朽化対策等計画リストに

基づいて施設整備費補助

金（補正予算）を獲得する

等で予算措置し、各地区に

おいて実施した。 

・仁科 RIBF 棟冷凍機の更新を

実施 

・脳科学中央研究棟の貫流ボ

イラを更新 

・バイオリソース棟大型オー

トクレーブの更新を実施 

・上記以外にも既存施設の有

効活用のため、各地区にお

いて熱源機器、エアコン等

空調機器、電気設備機器等

の更新工事並びに整備、研

究室・実験室等の改修工事

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

〇施設・設備に関する計画は、

順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実

施されたと認められるため。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・高度な研究施設・整備の維持管理には研究者の負担は大きいの

で、適切な支援体制が望まれる。 
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た職員宿舎について

は、入居者の円滑な退

去等に十分に配慮し

て、手続を進めること

とする。 

画的に実施する。

また、廃止を決定

した職員宿舎に

ついては、入居者

の円滑な退去等

に十分に配慮し

て、手続を進める

こととする。な

お、中長期目標を

達成するために

必要な研究開発

もしくは老朽化

により必要にな

る安全対策等に

対応した整備・改

修・更新が追加さ

れることがあり

得る。 

大 阪 地

区用地

取得 

20 特定寄

附金 

（２）既存の施設・設備の改

修・更新・整備 

施設・設

備の名称 

予定

額 

（百

万円） 

財 源 

RIBF 高

度化 

4,005 施設整

備費補

助 金

（※） 

SPring-8

経年劣化

対策 

500 特定先

端大型

研究施

設整備

費 

（※）平成 28年度補正予算に

よる措置 

 

を実施 

・構内環境整備、バリアフリ

ー対策、老朽化対策とし

て、エントランス自動ドア

の改修工事設計、外部スロ

ープの設置、その他施設・

設備機器等の改修・更新を

実施 

 

〇大阪地区の用地取得につい

ては、用地のうち施設進入

通路敷地 173.08 ㎡の取得

に向けて手続きを進めて

いる（取得予定額 20 百万

円）。 

〇RIBF 高度化及び SPring-8

経年劣化対策に着手した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―2 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

優秀な人材の確保、職

員の能力向上、適切な

評価・処遇による職員

の職務に対するインセ

ンティブ向上等に努め

る。 

また、活気ある開かれ

た研究環境を整備する

ため、任期付研究者等

の積極的な活用や、ク

ロスアポイントメント

制度の導入等を推進す

る。 

（１）方針 

業務運営の効率

的・効果的推進を

図るため、優秀な

人材の確保、適切

な職員の配置、職

員の資質の向上を

図る。研究者の流

動性の向上を図

り、研究の活性化

と効率的な推進に

努めるため、引き

続き、任期制職員

等を活用するとと

もに、クロスアポ

イントメント制度

の導入等を推進す

る。 

 

（２）人員に係る

指標 

業務の効率化等

を進め、業務規模

（１）方針 

業務運営の効率

的・効果的推進を

図るため、新たに

無期雇用職の採用

等を通じて優秀な

人材の確保、適切

な職員の配置、職

員の資質の向上を

図る。研究者の流

動性の向上を図

り、研究の活性化

と効率的な推進に

努めるため、引き

続き、任期制職員

等を活用するとと

もに、クロスアポ

イントメント制度

の導入等を推進す

る。また、定年制

研究職員に導入し

た年俸制の拡大に

取り組む。 

(評価軸) 

・優秀な人材の確保、

職員の能力向上、

インセンティブ向

上、任期付研究者

等の積極的活用が

図れているか 

（評価の視点） 

【人事に関する計画】 

・ 人事に関する計画

は有るか。有る場

合は、当該計画の

進捗は順調か。 

・ 人事管理は適切に

行われているか。 

＜主要な業務実績＞ 

 

〇労働契約法（平成 19 年法律

第 128 号）、研究開発システ

ムの改革の推進等による研

究開発能力の強化及び研究

開発等の効率的推進等に関

する法律（平成 20 年法律第

63 号）の改正内容及び科学

力展開プランに掲げた人事

制度改革の方針を踏まえ、研

究管理職とアシスタントに

ついて無期雇用職の選考方

法等を定め、選考を行った。

また、研究支援系職の選考を

平成 29 年度に実施できるよ

う、必要な規程等の整備を行

った。更に、任期制職員につ

いても任期付での雇用であ

ってもその能力を最大限に

発揮して研究に従事できる

よう、研究従事期間を原則 7

年間とするよう運用を改善

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

〇順調に計画を遂行している

と評価する。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・研究者の流動性と安定性のバランスを踏まえた人事制度改革のた

め、無期雇用職の導入や任期制職員の任期の長期化に取り組んだこと

は評価できる。 
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を踏まえた適正な

人員配置に努め

る。 

 

（２）人員に係る

指標 

業務の効率化等

を進め、業務規模

を踏まえた適正な

人員配置に努め

る。 

した。【再掲】 

〇 全ての管理職を対象に研究

室マネジメントに必要な倫

理、労務管理等の基本的事項

を eラーニングで受講させ、

管理職としての資質向上を

図った。 

〇 平成28年度は各センターに

おいて管理職を対象にした

コーチング講座を実施、セン

ターや研究室における部下

育成に有用なコミュニケー

ションスキルの向上を図っ

た。全ての研究センターで完

了した。【再掲】 

〇 新任管理職に対しては、研

究不正を防止するために気

を付けるべきポイントや、所

属員に対して研究倫理教育

を含めた指導育成を効果的

に実施するために有益なコ

ーチングスキル等に関する

研修を実施した。【再掲】 

〇 能力開発研修の中で、語学

力強化の取組みとしてオン

ラインによる英語学習プロ

グラムを新たに実施し、ま

た、海外短期語学研修を継続

的に実施することで、国際化

に対応する人材育成を図る

とともに、職員が夜間大学院

修学制度を通じて、専門性の

高い知識が備わるよう、職員

の育成を図った。【再掲】 

〇 IT やビジネススキルに関す

る研修の e ラーニング化に

より、より多くの職員に業務

に有益な内容を学べる機会

を提供し資質向上を図った。

【再掲】 

 

【人事に関する計画の有無及
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びその進捗状況】 

 

＜常勤職員の削減状況＞ 

〇 平成 27 年度末時点で 2,884

名であったのに対して平成

28 年度末時点で 2,893 名と

微増しているが、新たなプロ

ジェクトとして革新知能統

合研究センターが設置され

る中、ほぼ横ばいの人員数で

抑えることができた。 

〇 業務量の変化に対して都

度、必要な人材を確認の上、

適正配置に努めた。また、平

成 28 年度における事務職の

平均残業時間は、20.9 時間

／月で平成 27 年度の平均残

業時間 22.4 時間／月に対

し、1.5 時間削減された。 

 

＜常勤職員、任期付職員の計画

的採用状況＞ 

〇 業務運営の効率的・効果的

推進を図るため、優秀な人材

の確保、適切な職員の配置の

取り組みを行った。また、研

究者の流動性の向上を図り、

研究の活性化と効率的な推

進に努めるため、引き続き、

任期制職員等を活用するこ

ととした。クロスアポイント

メント制度も活用し、平成

28年度は15名のクロスアポ

イントを行った。 

〇 任期制研究職員の流動性に

加え、定年制研究職員の流動

性の向上を図るため、引き続

き、新規採用の定年制研究職

員を年俸制とした。その結

果、定年制研究職員 323 名の

うち、133 名が年俸制である

（平成 28年度末）。 
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〇 常勤職員の採用について

は、公募を原則とし、特に研

究者の公募に関しては、海外

の優秀な研究者の採用を目

指し、新聞、理研ホームペー

ジ、Nature 等主要な雑誌等

に広く国内外に向けて人材

採用広告を掲載して、国際的

に優れた当該分野の研究者

を募集する等、研究開発環境

の活性化を図った。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―3 中長期目標期間を越える債務負担 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、研究基

盤の整備等が中長

期目標期間を越え

る場合で、当該債

務負担行為の必要

性及び資金計画へ

の影響を勘案し合

理的と判断される

ものについて行

う。 

中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、研究基

盤の整備等が中長

期目標期間を越え

る場合で、当該債

務負担行為の必要

性及び資金計画へ

の影響を勘案し合

理的と判断される

ものについて行

う。 

【中長期目標期間を

超える債務負担】 
・ 中長期目標期間を

超える債務負担は

有るか。有る場合

は、その理由は適

切か。 

＜主要な業務実績＞ 
 
【中長期目標期間を超える債

務負担とその理由】 
〇該当なし 

＜評定と根拠＞ 
評定：- 

 
 

評定 ― 
― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―4 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0184 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期間最

終年度値等） 

H25 年度 
 
 

H26 年度 
 
 

H27 年度 
 
 

H28 年度 
 
 

H29 年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 
中長期計画 

 
年度計画 

 
主な評価指標 

 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 前期中長期目標期

間の最終年度にお

いて、独立行政法

人通則法第４４条

の処理を行ってな

お積立金があると

きは、その額に相

当する金額のうち

文部科学大臣の承

認を受けた金額に

ついて、以下のも

のに充てる。 

・中長期計画の剰

余金の使途に規定

されている重点的

に実施すべき研究

開発に係る経費、

エネルギー対策に

係る経費、知的財

産管理・技術移転

に係る経費、職員

の資質の向上に係

る経費、研究環境

前中長期目標期間

の最終年度におい

て、独立行政法人

通則法第４４条の

処理を行ってなお

積立金があるとき

は、その額に相当

する金額のうち文

部科学大臣の承認

を受けた金額につ

いて、以下のもの

に充てる。 

・中長期計画の剰

余金の使途に規定

されている重点的

に実施すべき研究

開発に係る経費、

エネルギー対策に

係る経費、知的財

産管理・技術移転

に係る経費、職員

の資質の向上に係

る経費、研究環境

(評価軸) 
・積立金を適正に充当

したか 
（評価の視点） 
【積立金の使途】 
・ 積立金の支出は有

るか。有る場合は、そ

の使途は中長期計画

と整合しているか。 

＜主要な業務実績＞ 
【積立金の支出の有無及びそ

の使途】 
〇該当なし 

＜評定と根拠＞ 
評定：- 

 
 

評定 ― 
― 
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の整備に係る経

費、広報に係る経

費 

・自己収入により

取得した固定資産

の未償却残高相当

額等に係る会計処

理 

・前中長期目標期

間に還付を受けた

消費税のうち、中

長期目標期間中に

発生する消費税の

支払 

の整備に係る経

費、広報に係る経

費 

・自己収入により

取得した固定資産

の未償却残高相当

額等に係る会計処

理 

・前中長期目標期

間に還付を受けた

消費税のうち、中

長期目標期間中に

発生する消費税の

支払 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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